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第１ 機構関係 

１ 公害等調整委員会の機構変遷図 
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２ 公害等調整委員会機構図 
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２ 公害等調整委員会機構図 
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.
4
.
1
～

村
重
慶
一

仙
田

富
士
夫

渡
邊
剛
男

篠
原
一
幸

5
0
.
5
.
1
～

5
3
.
4
.
1
～

5
6
.
4
.
6
～

竹
田
　

央
荒
木
友
雄

上
田

幹
夫

5
4
.
1
0
.
1
～

伴
　
長
満

5
6
.
4
.
3
～

大
石

良
雄

4
7

4
8

4
9

5
0

5
1

5
2

5
3

5
4

5
5

5
6

委
員

（
非
常
勤
）

顧
 
 
　
　
　
問

事
 
務
 
局
 
長

事
務

局
次
長

7
.
1

委
　

員
　
長

委
 
　
　
　
員

委
 
　
　
　
員

委
 
　
　
　
員

5
7

調
 
　

査
 
　
官

調
 
　

査
 
　
官

審
 
　

査
 
　
官

審
 
 
 
査
 
　
官

審
 
　

査
 
　
官

審
査
官

（
併
任
）

審
査
官

（
併
任
）

審
査
官

（
併
任
）

総
 
務
 
課
 
長

審
 
　

査
 
　
官

審
　

 
査
 
　
官

審
 
　

査
 
　
官

委
員

（
非
常
勤
）

委
員

（
非
常
勤
）
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歴
代
委
員
長
・
委
員
・
顧
問
・
事
務
局
職
員
一
覧

59
.7
.1
～

62
.7
.1
～

大
塚
正
夫

勝
見
嘉
美

58
.8
.2
8～

62
.7
.1
～

～
3.
11
.1
1

3.
11
.1
4～

三
浦
大
助

山
本
宣
正

長
谷
川
慧
重

59
.9
.1
～

元
.4
.1
～

小
玉
正
任

海
老
原
義
彦

61
.6
.1
～

3.
7.
1～

和
田
善
一

小
谷
宏
三

元
.1
0.
7～

南
　
博
方

59
.9
.2
6～

62
.7
.1
～

森
　
五
郎

西
家
正
起

～
59
.5
.7

59
.6
.2
8～

2.
7.
1～

三
ッ
木
正
次

宮
瀬
洋
一

60
.7
.1
6～

62
.7
.1
6～

青
木
義
人

大
塚
正
夫

57
.8
.2
7～

58
.5
.2
～

59
.7
.1
～

61
.7
.1
1～

62
.6
.1
～

63
.7
.8
～

2.
7.
3～

3.
6.
20
～

桐
澤
昭
夫

海
老
原
義
彦

菊
池
貞
二

隈
　
健

稲
橋
一
正

高
島
　
弘

高
岡
完
治

石
出
宗
秀

57
.7
.1
～

59
.7
.1
～

60
.7
.1
～

62
.7
.1
～

63
.7
.1
～

2.
7.
3～

3.
6.
20
～

吉
田
博
一

石
川
雅
嗣

藤
田
康
夫

木
曽
亭
二
郎

高
岡
完
治

石
出
宗
秀

石
和
田
洋

59
.1
.1
～

～
60
.7
.2
0

60
.8
.1
～

61
.7
.1
1～

63
.7
.1
～

2.
7.
3～

3.
6.
10

3.
7.
5～

紀
嘉
一
郎

麻
植
　
貢

石
倉
寛
治

嘉
手
川
勇

平
野
治
生

溝
口
喜
久

57
.4
.1
～

60
.5
.1
6～

62
.6
.1
～

63
.6
.1
～

2.
4.
1～

斉
藤
哲
夫

木
村
春
夫

大
橋
哲
郎

池
田
　
誠

谷
口
敏
彦

57
.6
.1
0～

59
.4
.1
2～

61
.7
.1
0～

63
.7
.1
～

2.
4.
1～

篠
浦
　
光

大
野
善
弘

小
林
俊
博

福
田
　
実

横
尾
　
正

58
.6
.1
0～

60
.1
0.
1～

63
.9
.1
～

飯
島
　

㔚
家
永
龍
太

明
石
圭
之

57
.3
.2
0～

～
58
.1
1.
4

58
.1
1.
7～

60
.4
.1

60
.5

.2
1-

31
60
.7
.1
～

61
.8
.8
～

63
.7
.1
～

～
2.
7.
3

3.
1.
1～

3.
7.
5～

麻
植
　
貢

木
曽
亭
二
郎

川
口

雄
加
藤
利
雄

溝
口
喜
久

影
山
淳
弌

竹
林
義
久

湯
原
行
孝

57
.8
.2
7～

60
.8
.2
7～

62
.9
.2
5～

元
.6
.2
7～

3.
7.
9～

成
島
健
次

船
橋
光
俊

吉
岡
大
忠

加
々
見
隆

平
井
　
全

58
.4
.1
～

59
.7
.1
～

61
.4
.1
～

62
.6
.1
～

63
.7

.1
5～

元
.5

.1
元

.7
.1

～
(2

.7
.3

-併
任

）
2.
7.
13
～

白
井
国
男

千
葉
真
一

牧
　
隆
壽

関
根
康
文

横
山
隆
一

谷
口
隆
司

楊
井
貴
晴

57
.4
.5
～

60
.4
.5
～

63
.4
.1
～

3.
4.
1～

宗
方
　
武

西
田
美
昭

大
和
陽
一
郎

岩
田
好
二

57
.4
.1
～

～
59
.3
.2
6

59
.4
.1
～

62
.4

.1
～

元
.4
.1
～

2.
4.
1～

並
木
　
茂

大
島
崇
志

横
山

匡
輝

玉
田
勝
也

中
野
哲
弘

59
.4
.1
～

62
.4

.1
～

元
.4
.1
～

大
津
千
明

後
藤

邦
春

榮
　
春
彦

58
.7
.1
～

60
.6
.1
8～

62
.4
.1
～

2.
4.
1～

渡
辺
　
卓

太
田
麻
男

湯
原
育
三

松
本
光
央

58
.7
.1
～

62
.4
.1
～

2.
4.
1～

3.
4.
1～

中
村
直
文

北
出
信
夫

石
川
　
勇

高
山
利
昭

4

調
 　

査
 　

官

調
 　

査
 　

官

審
 　

査
 　

官

審
  
 査

 　
官

審
 　

査
 　

官

審
査
官
（
併
任
）

審
査
官
（
併
任
）

審
査
官
（
併
任
）

総
 務

 課
 長

審
 　

査
 　

官

審
　
 査

 　
官

審
 　

査
 　

官

委
員

（
非
常
勤
）

委
員

（
非
常
勤
）

委
員

（
非
常
勤
）

事
 務

 局
 長

事
務
局
次
長

委
　
員
　
長

委
 　

　
　
員

委
 　

　
　
員

委
 　

　
　
員

58
昭
和
57

63

顧
  
　
　
　
問

平
成
元

2
3

59
60

61
62

第
1-

3 
歴

代
幹

部
職

員
一

覧
（庶

務
確

認
）.
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歴
代
委
員
長
・
委
員
・
顧
問

・
事
務
局
職
員
一
覧

4.
7.
1～

9.
7.
1～

西
山
俊
彦

川
嵜
義
德

9.
7.
1～

長
崎
　
護

6.
7.
6～

8.
7.
1～

12
.7
.1
～

武
石
　
章

大
塚
正
名

田
辺
淳
也

7.
7.
1～

12
.7
.1
～

文
田
久
雄

平
野
治
生

13
.7
.1
～

磯
部
　
力

4.
7.
1～

9.
7.
1～

川
田
裕
郎

平
石
次
郎

～
9.
3.
29

9.
7.
1～

二
宮
充
子

4.
7.
6～

　
9.
6.
3

4.
11
.9
～
　
8.
11
.8

9.
7.
1～

勝
見
嘉
美

近
藤
次
郎
、
川
村
皓
章
、
井
上
　
毅

西
山
俊
彦

4.
7.
10
～

6.
7.
15
～

8.
7.
30
～

9.
3.
10
～

12
.1
.1
1～

麻
植
　
貢

桑
原
　
博

永
島
泰
彦

下
野
省
三

三
隅
　
尚

～
5.
6.
29

5.
7.
16
～

7.
1.
10
～

8.
7.
30
～

9.
7.
15
～

～
12
.1
.1
1

12
.1
.2
1～

14
.1
.8
～

安
藤
昌
弘

井
上
達
夫

加
藤
利
雄

三
隅
　
尚

林
　
幹
雄

谷
口
隆
司

5.
7.
16
～

8.
8.

23
～

8.
11
.1
1～

10
.1
.9
～

11
.7
.1
3～

関
根
康
文

小
山

裕
谷
口
隆
司

笹
本
　
健

楊
井
貴
晴

5.
4.
1～

6.
11
.1
～

9.
7.
9～

～
12
.1
2.
31

13
.1
.6
～

都
甲
忠
義

中
崎
俊
治

佐
藤
雄
也

加
藤
正
男

5.
8.
1～

8.
1.
10
～

10
.7
.3
～

12
.6
.9
～

13
.1
.6
～
14
.1
.6

14
.1
.8
～

井
上
直
聖

永
山
勝
行

角
　
智
就

武
田
正
己

原
口
和
夫

杉
下
茂
雄

4.
4.
1～

7.
7.
1～

9.
6.
16
～

11
.6
.2
3～

川
松
　
清

茂
木
得
男

馬
場
崎
力

長
谷
川
和
久

6.
4.
1～

8.
7.

30
～

8.
11
.1
1～

～
10
.6
.2
9

10
.7
.1
～

13
.1
.6
～

勝
野
堅
介

谷
口

隆
司

小
山
　
裕

谷
口
隆
司

高
橋
洋
介

～
5.

6.
29

5.
7.
16
～

7.
6.
30
～
9.
7.
1 
 (
～
併
任
9.
7.
10
）

9.
7.
1～

11
.5
.1
～

13
.4
.1
～

福
井
和
夫

宇
野
　
裕

牧
原
厚
雄

西
山
　
裕

依
田
晶
男

4.
4.
1～

6.
7.
15
～

7.
8.
8～

9.
7.
15
～

9.
12
.1
1～

笹
本
　
健

竹
澤
正
明

田
口
和
也

井
波
哲
尚

高
塩
純
子

6.
4.
1～

10
.4
.1
～

11
.4
.1
～

小
池
勝
雅

六
車
　
明

端
二
三
彦

4.
1.
10
～

6.
4.
1～

8.
4.
1～

10
.4
.1
～

13
.1
.6
～

飯
村
敏
明

川
勝
隆
之

貝
阿
禰
誠

石
井
忠
雄

畠
山
　
稔

4.
4.
1～

7.
4.
1～

11
.4
.1
～

彦
坂
孝
孔

井
口
　
実

小
西
義
博

4.
6.
25
～

7.
10
.1
～

9.
6.
16
～

11
.6
.2
9～

13
.6
.1
9～

宮
永
重
紀

竹
内
敏
之

三
浦
秀
夫

峯
村
位
成

奥
泉
洋
一

4.
7.
1～

～
5.
9.
14

5.
10
.1
～

7.
7.
1～

8.
8.
15

8.
10
.1
～

11
.4
.1
～

13
.4
.1
～

鈴
木
　
信

大
谷
木
壽
夫

伊
藤
隆
介

伊
藤
信
男

祢
津
正
彦

大
瀧
政
雄

14

調
 　

査
 　

官

調
 　

査
 　

官

審
 　

査
 　

官

審
  
 査

 　
官

審
 　

査
 　

官

審
査
官
（
併
任
）

審
査
官
（
併
任
）

審
査
官
（
併
任
）

総
 務

 課
 長

審
 　

査
 　

官

審
　
 査

 　
官

審
 　

査
 　

官

委
員

（
非
常
勤
）

委
員

（
非
常
勤
）

13

委
員

（
非
常
勤
）

顧
  
　
　
　
問

事
 務

 局
 長

事
務
局
次
長

委
　
員
　
長

委
 　

　
　
員

委
 　

　
　
員

委
 　

　
　
員

平
成
4

5
6

7
8

9
10

11
12

第
1-

3 
歴

代
幹

部
職

員
一

覧
（庶

務
確

認
）.
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歴
代
委
員
長
・
委
員
・
顧
問

・
事
務
局
職
員
一
覧

14
.7
.1
～

19
.7
.1
～

加
藤
和
夫

大
内
捷
司

14
.7
.1
～

堺
　
宣
道

18
.7
.1
～

23
.7
.1
～

辻
　
通
明

柴
山
秀
雄

17
.7
.1
～

22
.7
.1
～

大
坪
正
彦

松
森
　
宏

23
.7
.1
～

高
橋
　
滋

19
.7
.1
～

小
玉
喜
三
郎

17
.7
.1
～

杉
野
翔
子

14
.7
.1
～
19
.6
.3
0

18
.7
.1
～
19
.3
.3
1

19
.7
.1
～

～
24
.1
.1
5

川
嵜
義
德

田
辺
淳
也

加
藤
和
夫

14
.4
.1
～

17
.9
.1
～

19
.7
.1
3～

23
.8
.1
5～

谷
口
隆
司

成
田
一
郎

香
川
弘
明

田
口
和
也

14
.4
.1
～

15
.9
.1
～

～
20
.7
.1

20
.7
.4
～

～
23
.7
.1
5

23
.7
.2
6～

香
川
弘
明

楊
井
貴
晴

田
家
 修

岡
部
直
己

15
.1
.1
7～

18
.2
,1
5～

20
.7
.4
～

21
.8
.1
～

23
.7
.2
2～

小
河
俊
夫

竹
井
嗣
人

横
山
 均

角
田
祐
一

米
澤
俊
介

15
.4
.2
1～

17
.8
.1
～

19
.7
.1
～

20
.8
.1
～

22
.4
.1
～

～
23
.1
0.
11

23
.1
1.
1～

佐
藤
哲
志

荒
井
真
一

鏑
木
儀
郎

岩
田
元
一

内
藤
克
彦

荒
木
真
一

15
.4
.1
～

17
.8
.1
～

19
.7
.1
3～

20
.7
.4
～

22
.7
.3
0～

志
田
孝
一

山
本
景
一

大
山
誠
一
郎

橋
本
政
樹

波
積
大
樹

15
.7
.6
～

17
.8
.1
～

19
.7
.1
～

21
.7
.1
4～

23
.7
.1
5～

上
野
　
透

松
月
宏
之

金
子
　
実

林
　
茂

本
道
和
樹

14
.7
.1
～

16
.4
.1
～

～
18
.3
.3
1

18
.7
.2
8～

19
.7
.6
～

21
.7
.7
～

22
.5
.1
4～

祢
津
正
彦

小
野
　
稔

高
田
　
潔

増
淵
勝
彦

中
田
昌
和

三
浦
健
太
郎

15
.8
.2
9～

17
.8
.2
6～

19
.9
.1
～

21
.7
.2
4～

23
.7
.2
9～

篠
原
一
正

今
井
　
明

中
井
川
誠

本
田
達
郎

松
原
徳
和

14
.4
.1
～

17
.4
.1
～

20
.7
.1
～

～
22
.8
.3

22
.8
.9
～

竹
井
嗣
人

森
丘
　
宏

荒
木
潤
一
郎

久
津
摩
敏
生

14
.4
.1
～

17
.9
.2
8～

20
.4
.1
～

23
.4
.1
～

松
井
英
隆

河
村
　
浩

鈴
木
義
和

矢
崎
　
豊

14
.3
.3
1～

16
.4
.1
～

20
.4
.1
～

22
.5
.1
4～

23
.4
.1
～

齋
藤
繁
道

永
谷
典
雄

佐
久
間
健
吉

藤
澤
孝
彦

近
藤
裕
之

15
.4
.1
～

19
.4

.1
～

22
.4
.1
～

針
塚
　
遵

武
宮

英
子

吉
田
光
寿

15
.7
.1
6～

17
.6
.2
9～

19
.6
.2
9～

～
21
.2
.9

21
.4
.1
～

23
.4
.1
～

下
出
雅
義

鈴
木
孝
一

富
永
潤
一

青
木
　
栄

川
原
修
司

16
.4
.1
～

21
.1
.1
～

22
.4
.1

小
畑
博
美

上
平
春
樹

井
ノ
川
清

24

調
 　

査
 　

官

調
 　

査
 　

官

審
査
官
（
併
任
）

審
査
官
（
併
任
）

審
査
官
（
併
任
）

審
 　

査
 　

官

審
 　

査
 　

官

審
 　

査
 　

官

審
 　

査
 　

官

審
 　

査
 　

官

審
 　

査
 　

官

総
 務

 課
 長

事
務
局
次
長

顧
　
  
　
問

委
員
（
非
常
勤
）

事
 務

 局
 長

19
20

委
員
（
非
常
勤
）

委
員
（
非
常
勤
）

委
　
 　

　
員

委
　
 　

　
員

委
　
 　

　
員

平
成
14

15
16

17
18

21
22

23

委
　
員
　
長

第
1-

3 
歴

代
幹

部
職

員
一

覧
（庶

務
確

認
）.

xl
sx

/④
H

14
-H

23
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４
 

予
算

の
推

移
 

 

（
単

位
：

千
円

）

昭
和

47
年

度
48

年
度

49
年

度
50

年
度

51
年

度
52

年
度

53
年

度
54

年
度

55
年

度

（
項

）
公

害
等

調
整

委
員

会

16
6,

02
2

18
9,

43
9

20
3,

79
2

27
8,

40
0

29
2,

00
6

30
0,

27
9

33
6,

18
2

34
2,

97
6

35
0,

75
4

10
9,

03
4

11
5,

03
9

13
3,

70
2

19
4,

47
6

20
4,

84
0

21
0,

18
5

24
3,

74
3

24
9,

62
9

25
7,

76
7

36
,6

88
38

,9
90

44
,6

14
57

,8
50

62
,9

51
64

,6
22

68
,5

88
67

,3
61

66
,1

06
①

 ⼈
当

庁
費

1,
39

2
1,

59
3

1,
89

8
2,

06
7

2,
27

7
2,

43
4

2,
44

2
2,

45
2

2,
45

2
②

 ⼀
般

事
務

費
16

,3
21

16
,8

51
18

,6
83

21
,1

26
20

,0
95

19
,6

06
21

,0
36

19
,8

28
19

,0
02

③
 委

員
会

経
費

10
,3

27
12

,7
43

16
,5

18
21

,6
23

23
,3

63
23

,8
89

24
,7

36
24

,7
03

24
,4

30
④

 ブ
ロ

ッ
ク

会
議

経
費

1,
22

3
1,

44
6

1,
33

1
1,

58
8

1,
29

3
1,

44
8

1,
37

6
1,

36
7

1,
32

5
⑤

 審
査

会
委

員
研

修
協

議
会

経
費

1,
83

2
2,

23
5

2,
05

6
3,

88
4

3,
19

4
4,

04
3

3,
84

1
3,

86
0

3,
80

2
⑥

 公
害

苦
情

相
談

制
度

事
務

費
5,

09
3

3,
59

0
3,

59
0

6,
30

5
9,

64
1

10
,1

46
12

,1
76

12
,1

95
12

,1
95

⑦
 公

害
苦

情
相

談
指

導
者

研
修

会
経

費
50

0
53

2
53

8
1,

25
7

3,
08

8
3,

05
6

2,
98

1
2,

95
6

2,
90

0
20

,3
00

30
,5

88
20

,5
88

20
,5

94
19

,0
49

19
,0

27
17

,5
51

17
,2

74
15

,5
73

ー
4,

82
2

4,
88

8
5,

48
0

5,
16

6
5,

04
8

4,
93

5
4,

91
8

4,
68

7
ー

ー
ー

ー
ー

ー
ー

ー
ー

ー
ー

ー
ー

ー
1,

39
7

1,
36

5
3,

79
4

3,
77

0

ー
ー

ー
ー

ー
ー

ー
ー

2,
85

1

（
注
）

１
 予

算
額

は
当

初
予

算
。

２
 昭

和
47

年
度

は
、

公
害

等
調

整
委

員
会

（
昭

和
47

年
７

⽉
１

⽇
設

置
）

が
年

度
当

初
か

ら
設

置
さ

れ
る

も
の

と
し

て
予

算
計

上
。

３
 昭

和
57

年
度

か
ら

、
公

害
紛

争
調

査
経

費
と

公
害

苦
情

実
態

調
査

経
費

を
統

合
し

て
、

公
害

紛
争

等
調

査
経

費
と

な
っ

た
。

４
 平

成
４

年
度

か
ら

、
公

害
苦

情
処

理
情

報
提

供
業

務
経

費
は

公
害

苦
情

処
理

情
報

提
供

業
務

等
経

費
と

な
っ

た
。

５
 平

成
20

年
度

か
ら

、
（

事
項

）
公

害
等

調
整

委
員

会
に

必
要

な
経

費
は

、
（

事
項

）
公

害
等

調
整

委
員

会
に

必
要

な
経

費
と

（
事

項
）

公
害

紛
争

処
理

等
に

必
要

な
経

費
に

分
割

さ
れ

た
。

(7
) 公

害
苦

情
処

理
情

報
提

供
業

務
経

費

 １
 公

害
等

調
整

委
員

会
に

必
要

な
経

費
(1

) 定
員

に
伴

う
経

費
(2

) 経
常

事
務

費

(3
) 公

害
紛

争
調

査
経

費

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
年

 
度

事
 

項 (4
) 公

害
苦

情
実

態
調

査
経

費
(5

) 公
害

紛
争

等
調

査
経

費
(6

) 公
害

苦
情

処
理

指
導

の
た

め
の

特
定

   
  事

例
調

査

−232−

24
.7
.1
～

29
.7
.1
～

富
越

和
厚

荒
井
　
勉

24
.7
.1
～

2.
7.
1～

吉
村

英
子

上
家
和
子

28
.7
.1
～

3.
7.
1～

松
田
隆
利

若
生
俊
彦

27
.7
.1
～

2.
7.
1～

山
﨑
　
努

都
築
政
則

3.
7.
1～

大
橋
洋
一

24
.7
.1
～

29
.7

.1
～

富
樫

茂
子

加
藤

一
実

27
.7
.1
～

野
中
智
子

24
.7
.1
～

～
29

.7
.3

1
29
.7
.1
～

大
内

捷
司

富
越
和
厚

25
.6
.2
8～

27
.7
.3
～

29
.7

.1
1～

元
.7
.5
～

3.
7.
1～

駒
形
健
一

飯
島
信
也

川
淵

幹
児

相
馬
清
貴

山
内
達
矢

～
26
.6
.2
4

26
.7
.1
6～

27
.7
.3
～

28
.6
.1
7～

30
.5
.1
4～

～
R2
.7
.2
0

2.
8.
1～

3.
7.
1～

4.
6.
28
～

飯
島
信
也

亀
田
意
統

6.
17

相
馬
清
貴

加
瀬

德
幸

吉
牟
田
剛

明
渡
　
将

栗
田
奈
央
子

小
原
邦
彦

25
.6
.2
8～

27
.7
.3
～

30
.4
.1
～

元
.8
.1
～

2.
7.
20
～

4.
6.
28
～

河
合
　
暁

小
原
邦
彦

城
戸
　
亮

大
槻
大
輔

荒
木
健
司

野
竹
司
郎

26
.4
.1
～

28
.7
.1
～

30
.7
.1
～

31
.5
.1
～

只
見
康
信

東
　
幸
毅

尾
川
　
毅

田
中
紀
彦

26
.4
.1
～

28
.4
.1
～

元
.7
.8
～
　
　

～
4.
6.
27

4.
6.
28
～

柏
原
卓
司

玉
原
雅
史

山
田
裕
典

駒
井
　
航

26
.7
.4
～

28
.6
.2
8～

30
.7

.2
5～

31
.1
.1
～

2.
7.
1～

川
上
一
郎

6.
28

千
代
光
一

竹
之

内
修

川
端
章
義

横
田
一
磨

24
.1
0.
15
～

26
.4
.1
～

28
.6
.1
7～

29
.7
.1
8～

元
.7
.5
～

4.
6.
28
～

冨
永

康
男

原
嶋
清
次

6.
17

添
田
徹
郎

和
久
屋
聡

加
藤
　
剛

長
澤
真
吾

25
.7
.2
～

26
.7
.4
～

29
.7
.1
1～

2.
8.
7～

中
村
裕
一
郎

川
上
一
郎

坂
本
大
輔

渡
辺
幹
司

24
.4
.1
～

25
.1
0.
1～

27
.4
.1
～

29
.4
.1
～

3.
4.
1～

山
谷

英
之

佐
々
木
奈
佳

森
久
保
和
伸

菊
地
隆
一

古
矢
一
郎

26
.4
.1
～

29
.4
.1
～

2.
4.
1～

～
4.
3.
30

4.
4.
1～

遠
山
敦
士

近
藤
紗
世

櫻
井
 進

田
之
脇
崇
洋

25
.4
.1
～

26
.4
.1
～

29
.4
.1
～

31
.4
.1
～

2.
4.
1～

小
原
一
人

伊
藤
清
隆

澁
谷
勝
海

坂
本
康
博

石
垣
智
子

25
.4
.1
～

28
.4
.1
～

31
.4
.1
～

4.
4.
1～

佐
藤
拓
海

小
沼
日
加
利

髙
田
美
紗
子

松
川
春
佳

25
.8
.1
～

28
.4
.1
～

30
.7
.2
5～

3.
4.
15
～

森
本
　
興

五
十
嵐
誠

岡
村
 雄

治
内
田
　
亨

24
.4

.1
～

24
.1

01
5～

25
.3

.1
～

26
.4
.1
～

27
.4
.1
～

29
.4
.1
～

30
.4
.1
～

31
.4
.1
～

3.
4.
1～

冨
永

康
男

菖
蒲
勝
也

森
久
保
和
伸

田
崎
武
司

渡
辺
　
博

植
原
和
彦

藤
巻
　
力

鎌
田
修
弘

高
野
　
厚

委
　

員
　

長

30
31
/令

元
令
２

委
　

 　
　

員

委
　

 　
　

員

令
３

平
成

24
25

26
27

28
29

委
員
（
非
常
勤
）

顧
　

  
　

問

委
員
（
非
常
勤
）

委
　

 　
　

員

委
員
（
非
常
勤
）

令
４

29
.7

.1
1-

（
29

.1
0.

1-
併

任
）

調
 　

査
 　

官

調
 　

査
 　

官

審
査
官
（
併
任
）

審
査
官
（
併
任
）

審
査
官
（
併
任
）

審
 　

査
 　

官

審
 　

査
 　

官

審
 　

査
 　

官

審
 　

査
 　

官

審
 　

査
 　

官

審
 　

査
 　

官

総
 務

 課
 長

事
務

局
次

長

事
 務

 局
 長

【P
23

2修
正
版
】資

料
編
_歴

代
幹
部
職
員
一

覧
.x
ls
x/
⑤

H
24

-R
3
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４
 

予
算

の
推

移
 

 

（
単

位
：

千
円

）

昭
和

47
年

度
48

年
度

49
年

度
50

年
度

51
年

度
52

年
度

53
年

度
54

年
度

55
年

度

（
項

）
公

害
等

調
整

委
員

会

16
6,

02
2

18
9,

43
9

20
3,

79
2

27
8,

40
0

29
2,

00
6

30
0,

27
9

33
6,

18
2

34
2,

97
6

35
0,

75
4

10
9,

03
4

11
5,

03
9

13
3,

70
2

19
4,

47
6

20
4,

84
0

21
0,

18
5

24
3,

74
3

24
9,

62
9

25
7,

76
7

36
,6

88
38

,9
90

44
,6

14
57

,8
50

62
,9

51
64

,6
22

68
,5

88
67

,3
61

66
,1

06
①

 ⼈
当

庁
費

1,
39

2
1,

59
3

1,
89

8
2,

06
7

2,
27

7
2,

43
4

2,
44

2
2,

45
2

2,
45

2
②

 ⼀
般

事
務

費
16

,3
21

16
,8

51
18

,6
83

21
,1

26
20

,0
95

19
,6

06
21

,0
36

19
,8

28
19

,0
02

③
 委

員
会

経
費

10
,3

27
12

,7
43

16
,5

18
21

,6
23

23
,3

63
23

,8
89

24
,7

36
24

,7
03

24
,4

30
④

 ブ
ロ

ッ
ク

会
議

経
費

1,
22

3
1,

44
6

1,
33

1
1,

58
8

1,
29

3
1,

44
8

1,
37

6
1,

36
7

1,
32

5
⑤

 審
査

会
委

員
研

修
協

議
会

経
費

1,
83

2
2,

23
5

2,
05

6
3,

88
4

3,
19

4
4,

04
3

3,
84

1
3,

86
0

3,
80

2
⑥

 公
害

苦
情

相
談

制
度

事
務

費
5,

09
3

3,
59

0
3,

59
0

6,
30

5
9,

64
1

10
,1

46
12

,1
76

12
,1

95
12

,1
95

⑦
 公

害
苦

情
相

談
指

導
者

研
修

会
経

費
50

0
53

2
53

8
1,

25
7

3,
08

8
3,

05
6

2,
98

1
2,

95
6

2,
90

0
20

,3
00

30
,5

88
20

,5
88

20
,5

94
19

,0
49

19
,0

27
17

,5
51

17
,2

74
15

,5
73

ー
4,

82
2

4,
88

8
5,

48
0

5,
16

6
5,

04
8

4,
93

5
4,

91
8

4,
68

7
ー

ー
ー

ー
ー

ー
ー

ー
ー

ー
ー

ー
ー

ー
1,

39
7

1,
36

5
3,

79
4

3,
77

0

ー
ー

ー
ー

ー
ー

ー
ー

2,
85

1

（
注
）

１
 予

算
額

は
当

初
予

算
。

２
 昭

和
47

年
度

は
、

公
害

等
調

整
委

員
会

（
昭

和
47

年
７

⽉
１

⽇
設

置
）

が
年

度
当

初
か

ら
設

置
さ

れ
る

も
の

と
し

て
予

算
計

上
。

３
 昭

和
57

年
度

か
ら

、
公

害
紛

争
調

査
経

費
と

公
害

苦
情

実
態

調
査

経
費

を
統

合
し

て
、

公
害

紛
争

等
調

査
経

費
と

な
っ

た
。

４
 平

成
４

年
度

か
ら

、
公

害
苦

情
処

理
情

報
提

供
業

務
経

費
は

公
害

苦
情

処
理

情
報

提
供

業
務

等
経

費
と

な
っ

た
。

５
 平

成
20

年
度

か
ら

、
（

事
項

）
公
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年

 
度

事
 

項

 １
 公

害
等

調
整

委
員

会
に

必
要

な
経

費
(1

) 定
員

に
伴

う
経

費
(2

) 経
常

事
務

費

23
5,

44
3

(4
) 公

害
苦

情
処

理
指

導
の

た
め

の
特

定
 

 
事

例
調

査

(3
) 公

害
紛

争
等

調
査

経
費

(5
) 公

害
苦

情
処

理
情

報
提

供
業

務
等

経
費

(6
) 公

害
紛

争
等

に
係

る
特

定
事

例
調

査
(7

) 公
害

苦
情

処
理

制
度

等
の

調
査

研
究

 
  経

費
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（
単

位
：

千
円

）

平
成

11
年

度
12

年
度

13
年

度
14

年
度

15
年

度
16

年
度

1７
年

度
1８

年
度

1９
年

度

（
項

）
公

害
等

調
整

委
員

会

63
7,0

24
61

6,9
99

64
8,3

56
64

4,6
21

64
2,1

68
62

1,4
56

60
7,5

46
59

4,9
21

57
7,8

44
51

0,9
20

49
4,2

20
49

2,1
41

49
7,4

75
48

9,3
75

47
7,1

60
46

9,1
99

46
3,0

40
45

6,3
41

63
,81

1
64

,13
0

88
,38

0
93

,68
7

90
,85

9
97

,08
1

95
,85

9
99

,20
2

92
,72

8
①

 ⼈
当

庁
費

2,6
48

2,5
92

2,6
00

7,4
27

7,1
86

7,0
95

7,0
27

-
-

②
 ⼀

般
事

務
費

19
,36

8
19

,71
0

43
,95

2
46

,83
5

44
,64

2
51

,11
9

50
,54

4
76

,25
7

69
,16

0
③

 委
員

会
経

費
21

,46
1

21
,46

1
21

,46
1

20
,02

4
19

,83
0

19
,71

5
19

,47
7

16
,07

1
16

,49
5

④
 ブ

ロ
ッ

ク
会

議
経

費
1,8

96
1,8

96
1,8

96
93

0
92

9
91

9
89

9
84

9
90

4
⑤

 審
査

会
委

員
研

修
協

議
会

経
費

3,8
80

3,8
80

3,8
80

3,8
80

3,8
71

3,8
69

3,8
45

2,8
47

2,8
94

⑥
 公

害
苦

情
相

談
制

度
事

務
費

12
,01

5
12

,04
8

12
,04

8
12

,04
8

11
,87

3
11

,83
7

11
,83

7
1,6

74
1,4

63
⑦

 公
害

苦
情

相
談

指
導

者
研

修
会

経
費

2,5
43

2,5
43

2,5
43

2,5
43

2,5
28

2,5
27

2,2
30

1,5
04

1,8
12

23
,39

8
20

,05
3

22
,63

3
23

,34
3

22
,69

8
20

,08
7

19
,53

0
17

,59
7

13
,89

5

3,6
76

3,7
01

3,7
01

3,7
01

3,6
48

3,6
40

3,3
03

ー
ー

24
,42

0
19

,30
9

26
,53

7
22

,58
4

31
,80

5
19

,73
4

8,6
11

7,8
17

7,1
30

10
,79

9
10

,81
1

10
,81

1
3,8

31
3,7

83
3,7

54
11

,04
4

7,2
65

5,6
58

(7
) 仲

裁
制

度
活

⽤
の

た
め

の
調

査
経

費
ー

ー
ー

ー
ー

ー
ー

ー
2,0

92
ー

4,7
75

4,1
53

ー
ー

ー
ー

ー
ー

(8
) 中

央
省

庁
再

編
に

伴
う

移
転

等
経

費

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
年

 
度

事
 

項 (3
) 公

害
紛

争
等

調
査

経
費

(4
) 公

害
苦

情
処

理
指

導
の

た
め

の
特

定
 

 
事

例
調

査
(5

) 公
害

苦
情

処
理

情
報

提
供

業
務

等
経

費
(6

) 公
害

紛
争

等
に

係
る

特
定

事
例

調
査

 １
 公

害
等

調
整

委
員

会
に

必
要

な
経

費
(1

) 定
員

に
伴

う
経

費
(2

) 経
常

事
務

費

 

 
  

（
単

位
：

千
円

）

平
成

20
年

度
21

年
度

22
年

度
23

年
度

24
年

度
25

年
度

26
年

度
27

年
度

28
年

度

（
項

）
公

害
等

調
整

委
員

会
58

4,5
15

57
5,3

76
55

9,8
31

54
0,2

21
52

6,0
78

48
6,9

38
58

0,5
72

54
9,8

96
54

9,
49

5

53
1,2

22
50

5,9
57

49
3,8

61
47

6,
91

7
46

3,7
87

42
6,4

54
51

9,3
45

48
7,

16
1

48
9,

78
0

46
6,0

06
44

6,0
41

43
6,5

89
42

7,
70

0
41

8,5
00

38
2,6

13
41

9,8
24

43
3,

30
6

43
6,

85
8

65
,21

6
59

,91
6

57
,2

72
49

,21
7

45
,28

7
43

,84
1

73
,8

85
53

,8
55

52
,92

2
ー

ー
ー

ー
ー

ー
25

,63
6

ー
ー

53
,29

3
69

,41
9

65
,9

70
63

,30
4

62
,29

1
60

,48
4

61
,2

27
62

,7
35

59
,71

5
25

,07
9

30
,48

8
29

,1
33

29
,26

5
29

,37
3

28
,72

4
28

,6
70

27
,1

86
27

,15
8

①
 委

員
会

経
費

18
,21

4
23

,07
6

23
,18

8
26

,01
8

26
,20

1
25

,40
3

25
,29

4
23

,81
0

23
,78

2
②

 ブ
ロ

ッ
ク

会
議

経
費

90
4

1,3
82

1,6
66

1,4
50

1,4
50

1,6
02

1,6
25

1,6
25

1,
62

5
③

 審
査

会
委

員
研

修
協

議
会

経
費

2,7
37

2,4
15

1,9
02

1,7
97

1,7
22

1,7
19

1,7
51

1,7
51

1,
75

1
④

 公
害

苦
情

相
談

制
度

事
務

費
1,4

05
1,4

05
92

6
ー

ー
ー

ー
ー

ー
⑤

 公
害

苦
情

相
談

指
導

者
研

修
会

経
費

1,8
19

2,2
10

1,4
51

ー
ー

ー
ー

ー
ー

15
,69

1
31

,00
4

31
,0

54
33

,79
9

32
,71

8
31

,56
0

32
,4

54
32

,4
54

32
,45

4
6,9

61
4,9

26
3,6

82
24

0
20

0
20

0
10

3
3,

09
5

10
3

5,5
62

3,0
01

2,1
01

ー
ー

ー
ー

ー
ー

(1
) 経

常
事

務
費

(2
) 公

害
紛

争
等

調
査

経
費

(3
) 公

害
苦

情
処

理
情

報
提

供
業

務
等

経
費

(4
) 公

害
紛

争
等

に
係

る
特

定
事

例
調

査
 

  研
究

経
費

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
年

 
度

事
 

項

 １
 公

害
等

調
整

委
員

会
に

必
要

な
経

費
(1

) 定
員

に
伴

う
経

費
(2

) ⼀
般

事
務

費
(3

) 合
同

庁
舎

8号
館

移
転

に
必

要
な

経
費

 ２
 公

害
紛

争
処

理
等

に
必

要
な

経
費
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（
単

位
：

千
円

）

平
成

11
年

度
12

年
度

13
年

度
14

年
度

15
年

度
16

年
度

1７
年

度
1８

年
度

1９
年

度

（
項

）
公

害
等

調
整

委
員

会

63
7,0

24
61

6,9
99

64
8,3

56
64

4,6
21

64
2,1

68
62

1,4
56

60
7,5

46
59

4,9
21

57
7,8

44
51

0,9
20

49
4,2

20
49

2,1
41

49
7,4

75
48

9,3
75

47
7,1

60
46

9,1
99

46
3,0

40
45

6,3
41

63
,81

1
64

,13
0

88
,38

0
93

,68
7

90
,85

9
97

,08
1

95
,85

9
99

,20
2

92
,72

8
①

 ⼈
当

庁
費

2,6
48

2,5
92

2,6
00

7,4
27

7,1
86

7,0
95

7,0
27

-
-

②
 ⼀

般
事

務
費

19
,36

8
19

,71
0

43
,95

2
46

,83
5

44
,64

2
51

,11
9

50
,54

4
76

,25
7

69
,16

0
③

 委
員

会
経

費
21

,46
1

21
,46

1
21

,46
1

20
,02

4
19

,83
0

19
,71

5
19

,47
7

16
,07

1
16

,49
5

④
 ブ

ロ
ッ

ク
会

議
経

費
1,8

96
1,8

96
1,8

96
93

0
92

9
91

9
89

9
84

9
90

4
⑤

 審
査

会
委

員
研

修
協

議
会

経
費

3,8
80

3,8
80

3,8
80

3,8
80

3,8
71

3,8
69

3,8
45

2,8
47

2,8
94

⑥
 公

害
苦

情
相

談
制

度
事

務
費

12
,01

5
12

,04
8

12
,04

8
12

,04
8

11
,87

3
11

,83
7

11
,83

7
1,6

74
1,4

63
⑦

 公
害

苦
情

相
談

指
導

者
研

修
会

経
費

2,5
43

2,5
43

2,5
43

2,5
43

2,5
28

2,5
27

2,2
30

1,5
04

1,8
12

23
,39

8
20

,05
3

22
,63

3
23

,34
3

22
,69

8
20

,08
7

19
,53

0
17

,59
7

13
,89

5

3,6
76

3,7
01

3,7
01

3,7
01

3,6
48

3,6
40

3,3
03

ー
ー

24
,42

0
19

,30
9

26
,53

7
22

,58
4

31
,80

5
19

,73
4

8,6
11

7,8
17

7,1
30

10
,79

9
10

,81
1

10
,81

1
3,8

31
3,7

83
3,7

54
11

,04
4

7,2
65

5,6
58

(7
) 仲

裁
制

度
活

⽤
の

た
め

の
調

査
経

費
ー

ー
ー

ー
ー

ー
ー

ー
2,0

92
ー

4,7
75

4,1
53

ー
ー

ー
ー

ー
ー

(8
) 中

央
省

庁
再

編
に

伴
う

移
転

等
経

費

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
年

 
度

事
 

項 (3
) 公

害
紛

争
等

調
査

経
費

(4
) 公

害
苦

情
処

理
指

導
の

た
め

の
特

定
 

 
事

例
調

査
(5

) 公
害

苦
情

処
理

情
報

提
供

業
務

等
経

費
(6

) 公
害

紛
争

等
に

係
る

特
定

事
例

調
査

 １
 公

害
等

調
整

委
員

会
に

必
要

な
経

費
(1

) 定
員

に
伴

う
経

費
(2

) 経
常

事
務

費

 

 
  

（
単

位
：

千
円

）

平
成

20
年

度
21

年
度

22
年

度
23

年
度

24
年

度
25

年
度

26
年

度
27

年
度

28
年

度

（
項

）
公

害
等

調
整

委
員

会
58

4,5
15

57
5,3

76
55

9,8
31

54
0,2

21
52

6,0
78

48
6,9

38
58

0,5
72

54
9,8

96
54

9,
49

5

53
1,2

22
50

5,9
57

49
3,8

61
47

6,
91

7
46

3,7
87

42
6,4

54
51

9,3
45

48
7,

16
1

48
9,

78
0

46
6,0

06
44

6,0
41

43
6,5

89
42

7,
70

0
41

8,5
00

38
2,6

13
41

9,8
24

43
3,

30
6

43
6,

85
8

65
,21

6
59

,91
6

57
,2

72
49

,21
7

45
,28

7
43

,84
1

73
,8

85
53

,8
55

52
,92

2
ー

ー
ー

ー
ー

ー
25

,63
6

ー
ー

53
,29

3
69

,41
9

65
,9

70
63

,30
4

62
,29

1
60

,48
4

61
,2

27
62

,7
35

59
,71

5
25

,07
9

30
,48

8
29

,1
33

29
,26

5
29

,37
3

28
,72

4
28

,6
70

27
,1

86
27

,15
8

①
 委

員
会

経
費

18
,21

4
23

,07
6

23
,18

8
26

,01
8

26
,20

1
25

,40
3

25
,29

4
23

,81
0

23
,78

2
②

 ブ
ロ

ッ
ク

会
議

経
費

90
4

1,3
82

1,6
66

1,4
50

1,4
50

1,6
02

1,6
25

1,6
25

1,
62

5
③

 審
査

会
委

員
研

修
協

議
会

経
費

2,7
37

2,4
15

1,9
02

1,7
97

1,7
22

1,7
19

1,7
51

1,7
51

1,
75

1
④

 公
害

苦
情

相
談

制
度

事
務

費
1,4

05
1,4

05
92

6
ー

ー
ー

ー
ー

ー
⑤

 公
害

苦
情

相
談

指
導

者
研

修
会

経
費

1,8
19

2,2
10

1,4
51

ー
ー

ー
ー

ー
ー

15
,69

1
31

,00
4

31
,0

54
33

,79
9

32
,71

8
31

,56
0

32
,4

54
32

,4
54

32
,45

4
6,9

61
4,9

26
3,6

82
24

0
20

0
20

0
10

3
3,

09
5

10
3

5,5
62

3,0
01

2,1
01

ー
ー

ー
ー

ー
ー

(1
) 経

常
事

務
費

(2
) 公

害
紛

争
等

調
査

経
費

(3
) 公

害
苦

情
処

理
情

報
提

供
業

務
等

経
費

(4
) 公

害
紛

争
等

に
係

る
特

定
事

例
調

査
 

  研
究

経
費

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
年

 
度

事
 

項

 １
 公

害
等

調
整

委
員

会
に

必
要

な
経

費
(1

) 定
員

に
伴

う
経

費
(2

) ⼀
般

事
務

費
(3

) 合
同

庁
舎

8号
館

移
転

に
必

要
な

経
費

 ２
 公

害
紛

争
処

理
等

に
必

要
な

経
費
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（
単

位
：

千
円

）

平
成

29
年

度
30

年
度

31
年

度
(令

和
元

年
度

)
２

年
度

３
年

度
４

年
度

55
7,

63
4

55
4,

67
1

56
5,

20
2

56
0,

95
4

56
0,

95
7

55
0,

06
9

49
8,

31
8

49
5,

87
1

50
5,

75
5

51
0,

16
2

51
2,

71
5

50
1,

61
0

44
1,

82
1

43
8,

85
2

44
5,

71
3

45
0,

86
4

44
9,

25
3

43
8,

74
8

56
,4

97
57

,0
19

60
,0

42
59

,2
98

63
,4

62
62

,8
62

59
,3

16
58

,8
00

59
,4

47
50

,7
92

48
,2

42
48

,4
59

26
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43

26
,2

94
26

,0
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23
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40
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,7
57

①
 委

員
会

経
費
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,4

95
22

,9
79

22
,9

98
23

,1
08

20
,5
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20

,7
75

②
 ブ

ロ
ッ

ク
会

議
経

費
1,

63
1

1,
63

1
1,

64
3

1,
64

6
1,

64
6

1,
64

6
③

 審
査

会
委

員
研

修
協

議
会

経
費

1,
63

3
1,

63
3

1,
65

3
1,

33
6

1,
33

6
1,

33
6

32
,4

54
32

,4
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3
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3
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5
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5
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5

(1
) 経

常
事

務
費

(2
) 公

害
紛

争
等

調
査

経
費

(3
) 公

害
苦

情
処

理
情

報
提

供
業

務
等

経
費

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
年

 
度

事
 

項

（
項

）
公

害
等

調
整

委
員

会

 １
 公

害
等

調
整

委
員

会
に

必
要

な
経

費
(1

) 定
員

に
伴

う
経

費
(2

) ⼀
般

事
務

費

 ２
 公

害
紛

争
処

理
等

に
必

要
な

経
費

５ 定員の推移 

 

増員 減員

昭和47年度 4 36 40

昭和48年度 4 1 37 41

昭和49年度 4 3 40 44

昭和50年度
　　～平成11年度

4 40 44

平成12年度 4 △1 39 43

平成13年度
　　～平成15年度

4 39 43

平成16年度 4 △1 38 42

平成17年度 4 38 42

平成18年度 4 1 △1 38 42

平成19年度
　　～平成20年度

4 38 42

平成21年度 4 △2 36 40

平成22年度
　　～平成23年度

4 36 40

平成24年度 4 △1 35 39

平成25年度 4 35 39

平成26年度 4 △1 34 38

平成27年度 4 2 △1 35 39

平成28年度
　　～平成29年度

4 35 39

平成30年度 4 1 △1 35 39

平成31年度
/令和元年度

4 1 △１ 35 39

令和２年度 4 35 39

令和３年度 4 2 △1 36 40

令和４年度 4 1 △1 36 40

（注）委員長・委員は、上記定員のほかに、非常勤委員が３人

年度末
定    員

年度
委員長
委    員

事務局
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②
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③
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等
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度

事
 

項

（
項

）
公

害
等

調
整

委
員

会

 １
 公

害
等

調
整

委
員

会
に

必
要

な
経

費
(1

) 定
員

に
伴

う
経

費
(2

) ⼀
般

事
務

費

 ２
 公

害
紛

争
処

理
等

に
必

要
な

経
費

５ 定員の推移 

 

増員 減員

昭和47年度 4 36 40

昭和48年度 4 1 37 41

昭和49年度 4 3 40 44

昭和50年度
　　～平成11年度

4 40 44

平成12年度 4 △1 39 43

平成13年度
　　～平成15年度

4 39 43

平成16年度 4 △1 38 42

平成17年度 4 38 42

平成18年度 4 1 △1 38 42

平成19年度
　　～平成20年度

4 38 42

平成21年度 4 △2 36 40

平成22年度
　　～平成23年度

4 36 40

平成24年度 4 △1 35 39

平成25年度 4 35 39

平成26年度 4 △1 34 38

平成27年度 4 2 △1 35 39

平成28年度
　　～平成29年度

4 35 39

平成30年度 4 1 △1 35 39

平成31年度
/令和元年度

4 1 △１ 35 39

令和２年度 4 35 39

令和３年度 4 2 △1 36 40

令和４年度 4 1 △1 36 40

（注）委員長・委員は、上記定員のほかに、非常勤委員が３人

年度末
定    員

年度
委員長
委    員

事務局
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第２ 法令関係 

１ 公害等調整委員会設置法 

○公害等調整委員会設置法 

 

公害等調整委員会設置法をここに公布する。 

御 名  御 璽 

 昭和 47年６月３日 

       内閣総理大臣 佐藤 栄作 

法律第 52号 

公害等調整委員会設置法 

（目的） 

第一条 この法律は、公害等調整委員会の設置

並びに任務及びこれを達成するため必要と

なる明確な範囲の所掌事務を定めるととも

に、その所掌する行政事務を能率的に遂行す

るため必要な組織を定めることを目的とす

る。 

（設置） 

第二条 国家行政組織法（昭和二十三年法律第

百二十号）第三条第二項の規定に基づいて、

総務省の外局として、公害等調整委員会（以

下「委員会」という。）を設置する。 

（任務） 

第三条 委員会は、公害に係る紛争の迅速かつ

適正な解決を図るとともに、鉱業、採石業又

は砂利採取業と一般公益又は農業、林業その

他の産業との調整を図るほか、土地その他の

物又は地上権その他の権利の収用又は使用

に関する手続に寄与することを任務とする。 

（所掌事務） 

第四条 委員会は、前条の任務を達成するため、 

 次に掲げる事務をつかさどる。 

一 公害に係る紛争のあつせん、調停、仲裁

及び裁定に関すること。 

二 鉱区禁止地域の指定に関すること。 

三 鉱業法（昭和二十五年法律第二百八十九

号）その他の法律及び鉱業等に係る土地利

用の調整手続等に関する法律（昭和二十五

年法律第二百九十二号）の定めるところに

より不服の裁定を行うこと。 

四 土地収用法（昭和二十六年法律第二百十

九号）第二十七条第二項又は第百三十一条

第一項の意見を述べること。 

五 前各号に掲げるもののほか、法律（法律

に基づく命令を含む。）に基づき委員会に

属させられた事務 

（職権の行使） 

第五条 委員会の委員長及び委員は、独立して 

 その職権を行なう。 

（組織） 

第六条 委員会は、委員長及び委員六人をもつ  

 て組織する。 

２ 委員のうち三人は、非常勤とする。 

３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表す  

 る。 

４ 委員長に事故があるときは、あらかじめそ 

 の指名する常勤の委員が、その職務を代理す  

 る。 

（委員長及び委員の任命） 

第七条 委員長及び委員は、人格が高潔で識見

の高い者のうちから、両議院の同意を得て、

内閣総理大臣が任命する。 

２ 委員長又は委員の任期が満了し、又は欠員

を生じた場合において、国会の閉会又は衆議

院の解散のために両議院の同意を得ること

ができないときは、内閣総理大臣は、前項の

規定にかかわらず、同項に定める資格を有す

る者のうちから、委員長又は委員を任命する

ことができる。 

３ 前項の場合においては、任命後最初の国会

において両議院の事後の承認を得なければ

ならない。この場合において、両議院の事後

 
 

の承認が得られないときは、内閣総理大臣は、

直ちに、その委員長又は委員を罷免しなけれ

ばならない。 

（任期） 

第八条 委員長及び委員の任期は、五年とする。

ただし、補欠の委員長又は委員の任期は、前

任者の残任期間とする。 

２ 委員長及び委員は、再任されることができ   

 る。 

（身分保障） 

第九条 委員長及び委員は、次の各号のいずれ

かに該当する場合を除いては、在任中、その

意に反して罷免されることがない。 

一 破産手続開始の決定を受けたとき。 

二 禁錮以上の刑に処せられたとき。 

三 委員会により、心身の故障のため職務の

執行ができないと認められたとき、又は職

務上の義務違反その他委員長若しくは委

員たるに適しない非行があると認められ

たとき。 

（罷免） 

第十条 内閣総理大臣は、委員長又は委員が前

条各号の一に該当するときは、その委員長又

は委員を罷免しなければならない。 

（委員長及び委員の服務等） 

第十一条 委員長及び委員は、職務上知ること

のできた秘密を漏らしてはならない。その職

を退いた後も、同様とする。 

２ 委員長及び委員は、在任中、政党その他の

政治的団体の役員となり、又は積極的に政治

運動をしてはならない。 

３ 委員長及び常勤の委員は、在任中、営利事

業を営み、その他金銭上の利益を目的とする

業務を行ない、又は内閣総理大臣の許可のあ

る場合を除くほか、報酬を得て他の職務に従

事してはならない。 

４ 委員長及び委員の給与は、別に法律で定め 

 る。 

（会議） 

第十二条 委員会は、委員長が招集する。 

２ 委員会は、委員長及び三人以上の委員の出

席がなければ、会議を開き、議決をすること

ができない。 

３ 委員会の議事は、出席者の過半数でこれを

決し、可否同数のときは、委員長の決すると

ころによる。 

４ 委員会が第九条第三号の規定による認定

をするには、前項の規定にかかわらず、本人

を除く全員の一致がなければならない。 

５ 委員長に事故がある場合の第二項の規定

の適用については、第六条第四項に規定する

常勤の委員は、委員長とみなす。 

（規則の制定） 

第十三条 委員会は、その所掌事務について、

法律若しくは政令を実施するため、又は法律

若しくは政令の特別の委任に基づいて、公害

等調整委員会規則を制定することができる。 

（公聴会） 

第十四条 委員会は、必要があると認めるとき

は、公聴会を開いて、広く一般の意見を聴く

ことができる。 

（資料提出の要求等） 

第十五条 委員会は、必要があると認めるとき

は、関係行政機関に対し、資料の提出、意見

の開陳、技術的知識の提供その他必要な協力

を求めることができる。 

（調査の委託） 

第十六条 委員会は、必要があると認めるとき

は、国の他の行政機関、地方公共団体、学校、

試験研究所、事業者、事業者の団体又は学識

経験を有する者に対し、必要な調査を委託す

ることができる。 

（国会に対する報告） 

第十七条 委員会は、毎年、内閣総理大臣を経

由して国会に対し所掌事務の処理状況を報

告するとともに、その概要を公表しなければ
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第２ 法令関係 

１ 公害等調整委員会設置法 

○公害等調整委員会設置法 

 

公害等調整委員会設置法をここに公布する。 

御 名  御 璽 

 昭和 47年６月３日 

       内閣総理大臣 佐藤 栄作 

法律第 52号 

公害等調整委員会設置法 

（目的） 

第一条 この法律は、公害等調整委員会の設置

並びに任務及びこれを達成するため必要と

なる明確な範囲の所掌事務を定めるととも

に、その所掌する行政事務を能率的に遂行す

るため必要な組織を定めることを目的とす

る。 

（設置） 

第二条 国家行政組織法（昭和二十三年法律第

百二十号）第三条第二項の規定に基づいて、

総務省の外局として、公害等調整委員会（以

下「委員会」という。）を設置する。 

（任務） 

第三条 委員会は、公害に係る紛争の迅速かつ

適正な解決を図るとともに、鉱業、採石業又

は砂利採取業と一般公益又は農業、林業その

他の産業との調整を図るほか、土地その他の

物又は地上権その他の権利の収用又は使用

に関する手続に寄与することを任務とする。 

（所掌事務） 

第四条 委員会は、前条の任務を達成するため、 

 次に掲げる事務をつかさどる。 

一 公害に係る紛争のあつせん、調停、仲裁

及び裁定に関すること。 

二 鉱区禁止地域の指定に関すること。 

三 鉱業法（昭和二十五年法律第二百八十九

号）その他の法律及び鉱業等に係る土地利

用の調整手続等に関する法律（昭和二十五

年法律第二百九十二号）の定めるところに

より不服の裁定を行うこと。 

四 土地収用法（昭和二十六年法律第二百十

九号）第二十七条第二項又は第百三十一条

第一項の意見を述べること。 

五 前各号に掲げるもののほか、法律（法律

に基づく命令を含む。）に基づき委員会に

属させられた事務 

（職権の行使） 

第五条 委員会の委員長及び委員は、独立して 

 その職権を行なう。 

（組織） 

第六条 委員会は、委員長及び委員六人をもつ  

 て組織する。 

２ 委員のうち三人は、非常勤とする。 

３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表す  

 る。 

４ 委員長に事故があるときは、あらかじめそ 

 の指名する常勤の委員が、その職務を代理す  

 る。 

（委員長及び委員の任命） 

第七条 委員長及び委員は、人格が高潔で識見

の高い者のうちから、両議院の同意を得て、

内閣総理大臣が任命する。 

２ 委員長又は委員の任期が満了し、又は欠員

を生じた場合において、国会の閉会又は衆議

院の解散のために両議院の同意を得ること

ができないときは、内閣総理大臣は、前項の

規定にかかわらず、同項に定める資格を有す

る者のうちから、委員長又は委員を任命する

ことができる。 

３ 前項の場合においては、任命後最初の国会

において両議院の事後の承認を得なければ

ならない。この場合において、両議院の事後

 
 

の承認が得られないときは、内閣総理大臣は、

直ちに、その委員長又は委員を罷免しなけれ

ばならない。 

（任期） 

第八条 委員長及び委員の任期は、五年とする。

ただし、補欠の委員長又は委員の任期は、前

任者の残任期間とする。 

２ 委員長及び委員は、再任されることができ   

 る。 

（身分保障） 

第九条 委員長及び委員は、次の各号のいずれ

かに該当する場合を除いては、在任中、その

意に反して罷免されることがない。 

一 破産手続開始の決定を受けたとき。 

二 禁錮以上の刑に処せられたとき。 

三 委員会により、心身の故障のため職務の

執行ができないと認められたとき、又は職

務上の義務違反その他委員長若しくは委

員たるに適しない非行があると認められ

たとき。 

（罷免） 

第十条 内閣総理大臣は、委員長又は委員が前

条各号の一に該当するときは、その委員長又

は委員を罷免しなければならない。 

（委員長及び委員の服務等） 

第十一条 委員長及び委員は、職務上知ること

のできた秘密を漏らしてはならない。その職

を退いた後も、同様とする。 

２ 委員長及び委員は、在任中、政党その他の

政治的団体の役員となり、又は積極的に政治

運動をしてはならない。 

３ 委員長及び常勤の委員は、在任中、営利事

業を営み、その他金銭上の利益を目的とする

業務を行ない、又は内閣総理大臣の許可のあ

る場合を除くほか、報酬を得て他の職務に従

事してはならない。 

４ 委員長及び委員の給与は、別に法律で定め 

 る。 

（会議） 

第十二条 委員会は、委員長が招集する。 

２ 委員会は、委員長及び三人以上の委員の出

席がなければ、会議を開き、議決をすること

ができない。 

３ 委員会の議事は、出席者の過半数でこれを

決し、可否同数のときは、委員長の決すると

ころによる。 

４ 委員会が第九条第三号の規定による認定

をするには、前項の規定にかかわらず、本人

を除く全員の一致がなければならない。 

５ 委員長に事故がある場合の第二項の規定

の適用については、第六条第四項に規定する

常勤の委員は、委員長とみなす。 

（規則の制定） 

第十三条 委員会は、その所掌事務について、

法律若しくは政令を実施するため、又は法律

若しくは政令の特別の委任に基づいて、公害

等調整委員会規則を制定することができる。 

（公聴会） 

第十四条 委員会は、必要があると認めるとき

は、公聴会を開いて、広く一般の意見を聴く

ことができる。 

（資料提出の要求等） 

第十五条 委員会は、必要があると認めるとき

は、関係行政機関に対し、資料の提出、意見

の開陳、技術的知識の提供その他必要な協力

を求めることができる。 

（調査の委託） 

第十六条 委員会は、必要があると認めるとき

は、国の他の行政機関、地方公共団体、学校、

試験研究所、事業者、事業者の団体又は学識

経験を有する者に対し、必要な調査を委託す

ることができる。 

（国会に対する報告） 

第十七条 委員会は、毎年、内閣総理大臣を経

由して国会に対し所掌事務の処理状況を報

告するとともに、その概要を公表しなければ
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ならない。 

（専門委員） 

第十八条 委員会に、専門の事項を調査させる  

ため、専門委員三十人以内を置くことがでる。 

２ 専門委員は、委員会の申出に基づいて総務                   

 大臣が任命する。 

３ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査 

 が終了したときは、解任されるものとする。 

４ 専門委員は、非常勤とする。 

５ 第十一条第一項の規定は、専門委員につい 

 て準用する。 

（事務局） 

第十九条 委員会の事務を処理させるため、委 

 員会に事務局を置く。 

２ 事務局に置かれる職員のうちには、弁護士 

 となる資格を有する者を加えなければなら

ない。 

（罰則） 

第二十条 第十一条第一項（第十八条第五項に

おいて準用する場合を含む。）の規定に違反

した者は、一年以下の懲役又は三万円以下の

罰金に処する。 

 

附 則 抄 

（施行期日等） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三

十日をこえない範囲内において政令で定め

る日から施行する。ただし、次条の規定は、

公布の日から施行する。 

２ 第四条第一号の規定中裁定に係る部分及

び附則第十一条による改正後の公害紛争処

理法（昭和四十五年法律第百八号）の規定中

裁定に係る部分は、この法律の施行の日から

起算して三月をこえない範囲内において政

令で定める日から適用する。 

（委員長又は委員の任命のために必要な行 

為に関する経過措置） 

第二条 第七条第一項の規定による委員会の

委員長又は委員の任命のために必要な行為

は、同条の規定の例により、この法律の施行

前においても、行なうことができる。 

（土地調整委員会規則に関する経過措置） 

第十条 この法律の施行の際現に効力を有す

る土地調整委員会規則は、この法律の施行後

は、公害等調整委員会規則としての効力を有

するものとする。 

（中央委員会等がした処分に対する不服申 

立てに関する経過措置） 

第十二条 この法律の施行前にこの法律によ

る改正前の公害紛争処理法の規定による中

央委員会、審査会等又は連合審査会（次条及

び附則第十四条において「中央委員会等」と

総称する。）がした処分に対する行政不服審

査法（昭和三十七年法律第百六十号）による

不服申立てについては、この法律による改正

後の公害紛争処理法第四十六条の二の規定

にかかわらず、なお従前の例による。 

（代理人に関する経過措置） 

第十三条 この法律の施行の際現に中央委員

会等に係属している調停又は仲裁の手続に

おいて代理人に選任されている者で、弁護士

でないものについてのこの法律による改正

後の公害紛争処理法第二十三条の二第一項

の規定の適用に関しては、その者を同項の規

定による調停委員会又は仲裁委員会の承認

を得た者とみなす。 

（時効の中断等に関する経過措置） 

第十四条 この法律の施行の際現に中央委員

会等に係属している調停に関し当該調停の

目的となつている請求についてのこの法律

による改正後の公害紛争処理法第三十六条

の二の規定の適用に関しては、この法律の施

行の時に、調停の申請がされたものとみなす。 

（土地調整委員会又は中央公害審査委員会 

 がした処分等に関する経過措置） 

第十六条 この法律の施行前にこの法律によ

 
 

る改正前の法律の規定により土地調整委員

会又は中央公害審査委員会がした処分その

他の行為は、政令で別段の定めをするものを

除き、この法律又はこの法律による改正後の

法律の相当規定により、公害等調整委員会が

した処分その他の行為とみなす。 

２ この法律の施行の際現にこの法律による

改正前の法律の規定により土地調整委員会

又は中央公害審査委員会に対してされてい

る申請その他の手続は、政令で別段の定めを

するものを除き、この法律又はこの法律によ

る改正後の法律の相当規定により、公害等調

整委員会に対してされた手続とみなす。 

（政令への委任） 

第十七条 この附則に定めるもののほか、この 

 法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で 

定める。 

（罰則に関する経過措置） 

第十八条 この法律の施行前にした行為に対

する罰則の適用については、なお従前の例に

よる。中央公害審査委員会の委員長、委員又

は専門調査員の職にあつた者がこの法律の

施行後にした行為に対する罰則の適用につ

いても、同様とする。 

 

附 則 （昭和四九年六月一一日法律第

八四号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六月を

超えない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。 

 

附 則 （昭和五八年一二月二日法律第

七八号） 

１ この法律（第一条を除く。）は、昭和五十九 

 年七月一日から施行する。 

２ この法律の施行の日の前日において法律

の規定により置かれている機関等で、この法

律の施行の日以後は国家行政組織法又はこ

の法律による改正後の関係法律の規定に基

づく政令（以下「関係政令」という。）の規定

により置かれることとなるものに関し必要

となる経過措置その他この法律の施行に伴

う関係政令の制定又は改廃に関し必要とな

る経過措置は、政令で定めることができる。 

 

附 則 （平成五年一一月一二日法律第

八九号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、行政手続法（平成五年法 

 律第八十八号）の施行の日から施行する。 

（施行の日＝平成六年一〇月一日） 

（諮問等がされた不利益処分に関する経過 

措置） 

第二条 この法律の施行前に法令に基づき審

議会その他の合議制の機関に対し行政手続

法第十三条に規定する聴聞又は弁明の機会

の付与の手続その他の意見陳述のための手

続に相当する手続を執るべきことの諮問そ

の他の求めがされた場合においては、当該諮

問その他の求めに係る不利益処分の手続に

関しては、この法律による改正後の関係法律

の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

（罰則に関する経過措置） 

第十三条 この法律の施行前にした行為に対 

 する罰則の適用については、なお従前の例に 

 よる。 

（聴聞に関する規定の整理に伴う経過措置） 

第十四条 この法律の施行前に法律の規定に

より行われた聴聞、聴問若しくは聴聞会（不

利益処分に係るものを除く。）又はこれらの

ための手続は、この法律による改正後の関係

法律の相当規定により行われたものとみな

す。 

（政令への委任） 

第十五条 附則第二条から前条までに定める
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ならない。 

（専門委員） 

第十八条 委員会に、専門の事項を調査させる  

ため、専門委員三十人以内を置くことがでる。 

２ 専門委員は、委員会の申出に基づいて総務                   

 大臣が任命する。 

３ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査 

 が終了したときは、解任されるものとする。 

４ 専門委員は、非常勤とする。 

５ 第十一条第一項の規定は、専門委員につい 

 て準用する。 

（事務局） 

第十九条 委員会の事務を処理させるため、委 

 員会に事務局を置く。 

２ 事務局に置かれる職員のうちには、弁護士 

 となる資格を有する者を加えなければなら

ない。 

（罰則） 

第二十条 第十一条第一項（第十八条第五項に

おいて準用する場合を含む。）の規定に違反

した者は、一年以下の懲役又は三万円以下の

罰金に処する。 

 

附 則 抄 

（施行期日等） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三

十日をこえない範囲内において政令で定め

る日から施行する。ただし、次条の規定は、

公布の日から施行する。 

２ 第四条第一号の規定中裁定に係る部分及

び附則第十一条による改正後の公害紛争処

理法（昭和四十五年法律第百八号）の規定中

裁定に係る部分は、この法律の施行の日から

起算して三月をこえない範囲内において政

令で定める日から適用する。 

（委員長又は委員の任命のために必要な行 

為に関する経過措置） 

第二条 第七条第一項の規定による委員会の

委員長又は委員の任命のために必要な行為

は、同条の規定の例により、この法律の施行

前においても、行なうことができる。 

（土地調整委員会規則に関する経過措置） 

第十条 この法律の施行の際現に効力を有す

る土地調整委員会規則は、この法律の施行後

は、公害等調整委員会規則としての効力を有

するものとする。 

（中央委員会等がした処分に対する不服申 

立てに関する経過措置） 

第十二条 この法律の施行前にこの法律によ

る改正前の公害紛争処理法の規定による中

央委員会、審査会等又は連合審査会（次条及

び附則第十四条において「中央委員会等」と

総称する。）がした処分に対する行政不服審

査法（昭和三十七年法律第百六十号）による

不服申立てについては、この法律による改正

後の公害紛争処理法第四十六条の二の規定

にかかわらず、なお従前の例による。 

（代理人に関する経過措置） 

第十三条 この法律の施行の際現に中央委員

会等に係属している調停又は仲裁の手続に

おいて代理人に選任されている者で、弁護士

でないものについてのこの法律による改正

後の公害紛争処理法第二十三条の二第一項

の規定の適用に関しては、その者を同項の規

定による調停委員会又は仲裁委員会の承認

を得た者とみなす。 

（時効の中断等に関する経過措置） 

第十四条 この法律の施行の際現に中央委員

会等に係属している調停に関し当該調停の

目的となつている請求についてのこの法律

による改正後の公害紛争処理法第三十六条

の二の規定の適用に関しては、この法律の施

行の時に、調停の申請がされたものとみなす。 

（土地調整委員会又は中央公害審査委員会 

 がした処分等に関する経過措置） 

第十六条 この法律の施行前にこの法律によ

 
 

る改正前の法律の規定により土地調整委員

会又は中央公害審査委員会がした処分その

他の行為は、政令で別段の定めをするものを

除き、この法律又はこの法律による改正後の

法律の相当規定により、公害等調整委員会が

した処分その他の行為とみなす。 

２ この法律の施行の際現にこの法律による

改正前の法律の規定により土地調整委員会

又は中央公害審査委員会に対してされてい

る申請その他の手続は、政令で別段の定めを

するものを除き、この法律又はこの法律によ

る改正後の法律の相当規定により、公害等調

整委員会に対してされた手続とみなす。 

（政令への委任） 

第十七条 この附則に定めるもののほか、この 

 法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で 

定める。 

（罰則に関する経過措置） 

第十八条 この法律の施行前にした行為に対

する罰則の適用については、なお従前の例に

よる。中央公害審査委員会の委員長、委員又

は専門調査員の職にあつた者がこの法律の

施行後にした行為に対する罰則の適用につ

いても、同様とする。 

 

附 則 （昭和四九年六月一一日法律第

八四号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六月を

超えない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。 

 

附 則 （昭和五八年一二月二日法律第

七八号） 

１ この法律（第一条を除く。）は、昭和五十九 

 年七月一日から施行する。 

２ この法律の施行の日の前日において法律

の規定により置かれている機関等で、この法

律の施行の日以後は国家行政組織法又はこ

の法律による改正後の関係法律の規定に基

づく政令（以下「関係政令」という。）の規定

により置かれることとなるものに関し必要

となる経過措置その他この法律の施行に伴

う関係政令の制定又は改廃に関し必要とな

る経過措置は、政令で定めることができる。 

 

附 則 （平成五年一一月一二日法律第

八九号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、行政手続法（平成五年法 

 律第八十八号）の施行の日から施行する。 

（施行の日＝平成六年一〇月一日） 

（諮問等がされた不利益処分に関する経過 

措置） 

第二条 この法律の施行前に法令に基づき審

議会その他の合議制の機関に対し行政手続

法第十三条に規定する聴聞又は弁明の機会

の付与の手続その他の意見陳述のための手

続に相当する手続を執るべきことの諮問そ

の他の求めがされた場合においては、当該諮

問その他の求めに係る不利益処分の手続に

関しては、この法律による改正後の関係法律

の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

（罰則に関する経過措置） 

第十三条 この法律の施行前にした行為に対 

 する罰則の適用については、なお従前の例に 

 よる。 

（聴聞に関する規定の整理に伴う経過措置） 

第十四条 この法律の施行前に法律の規定に

より行われた聴聞、聴問若しくは聴聞会（不

利益処分に係るものを除く。）又はこれらの

ための手続は、この法律による改正後の関係

法律の相当規定により行われたものとみな

す。 

（政令への委任） 

第十五条 附則第二条から前条までに定める
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もののほか、この法律の施行に関して必要な

経過措置は、政令で定める。 

 

附 則 （平成一一年七月一六日法律第

一〇二号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、内閣法の一部を改正する

法律（平成十一年法律第八十八号）の施行の

日から施行する。ただし、次の各号に掲げる

規定は、当該各号に定める日から施行する。 

（施行の日＝平成一三年一月六日） 

一 略 

二 附則第十条第一項及び第五項、第十四条

第三項、第二十三条、第二十八条並びに第

三十条の規定 公布の日 

（別に定める経過措置） 

第三十条 第二条から前条までに規定するも

ののほか、この法律の施行に伴い必要となる

経過措置は、別に法律で定める。 

 

附 則 （平成一一年一二月八日法律第

一五一号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十二年四月一日から 

 施行する。 

（経過措置） 

第三条 民法の一部を改正する法律（平成十一

年法律第百四十九号）附則第三条第三項の規

定により従前の例によることとされる準禁

治産者及びその保佐人に関するこの法律に

よる改正規定の適用については、次に掲げる

改正規定を除き、なお従前の例による。 

一から十八まで 略 

十九 第八十条の規定による労働保険審査

官及び労働保険審査会法第三十条、公害等

調整委員会設置法第九条及び公害健康被

害の補償等に関する法律第百十六条の改

正規定 

第四条 この法律の施行前にした行為に対す 

 る罰則の適用については、なお従前の例によ     

 る。 

 

附 則 （平成一一年一二月二二日法律

第一六〇号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）

は、平成十三年一月六日から施行する。ただ

し、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定

める日から施行する。 

一 第九百九十五条（核原料物質、核燃料物

質及び原子炉の規制に関する法律の一部

を改正する法律附則の改正規定に係る部

分に限る。）、第千三百五条、第千三百六条、

第千三百二十四条第二項、第千三百二十六

条第二項及び第千三百四十四条の規定 

公布の日 

 

附 則 （平成一二年五月一九日法律第

七一号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

 

附 則 （平成一六年六月二日法律第七

六号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、破産法（平成十六年法律

第七十五号。次条第八項並びに附則第三条第

八項、第五条第八項、第十六項及び第二十一

項、第八条第三項並びに第十三条において

「新破産法」という。）の施行の日から施行す

る。 

（罰則の適用等に関する経過措置） 

第十二条 施行日前にした行為並びに附則第

二条第一項、第三条第一項、第四条、第五条

第一項、第九項、第十七項、第十九項及び第

二十一項並びに第六条第一項及び第三項の

 
 

規定によりなお従前の例によることとされ

る場合における施行日以後にした行為に対

する罰則の適用については、なお従前の例に

よる。 

（政令への委任） 

第十四条 附則第二条から前条までに規定す

るもののほか、この法律の施行に関し必要な

経過措置は、政令で定める。 

 

 

 

○平成 14年度以降における改正概要 

法律名及び該当条項 改正概要 公布日 施行日 

破産法の施行に伴う関係法律

の整備に関する法律（平成16年

法律第 76号）第 12条 

破産法（平成16年法律第75号）

の施行に伴う用語の改正（「破

産の宣告」を「破産手続開始の

決定」に改める。） 

平成 16年 

６月２日 

平成 17年 

１月１日 
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もののほか、この法律の施行に関して必要な

経過措置は、政令で定める。 

 

附 則 （平成一一年七月一六日法律第

一〇二号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、内閣法の一部を改正する

法律（平成十一年法律第八十八号）の施行の

日から施行する。ただし、次の各号に掲げる

規定は、当該各号に定める日から施行する。 

（施行の日＝平成一三年一月六日） 

一 略 

二 附則第十条第一項及び第五項、第十四条

第三項、第二十三条、第二十八条並びに第

三十条の規定 公布の日 

（別に定める経過措置） 

第三十条 第二条から前条までに規定するも

ののほか、この法律の施行に伴い必要となる

経過措置は、別に法律で定める。 

 

附 則 （平成一一年一二月八日法律第

一五一号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十二年四月一日から 

 施行する。 

（経過措置） 

第三条 民法の一部を改正する法律（平成十一

年法律第百四十九号）附則第三条第三項の規

定により従前の例によることとされる準禁

治産者及びその保佐人に関するこの法律に

よる改正規定の適用については、次に掲げる

改正規定を除き、なお従前の例による。 

一から十八まで 略 

十九 第八十条の規定による労働保険審査

官及び労働保険審査会法第三十条、公害等

調整委員会設置法第九条及び公害健康被

害の補償等に関する法律第百十六条の改

正規定 

第四条 この法律の施行前にした行為に対す 

 る罰則の適用については、なお従前の例によ     

 る。 

 

附 則 （平成一一年一二月二二日法律

第一六〇号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）

は、平成十三年一月六日から施行する。ただ

し、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定

める日から施行する。 

一 第九百九十五条（核原料物質、核燃料物

質及び原子炉の規制に関する法律の一部

を改正する法律附則の改正規定に係る部

分に限る。）、第千三百五条、第千三百六条、

第千三百二十四条第二項、第千三百二十六

条第二項及び第千三百四十四条の規定 

公布の日 

 

附 則 （平成一二年五月一九日法律第

七一号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

 

附 則 （平成一六年六月二日法律第七

六号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、破産法（平成十六年法律

第七十五号。次条第八項並びに附則第三条第

八項、第五条第八項、第十六項及び第二十一

項、第八条第三項並びに第十三条において

「新破産法」という。）の施行の日から施行す

る。 

（罰則の適用等に関する経過措置） 

第十二条 施行日前にした行為並びに附則第

二条第一項、第三条第一項、第四条、第五条

第一項、第九項、第十七項、第十九項及び第

二十一項並びに第六条第一項及び第三項の

 
 

規定によりなお従前の例によることとされ

る場合における施行日以後にした行為に対

する罰則の適用については、なお従前の例に

よる。 

（政令への委任） 

第十四条 附則第二条から前条までに規定す

るもののほか、この法律の施行に関し必要な

経過措置は、政令で定める。 

 

 

 

○平成 14年度以降における改正概要 

法律名及び該当条項 改正概要 公布日 施行日 

破産法の施行に伴う関係法律

の整備に関する法律（平成16年

法律第 76号）第 12条 

破産法（平成16年法律第75号）

の施行に伴う用語の改正（「破

産の宣告」を「破産手続開始の

決定」に改める。） 

平成 16年 

６月２日 

平成 17年 

１月１日 
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２ 公害紛争処理法 

○公害紛争処理法 

 

公害紛争処理法をここに公布する。 

御 名  御 璽 

 昭和 45年６月１日 

       内閣総理大臣 佐藤 栄作 

法律第 108号 

公害紛争処理法 

目次 

第一章 総則（第一条・第二条） 

第二章 公害に係る紛争の処理機構 

第一節 公害等調整委員会（第三条―第十 

二条） 

第二節 都道府県公害審査会等（第十三条    

―第二十三条） 

第三章 公害に係る紛争の処理手続 

第一節 総則（第二十三条の二―第二十三            

条の五） 

第二節 あつせん、調停及び仲裁 

第一款 通則（第二十四条―第二十七条   

の三） 

第二款 あつせん（第二十八条―第三十 

条） 

第三款 調停（第三十一条―第三十八条） 

第四款 仲裁（第三十九条―第四十二条） 

第三節 裁定 

第一款 通則（第四十二条の二―第四十 

条の十一） 

第二款 責任裁定（第四十二条の十二―    

第四十二条の二十六の二） 

第三款 原因裁定（第四十二条の二十七   

―第四十二条の三十三） 

第四節 補則（第四十三条―第四十七条） 

第四章 雑則（第四十八条―第五十条） 

第五章 罰則（第五十一条―第五十五条） 

附則 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、公害に係る紛争について、

あつせん、調停、仲裁及び裁定の制度を設け

ること等により、その迅速かつ適正な解決を

図ることを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「公害」とは、環境

基本法（平成五年法律第九十一号）第二条第

三項に規定する公害をいう。 

第二章 公害に係る紛争の処理機構 

第一節 公害等調整委員会 

（公害等調整委員会） 

第三条 公害等調整委員会（以下「中央委員会」

という。）は、この法律の定めるところにより

公害に係る紛争についてあつせん、調停、仲

裁及び裁定を行うとともに、地方公共団体が

行う公害に関する苦情の処理について指導

等を行う。 

第四条から第十二条まで 削除 

第二節 都道府県公害審査会等 

（審査会の設置） 

第十三条 都道府県は、条例で定めるところに

より、都道府県公害審査会（以下「審査会」

という。）を置くことができる。 

（審査会の所掌事務） 

第十四条 審査会の所掌事務は、次のとおりと

する。 

一 この法律の定めるところにより、公害に

係る紛争について、あつせん、調停及び仲

裁を行うこと。 

二 前号に掲げるもののほか、この法律の定

めるところにより、審査会の権限に属させ

られた事項を行うこと。 

（審査会の組織） 

第十五条 審査会は、委員九人以上十五人以内

をもつて組織する。 

 
 

２ 審査会に会長を置き、委員の互選によつて

これを定める。 

３ 会長は、会務を総理し、審査会を代表する。 

４ 会長に事故があるときは、あらかじめその

指名する委員が、その職務を代理する。 

（審査会の委員） 

第十六条 委員は、人格が高潔で識見の高い者

のうちから、都道府県知事が、議会の同意を

得て、任命する。 

２ 次の各号のいずれかに該当する者は、委員

となることができない。 

⼀ 破産者で復権を得ないもの 
⼆ 禁錮

こ
以上の刑に処せられた者 

３ 委員の任期は、三年とする。ただし、補欠

の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 委員は、再任されることができる。 

５ 委員は、第二項各号の一に該当するに至つ

た場合においては、その職を失うものとする。 

６ 都道府県知事は、委員が心身の故障のため

職務の執行ができないと認めるとき、又は委

員に職務上の義務違反その他委員たるに適

しない非行があると認めるときは、議会の同

意を得て、これを罷免することができる。 

（審査会の委員の服務） 

第十七条 委員は、職務上知ることのできた秘

密を漏らしてはならない。その職を退いた後

も、同様とする。 

２ 委員は、在任中、政党その他の政治的団体

の役員となり、又は積極的に政治運動をして

はならない。 

（審査会の会議） 

第十七条の二 審査会は、会長が招集する。 

２ 審査会は、会長及び過半数の委員の出席が

なければ、会議を開き、議決をすることがで

きない。 

３ 審査会の議事は、出席者の過半数でこれを

決し、可否同数のときは、会長の決するとこ

ろによる。 

４ 会長に事故がある場合の第二項の規定の

適用については、第十五条第四項に規定する

委員は、会長とみなす。 

（公害審査委員候補者） 

第十八条 審査会を置かない都道府県におい

ては、都道府県知事は、毎年又は一年を超え

三年以下の期間で条例で定める期間ごとに、

都道府県知事は、公害審査委員候補者九人以

上十五人以内を委嘱し、公害審査委員候補者

名簿（以下「候補者名簿」という。）を作成し

ておかなければならない。 

２ 公害審査委員候補者は、人格が高潔で識見

の高い者のうちから、委嘱されなければなら

ない。 

（公害審査委員候補者に係る準用規定） 

第十九条 第十六条第二項及び第五項の規定

は、公害審査委員候補者について準用する。

この場合において、同条第五項中「その職」

とあるのは、「その地位」と読み替えるものと

する。 

（連合審査会の設置） 

第二十条 都道府県は、他の都道府県と共同し

て、事件ごとに、都道府県連合公害審査会（以

下「連合審査会」という。）を置くことができ

る。 

（連合審査会の所掌事務） 

第二十一条 連合審査会は、この法律の定める

ところにより、公害に係る紛争について、あ

つせん及び調停を行う。 

（連合審査会の組織） 

第二十二条 連合審査会は、関係都道府県の審

査会の委員（審査会を置かない都道府県にあ

つては、候補者名簿に記載されている者）の

うちから、当該関係都道府県の審査会の会長

（審査会を置かない都道府県にあつては、都

道府県知事）が指名する同数の委員をもつて

組織する。 
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２ 公害紛争処理法 

○公害紛争処理法 

 

公害紛争処理法をここに公布する。 

御 名  御 璽 

 昭和 45年６月１日 

       内閣総理大臣 佐藤 栄作 

法律第 108号 

公害紛争処理法 

目次 

第一章 総則（第一条・第二条） 

第二章 公害に係る紛争の処理機構 

第一節 公害等調整委員会（第三条―第十 

二条） 

第二節 都道府県公害審査会等（第十三条    

―第二十三条） 

第三章 公害に係る紛争の処理手続 

第一節 総則（第二十三条の二―第二十三            

条の五） 

第二節 あつせん、調停及び仲裁 

第一款 通則（第二十四条―第二十七条   

の三） 

第二款 あつせん（第二十八条―第三十 

条） 

第三款 調停（第三十一条―第三十八条） 

第四款 仲裁（第三十九条―第四十二条） 

第三節 裁定 

第一款 通則（第四十二条の二―第四十 

条の十一） 

第二款 責任裁定（第四十二条の十二―    

第四十二条の二十六の二） 

第三款 原因裁定（第四十二条の二十七   

―第四十二条の三十三） 

第四節 補則（第四十三条―第四十七条） 

第四章 雑則（第四十八条―第五十条） 

第五章 罰則（第五十一条―第五十五条） 

附則 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、公害に係る紛争について、

あつせん、調停、仲裁及び裁定の制度を設け

ること等により、その迅速かつ適正な解決を

図ることを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「公害」とは、環境

基本法（平成五年法律第九十一号）第二条第

三項に規定する公害をいう。 

第二章 公害に係る紛争の処理機構 

第一節 公害等調整委員会 

（公害等調整委員会） 

第三条 公害等調整委員会（以下「中央委員会」

という。）は、この法律の定めるところにより

公害に係る紛争についてあつせん、調停、仲

裁及び裁定を行うとともに、地方公共団体が

行う公害に関する苦情の処理について指導

等を行う。 

第四条から第十二条まで 削除 

第二節 都道府県公害審査会等 

（審査会の設置） 

第十三条 都道府県は、条例で定めるところに

より、都道府県公害審査会（以下「審査会」

という。）を置くことができる。 

（審査会の所掌事務） 

第十四条 審査会の所掌事務は、次のとおりと

する。 

一 この法律の定めるところにより、公害に

係る紛争について、あつせん、調停及び仲

裁を行うこと。 

二 前号に掲げるもののほか、この法律の定

めるところにより、審査会の権限に属させ

られた事項を行うこと。 

（審査会の組織） 

第十五条 審査会は、委員九人以上十五人以内

をもつて組織する。 

 
 

２ 審査会に会長を置き、委員の互選によつて

これを定める。 

３ 会長は、会務を総理し、審査会を代表する。 

４ 会長に事故があるときは、あらかじめその

指名する委員が、その職務を代理する。 

（審査会の委員） 

第十六条 委員は、人格が高潔で識見の高い者

のうちから、都道府県知事が、議会の同意を

得て、任命する。 

２ 次の各号のいずれかに該当する者は、委員

となることができない。 

⼀ 破産者で復権を得ないもの 
⼆ 禁錮

こ
以上の刑に処せられた者 

３ 委員の任期は、三年とする。ただし、補欠

の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 委員は、再任されることができる。 

５ 委員は、第二項各号の一に該当するに至つ

た場合においては、その職を失うものとする。 

６ 都道府県知事は、委員が心身の故障のため

職務の執行ができないと認めるとき、又は委

員に職務上の義務違反その他委員たるに適

しない非行があると認めるときは、議会の同

意を得て、これを罷免することができる。 

（審査会の委員の服務） 

第十七条 委員は、職務上知ることのできた秘

密を漏らしてはならない。その職を退いた後

も、同様とする。 

２ 委員は、在任中、政党その他の政治的団体

の役員となり、又は積極的に政治運動をして

はならない。 

（審査会の会議） 

第十七条の二 審査会は、会長が招集する。 

２ 審査会は、会長及び過半数の委員の出席が

なければ、会議を開き、議決をすることがで

きない。 

３ 審査会の議事は、出席者の過半数でこれを

決し、可否同数のときは、会長の決するとこ

ろによる。 

４ 会長に事故がある場合の第二項の規定の

適用については、第十五条第四項に規定する

委員は、会長とみなす。 

（公害審査委員候補者） 

第十八条 審査会を置かない都道府県におい

ては、都道府県知事は、毎年又は一年を超え

三年以下の期間で条例で定める期間ごとに、

都道府県知事は、公害審査委員候補者九人以

上十五人以内を委嘱し、公害審査委員候補者

名簿（以下「候補者名簿」という。）を作成し

ておかなければならない。 

２ 公害審査委員候補者は、人格が高潔で識見

の高い者のうちから、委嘱されなければなら

ない。 

（公害審査委員候補者に係る準用規定） 

第十九条 第十六条第二項及び第五項の規定

は、公害審査委員候補者について準用する。

この場合において、同条第五項中「その職」

とあるのは、「その地位」と読み替えるものと

する。 

（連合審査会の設置） 

第二十条 都道府県は、他の都道府県と共同し

て、事件ごとに、都道府県連合公害審査会（以

下「連合審査会」という。）を置くことができ

る。 

（連合審査会の所掌事務） 

第二十一条 連合審査会は、この法律の定める

ところにより、公害に係る紛争について、あ

つせん及び調停を行う。 

（連合審査会の組織） 

第二十二条 連合審査会は、関係都道府県の審

査会の委員（審査会を置かない都道府県にあ

つては、候補者名簿に記載されている者）の

うちから、当該関係都道府県の審査会の会長

（審査会を置かない都道府県にあつては、都

道府県知事）が指名する同数の委員をもつて

組織する。 
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（連合審査会の委員に係る準用規定） 

第二十三条 第十六条第六項及び第十七条の

規定は、候補者名簿に記載されている者のう

ちからの指名に係る連合審査会の委員につ

いて準用する。この場合において、第十六条

第六項中「議会の同意を得て、これを」とあ

るのは「これを」と読み替えるものとする。 

第三章 公害に係る紛争の処理手続 

第一節 総則 

（代理人） 

第二十三条の二 当事者は、弁護士、弁護士法

人又は調停委員会、仲裁委員会若しくは裁定

委員会の承認を得た者を代理人とすること

ができる。 

２ 前項の承認は、いつでも、取り消すことが

できる。 

３ 代理人の権限は、書面をもつて証明しなけ

ればならない。 

４ 代理人は、次の各号に掲げる事項について

は、特別の委任を受けなければならない。 

一 申請の取下げ 

二 調停案の受諾 

三 代理人の選任 

四 第四十二条の七第一項の規定による代

表当事者の選定 

（個別代理） 

第二十三条の三 代理人が二人以上あるとき

は、各人が本人を代理する。 

（参加） 

第二十三条の四 公害に係る被害に関する紛

争につき調停又は裁定の手続が係属してい

る場合において、同一の原因による被害を主

張する者は、調停委員会又は裁定委員会の許

可を得て、当事者として当該手続に参加する

ことができる。 

２ 調停委員会又は裁定委員会は、前項の許可

をするときは、あらかじめ、当事者の意見を

きかなければならない。 

（調停手続等の実施の委任） 

第二十三条の五 調停委員会、仲裁委員会又は

裁定委員会は、それぞれ、調停委員、仲裁委

員又は裁定委員をして手続の一部を行なわ

せることができる。 

第二節 あつせん、調停及び仲裁 

第一款 通則 

（管轄） 

第二十四条 中央委員会は、次の各号に掲げる

紛争に関するあつせん、調停及び仲裁につい

て管轄する。 

一 現に人の健康又は生活環境（環境基本法

第二条第三項に規定する生活環境をいう。）

に公害に係る著しい被害が生じ、かつ、当

該被害が相当多数の者に及び、又は及ぶお

それのある場合における当該公害に係る

紛争であつて政令で定めるもの 

二 前号に掲げるもののほか、二以上の都道

府県にわたる広域的な見地から解決する

必要がある公害に係る紛争であつて政令

で定めるもの 

三 前二号に掲げるもののほか、事業活動そ

の他の人の活動の行われた場所及び当該

活動に伴う公害に係る被害の生じた場所

が異なる都道府県の区域内にある場合又

はこれらの場所の一方若しくは双方が二

以上の都道府県の区域内にある場合にお

ける当該公害に係る紛争 

２ 審査会（審査会を置かない都道府県にあつ

ては、都道府県知事とし、以下「審査会等」

という。）は、前項各号に掲げる紛争以外の紛

争に関するあつせん、調停及び仲裁について

管轄する。 

３ 前二項の規定にかかわらず、仲裁について

は、当事者は、双方の合意によつてその管轄

を定めることができる。 

（移送） 

第二十五条 中央委員会又は審査会等は、次条

 
 

第一項の申請に係る事件が、その管轄に属し

ないときは、事件を管轄審査会等又は中央委

員会に移送するものとする。 

（申請） 

第二十六条 公害に係る被害について、損害賠

償に関する紛争その他の民事上の紛争が生

じた場合においては、当事者の一方又は双方

は、公害等調整委員会規則で定めるところに

より中央委員会に対し、政令で定めるところ

により審査会等に対し、書面をもつて、あつ

せん、調停又は仲裁の申請をすることができ

る。この場合において、審査会に対する申請

は、都道府県知事を経由してしなければなら

ない。 

２ 当事者の一方からする仲裁の申請は、この

法律の規定による仲裁に付する旨の合意に

基づくものでなければならない。 

（第二十四条第一項第三号に掲げる紛争に

関する特例） 

第二十七条 第二十四条第一項第三号に掲げ

る紛争に関するあつせん及び調停の申請は、

関係都道府県のいずれか一の知事に対して

しなければならない。 

２ 審査会等は、前条第一項のあつせん又は調

停の申請に係る紛争が第二十四条第一項第

三号に掲げる紛争に該当するときは、その旨

を都道府県知事に通知しなければならない。 

３ 第一項の申請があつたとき、又は前項の規

定による通知があつたときは、当該都道府県

知事は、当該申請又は通知に係る紛争を処理

するため連合審査会を置くことについて、関

係都道府県知事と協議しなければならない。 

４ 第一項の申請又は第二項の規定による通

知に係る紛争を処理するため連合審査会が

置かれたときは、当該連合審査会は、当該紛

争に関するあつせん又は調停について管轄

するものとする。この場合においては、中央

委員会は、当該紛争については管轄しない。 

５ 第三項の規定による協議がととのわない

ときは、都道府県知事は、遅滞なく、当該事

件の関係書類を、中央委員会に送付するもの

とする。 

（あつせん又は調停の開始等の特例） 

第二十七条の二 被害の程度が著しく、その範

囲が広い公害に係る民事上の紛争が生じ、当

事者間の交渉が円滑に進行していない場合

において、当該紛争を放置するときは多数の

被害者の生活の困窮等社会的に重大な影響

があると認められるときは、中央委員会又は

審査会は、当該紛争について、実情を調査し、

当事者の意見を聴いた上、その議決に基づき、

あつせんを行うことができる。 

２ 前項の規定による審査会のあつせんは、当

該都道府県知事の要請により行うものとす

る。 

３ 第一項の場合において、中央委員会又は審

査会は、当事者の住所、紛争の実情その他の

事情を考慮して相当と認める理由がある場

合に限り、第二十四条第一項又は第二項の規

定にかかわらず、それぞれ、審査会等又は中

央委員会と協議してその管轄を定めること

ができる。 

第二十七条の三 中央委員会又は審査会は、前

条第一項の規定によるあつせんに係る紛争

について、あつせんによつては当該紛争を解

決することが困難であり、かつ、相当と認め

るときは、あつせん委員の申出により、当事

者の意見を聴いた上、その議決に基づき、当

該紛争に関する調停を行うことができる。 

２ 前項の調停の管轄は、当該紛争に関するあ

つせんの管轄が前条第三項の規定により定

められたものであるときは、その定められた

ところによる。 

第二款 あつせん 

（あつせん委員の指名等） 

第二十八条 中央委員会又は審査会等による
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（連合審査会の委員に係る準用規定） 

第二十三条 第十六条第六項及び第十七条の

規定は、候補者名簿に記載されている者のう

ちからの指名に係る連合審査会の委員につ

いて準用する。この場合において、第十六条

第六項中「議会の同意を得て、これを」とあ

るのは「これを」と読み替えるものとする。 

第三章 公害に係る紛争の処理手続 

第一節 総則 

（代理人） 

第二十三条の二 当事者は、弁護士、弁護士法

人又は調停委員会、仲裁委員会若しくは裁定

委員会の承認を得た者を代理人とすること

ができる。 

２ 前項の承認は、いつでも、取り消すことが

できる。 

３ 代理人の権限は、書面をもつて証明しなけ

ればならない。 

４ 代理人は、次の各号に掲げる事項について

は、特別の委任を受けなければならない。 

一 申請の取下げ 

二 調停案の受諾 

三 代理人の選任 

四 第四十二条の七第一項の規定による代

表当事者の選定 

（個別代理） 

第二十三条の三 代理人が二人以上あるとき

は、各人が本人を代理する。 

（参加） 

第二十三条の四 公害に係る被害に関する紛

争につき調停又は裁定の手続が係属してい

る場合において、同一の原因による被害を主

張する者は、調停委員会又は裁定委員会の許

可を得て、当事者として当該手続に参加する

ことができる。 

２ 調停委員会又は裁定委員会は、前項の許可

をするときは、あらかじめ、当事者の意見を

きかなければならない。 

（調停手続等の実施の委任） 

第二十三条の五 調停委員会、仲裁委員会又は

裁定委員会は、それぞれ、調停委員、仲裁委

員又は裁定委員をして手続の一部を行なわ

せることができる。 

第二節 あつせん、調停及び仲裁 

第一款 通則 

（管轄） 

第二十四条 中央委員会は、次の各号に掲げる

紛争に関するあつせん、調停及び仲裁につい

て管轄する。 

一 現に人の健康又は生活環境（環境基本法

第二条第三項に規定する生活環境をいう。）

に公害に係る著しい被害が生じ、かつ、当

該被害が相当多数の者に及び、又は及ぶお

それのある場合における当該公害に係る

紛争であつて政令で定めるもの 

二 前号に掲げるもののほか、二以上の都道

府県にわたる広域的な見地から解決する

必要がある公害に係る紛争であつて政令

で定めるもの 

三 前二号に掲げるもののほか、事業活動そ

の他の人の活動の行われた場所及び当該

活動に伴う公害に係る被害の生じた場所

が異なる都道府県の区域内にある場合又

はこれらの場所の一方若しくは双方が二

以上の都道府県の区域内にある場合にお

ける当該公害に係る紛争 

２ 審査会（審査会を置かない都道府県にあつ

ては、都道府県知事とし、以下「審査会等」

という。）は、前項各号に掲げる紛争以外の紛

争に関するあつせん、調停及び仲裁について

管轄する。 

３ 前二項の規定にかかわらず、仲裁について

は、当事者は、双方の合意によつてその管轄

を定めることができる。 

（移送） 

第二十五条 中央委員会又は審査会等は、次条

 
 

第一項の申請に係る事件が、その管轄に属し

ないときは、事件を管轄審査会等又は中央委

員会に移送するものとする。 

（申請） 

第二十六条 公害に係る被害について、損害賠

償に関する紛争その他の民事上の紛争が生

じた場合においては、当事者の一方又は双方

は、公害等調整委員会規則で定めるところに

より中央委員会に対し、政令で定めるところ

により審査会等に対し、書面をもつて、あつ

せん、調停又は仲裁の申請をすることができ

る。この場合において、審査会に対する申請

は、都道府県知事を経由してしなければなら

ない。 

２ 当事者の一方からする仲裁の申請は、この

法律の規定による仲裁に付する旨の合意に

基づくものでなければならない。 

（第二十四条第一項第三号に掲げる紛争に

関する特例） 

第二十七条 第二十四条第一項第三号に掲げ

る紛争に関するあつせん及び調停の申請は、

関係都道府県のいずれか一の知事に対して

しなければならない。 

２ 審査会等は、前条第一項のあつせん又は調

停の申請に係る紛争が第二十四条第一項第

三号に掲げる紛争に該当するときは、その旨

を都道府県知事に通知しなければならない。 

３ 第一項の申請があつたとき、又は前項の規

定による通知があつたときは、当該都道府県

知事は、当該申請又は通知に係る紛争を処理

するため連合審査会を置くことについて、関

係都道府県知事と協議しなければならない。 

４ 第一項の申請又は第二項の規定による通

知に係る紛争を処理するため連合審査会が

置かれたときは、当該連合審査会は、当該紛

争に関するあつせん又は調停について管轄

するものとする。この場合においては、中央

委員会は、当該紛争については管轄しない。 

５ 第三項の規定による協議がととのわない

ときは、都道府県知事は、遅滞なく、当該事

件の関係書類を、中央委員会に送付するもの

とする。 

（あつせん又は調停の開始等の特例） 

第二十七条の二 被害の程度が著しく、その範

囲が広い公害に係る民事上の紛争が生じ、当

事者間の交渉が円滑に進行していない場合

において、当該紛争を放置するときは多数の

被害者の生活の困窮等社会的に重大な影響

があると認められるときは、中央委員会又は

審査会は、当該紛争について、実情を調査し、

当事者の意見を聴いた上、その議決に基づき、

あつせんを行うことができる。 

２ 前項の規定による審査会のあつせんは、当

該都道府県知事の要請により行うものとす

る。 

３ 第一項の場合において、中央委員会又は審

査会は、当事者の住所、紛争の実情その他の

事情を考慮して相当と認める理由がある場

合に限り、第二十四条第一項又は第二項の規

定にかかわらず、それぞれ、審査会等又は中

央委員会と協議してその管轄を定めること

ができる。 

第二十七条の三 中央委員会又は審査会は、前

条第一項の規定によるあつせんに係る紛争

について、あつせんによつては当該紛争を解

決することが困難であり、かつ、相当と認め

るときは、あつせん委員の申出により、当事

者の意見を聴いた上、その議決に基づき、当

該紛争に関する調停を行うことができる。 

２ 前項の調停の管轄は、当該紛争に関するあ

つせんの管轄が前条第三項の規定により定

められたものであるときは、その定められた

ところによる。 

第二款 あつせん 

（あつせん委員の指名等） 

第二十八条 中央委員会又は審査会等による
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あつせんは、三人以内のあつせん委員が行う。 

２ 前項のあつせん委員は、中央委員会の委員

長及び委員又は審査会の委員（審査会を置か

ない都道府県にあつては、候補者名簿に記載

されている者とし、以下「審査会の委員等」

という。）のうちから、事件ごとに、それぞれ、

中央委員会の委員長又は審査会の会長（審査

会を置かない都道府県にあつては、都道府県

知事とし、以下「審査会の会長等」という。）

が指名する。 

３ 連合審査会によるあつせんは、連合審査会

の委員の全員があつせん委員となつて行う。 

４ 第十六条第六項及び第十七条の規定は、候

補者名簿に記載されている者のうちからの

指名に係るあつせん委員について準用する。

この場合において、第十六条第六項中「議会

の同意を得て、これを」とあるのは「これを」

と読み替えるものとする。 

（あつせん委員の任務） 

第二十九条 あつせん委員は、当事者間をあつ

せんし、双方の主張の要点を確かめ、事件が

公正に解決されるように努めなければなら

ない。 

（あつせんの打切り） 

第三十条 あつせん委員は、あつせんに係る紛

争について、あつせんによつては紛争の解決

の見込みがないと認めるときは、あつせんを

打ち切ることができる。 

２ あつせんに係る紛争について第二十七条

の三第一項の議決があつたときは、当該あつ

せんは、打ち切られたものとみなす。 

第三款 調停 

（調停委員の指名等） 

第三十一条 中央委員会又は審査会等による

調停は、三人の調停委員からなる調停委員会

を設けて行なう。 

２ 前項の調停委員は、中央委員会の委員長及

び委員又は審査会の委員等のうちから、事件

ごとに、それぞれ、中央委員会の委員長又は

審査会の会長等が指名する。 

３ 連合審査会による調停は、連合審査会の委

員の全員を調停委員とする調停委員会を設

けて行なう。 

４ 第十六条第六項及び第十七条の規定は、候

補者名簿に記載されている者のうちからの

指名に係る調停委員について準用する。この

場合において、第十六条第六項中「議会の同

意を得て、これを」とあるのは「これを」と

読み替えるものとする。 

（出頭の要求） 

第三十二条 調停委員会は、調停のため必要が

あると認めるときは、当事者の出頭を求め、

その意見をきくことができる。 

（文書の提出等） 

第三十三条 調停委員会は、第二十四条第一項

第一号に掲げる紛争に関する調停を行う場

合において、必要があると認めるときは、当

事者から当該調停に係る事件に関係のある

文書又は物件の提出を求めることができる。 

２ 調停委員会は、第二十四条第一項第一号に

掲げる紛争に関する調停を行う場合におい

て、紛争の原因たる事実関係を明確にするた

め、必要があると認めるときは、当事者の占

有する工場、事業場その他事件に関係のある

場所に立ち入つて、事件に関係のある文書又

は物件を検査することができる。 

３ 調停委員会は、前項の規定による立入検査

について、専門委員をして補助させることが

できる。 

（調停前の措置） 

第三十三条の二 調停委員会は、調停前に、当

事者に対し、調停の内容たる事項の実現を不

能にし、又は著しく困難にする行為の制限そ

の他調停のために必要と認める措置を採る

ことを勧告することができる。 

（調停案の受諾の勧告） 

 
 

第三十四条 調停委員会は、当事者間に合意が

成立することが困難であると認める場合に

おいて、相当であると認めるときは、一切の

事情を考慮して調停案を作成し、当事者に対

し、三十日以上の期間を定めて、その受諾を

勧告することができる。 

２ 前項の調停案は、調停委員の過半数の意見

で作成しなければならない。 

３ 第一項の規定による勧告がされた場合に

おいて、当事者が調停委員会に対し指定され

た期間内に受諾しない旨の申出をしなかつ

たときは、当該当事者間に調停案と同一の内

容の合意が成立したものとみなす。 

（調停案の公表） 

第三十四条の二 調停委員会は、前条第一項の

規定による勧告をした場合において、相当と

認めるときは、第三十七条の規定にかかわら

ず、理由を付して、当該調停案を公表するこ

とができる。 

（調停をしない場合） 

第三十五条 調停委員会は、申請に係る紛争が

その性質上調停をするのに適当でないと認

めるとき、又は当事者が不当な目的でみだり

に調停の申請をしたと認めるときは、調停を

しないものとすることができる。 

（調停の打切り） 

第三十六条 調停委員会は、調停に係る紛争に

ついて当事者間に合意が成立する見込みが

ないと認めるときは、調停を打ち切ることが

できる。 

２ 第三十四条第一項の規定による勧告がさ

れた場合において、指定された期間内に当事

者から受諾しない旨の申出があつたときは、

当該当事者間の調停は、打ち切られたものと

みなす。 

（時効の完成猶予等） 

第三十六条の二 前条第一項の規定により調

停が打ち切られ、又は同条第二項の規定によ

り調停が打ち切られたものとみなされた場

合において、当該調停の申請をした者がその

旨の通知を受けた日から三十日以内に調停

の目的となつた請求について第四十二条の

十二第一項に規定する責任裁定を申請し、又

は訴えを提起したときは、時効の完成猶予及

び出訴期間の遵守に関しては、調停の申請の

時に、責任裁定の申請又は訴えの提起があつ

たものとみなす。 

（手続の非公開） 

第三十七条 調停委員会の行なう調停の手続

は、公開しない。 

（事件の引継ぎ） 

第三十八条 審査会等又は連合審査会は、その

調停に係る事件について、相当と認める理由

があるときは、当事者の同意を得、かつ、中

央委員会と協議した上、これを中央委員会に

引き継ぐことができる。 

２ 中央委員会は、前項の規定により引き継い

だ事件については、第二十四条第一項の規定

にかかわらず、調停を行うことができる。 

３ 前二項の規定は、中央委員会の調停に係る

事件について準用する。この場合において、

第一項中「審査会等又は連合審査会」とある

のは「中央委員会」と、前二項中「中央委員

会」とあるのは「関係都道府県の審査会等」

と、前項中「第二十四条第一項」とあるのは

「第二十四条第二項」と読み替えるものとす

る。 

第四款 仲裁 

（仲裁委員の指名等） 

第三十九条 中央委員会又は審査会等による

仲裁は、三人の仲裁委員からなる仲裁委員会

を設けて行なう。 

２ 前項の仲裁委員は、中央委員会の委員長及

び委員又は審査会の委員等のうちから、当事

者が合意によつて選定した者につき、事件ご

とに、それぞれ、中央委員会の委員長又は審
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あつせんは、三人以内のあつせん委員が行う。 

２ 前項のあつせん委員は、中央委員会の委員

長及び委員又は審査会の委員（審査会を置か

ない都道府県にあつては、候補者名簿に記載

されている者とし、以下「審査会の委員等」

という。）のうちから、事件ごとに、それぞれ、

中央委員会の委員長又は審査会の会長（審査

会を置かない都道府県にあつては、都道府県

知事とし、以下「審査会の会長等」という。）

が指名する。 

３ 連合審査会によるあつせんは、連合審査会

の委員の全員があつせん委員となつて行う。 

４ 第十六条第六項及び第十七条の規定は、候

補者名簿に記載されている者のうちからの

指名に係るあつせん委員について準用する。

この場合において、第十六条第六項中「議会

の同意を得て、これを」とあるのは「これを」

と読み替えるものとする。 

（あつせん委員の任務） 

第二十九条 あつせん委員は、当事者間をあつ

せんし、双方の主張の要点を確かめ、事件が

公正に解決されるように努めなければなら

ない。 

（あつせんの打切り） 

第三十条 あつせん委員は、あつせんに係る紛

争について、あつせんによつては紛争の解決

の見込みがないと認めるときは、あつせんを

打ち切ることができる。 

２ あつせんに係る紛争について第二十七条

の三第一項の議決があつたときは、当該あつ

せんは、打ち切られたものとみなす。 

第三款 調停 

（調停委員の指名等） 

第三十一条 中央委員会又は審査会等による

調停は、三人の調停委員からなる調停委員会

を設けて行なう。 

２ 前項の調停委員は、中央委員会の委員長及

び委員又は審査会の委員等のうちから、事件

ごとに、それぞれ、中央委員会の委員長又は

審査会の会長等が指名する。 

３ 連合審査会による調停は、連合審査会の委

員の全員を調停委員とする調停委員会を設

けて行なう。 

４ 第十六条第六項及び第十七条の規定は、候

補者名簿に記載されている者のうちからの

指名に係る調停委員について準用する。この

場合において、第十六条第六項中「議会の同

意を得て、これを」とあるのは「これを」と

読み替えるものとする。 

（出頭の要求） 

第三十二条 調停委員会は、調停のため必要が

あると認めるときは、当事者の出頭を求め、

その意見をきくことができる。 

（文書の提出等） 

第三十三条 調停委員会は、第二十四条第一項

第一号に掲げる紛争に関する調停を行う場

合において、必要があると認めるときは、当

事者から当該調停に係る事件に関係のある

文書又は物件の提出を求めることができる。 

２ 調停委員会は、第二十四条第一項第一号に

掲げる紛争に関する調停を行う場合におい

て、紛争の原因たる事実関係を明確にするた

め、必要があると認めるときは、当事者の占

有する工場、事業場その他事件に関係のある

場所に立ち入つて、事件に関係のある文書又

は物件を検査することができる。 

３ 調停委員会は、前項の規定による立入検査

について、専門委員をして補助させることが

できる。 

（調停前の措置） 

第三十三条の二 調停委員会は、調停前に、当

事者に対し、調停の内容たる事項の実現を不

能にし、又は著しく困難にする行為の制限そ

の他調停のために必要と認める措置を採る

ことを勧告することができる。 

（調停案の受諾の勧告） 

 
 

第三十四条 調停委員会は、当事者間に合意が

成立することが困難であると認める場合に

おいて、相当であると認めるときは、一切の

事情を考慮して調停案を作成し、当事者に対

し、三十日以上の期間を定めて、その受諾を

勧告することができる。 

２ 前項の調停案は、調停委員の過半数の意見

で作成しなければならない。 

３ 第一項の規定による勧告がされた場合に

おいて、当事者が調停委員会に対し指定され

た期間内に受諾しない旨の申出をしなかつ

たときは、当該当事者間に調停案と同一の内

容の合意が成立したものとみなす。 

（調停案の公表） 

第三十四条の二 調停委員会は、前条第一項の

規定による勧告をした場合において、相当と

認めるときは、第三十七条の規定にかかわら

ず、理由を付して、当該調停案を公表するこ

とができる。 

（調停をしない場合） 

第三十五条 調停委員会は、申請に係る紛争が

その性質上調停をするのに適当でないと認

めるとき、又は当事者が不当な目的でみだり

に調停の申請をしたと認めるときは、調停を

しないものとすることができる。 

（調停の打切り） 

第三十六条 調停委員会は、調停に係る紛争に

ついて当事者間に合意が成立する見込みが

ないと認めるときは、調停を打ち切ることが

できる。 

２ 第三十四条第一項の規定による勧告がさ

れた場合において、指定された期間内に当事

者から受諾しない旨の申出があつたときは、

当該当事者間の調停は、打ち切られたものと

みなす。 

（時効の完成猶予等） 

第三十六条の二 前条第一項の規定により調

停が打ち切られ、又は同条第二項の規定によ

り調停が打ち切られたものとみなされた場

合において、当該調停の申請をした者がその

旨の通知を受けた日から三十日以内に調停

の目的となつた請求について第四十二条の

十二第一項に規定する責任裁定を申請し、又

は訴えを提起したときは、時効の完成猶予及

び出訴期間の遵守に関しては、調停の申請の

時に、責任裁定の申請又は訴えの提起があつ

たものとみなす。 

（手続の非公開） 

第三十七条 調停委員会の行なう調停の手続

は、公開しない。 

（事件の引継ぎ） 

第三十八条 審査会等又は連合審査会は、その

調停に係る事件について、相当と認める理由

があるときは、当事者の同意を得、かつ、中

央委員会と協議した上、これを中央委員会に

引き継ぐことができる。 

２ 中央委員会は、前項の規定により引き継い

だ事件については、第二十四条第一項の規定

にかかわらず、調停を行うことができる。 

３ 前二項の規定は、中央委員会の調停に係る

事件について準用する。この場合において、

第一項中「審査会等又は連合審査会」とある

のは「中央委員会」と、前二項中「中央委員

会」とあるのは「関係都道府県の審査会等」

と、前項中「第二十四条第一項」とあるのは

「第二十四条第二項」と読み替えるものとす

る。 

第四款 仲裁 

（仲裁委員の指名等） 

第三十九条 中央委員会又は審査会等による

仲裁は、三人の仲裁委員からなる仲裁委員会

を設けて行なう。 

２ 前項の仲裁委員は、中央委員会の委員長及

び委員又は審査会の委員等のうちから、当事

者が合意によつて選定した者につき、事件ご

とに、それぞれ、中央委員会の委員長又は審
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査会の会長等が指名する。ただし、当事者の

合意による選定がなされなかつたときは、中

央委員会の委員長及び委員又は審査会の委

員等のうちから、事件ごとに、それぞれ、中

央委員会の委員長又は審査会の会長等が指

名する。 

３ 第一項の仲裁委員のうち少なくとも一人

は、弁護士法（昭和二十四年法律第二百五号）

第二章の規定により、弁護士となる資格を有

する者でなければならない。 

４ 第十六条第六項及び第十七条の規定は、候

補者名簿に記載されている者のうちからの

指名に係る仲裁委員について準用する。この

場合において、第十六条第六項中「議会の同

意を得て、これを」とあるのは「これを」と

読み替えるものとする。 

（文書の提出等） 

第四十条 仲裁委員会は、仲裁を行なう場合に

おいて、必要があると認めるときは、当事者

から当該仲裁に係る事件に関係のある文書

又は物件の提出を求めることができる。 

２ 仲裁委員会は、仲裁を行なう場合において、

紛争の原因たる事実関係を明確にするため、

必要があると認めるときは、当事者の占有す

る工場、事業場その他事件に関係のある場所

に立ち入つて、事件に関係のある文書又は物

件を検査することができる。 

３ 中央委員会に設けられる仲裁委員会は、前

項の規定による立入検査について、専門委員

をして補助させることができる。 

（仲裁法の準用） 

第四十一条 仲裁委員会の行う仲裁について

は、この法律に別段の定めがある場合を除き、

仲裁委員を仲裁人とみなして、仲裁法（平成

十五年法律第百三十八号）の規定を準用する。 

（準用規定） 

第四十二条 第三十三条の二及び第三十七条

の規定は、仲裁委員会の行う仲裁について準

用する。 

第三節 裁定 

第一款 通則 

（裁定委員の指名等） 

第四十二条の二 中央委員会による裁定は、三

人又は五人の裁定委員からなる裁定委員会

を設けて行なう。 

２ 前項の裁定委員は、中央委員会の委員長及

び委員のうちから、事件ごとに、中央委員会

の委員長が指名する。 

３ 第三十九条第三項の規定は、第一項の裁定

委員会について準用する。 

（裁定委員の除斥） 

第四十二条の三 裁定委員は、次の各号のいず

れかに該当するときは、その職務の執行から

除斥される。 

一 裁定委員又はその配偶者若しくは配偶

者であつた者が事件の当事者（第四十二条

の七第二項に規定する選定者及び第四十

二条の九第三項に規定する被代表者を含

む。以下この項、第四十二条の十八第二項、

第四十二条の十九、第四十二条の二十、第

五十三条及び第五十五条において同じ。）

又は法人である当事者の代表者であり、又

はあつたとき。 

二 裁定委員が事件の当事者の四親等内の

血族、三親等内の姻族又は同居の親族であ

り、又はあつたとき。 

三 裁定委員が事件の当事者の後見人、後見

監督人、保佐人、保佐監督人、補助人又は

補助監督人であるとき。 

四 裁定委員が事件について参考人又は鑑 

 定人となつたとき。 

五 裁定委員が事件について当事者の代理 

 人であり、又はあつたとき。 

２ 前項に規定する除斥の原因があるときは、

当事者は、除斥の申立てをすることができる。 

（裁定委員の忌避） 

 
 

第四十二条の四 裁定委員について裁定の公

正を妨げるべき事情があるときは、当事者は、

これを忌避することができる。 

２ 当事者は、事件について裁定委員会に対し

書面又は口頭をもつて陳述した後は、裁定委

員を忌避することができない。ただし、忌避

の原因があることを知らなかつたとき、又は

忌避の原因がその後に生じたときは、この限

りでない。 

（除斥又は忌避の申立てについての決定） 

第四十二条の五 除斥又は忌避の申立てにつ

いては、中央委員会が決定する。 

２ 除斥又は忌避の申立てに係る裁定委員は、

前項の規定による決定に関与することがで

きない。ただし、意見を述べることができる。 

３ 第一項の規定による決定は、文書をもつて

行ない、かつ、理由を附さなければならない。 

（裁定手続の中止） 

第四十二条の六 裁定委員会は、除斥又は忌避

の申立てがあつたときは、その申立てについ

ての決定があるまで裁定手続を中止しなけ

ればならない。ただし、急速を要する行為に

ついては、この限りでない。 

（代表当事者の選定） 

第四十二条の七 公害に係る被害に関する紛

争について共同の利益を有する多数の者は、

その中から、全員のために裁定手続における

当事者となる一人又は数人（以下「代表当事

者」という。）を選定することができる。 

２ 前項の代表当事者を選定した者（以下「選

定者」という。）は、その選定を取り消し、又

は変更することができる。 

３ 第一項の規定による代表当事者の選定並

びに前項の規定によるその取消し及び変更

は、書面をもつて証明しなければならない。 

４ 裁定手続が係属した後に代表当事者を選

定したときは、他の選定者は、裁定手続から

当然脱退する。 

 （代表当事者の選定命令） 

第四十二条の八 共同の利益を有する当事者

が著しく多数であり、かつ、代表当事者を選

定することが適当であると認められるとき

は、裁定委員会は、当該共同の利益を有する

当事者に対し、相当の期間を定めて、代表当

事者の選定を命ずることができる。 

２ 裁定委員会は、前項の規定による命令を取

り消し、又は変更することができる。 

 （裁定委員会による代表当事者の選定） 

第四十二条の九 裁定委員会は、前条第一項の

規定による命令を受けた者のうち代表当事

者を選定しない者がある場合において、これ

らの者について代表当事者を選定しなけれ

ば裁定手続の進行に支障があると認めると

きは、適当と認める者を、その同意を得て、

代表当事者に選定することができる。この場

合においては、代表当事者としての資格を特

定の争点に関する審理に限定することがで

きる。 

２ 前条第二項の規定は、前項の規定による代

表当事者の選定について準用する。 

３ 第一項の規定により代表当事者が選定さ

れた場合においては、当該代表当事者は、そ

の者のために代表当事者が選定されている

者（以下「被代表者」という。）が第四十二条

の七第一項の規定により選定したものとみ

なす。 

４ 第一項の規定により代表当事者が選定さ

れた場合における当該代表当事者と被代表

者との間の関係については、民法（明治二十

九年法律第八十九号）第六百四十四条から第

六百四十七条まで、第六百四十九条、第六百

五十条及び第六百五十四条の規定を準用す

る。 

（裁定委員会の合議） 

第四十二条の十 裁定その他の裁定委員会の

判断は、合議によらなければならない。 
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査会の会長等が指名する。ただし、当事者の

合意による選定がなされなかつたときは、中

央委員会の委員長及び委員又は審査会の委

員等のうちから、事件ごとに、それぞれ、中

央委員会の委員長又は審査会の会長等が指

名する。 

３ 第一項の仲裁委員のうち少なくとも一人

は、弁護士法（昭和二十四年法律第二百五号）

第二章の規定により、弁護士となる資格を有

する者でなければならない。 

４ 第十六条第六項及び第十七条の規定は、候

補者名簿に記載されている者のうちからの

指名に係る仲裁委員について準用する。この

場合において、第十六条第六項中「議会の同

意を得て、これを」とあるのは「これを」と

読み替えるものとする。 

（文書の提出等） 

第四十条 仲裁委員会は、仲裁を行なう場合に

おいて、必要があると認めるときは、当事者

から当該仲裁に係る事件に関係のある文書

又は物件の提出を求めることができる。 

２ 仲裁委員会は、仲裁を行なう場合において、

紛争の原因たる事実関係を明確にするため、

必要があると認めるときは、当事者の占有す

る工場、事業場その他事件に関係のある場所

に立ち入つて、事件に関係のある文書又は物

件を検査することができる。 

３ 中央委員会に設けられる仲裁委員会は、前

項の規定による立入検査について、専門委員

をして補助させることができる。 

（仲裁法の準用） 

第四十一条 仲裁委員会の行う仲裁について

は、この法律に別段の定めがある場合を除き、

仲裁委員を仲裁人とみなして、仲裁法（平成

十五年法律第百三十八号）の規定を準用する。 

（準用規定） 

第四十二条 第三十三条の二及び第三十七条

の規定は、仲裁委員会の行う仲裁について準

用する。 

第三節 裁定 

第一款 通則 

（裁定委員の指名等） 

第四十二条の二 中央委員会による裁定は、三

人又は五人の裁定委員からなる裁定委員会

を設けて行なう。 

２ 前項の裁定委員は、中央委員会の委員長及

び委員のうちから、事件ごとに、中央委員会

の委員長が指名する。 

３ 第三十九条第三項の規定は、第一項の裁定

委員会について準用する。 

（裁定委員の除斥） 

第四十二条の三 裁定委員は、次の各号のいず

れかに該当するときは、その職務の執行から

除斥される。 

一 裁定委員又はその配偶者若しくは配偶

者であつた者が事件の当事者（第四十二条

の七第二項に規定する選定者及び第四十

二条の九第三項に規定する被代表者を含

む。以下この項、第四十二条の十八第二項、

第四十二条の十九、第四十二条の二十、第

五十三条及び第五十五条において同じ。）

又は法人である当事者の代表者であり、又

はあつたとき。 

二 裁定委員が事件の当事者の四親等内の

血族、三親等内の姻族又は同居の親族であ

り、又はあつたとき。 

三 裁定委員が事件の当事者の後見人、後見

監督人、保佐人、保佐監督人、補助人又は

補助監督人であるとき。 

四 裁定委員が事件について参考人又は鑑 

 定人となつたとき。 

五 裁定委員が事件について当事者の代理 

 人であり、又はあつたとき。 

２ 前項に規定する除斥の原因があるときは、

当事者は、除斥の申立てをすることができる。 

（裁定委員の忌避） 

 
 

第四十二条の四 裁定委員について裁定の公

正を妨げるべき事情があるときは、当事者は、

これを忌避することができる。 

２ 当事者は、事件について裁定委員会に対し

書面又は口頭をもつて陳述した後は、裁定委

員を忌避することができない。ただし、忌避

の原因があることを知らなかつたとき、又は

忌避の原因がその後に生じたときは、この限

りでない。 

（除斥又は忌避の申立てについての決定） 

第四十二条の五 除斥又は忌避の申立てにつ

いては、中央委員会が決定する。 

２ 除斥又は忌避の申立てに係る裁定委員は、

前項の規定による決定に関与することがで

きない。ただし、意見を述べることができる。 

３ 第一項の規定による決定は、文書をもつて

行ない、かつ、理由を附さなければならない。 

（裁定手続の中止） 

第四十二条の六 裁定委員会は、除斥又は忌避

の申立てがあつたときは、その申立てについ

ての決定があるまで裁定手続を中止しなけ

ればならない。ただし、急速を要する行為に

ついては、この限りでない。 

（代表当事者の選定） 

第四十二条の七 公害に係る被害に関する紛

争について共同の利益を有する多数の者は、

その中から、全員のために裁定手続における

当事者となる一人又は数人（以下「代表当事

者」という。）を選定することができる。 

２ 前項の代表当事者を選定した者（以下「選

定者」という。）は、その選定を取り消し、又

は変更することができる。 

３ 第一項の規定による代表当事者の選定並

びに前項の規定によるその取消し及び変更

は、書面をもつて証明しなければならない。 

４ 裁定手続が係属した後に代表当事者を選

定したときは、他の選定者は、裁定手続から

当然脱退する。 

 （代表当事者の選定命令） 

第四十二条の八 共同の利益を有する当事者

が著しく多数であり、かつ、代表当事者を選

定することが適当であると認められるとき

は、裁定委員会は、当該共同の利益を有する

当事者に対し、相当の期間を定めて、代表当

事者の選定を命ずることができる。 

２ 裁定委員会は、前項の規定による命令を取

り消し、又は変更することができる。 

 （裁定委員会による代表当事者の選定） 

第四十二条の九 裁定委員会は、前条第一項の

規定による命令を受けた者のうち代表当事

者を選定しない者がある場合において、これ

らの者について代表当事者を選定しなけれ

ば裁定手続の進行に支障があると認めると

きは、適当と認める者を、その同意を得て、

代表当事者に選定することができる。この場

合においては、代表当事者としての資格を特

定の争点に関する審理に限定することがで

きる。 

２ 前条第二項の規定は、前項の規定による代

表当事者の選定について準用する。 

３ 第一項の規定により代表当事者が選定さ

れた場合においては、当該代表当事者は、そ

の者のために代表当事者が選定されている

者（以下「被代表者」という。）が第四十二条

の七第一項の規定により選定したものとみ

なす。 

４ 第一項の規定により代表当事者が選定さ

れた場合における当該代表当事者と被代表

者との間の関係については、民法（明治二十

九年法律第八十九号）第六百四十四条から第

六百四十七条まで、第六百四十九条、第六百

五十条及び第六百五十四条の規定を準用す

る。 

（裁定委員会の合議） 

第四十二条の十 裁定その他の裁定委員会の

判断は、合議によらなければならない。 
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２ 前項の合議は、裁定委員の過半数の意見に

より決する。 

（合議の非公開） 

第四十二条の十一 裁定委員会の合議は、公開

しない。 

第二款 責任裁定 

（申請） 

第四十二条の十二 公害に係る被害について、

損害賠償に関する紛争が生じた場合におい

ては、その賠償を請求する者は、公害等調整

委員会規則で定めるところにより、書面をも

つて、中央委員会に対し、損害賠償の責任に

関する裁定（以下「責任裁定」という。）を申

請することができる。 

２ 中央委員会は、被害の程度が軽微であり、

かつ、その範囲が限られている等の被害の態

様及び規模、紛争の実情その他一切の事情を

考慮して責任裁定をすることが相当でない

と認めるときは、申請を受理しないことがで

きる。 

３ 審査会等による調停に係る紛争に関し責

任裁定の申請があつた場合においては、中央

委員会は、申請の受理に関し、当該審査会等

の意見を聴かなければならない。 

（不適法な申請の却下） 

第四十二条の十三 裁定委員会は、不適法な責

任裁定の申請で、その欠陥を補正することが

できないものについては、決定をもつてこれ

を却下しなければならない。この場合におい

ては、審問を経ないことができる。 

２ 第四十二条の十九の規定は、前項の決定に

ついて準用する。 

（審問） 

第四十二条の十四 裁定委員会は、審問の期日

を開き、当事者に意見の陳述をさせなければ

ならない。 

２ 当事者は、審問に立ち会うことができる。 

（審問の公開） 

第四十二条の十五 審問は、公開して行なう。

ただし、裁定委員会が個人の秘密若しくは事

業者の事業上の秘密を保つため必要がある

と認めるとき、又は手続の公正が害されるお

それがあると認めるときその他公益上必要

があると認めるときは、この限りでない。 

（証拠調べ） 

第四十二条の十六 裁定委員会は、申立てによ

り、又は職権で、次の各号に掲げる証拠調べ

をすることができる。 

一 当事者又は参考人に出頭を命じて陳述 

 させること。 

二 鑑定人に出頭を命じて鑑定させること。 

三 事件に関係のある文書又は物件の所持

人に対し、当該文書若しくは物件の提出を

命じ、又は提出された文書若しくは物件を

留め置くこと。 

四 事件に関係のある場所に立ち入つて、文 

 書又は物件を検査すること。 

２ 当事者は、審問の期日以外の期日における

証拠調べに立ち会うことができる。 

３ 裁定委員会は、職権で証拠調べをしたとき

は、その結果について、当事者の意見をきか

なければならない。 

４ 裁定委員会が第一項第一号又は第二号の

規定により参考人に陳述させ、又は鑑定人に

鑑定させるときは、これらの者に宣誓をさせ

なければならない。 

５ 裁定委員会が第一項第一号の規定により

当事者に陳述させるときは、その当事者に宣

誓をさせることができる。 

６ 裁定委員会は、第一項第四号の規定による

立入検査について、専門委員をして補助させ

ることができる。 

（証拠保全） 

第四十二条の十七 中央委員会は、責任裁定の

申請前において、あらかじめ証拠調べをしな

ければその証拠を使用するのに困難な事情

 
 

があると認めるときは、責任裁定の申請をし

ようとする者の申立てにより、証拠保全をす

ることができる。 

２ 前項の申立てがあつたときは、中央委員会

の委員長は、中央委員会の委員長及び委員の

うちから、証拠保全に関与すべき者を指名す

る。 

（事実の調査） 

第四十二条の十八 裁定委員会は、必要がある

と認めるときは、自ら事実の調査をし、又は

中央委員会の事務局の職員をしてこれを行

なわせることができる。 

２ 裁定委員会が前項の事実の調査をする場

合において必要があると認めるときは、裁定

委員会又はその命を受けた中央委員会の事

務局の職員は、当事者の占有する工場、事業

場その他事件に関係のある場所に立ち入つ

て、事件に関係のある文書又は物件を検査す

ることができる。 

３ 裁定委員会は、事実の調査の結果を責任裁

定の資料とするときは、その事実の調査の結

果について、当事者の意見をきかなければな

らない。 

４ 裁定委員会は、第二項の規定による立入検

査について、専門委員をして補助させること

ができる。 

（責任裁定） 

第四十二条の十九 責任裁定は、文書をもつて

行ない、裁定書には次の各号に掲げる事項を

記載し、裁定委員がこれに署名押印しなけれ

ばならない。 

一 主文 

二 理由 

三 当事者及び代理人の氏名又は名称並び 

 に法人にあつては、代表者の氏名 

四 裁定の年月日 

２ 裁定委員会は、責任裁定をしたときは、裁

定書の正本を当事者に送達しなければなら

ない。 

（責任裁定の効力） 

第四十二条の二十 責任裁定があつた場合に

おいて、裁定書の正本が当事者に送達された

日から三十日以内に当該責任裁定に係る損

害賠償に関する訴えが提起されないとき、又

はその訴えが取り下げられたときは、その損

害賠償に関し、当事者間に当該責任裁定と同

一の内容の合意が成立したものとみなす。 

２ 前項の訴えの取下げは、被告の同意を得な

ければ、その効力を生じない。 

（行政事件訴訟の制限） 

第四十二条の二十一 責任裁定及びその手続

に関してされた処分については、行政事件訴

訟法（昭和三十七年法律第百三十九号）によ

る訴えを提起することができない。 

（仮差押え及び仮処分における担保の特則） 

第四十二条の二十二 申請の全部又は一部を

認容する責任裁定がされた場合において、裁

判所が当該責任裁定に係る債権の全部若し

くは一部につき仮差押えを命じ、又は仮処分

をもつてその全部若しくは一部を支払うべ

きことを命ずるときは、担保を立てさせない

ものとする。ただし、必要があると認めると

きは、担保を立てさせることができる。 

第四十二条の二十三 削除 

（職権調停） 

第四十二条の二十四 裁定委員会は、相当と認

めるときは、職権で事件を調停に付したうえ、

当事者の同意を得て管轄審査会等に処理さ

せ、又は第二十四条第一項及び第二項並びに

第三十一条第一項の規定にかかわらず、自ら

処理することができる。 

２ 前項の規定により事件を調停に付した場

合において、当事者間に合意が成立したとき

は、責任裁定の申請は、取り下げられたもの

とみなす。 

（時効の完成猶予等） 
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２ 前項の合議は、裁定委員の過半数の意見に

より決する。 

（合議の非公開） 

第四十二条の十一 裁定委員会の合議は、公開

しない。 

第二款 責任裁定 

（申請） 

第四十二条の十二 公害に係る被害について、

損害賠償に関する紛争が生じた場合におい

ては、その賠償を請求する者は、公害等調整

委員会規則で定めるところにより、書面をも

つて、中央委員会に対し、損害賠償の責任に

関する裁定（以下「責任裁定」という。）を申

請することができる。 

２ 中央委員会は、被害の程度が軽微であり、

かつ、その範囲が限られている等の被害の態

様及び規模、紛争の実情その他一切の事情を

考慮して責任裁定をすることが相当でない

と認めるときは、申請を受理しないことがで

きる。 

３ 審査会等による調停に係る紛争に関し責

任裁定の申請があつた場合においては、中央

委員会は、申請の受理に関し、当該審査会等

の意見を聴かなければならない。 

（不適法な申請の却下） 

第四十二条の十三 裁定委員会は、不適法な責

任裁定の申請で、その欠陥を補正することが

できないものについては、決定をもつてこれ

を却下しなければならない。この場合におい

ては、審問を経ないことができる。 

２ 第四十二条の十九の規定は、前項の決定に

ついて準用する。 

（審問） 

第四十二条の十四 裁定委員会は、審問の期日

を開き、当事者に意見の陳述をさせなければ

ならない。 

２ 当事者は、審問に立ち会うことができる。 

（審問の公開） 

第四十二条の十五 審問は、公開して行なう。

ただし、裁定委員会が個人の秘密若しくは事

業者の事業上の秘密を保つため必要がある

と認めるとき、又は手続の公正が害されるお

それがあると認めるときその他公益上必要

があると認めるときは、この限りでない。 

（証拠調べ） 

第四十二条の十六 裁定委員会は、申立てによ

り、又は職権で、次の各号に掲げる証拠調べ

をすることができる。 

一 当事者又は参考人に出頭を命じて陳述 

 させること。 

二 鑑定人に出頭を命じて鑑定させること。 

三 事件に関係のある文書又は物件の所持

人に対し、当該文書若しくは物件の提出を

命じ、又は提出された文書若しくは物件を

留め置くこと。 

四 事件に関係のある場所に立ち入つて、文 

 書又は物件を検査すること。 

２ 当事者は、審問の期日以外の期日における

証拠調べに立ち会うことができる。 

３ 裁定委員会は、職権で証拠調べをしたとき

は、その結果について、当事者の意見をきか

なければならない。 

４ 裁定委員会が第一項第一号又は第二号の

規定により参考人に陳述させ、又は鑑定人に

鑑定させるときは、これらの者に宣誓をさせ

なければならない。 

５ 裁定委員会が第一項第一号の規定により

当事者に陳述させるときは、その当事者に宣

誓をさせることができる。 

６ 裁定委員会は、第一項第四号の規定による

立入検査について、専門委員をして補助させ

ることができる。 

（証拠保全） 

第四十二条の十七 中央委員会は、責任裁定の

申請前において、あらかじめ証拠調べをしな

ければその証拠を使用するのに困難な事情

 
 

があると認めるときは、責任裁定の申請をし

ようとする者の申立てにより、証拠保全をす

ることができる。 

２ 前項の申立てがあつたときは、中央委員会

の委員長は、中央委員会の委員長及び委員の

うちから、証拠保全に関与すべき者を指名す

る。 

（事実の調査） 

第四十二条の十八 裁定委員会は、必要がある

と認めるときは、自ら事実の調査をし、又は

中央委員会の事務局の職員をしてこれを行

なわせることができる。 

２ 裁定委員会が前項の事実の調査をする場

合において必要があると認めるときは、裁定

委員会又はその命を受けた中央委員会の事

務局の職員は、当事者の占有する工場、事業

場その他事件に関係のある場所に立ち入つ

て、事件に関係のある文書又は物件を検査す

ることができる。 

３ 裁定委員会は、事実の調査の結果を責任裁

定の資料とするときは、その事実の調査の結

果について、当事者の意見をきかなければな

らない。 

４ 裁定委員会は、第二項の規定による立入検

査について、専門委員をして補助させること

ができる。 

（責任裁定） 

第四十二条の十九 責任裁定は、文書をもつて

行ない、裁定書には次の各号に掲げる事項を

記載し、裁定委員がこれに署名押印しなけれ

ばならない。 

一 主文 

二 理由 

三 当事者及び代理人の氏名又は名称並び 

 に法人にあつては、代表者の氏名 

四 裁定の年月日 

２ 裁定委員会は、責任裁定をしたときは、裁

定書の正本を当事者に送達しなければなら

ない。 

（責任裁定の効力） 

第四十二条の二十 責任裁定があつた場合に

おいて、裁定書の正本が当事者に送達された

日から三十日以内に当該責任裁定に係る損

害賠償に関する訴えが提起されないとき、又

はその訴えが取り下げられたときは、その損

害賠償に関し、当事者間に当該責任裁定と同

一の内容の合意が成立したものとみなす。 

２ 前項の訴えの取下げは、被告の同意を得な

ければ、その効力を生じない。 

（行政事件訴訟の制限） 

第四十二条の二十一 責任裁定及びその手続

に関してされた処分については、行政事件訴

訟法（昭和三十七年法律第百三十九号）によ

る訴えを提起することができない。 

（仮差押え及び仮処分における担保の特則） 

第四十二条の二十二 申請の全部又は一部を

認容する責任裁定がされた場合において、裁

判所が当該責任裁定に係る債権の全部若し

くは一部につき仮差押えを命じ、又は仮処分

をもつてその全部若しくは一部を支払うべ

きことを命ずるときは、担保を立てさせない

ものとする。ただし、必要があると認めると

きは、担保を立てさせることができる。 

第四十二条の二十三 削除 

（職権調停） 

第四十二条の二十四 裁定委員会は、相当と認

めるときは、職権で事件を調停に付したうえ、

当事者の同意を得て管轄審査会等に処理さ

せ、又は第二十四条第一項及び第二項並びに

第三十一条第一項の規定にかかわらず、自ら

処理することができる。 

２ 前項の規定により事件を調停に付した場

合において、当事者間に合意が成立したとき

は、責任裁定の申請は、取り下げられたもの

とみなす。 

（時効の完成猶予等） 
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第四十二条の二十五 責任裁定の申請は、時効

の完成猶予及び更新並びに出訴期間の遵守

に関しては、裁判上の請求とみなす。 

２ 責任裁定の申請が第四十二条の十二第二

項の規定により受理されなかつた場合にお

いて、当該責任裁定の申請をした者がその旨

の通知を受けた日から三十日以内に申請の

目的となつた請求について訴えを提起した

ときは、時効の完成猶予及び出訴期間の遵守

に関しては、責任裁定の申請の時に、訴えの

提起があつたものとみなす。 

（訴訟との関係） 

第四十二条の二十六 責任裁定の申請があつ

た事件について訴訟が係属するときは、受訴

裁判所は、責任裁定があるまで訴訟手続を中

止することができる。 

２ 前項の場合において、訴訟手続が中止され

ないときは、裁定委員会は、責任裁定の手続

を中止することができる。 

（準用規定） 

第四十二条の二十六の二 第三十三条の二の

規定は、裁定委員会の行う責任裁定について

準用する。 

第三款 原因裁定 

（申請） 

第四十二条の二十七 公害に係る被害につい

て、損害賠償に関する紛争その他の民事上の

紛争が生じた場合において、当事者の一方の

行為に因り被害が生じたことについて争い

があるときは、当事者は、公害等調整委員会

規則で定めるところにより、書面をもつて、

中央委員会に対し、被害の原因に関する裁定

（以下「原因裁定」という。）を申請すること

ができる。 

２ 第四十二条の十二第二項及び第三項の規

定は、原因裁定の申請があつた場合について

準用する。 

（相手方の特定の留保） 

第四十二条の二十八 前条第一項に規定する

場合において、相手方を特定しないことにつ

いてやむを得ない理由があるときは、その被

害を主張する者は、相手方の特定を留保して

原因裁定を申請することができる。 

２ 裁定委員会は、相手方を特定させることが

相当であると認めるときは、前項の規定によ

り原因裁定を申請した者に対し、期間を定め

て、相手方の特定を命じなければならない。 

３ 前項の規定による命令を受けた者が当該

命令において定められた期間内に相手方を

特定しないときは、原因裁定の申請は、取り

下げられたものとみなす。 

（職権による原因裁定） 

第四十二条の二十九 裁定委員会は、責任裁定

の手続において、相当であると認めるときは、

職権で、原因裁定をすることができる。 

２ 前項の原因裁定については、次条の規定は、

適用しない。 

（裁定事項等） 

第四十二条の三十 裁定委員会は、被害の原因

を明らかにするため特に必要があると認め

るときは、原因裁定において、原因裁定の申

請をした者が裁定を求めた事項以外の事項

についても、裁定することができる。 

２ 前項の場合において、裁定の結果について

利害関係を有する第三者があるときは、裁定

委員会は、その第三者若しくは当事者の申立

てにより、又は職権で、決定をもつて、相手

方としてその第三者を原因裁定の手続に参

加させることができる。 

３ 裁定委員会は、前項の決定をするときは、

あらかじめ、その第三者及び当事者の意見を

きかなければならない。 

（通知及び意見の申出） 

第四十二条の三十一 中央委員会は、原因裁定

があつたときは、遅滞なく、その内容を関係

行政機関の長又は関係地方公共団体の長に

 
 

通知するものとする。 

２ 中央委員会は、原因裁定があつたときは、

公害の拡大の防止等に資するため、関係行政

機関の長又は関係地方公共団体の長に対し、

必要な措置についての意見を述べることが

できる。 

（受訴裁判所からの原因裁定の嘱託） 

第四十二条の三十二 公害に係る被害に関す

る民事訴訟において、受訴裁判所は、必要が

あると認めるときは、中央委員会に対し、そ

の意見をきいたうえ、原因裁定をすることを

嘱託することができる。 

２ 前項の規定による嘱託に基づいて原因裁

定がされた場合において、受訴裁判所は、必

要があると認めるときは、中央委員会が指定

した者に原因裁定の説明をさせることがで

きる。 

３ 第一項の規定による嘱託に基づいて行な

う原因裁定の手続に要する費用で、第四十四

条第一項の規定により当事者が負担すべき

もののうち民事訴訟費用等に関する法律（昭

和四十六年法律第四十号）の規定の例によれ

ば当事者が負担することとなる費用に相当

するものは、訴訟費用とみなす。 

４ 第四十二条の二十九第二項の規定は、第一

項の規定による嘱託に基づいて行なう原因

裁定について準用する。 

（準用規定） 

第四十二条の三十三 第四十二条の十三から

第四十二条の十九まで、第四十二条の二十一、

第四十二条の二十四及び第四十二条の二十

六の規定は、原因裁定について準用する。 

第四節 補則 

（審査会等の資料提出の要求等） 

第四十三条 審査会等は公害に係る紛争に関

するあつせん、調停又は仲裁を行うため、連

合審査会は公害に係る紛争に関するあつせ

ん又は調停を行うため、それぞれ、必要があ

ると認めるときは、関係行政機関の長又は関

係地方公共団体の長に対し、公害発生の原因

の調査に関する資料その他の資料の提出、意

見の開陳、技術的知識の提供その他必要な協

力を求めることができる。 

（義務履行の勧告） 

第四十三条の二 中央委員会又は審査会等は、

権利者の申出がある場合において、相当と認

めるときは、義務者に対し、中央委員会又は

当該審査会等若しくは関係連合審査会の行

つた調停、仲裁又は責任裁定で定められた義

務の履行に関する勧告をすることができる。

この場合において、当該勧告が連合審査会の

行つた調停に係るものであるときは、審査会

等は、あらかじめ、他の関係審査会等と協議

しなければならない。 

２ 前項の場合において、中央委員会又は審査

会等は、当該義務の履行状況について、当事

者に報告を求め、又は調査をすることができ

る。 

（紛争処理の手続に要する費用） 

第四十四条 中央委員会において行うあつせ

ん、調停、仲裁、責任裁定、原因裁定又は証

拠保全の手続に要する費用は、政令で定める

ものを除き、各当事者又は証拠保全の申立て

をした者が負担する。 

２ 審査会等において行うあつせん、調停又は

仲裁の手続に要する費用は、条例で定めるも

のを除き、各当事者が負担する。 

３ 連合審査会において行うあつせん又は調

停の手続に要する費用は、関係都道府県が協

議によつて定める規約で定めるものを除き、

各当事者が負担する。 

（手数料） 

第四十五条 中央委員会に対し調停、仲裁、責

任裁定若しくは原因裁定の申請をする者又

は証拠保全若しくは第二十三条の四第一項

の規定による参加の申立てをする者は、政令
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第四十二条の二十五 責任裁定の申請は、時効

の完成猶予及び更新並びに出訴期間の遵守

に関しては、裁判上の請求とみなす。 

２ 責任裁定の申請が第四十二条の十二第二

項の規定により受理されなかつた場合にお

いて、当該責任裁定の申請をした者がその旨

の通知を受けた日から三十日以内に申請の

目的となつた請求について訴えを提起した

ときは、時効の完成猶予及び出訴期間の遵守

に関しては、責任裁定の申請の時に、訴えの

提起があつたものとみなす。 

（訴訟との関係） 

第四十二条の二十六 責任裁定の申請があつ

た事件について訴訟が係属するときは、受訴

裁判所は、責任裁定があるまで訴訟手続を中

止することができる。 

２ 前項の場合において、訴訟手続が中止され

ないときは、裁定委員会は、責任裁定の手続

を中止することができる。 

（準用規定） 

第四十二条の二十六の二 第三十三条の二の

規定は、裁定委員会の行う責任裁定について

準用する。 

第三款 原因裁定 

（申請） 

第四十二条の二十七 公害に係る被害につい

て、損害賠償に関する紛争その他の民事上の

紛争が生じた場合において、当事者の一方の

行為に因り被害が生じたことについて争い

があるときは、当事者は、公害等調整委員会

規則で定めるところにより、書面をもつて、

中央委員会に対し、被害の原因に関する裁定

（以下「原因裁定」という。）を申請すること

ができる。 

２ 第四十二条の十二第二項及び第三項の規

定は、原因裁定の申請があつた場合について

準用する。 

（相手方の特定の留保） 

第四十二条の二十八 前条第一項に規定する

場合において、相手方を特定しないことにつ

いてやむを得ない理由があるときは、その被

害を主張する者は、相手方の特定を留保して

原因裁定を申請することができる。 

２ 裁定委員会は、相手方を特定させることが

相当であると認めるときは、前項の規定によ

り原因裁定を申請した者に対し、期間を定め

て、相手方の特定を命じなければならない。 

３ 前項の規定による命令を受けた者が当該

命令において定められた期間内に相手方を

特定しないときは、原因裁定の申請は、取り

下げられたものとみなす。 

（職権による原因裁定） 

第四十二条の二十九 裁定委員会は、責任裁定

の手続において、相当であると認めるときは、

職権で、原因裁定をすることができる。 

２ 前項の原因裁定については、次条の規定は、

適用しない。 

（裁定事項等） 

第四十二条の三十 裁定委員会は、被害の原因

を明らかにするため特に必要があると認め

るときは、原因裁定において、原因裁定の申

請をした者が裁定を求めた事項以外の事項

についても、裁定することができる。 

２ 前項の場合において、裁定の結果について

利害関係を有する第三者があるときは、裁定

委員会は、その第三者若しくは当事者の申立

てにより、又は職権で、決定をもつて、相手

方としてその第三者を原因裁定の手続に参

加させることができる。 

３ 裁定委員会は、前項の決定をするときは、

あらかじめ、その第三者及び当事者の意見を

きかなければならない。 

（通知及び意見の申出） 

第四十二条の三十一 中央委員会は、原因裁定

があつたときは、遅滞なく、その内容を関係

行政機関の長又は関係地方公共団体の長に

 
 

通知するものとする。 

２ 中央委員会は、原因裁定があつたときは、

公害の拡大の防止等に資するため、関係行政

機関の長又は関係地方公共団体の長に対し、

必要な措置についての意見を述べることが

できる。 

（受訴裁判所からの原因裁定の嘱託） 

第四十二条の三十二 公害に係る被害に関す

る民事訴訟において、受訴裁判所は、必要が

あると認めるときは、中央委員会に対し、そ

の意見をきいたうえ、原因裁定をすることを

嘱託することができる。 

２ 前項の規定による嘱託に基づいて原因裁

定がされた場合において、受訴裁判所は、必

要があると認めるときは、中央委員会が指定

した者に原因裁定の説明をさせることがで

きる。 

３ 第一項の規定による嘱託に基づいて行な

う原因裁定の手続に要する費用で、第四十四

条第一項の規定により当事者が負担すべき

もののうち民事訴訟費用等に関する法律（昭

和四十六年法律第四十号）の規定の例によれ

ば当事者が負担することとなる費用に相当

するものは、訴訟費用とみなす。 

４ 第四十二条の二十九第二項の規定は、第一

項の規定による嘱託に基づいて行なう原因

裁定について準用する。 

（準用規定） 

第四十二条の三十三 第四十二条の十三から

第四十二条の十九まで、第四十二条の二十一、

第四十二条の二十四及び第四十二条の二十

六の規定は、原因裁定について準用する。 

第四節 補則 

（審査会等の資料提出の要求等） 

第四十三条 審査会等は公害に係る紛争に関

するあつせん、調停又は仲裁を行うため、連

合審査会は公害に係る紛争に関するあつせ

ん又は調停を行うため、それぞれ、必要があ

ると認めるときは、関係行政機関の長又は関

係地方公共団体の長に対し、公害発生の原因

の調査に関する資料その他の資料の提出、意

見の開陳、技術的知識の提供その他必要な協

力を求めることができる。 

（義務履行の勧告） 

第四十三条の二 中央委員会又は審査会等は、

権利者の申出がある場合において、相当と認

めるときは、義務者に対し、中央委員会又は

当該審査会等若しくは関係連合審査会の行

つた調停、仲裁又は責任裁定で定められた義

務の履行に関する勧告をすることができる。

この場合において、当該勧告が連合審査会の

行つた調停に係るものであるときは、審査会

等は、あらかじめ、他の関係審査会等と協議

しなければならない。 

２ 前項の場合において、中央委員会又は審査

会等は、当該義務の履行状況について、当事

者に報告を求め、又は調査をすることができ

る。 

（紛争処理の手続に要する費用） 

第四十四条 中央委員会において行うあつせ

ん、調停、仲裁、責任裁定、原因裁定又は証

拠保全の手続に要する費用は、政令で定める

ものを除き、各当事者又は証拠保全の申立て

をした者が負担する。 

２ 審査会等において行うあつせん、調停又は

仲裁の手続に要する費用は、条例で定めるも

のを除き、各当事者が負担する。 

３ 連合審査会において行うあつせん又は調

停の手続に要する費用は、関係都道府県が協

議によつて定める規約で定めるものを除き、

各当事者が負担する。 

（手数料） 

第四十五条 中央委員会に対し調停、仲裁、責

任裁定若しくは原因裁定の申請をする者又

は証拠保全若しくは第二十三条の四第一項

の規定による参加の申立てをする者は、政令
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で定めるところにより、手数料を納めなけれ

ばならない。この場合においては、当該手数

料は、国の収入とする。 

（送達） 

第四十五条の二 書類の送達については、民事

訴訟法（平成八年法律第百九号）第九十九条、

第百三条、第百五条、第百六条、第百七条第

一項及び第三項並びに第百九条の規定を準

用する。この場合において、同法第九十九条

第一項中「執行官」とあり、同法第百七条第

一項中「裁判所書記官」とあるのは「公害等

調整委員会の事務局の職員」と、同法第百九

条中「裁判所」とあるのは「公害等調整委員

会」と読み替えるものとする。 

（都道府県知事に対する報告） 

第四十六条 候補者名簿からの指名に係るあ

つせん委員、候補者名簿からの指名に係る調

停委員からなる調停委員会又は候補者名簿

からの指名に係る仲裁委員からなる仲裁委

員会は、その行うあつせん、調停又は仲裁の

事件が終了したときは、都道府県知事に対し、

すみやかに、その概要を報告しなければなら

ない。 

（審査請求の制限） 

第四十六条の二 この章の規定による処分又

はその不作為については、審査請求をするこ

とができない。 

（公害等調整委員会規則等への委任） 

第四十七条 この章に規定するもののほか、中

央委員会における紛争の処理の手続その他

紛争の処理に関し必要な事項は公害等調整

委員会規則で、審査会等における紛争の処理

の手続その他紛争の処理に関し必要な事項

は政令で定める。 

 

附 則 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六月を

こえない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。ただし、第六条第一項中両議院

の同意を得ることに係る部分は、公布の日か

ら施行する。 

附 則 （昭和四六年五月三一日法律第

八八号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、昭和四十六年七月一日か

ら施行する。 

附 則 （昭和四七年六月三日法律第五

二号） 抄 

（施行期日等） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三

十日をこえない範囲内において政令で定め

る日から施行する。 

２ 第四条第一号の規定中裁定に係る部分及

び附則第十一条による改正後の公害紛争処

理法の規定中裁定に係る部分は、この法律の

施行の日から起算して三月をこえない範囲

内において政令で定める日から適用する。 

（中央委員会等がした処分に対する不服申

立てに関する経過措置） 

第十二条 この法律の施行前にこの法律によ

る改正前の公害紛争処理法の規定による中

央委員会、審査会等又は連合審査会（次条及

び附則第十四条において「中央委員会等」と

総称する。）がした処分に対する行政不服審

査法（昭和三十七年法律第百六十号）による

不服申立てについては、この法律による改正

後の公害紛争処理法第四十六条の二の規定

にかかわらず、なお従前の例による。 

（代理人に関する経過措置） 

第十三条 この法律の施行の際現に中央委員

会等に係属している調停又は仲裁の手続に

おいて代理人に選任されている者で、弁護士

でないものについてのこの法律による改正

後の公害紛争処理法第二十三条の二第一項

の規定の適用に関しては、その者を同項の規

 
 

定による調停委員会又は仲裁委員会の承認

を得た者とみなす。 

（時効の中断等に関する経過措置） 

第十四条 この法律の施行の際現に中央委員

会等に係属している調停に関し当該調停の

目的となつている請求についてのこの法律

による改正後の公害紛争処理法第三十六条

の二の規定の適用に関しては、この法律の施

行の時に、調停の申請がされたものとみなす。 

（土地調整委員会又は中央公害審査委員会

がした処分等に関する経過措置） 

第十六条 この法律の施行前にこの法律によ

る改正前の法律の規定により土地調整委員

会又は中央公害審査委員会がした処分その

他の行為は、政令で別段の定めをするものを

除き、この法律又はこの法律による改正後の

法律の相当規定により、公害等調整委員会が

した処分その他の行為とみなす。 

２ この法律の施行の際現にこの法律による

改正前の法律の規定により土地調整委員会

又は中央公害審査委員会に対してされてい

る申請その他の手続は、政令で別段の定めを

するものを除き、この法律又はこの法律によ

る改正後の法律の相当規定により、公害等調

整委員会に対してされた手続とみなす。 

（政令への委任） 

第十七条 この附則に定めるもののほか、この

法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で

定める。 

（罰則に関する経過措置） 

第十八条 この法律の施行前にした行為に対

する罰則の適用については、なお従前の例に

よる。中央公害審査委員会の委員長、委員又

は専門調査員の職にあつた者がこの法律の

施行後にした行為に対する罰則の適用につ

いても、同様とする。 

附 則 （昭和四九年六月一一日法律第

八四号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六月を

超えない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。 

（経過措置） 

２ この法律の施行前にこの法律による改正

前の公害紛争処理法（これに基づく命令を含

むものとし、以下「旧法」という。）の規定に

より審査会、都道府県知事又は連合審査会

（以下「審査会等」という。）に対してされた

和解の仲介の申請その他の行為は、この法律

による改正後の公害紛争処理法（これに基づ

く命令を含むものとし、以下「新法」という。）

の相当規定により審査会等に対してされた

あつせんの申請その他の行為とみなす。 

３ この法律の施行前に旧法の規定により指

名された仲介委員又は和解の仲介のために

置かれた連合審査会は、新法の相当規定によ

りあつせん委員として指名され、又はあつせ

んのための連合審査会として置かれたもの

とみなす。 

４ この法律の施行前に旧法の規定により審

査会等又は仲介委員がした和解の仲介その

他の行為は、新法の相当規定により審査会等

又はあつせん委員がしたあつせんその他の

行為とみなす。 

附 則 （昭和四九年六月二七日法律第

一〇一号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

附 則 （昭和五七年八月二四日法律第

八三号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、昭和五十七年十月一日か

ら施行する。 

附 則 （昭和六〇年七月一二日法律第

九〇号） 抄 

（施行期日） 
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で定めるところにより、手数料を納めなけれ

ばならない。この場合においては、当該手数

料は、国の収入とする。 

（送達） 

第四十五条の二 書類の送達については、民事

訴訟法（平成八年法律第百九号）第九十九条、

第百三条、第百五条、第百六条、第百七条第

一項及び第三項並びに第百九条の規定を準

用する。この場合において、同法第九十九条

第一項中「執行官」とあり、同法第百七条第

一項中「裁判所書記官」とあるのは「公害等

調整委員会の事務局の職員」と、同法第百九

条中「裁判所」とあるのは「公害等調整委員

会」と読み替えるものとする。 

（都道府県知事に対する報告） 

第四十六条 候補者名簿からの指名に係るあ

つせん委員、候補者名簿からの指名に係る調

停委員からなる調停委員会又は候補者名簿

からの指名に係る仲裁委員からなる仲裁委

員会は、その行うあつせん、調停又は仲裁の

事件が終了したときは、都道府県知事に対し、

すみやかに、その概要を報告しなければなら

ない。 

（審査請求の制限） 

第四十六条の二 この章の規定による処分又

はその不作為については、審査請求をするこ

とができない。 

（公害等調整委員会規則等への委任） 

第四十七条 この章に規定するもののほか、中

央委員会における紛争の処理の手続その他

紛争の処理に関し必要な事項は公害等調整

委員会規則で、審査会等における紛争の処理

の手続その他紛争の処理に関し必要な事項

は政令で定める。 

 

附 則 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六月を

こえない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。ただし、第六条第一項中両議院

の同意を得ることに係る部分は、公布の日か

ら施行する。 

附 則 （昭和四六年五月三一日法律第

八八号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、昭和四十六年七月一日か

ら施行する。 

附 則 （昭和四七年六月三日法律第五

二号） 抄 

（施行期日等） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三

十日をこえない範囲内において政令で定め

る日から施行する。 

２ 第四条第一号の規定中裁定に係る部分及

び附則第十一条による改正後の公害紛争処

理法の規定中裁定に係る部分は、この法律の

施行の日から起算して三月をこえない範囲

内において政令で定める日から適用する。 

（中央委員会等がした処分に対する不服申

立てに関する経過措置） 

第十二条 この法律の施行前にこの法律によ

る改正前の公害紛争処理法の規定による中

央委員会、審査会等又は連合審査会（次条及

び附則第十四条において「中央委員会等」と

総称する。）がした処分に対する行政不服審

査法（昭和三十七年法律第百六十号）による

不服申立てについては、この法律による改正

後の公害紛争処理法第四十六条の二の規定

にかかわらず、なお従前の例による。 

（代理人に関する経過措置） 

第十三条 この法律の施行の際現に中央委員

会等に係属している調停又は仲裁の手続に

おいて代理人に選任されている者で、弁護士

でないものについてのこの法律による改正

後の公害紛争処理法第二十三条の二第一項

の規定の適用に関しては、その者を同項の規

 
 

定による調停委員会又は仲裁委員会の承認

を得た者とみなす。 

（時効の中断等に関する経過措置） 

第十四条 この法律の施行の際現に中央委員

会等に係属している調停に関し当該調停の

目的となつている請求についてのこの法律

による改正後の公害紛争処理法第三十六条

の二の規定の適用に関しては、この法律の施

行の時に、調停の申請がされたものとみなす。 

（土地調整委員会又は中央公害審査委員会

がした処分等に関する経過措置） 

第十六条 この法律の施行前にこの法律によ

る改正前の法律の規定により土地調整委員

会又は中央公害審査委員会がした処分その

他の行為は、政令で別段の定めをするものを

除き、この法律又はこの法律による改正後の

法律の相当規定により、公害等調整委員会が

した処分その他の行為とみなす。 

２ この法律の施行の際現にこの法律による

改正前の法律の規定により土地調整委員会

又は中央公害審査委員会に対してされてい

る申請その他の手続は、政令で別段の定めを

するものを除き、この法律又はこの法律によ

る改正後の法律の相当規定により、公害等調

整委員会に対してされた手続とみなす。 

（政令への委任） 

第十七条 この附則に定めるもののほか、この

法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で

定める。 

（罰則に関する経過措置） 

第十八条 この法律の施行前にした行為に対

する罰則の適用については、なお従前の例に

よる。中央公害審査委員会の委員長、委員又

は専門調査員の職にあつた者がこの法律の

施行後にした行為に対する罰則の適用につ

いても、同様とする。 

附 則 （昭和四九年六月一一日法律第

八四号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六月を

超えない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。 

（経過措置） 

２ この法律の施行前にこの法律による改正

前の公害紛争処理法（これに基づく命令を含

むものとし、以下「旧法」という。）の規定に

より審査会、都道府県知事又は連合審査会

（以下「審査会等」という。）に対してされた

和解の仲介の申請その他の行為は、この法律

による改正後の公害紛争処理法（これに基づ

く命令を含むものとし、以下「新法」という。）

の相当規定により審査会等に対してされた

あつせんの申請その他の行為とみなす。 

３ この法律の施行前に旧法の規定により指

名された仲介委員又は和解の仲介のために

置かれた連合審査会は、新法の相当規定によ

りあつせん委員として指名され、又はあつせ

んのための連合審査会として置かれたもの

とみなす。 

４ この法律の施行前に旧法の規定により審

査会等又は仲介委員がした和解の仲介その

他の行為は、新法の相当規定により審査会等

又はあつせん委員がしたあつせんその他の

行為とみなす。 

附 則 （昭和四九年六月二七日法律第

一〇一号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

附 則 （昭和五七年八月二四日法律第

八三号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、昭和五十七年十月一日か

ら施行する。 

附 則 （昭和六〇年七月一二日法律第

九〇号） 抄 

（施行期日） 
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第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

附 則 （平成元年一二月二二日法律第

九一号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して二

年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。 

附 則 （平成五年一一月一九日法律第

九二号） 抄 

この法律は、公布の日から施行する。 

附 則 （平成八年六月二六日法律第一

一〇号） 抄 

この法律は、新民訴法の施行の日から施行す

る。 

附 則 （平成一一年七月一六日法律第

八七号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十二年四月一日から

施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

一 第一条中地方自治法第二百五十条の次

に五条、節名並びに二款及び款名を加える

改正規定（同法第二百五十条の九第一項に

係る部分（両議院の同意を得ることに係る

部分に限る。）に限る。）、第四十条中自然公

園法附則第九項及び第十項の改正規定（同

法附則第十項に係る部分に限る。）、第二百

四十四条の規定（農業改良助長法第十四条

の三の改正規定に係る部分を除く。）並び

に第四百七十二条の規定（市町村の合併の

特例に関する法律第六条、第八条及び第十

七条の改正規定に係る部分を除く。）並び

に附則第七条、第十条、第十二条、第五十

九条ただし書、第六十条第四項及び第五項、

第七十三条、第七十七条、第百五十七条第

四項から第六項まで、第百六十条、第百六

十三条、第百六十四条並びに第二百二条の

規定 公布の日 

（国等の事務） 

第百五十九条 この法律による改正前のそれ

ぞれの法律に規定するもののほか、この法律

の施行前において、地方公共団体の機関が法

律又はこれに基づく政令により管理し又は

執行する国、他の地方公共団体その他公共団

体の事務（附則第百六十一条において「国等

の事務」という。）は、この法律の施行後は、

地方公共団体が法律又はこれに基づく政令

により当該地方公共団体の事務として処理

するものとする。 

（処分、申請等に関する経過措置） 

第百六十条 この法律（附則第一条各号に掲げ

る規定については、当該各規定。以下この条

及び附則第百六十三条において同じ。）の施

行前に改正前のそれぞれの法律の規定によ

りされた許可等の処分その他の行為（以下こ

の条において「処分等の行為」という。）又は

この法律の施行の際現に改正前のそれぞれ

の法律の規定によりされている許可等の申

請その他の行為（以下この条において「申請

等の行為」という。）で、この法律の施行の日

においてこれらの行為に係る行政事務を行

うべき者が異なることとなるものは、附則第

二条から前条までの規定又は改正後のそれ

ぞれの法律（これに基づく命令を含む。）の経

過措置に関する規定に定めるものを除き、こ

の法律の施行の日以後における改正後のそ

れぞれの法律の適用については、改正後のそ

れぞれの法律の相当規定によりされた処分

等の行為又は申請等の行為とみなす。 

２ この法律の施行前に改正前のそれぞれの

法律の規定により国又は地方公共団体の機

関に対し報告、届出、提出その他の手続をし

なければならない事項で、この法律の施行の

日前にその手続がされていないものについ

ては、この法律及びこれに基づく政令に別段

の定めがあるもののほか、これを、改正後の

 
 

それぞれの法律の相当規定により国又は地

方公共団体の相当の機関に対して報告、届出、

提出その他の手続をしなければならない事

項についてその手続がされていないものと

みなして、この法律による改正後のそれぞれ

の法律の規定を適用する。 

（不服申立てに関する経過措置） 

第百六十一条 施行日前にされた国等の事務

に係る処分であって、当該処分をした行政庁

（以下この条において「処分庁」という。）に

施行日前に行政不服審査法に規定する上級

行政庁（以下この条において「上級行政庁」

という。）があったものについての同法によ

る不服申立てについては、施行日以後におい

ても、当該処分庁に引き続き上級行政庁があ

るものとみなして、行政不服審査法の規定を

適用する。この場合において、当該処分庁の

上級行政庁とみなされる行政庁は、施行日前

に当該処分庁の上級行政庁であった行政庁

とする。 

２ 前項の場合において、上級行政庁とみなさ

れる行政庁が地方公共団体の機関であると

きは、当該機関が行政不服審査法の規定によ

り処理することとされる事務は、新地方自治

法第二条第九項第一号に規定する第一号法

定受託事務とする。 

（手数料に関する経過措置） 

第百六十二条 施行日前においてこの法律に

よる改正前のそれぞれの法律（これに基づく

命令を含む。）の規定により納付すべきであ

った手数料については、この法律及びこれに

基づく政令に別段の定めがあるもののほか、

なお従前の例による。 

（罰則に関する経過措置） 

第百六十三条 この法律の施行前にした行為

に対する罰則の適用については、なお従前の

例による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第百六十四条 この附則に規定するもののほ

か、この法律の施行に伴い必要な経過措置

（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で

定める。 

（検討） 

第二百五十条 新地方自治法第二条第九項第

一号に規定する第一号法定受託事務につい

ては、できる限り新たに設けることのないよ

うにするとともに、新地方自治法別表第一に

掲げるもの及び新地方自治法に基づく政令

に示すものについては、地方分権を推進する

観点から検討を加え、適宜、適切な見直しを

行うものとする。 

第二百五十一条 政府は、地方公共団体が事務

及び事業を自主的かつ自立的に執行できる

よう、国と地方公共団体との役割分担に応じ

た地方税財源の充実確保の方途について、経

済情勢の推移等を勘案しつつ検討し、その結

果に基づいて必要な措置を講ずるものとす

る。 

附 則 （平成一一年一二月八日法律第

一五一号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十二年四月一日から

施行する。 

（経過措置） 

第三条 民法の一部を改正する法律（平成十一

年法律第百四十九号）附則第三条第三項の規

定により従前の例によることとされる準禁

治産者及びその保佐人に関するこの法律に

よる改正規定の適用については、次に掲げる

改正規定を除き、なお従前の例による。 

一から二十一まで 略 

二十二 第九十七条中公害紛争処理法第十

六条第二項の改正規定 

第四条 この法律の施行前にした行為に対す

る罰則の適用については、なお従前の例によ

る。 
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第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

附 則 （平成元年一二月二二日法律第

九一号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して二

年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。 

附 則 （平成五年一一月一九日法律第

九二号） 抄 

この法律は、公布の日から施行する。 

附 則 （平成八年六月二六日法律第一

一〇号） 抄 

この法律は、新民訴法の施行の日から施行す

る。 

附 則 （平成一一年七月一六日法律第

八七号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十二年四月一日から

施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

一 第一条中地方自治法第二百五十条の次

に五条、節名並びに二款及び款名を加える

改正規定（同法第二百五十条の九第一項に

係る部分（両議院の同意を得ることに係る

部分に限る。）に限る。）、第四十条中自然公

園法附則第九項及び第十項の改正規定（同

法附則第十項に係る部分に限る。）、第二百

四十四条の規定（農業改良助長法第十四条

の三の改正規定に係る部分を除く。）並び

に第四百七十二条の規定（市町村の合併の

特例に関する法律第六条、第八条及び第十

七条の改正規定に係る部分を除く。）並び

に附則第七条、第十条、第十二条、第五十

九条ただし書、第六十条第四項及び第五項、

第七十三条、第七十七条、第百五十七条第

四項から第六項まで、第百六十条、第百六

十三条、第百六十四条並びに第二百二条の

規定 公布の日 

（国等の事務） 

第百五十九条 この法律による改正前のそれ

ぞれの法律に規定するもののほか、この法律

の施行前において、地方公共団体の機関が法

律又はこれに基づく政令により管理し又は

執行する国、他の地方公共団体その他公共団

体の事務（附則第百六十一条において「国等

の事務」という。）は、この法律の施行後は、

地方公共団体が法律又はこれに基づく政令

により当該地方公共団体の事務として処理

するものとする。 

（処分、申請等に関する経過措置） 

第百六十条 この法律（附則第一条各号に掲げ

る規定については、当該各規定。以下この条

及び附則第百六十三条において同じ。）の施

行前に改正前のそれぞれの法律の規定によ

りされた許可等の処分その他の行為（以下こ

の条において「処分等の行為」という。）又は

この法律の施行の際現に改正前のそれぞれ

の法律の規定によりされている許可等の申

請その他の行為（以下この条において「申請

等の行為」という。）で、この法律の施行の日

においてこれらの行為に係る行政事務を行

うべき者が異なることとなるものは、附則第

二条から前条までの規定又は改正後のそれ

ぞれの法律（これに基づく命令を含む。）の経

過措置に関する規定に定めるものを除き、こ

の法律の施行の日以後における改正後のそ

れぞれの法律の適用については、改正後のそ

れぞれの法律の相当規定によりされた処分

等の行為又は申請等の行為とみなす。 

２ この法律の施行前に改正前のそれぞれの

法律の規定により国又は地方公共団体の機

関に対し報告、届出、提出その他の手続をし

なければならない事項で、この法律の施行の

日前にその手続がされていないものについ

ては、この法律及びこれに基づく政令に別段

の定めがあるもののほか、これを、改正後の

 
 

それぞれの法律の相当規定により国又は地

方公共団体の相当の機関に対して報告、届出、

提出その他の手続をしなければならない事

項についてその手続がされていないものと

みなして、この法律による改正後のそれぞれ

の法律の規定を適用する。 

（不服申立てに関する経過措置） 

第百六十一条 施行日前にされた国等の事務

に係る処分であって、当該処分をした行政庁

（以下この条において「処分庁」という。）に

施行日前に行政不服審査法に規定する上級

行政庁（以下この条において「上級行政庁」

という。）があったものについての同法によ

る不服申立てについては、施行日以後におい

ても、当該処分庁に引き続き上級行政庁があ

るものとみなして、行政不服審査法の規定を

適用する。この場合において、当該処分庁の

上級行政庁とみなされる行政庁は、施行日前

に当該処分庁の上級行政庁であった行政庁

とする。 

２ 前項の場合において、上級行政庁とみなさ

れる行政庁が地方公共団体の機関であると

きは、当該機関が行政不服審査法の規定によ

り処理することとされる事務は、新地方自治

法第二条第九項第一号に規定する第一号法

定受託事務とする。 

（手数料に関する経過措置） 

第百六十二条 施行日前においてこの法律に

よる改正前のそれぞれの法律（これに基づく

命令を含む。）の規定により納付すべきであ

った手数料については、この法律及びこれに

基づく政令に別段の定めがあるもののほか、

なお従前の例による。 

（罰則に関する経過措置） 

第百六十三条 この法律の施行前にした行為

に対する罰則の適用については、なお従前の

例による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第百六十四条 この附則に規定するもののほ

か、この法律の施行に伴い必要な経過措置

（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で

定める。 

（検討） 

第二百五十条 新地方自治法第二条第九項第

一号に規定する第一号法定受託事務につい

ては、できる限り新たに設けることのないよ

うにするとともに、新地方自治法別表第一に

掲げるもの及び新地方自治法に基づく政令

に示すものについては、地方分権を推進する

観点から検討を加え、適宜、適切な見直しを

行うものとする。 

第二百五十一条 政府は、地方公共団体が事務

及び事業を自主的かつ自立的に執行できる

よう、国と地方公共団体との役割分担に応じ

た地方税財源の充実確保の方途について、経

済情勢の推移等を勘案しつつ検討し、その結

果に基づいて必要な措置を講ずるものとす

る。 

附 則 （平成一一年一二月八日法律第

一五一号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十二年四月一日から

施行する。 

（経過措置） 

第三条 民法の一部を改正する法律（平成十一

年法律第百四十九号）附則第三条第三項の規

定により従前の例によることとされる準禁

治産者及びその保佐人に関するこの法律に

よる改正規定の適用については、次に掲げる

改正規定を除き、なお従前の例による。 

一から二十一まで 略 

二十二 第九十七条中公害紛争処理法第十

六条第二項の改正規定 

第四条 この法律の施行前にした行為に対す

る罰則の適用については、なお従前の例によ

る。 
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附 則 （平成一一年一二月二二日法律

第一六〇号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）

は、平成十三年一月六日から施行する。ただ

し、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定

める日から施行する。 

一 第九百九十五条（核原料物質、核燃料物

質及び原子炉の規制に関する法律の一部

を改正する法律附則の改正規定に係る部

分に限る。）、第千三百五条、第千三百六条、

第千三百二十四条第二項、第千三百二十六

条第二項及び第千三百四十四条の規定 

公布の日 

附 則 （平成一三年六月八日法律第四

一号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十四年四月一日から

施行する。 

附 則 （平成一五年八月一日法律第一

三八号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して九

月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。 

附 則 （平成二六年六月一三日法律第

六九号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、行政不服審査法（平成二

十六年法律第六十八号）の施行の日から施行

する。 

（経過措置の原則） 

第五条 行政庁の処分その他の行為又は不作

為についての不服申立てであってこの法律

の施行前にされた行政庁の処分その他の行

為又はこの法律の施行前にされた申請に係

る行政庁の不作為に係るものについては、こ

の附則に特別の定めがある場合を除き、なお

従前の例による。 

（訴訟に関する経過措置） 

第六条 この法律による改正前の法律の規定

により不服申立てに対する行政庁の裁決、決

定その他の行為を経た後でなければ訴えを

提起できないこととされる事項であって、当

該不服申立てを提起しないでこの法律の施

行前にこれを提起すべき期間を経過したも

の（当該不服申立てが他の不服申立てに対す

る行政庁の裁決、決定その他の行為を経た後

でなければ提起できないとされる場合にあ

っては、当該他の不服申立てを提起しないで

この法律の施行前にこれを提起すべき期間

を経過したものを含む。）の訴えの提起につ

いては、なお従前の例による。 

２ この法律の規定による改正前の法律の規

定（前条の規定によりなお従前の例によるこ

ととされる場合を含む。）により異議申立て

が提起された処分その他の行為であって、こ

の法律の規定による改正後の法律の規定に

より審査請求に対する裁決を経た後でなけ

れば取消しの訴えを提起することができな

いこととされるものの取消しの訴えの提起

については、なお従前の例による。 

３ 不服申立てに対する行政庁の裁決、決定そ

の他の行為の取消しの訴えであって、この法

律の施行前に提起されたものについては、な

お従前の例による。 

（罰則に関する経過措置） 

第九条 この法律の施行前にした行為並びに

附則第五条及び前二条の規定によりなお従

前の例によることとされる場合におけるこ

の法律の施行後にした行為に対する罰則の

適用については、なお従前の例による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第十条 附則第五条から前条までに定めるも

ののほか、この法律の施行に関し必要な経過

措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政

 
 

令で定める。 

附 則 （平成二九年六月二日法律第四

五号） 

この法律は、民法改正法の施行の日から施行

する。ただし、第百三条の二、第百三条の三、

第二百六十七条の二、第二百六十七条の三及び

第三百六十二条の規定は、公布の日から施行す

る。 

附 則 （令和二年六月一〇日法律第四

一号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三

月を経過した日から施行する。ただし、次の   

各号に掲げる規定は、当該各号に定める日か

ら施行する。 

一 第三条、第七条及び第十条の規定並びに

附則第四条、第六条、第八条、第十一条、

第十三条、第十五条及び第十六条の規定 

公布の日 

（政令への委任） 

第六条 附則第二条から前条までに規定する

もののほか、この法律の施行に関し必要な経

過措置は、政令で定める。 

 

 

 

○平成 14年度以降における改正概要 

法律名及び該当条項 改正概要 公布日 施行日 

仲裁法（平成 15 年法律第 138

号）附則第 18条 

仲裁法の施行に伴う準用法規

の改正 

平成 15年 

8 月 1日 

平成 16年 

3 月 1日 

行政不服審査法の施行に伴う

関係法律の整備等に関する法

律（平成 26年法律第 69号）第

52条 

改正行政不服審査法（平成26年

法律第 68 号）の施行に伴う用

語の改正（「不服申立て」を「審

査請求」に改める等） 

平成 26年 

6 月 13日 

平成 29年 

4 月 1日 

民法の一部を改正する法律の

施行に伴う関係法律の整備等

に関する法律（平成 29 年法律

第 45号）第 116条 

民法（明治 29年法律第 89号）

の改正に伴う用語の改正（「時

効の中断」を「時効の完成猶予」

に改める。） 

平成 29年 

6 月 2日 

令和 2年 

4月 1日 

外国弁護士による法律事務の

取扱いに関する特別措置法の

一部を改正する法律（令和２年

法律第 33号）附則第９条 

当事者の代理人となり得る者

について、「弁護士・外国法事務

弁護士共同法人」を加える。 

令和 2年 

5月 29日 

※令和 4年 

3月 31日 

現在未施行 

地域の自主性及び自立性を高

めるための改革の推進を図る

ための関係法律の整備に関す

る法律（令和２年法律第 41号）

第３条 

公害審査委員候補者の委嘱期

間について、従前の１年間に加

え、１年を超え３年までの期間

とすることができることとす

る。 

令和 2年 

6月 10日 

令和 2年 

6月 10日 
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附 則 （平成一一年一二月二二日法律

第一六〇号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）

は、平成十三年一月六日から施行する。ただ

し、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定

める日から施行する。 

一 第九百九十五条（核原料物質、核燃料物

質及び原子炉の規制に関する法律の一部

を改正する法律附則の改正規定に係る部

分に限る。）、第千三百五条、第千三百六条、

第千三百二十四条第二項、第千三百二十六

条第二項及び第千三百四十四条の規定 

公布の日 

附 則 （平成一三年六月八日法律第四

一号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十四年四月一日から

施行する。 

附 則 （平成一五年八月一日法律第一

三八号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して九

月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。 

附 則 （平成二六年六月一三日法律第

六九号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、行政不服審査法（平成二

十六年法律第六十八号）の施行の日から施行

する。 

（経過措置の原則） 

第五条 行政庁の処分その他の行為又は不作

為についての不服申立てであってこの法律

の施行前にされた行政庁の処分その他の行

為又はこの法律の施行前にされた申請に係

る行政庁の不作為に係るものについては、こ

の附則に特別の定めがある場合を除き、なお

従前の例による。 

（訴訟に関する経過措置） 

第六条 この法律による改正前の法律の規定

により不服申立てに対する行政庁の裁決、決

定その他の行為を経た後でなければ訴えを

提起できないこととされる事項であって、当

該不服申立てを提起しないでこの法律の施

行前にこれを提起すべき期間を経過したも

の（当該不服申立てが他の不服申立てに対す

る行政庁の裁決、決定その他の行為を経た後

でなければ提起できないとされる場合にあ

っては、当該他の不服申立てを提起しないで

この法律の施行前にこれを提起すべき期間

を経過したものを含む。）の訴えの提起につ

いては、なお従前の例による。 

２ この法律の規定による改正前の法律の規

定（前条の規定によりなお従前の例によるこ

ととされる場合を含む。）により異議申立て

が提起された処分その他の行為であって、こ

の法律の規定による改正後の法律の規定に

より審査請求に対する裁決を経た後でなけ

れば取消しの訴えを提起することができな

いこととされるものの取消しの訴えの提起

については、なお従前の例による。 

３ 不服申立てに対する行政庁の裁決、決定そ

の他の行為の取消しの訴えであって、この法

律の施行前に提起されたものについては、な

お従前の例による。 

（罰則に関する経過措置） 

第九条 この法律の施行前にした行為並びに

附則第五条及び前二条の規定によりなお従

前の例によることとされる場合におけるこ

の法律の施行後にした行為に対する罰則の

適用については、なお従前の例による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第十条 附則第五条から前条までに定めるも

ののほか、この法律の施行に関し必要な経過

措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政

 
 

令で定める。 

附 則 （平成二九年六月二日法律第四

五号） 

この法律は、民法改正法の施行の日から施行

する。ただし、第百三条の二、第百三条の三、

第二百六十七条の二、第二百六十七条の三及び

第三百六十二条の規定は、公布の日から施行す

る。 

附 則 （令和二年六月一〇日法律第四

一号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三

月を経過した日から施行する。ただし、次の   

各号に掲げる規定は、当該各号に定める日か

ら施行する。 

一 第三条、第七条及び第十条の規定並びに

附則第四条、第六条、第八条、第十一条、

第十三条、第十五条及び第十六条の規定 

公布の日 

（政令への委任） 

第六条 附則第二条から前条までに規定する

もののほか、この法律の施行に関し必要な経

過措置は、政令で定める。 

 

 

 

○平成 14年度以降における改正概要 

法律名及び該当条項 改正概要 公布日 施行日 

仲裁法（平成 15 年法律第 138

号）附則第 18条 

仲裁法の施行に伴う準用法規

の改正 

平成 15年 

8 月 1日 

平成 16年 

3 月 1日 

行政不服審査法の施行に伴う

関係法律の整備等に関する法

律（平成 26年法律第 69号）第

52条 

改正行政不服審査法（平成26年

法律第 68 号）の施行に伴う用

語の改正（「不服申立て」を「審

査請求」に改める等） 

平成 26年 

6 月 13日 

平成 29年 

4 月 1日 

民法の一部を改正する法律の

施行に伴う関係法律の整備等

に関する法律（平成 29 年法律

第 45号）第 116条 

民法（明治 29年法律第 89号）

の改正に伴う用語の改正（「時

効の中断」を「時効の完成猶予」

に改める。） 

平成 29年 

6 月 2日 

令和 2年 

4月 1日 

外国弁護士による法律事務の

取扱いに関する特別措置法の

一部を改正する法律（令和２年

法律第 33号）附則第９条 

当事者の代理人となり得る者

について、「弁護士・外国法事務

弁護士共同法人」を加える。 

令和 2年 

5月 29日 

※令和 4年 

3月 31日 

現在未施行 

地域の自主性及び自立性を高

めるための改革の推進を図る

ための関係法律の整備に関す

る法律（令和２年法律第 41号）

第３条 

公害審査委員候補者の委嘱期

間について、従前の１年間に加

え、１年を超え３年までの期間

とすることができることとす

る。 

令和 2年 

6月 10日 

令和 2年 

6月 10日 
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３ 鉱業等に係る土地利用の調整   

  手続等に関する法律 
 

○鉱業等に係る土地利用の調整手続等に関す

る法律 

 

鉱業等に係る土地利用の調整手続等に関す

る法律をここに公布する。 

御 名  御 璽 

 昭和 25年 12月 20日 

        内閣総理大臣 吉田 茂 

法律第 292号 

鉱業等に係る土地利用の調整手続等に

関する法律 

 

目次 

第一章 総則（第一条―第二十一条） 

第二章 鉱区禁止地域の指定及びその解除

（第二十二条―第二十四条の二） 

第三章 裁定（第二十五条―第四十八条） 

第四章 訴訟（第四十九条―第五十八条） 

第五章 補則（第五十八条の二） 

第六章 罰則（第五十九条―第六十四条） 

附則 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、鉱業、採石業又は砂利採

取業と一般公益又は農業、林業その他の産業

との調整を図るため公害等調整委員会（以下

「委員会」という。）が行う次に掲げる処分の

手続等に関し、必要な事項を定めることを目

的とする。 

一 鉱区禁止地域の指定及びその指定の解     

 除 

二 次に掲げる法律の規定による不服の裁             

定  

イ 鉱業法（昭和二十五年法律第二百八十   

九号）第百三十三条 

ロ 採石法（昭和二十五年法律第二百九十   

一号）第三十九条第一項 

ハ 森林法（昭和二十六年法律第二百四十  

九号）第百九十条第一項 

ニ 農地法（昭和二十七年法律第二百二十 

九号）第五十三条第二項 

ホ 海岸法（昭和三十一年法律第百一号）

第三十九条の二第一項 

ヘ 自然公園法（昭和三十二年法律第百六 

十一号）第六十三条第一項又は第七十八   

条 

ト 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の

規制に関する法律（昭和三十二年法律第

百六十六号）第五十一条の三十四第一項 

チ 地すべり等防止法（昭和三十三年法律 

第三十号）第五十条第一項 

リ 河川法（昭和三十九年法律第百六十七 

号）第九十七条第四項 

ヌ 砂利採取法（昭和四十三年法律第七十 

四号）第四十条第一項 

ル 都市計画法（昭和四十三年法律第百号）

第五十一条第一項（同法第五十八条第二

項並びに景観法（平成十六年法律第百十

号）第七十三条第二項及び第七十五条第

三項において準用する場合を含む。） 

ヲ 自然環境保全法（昭和四十七年法律第

八十五号）第三十二条第一項（同法第三

十五条の十一及び第四十六条第三項に

おいて準用する場合を含む。） 

ワ 都市緑地法（昭和四十八年法律第七十 

二号）第三十三条第一項 

カ 湖沼水質保全特別措置法（昭和五十九 

年法律第六十一号）第三十三条第一項 

ヨ 絶滅のおそれのある野生動植物の種

の保存に関する法律（平成四年法律第七

十五号）第四十三条第一項 

 
 

タ 特定放射性廃棄物の最終処分に関す

る法律（平成十二年法律第百十七号）第

二十六条第一項 

（裁定委員） 

第二条 委員会による前条第二号の裁定は、三

人の裁定委員からなる裁定委員会を設けて

行う。 

２ 前項の裁定委員は、委員会の委員長及び委

員のうちから、事件ごとに、委員会の委員長

が指名する。 

（裁定委員の除斥） 

第三条 裁定委員は、次の各号のいずれかに該

当するときは、裁定に係る職務の執行から除

斥される。 

一 裁定委員又はその配偶者若しくは配偶

者であつた者が申請人又は法人である申

請人の代表者であり、又はあつたとき。 

二 裁定委員が申請人の四親等内の血族、三

親等内の姻族又は同居の親族であり、又は

あつたとき。 

三 裁定委員が申請人の後見人、後見監督人、

保佐人、保佐監督人、補助人又は補助監督

人であるとき。 

四 裁定委員が事件について参考人又は鑑

定人となつたとき。 

五 裁定委員が事件について申請人又は処

分庁（当該処分をした行政機関をいう。以

下同じ。）の代理人であり、又はあつたとき。 

六 裁定委員が処分庁の公務員として当該

処分に関与した者であるとき。 

２ 前項に規定する除斥の原因があるときは、

申請人又は処分庁は、除斥の申立てをするこ

とができる。 

（裁定委員の忌避） 

第四条 裁定委員について裁定の公正を妨げ

るべき事情があるときは、申請人又は処分庁

は、これを忌避することができる。 

２ 申請人又は処分庁は、事件について裁定委

員会に対し書面又は口頭をもつて陳述した

後は、裁定委員を忌避することができない。

ただし、忌避の原因があることを知らなかつ

たとき、又は忌避の原因がその後に生じたと

きは、この限りでない。 

（除斥又は忌避の申立てについての決定） 

第五条 除斥又は忌避の申立てについては、委

員会が決定する。 

２ 除斥又は忌避の申立てに係る裁定委員は、

前項の規定による決定に関与することがで

きない。ただし、意見を述べることができる。 

３ 第一項の規定による決定は、文書をもつて

行ない、かつ、理由を附さなければならない。 

（裁定手続の中止） 

第六条 裁定委員会は、除斥又は忌避の申立て

があつたときは、その申立てについての決定

があるまで裁定手続を中止しなければなら

ない。ただし、急速を要する行為については、

この限りでない。 

第七条から第二十一条まで 削除 

第二章 鉱区禁止地域の指定及びその

解除 

（指定の請求） 

第二十二条 各大臣（内閣法（昭和二十二年法

律第五号）第三条第一項の規定により行政事

務を分担管理する各大臣をいう。以下同じ。）

又は都道府県知事は、委員会に対し、一定の

地域を鉱区禁止地域として指定することを

請求することができる。 

２ 前項の請求があつたときは、委員会は、直

ちに、その旨を公示しなければならない。 

（指定） 

第二十三条 委員会は、前条第二項の規定によ

る公示をした後、遅滞なく、経済産業大臣の

意見を聴き、公聴会を開いて一般の意見を求

め、土地所有者、土地に関して権利を有する

者、鉱業権者、鉱業出願人、鉱業申請人その

他の利害関係人を審問した上、当該地域にお
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３ 鉱業等に係る土地利用の調整   

  手続等に関する法律 
 

○鉱業等に係る土地利用の調整手続等に関す

る法律 

 

鉱業等に係る土地利用の調整手続等に関す

る法律をここに公布する。 

御 名  御 璽 

 昭和 25年 12月 20日 

        内閣総理大臣 吉田 茂 

法律第 292号 

鉱業等に係る土地利用の調整手続等に

関する法律 

 

目次 

第一章 総則（第一条―第二十一条） 

第二章 鉱区禁止地域の指定及びその解除

（第二十二条―第二十四条の二） 

第三章 裁定（第二十五条―第四十八条） 

第四章 訴訟（第四十九条―第五十八条） 

第五章 補則（第五十八条の二） 

第六章 罰則（第五十九条―第六十四条） 

附則 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、鉱業、採石業又は砂利採

取業と一般公益又は農業、林業その他の産業

との調整を図るため公害等調整委員会（以下

「委員会」という。）が行う次に掲げる処分の

手続等に関し、必要な事項を定めることを目

的とする。 

一 鉱区禁止地域の指定及びその指定の解     

 除 

二 次に掲げる法律の規定による不服の裁             

定  

イ 鉱業法（昭和二十五年法律第二百八十   

九号）第百三十三条 

ロ 採石法（昭和二十五年法律第二百九十   

一号）第三十九条第一項 

ハ 森林法（昭和二十六年法律第二百四十  

九号）第百九十条第一項 

ニ 農地法（昭和二十七年法律第二百二十 

九号）第五十三条第二項 

ホ 海岸法（昭和三十一年法律第百一号）

第三十九条の二第一項 

ヘ 自然公園法（昭和三十二年法律第百六 

十一号）第六十三条第一項又は第七十八   

条 

ト 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の

規制に関する法律（昭和三十二年法律第

百六十六号）第五十一条の三十四第一項 

チ 地すべり等防止法（昭和三十三年法律 

第三十号）第五十条第一項 

リ 河川法（昭和三十九年法律第百六十七 

号）第九十七条第四項 

ヌ 砂利採取法（昭和四十三年法律第七十 

四号）第四十条第一項 

ル 都市計画法（昭和四十三年法律第百号）

第五十一条第一項（同法第五十八条第二

項並びに景観法（平成十六年法律第百十

号）第七十三条第二項及び第七十五条第

三項において準用する場合を含む。） 

ヲ 自然環境保全法（昭和四十七年法律第

八十五号）第三十二条第一項（同法第三

十五条の十一及び第四十六条第三項に

おいて準用する場合を含む。） 

ワ 都市緑地法（昭和四十八年法律第七十 

二号）第三十三条第一項 

カ 湖沼水質保全特別措置法（昭和五十九 

年法律第六十一号）第三十三条第一項 

ヨ 絶滅のおそれのある野生動植物の種

の保存に関する法律（平成四年法律第七

十五号）第四十三条第一項 

 
 

タ 特定放射性廃棄物の最終処分に関す

る法律（平成十二年法律第百十七号）第

二十六条第一項 

（裁定委員） 

第二条 委員会による前条第二号の裁定は、三

人の裁定委員からなる裁定委員会を設けて

行う。 

２ 前項の裁定委員は、委員会の委員長及び委

員のうちから、事件ごとに、委員会の委員長

が指名する。 

（裁定委員の除斥） 

第三条 裁定委員は、次の各号のいずれかに該

当するときは、裁定に係る職務の執行から除

斥される。 

一 裁定委員又はその配偶者若しくは配偶

者であつた者が申請人又は法人である申

請人の代表者であり、又はあつたとき。 

二 裁定委員が申請人の四親等内の血族、三

親等内の姻族又は同居の親族であり、又は

あつたとき。 

三 裁定委員が申請人の後見人、後見監督人、

保佐人、保佐監督人、補助人又は補助監督

人であるとき。 

四 裁定委員が事件について参考人又は鑑

定人となつたとき。 

五 裁定委員が事件について申請人又は処

分庁（当該処分をした行政機関をいう。以

下同じ。）の代理人であり、又はあつたとき。 

六 裁定委員が処分庁の公務員として当該

処分に関与した者であるとき。 

２ 前項に規定する除斥の原因があるときは、

申請人又は処分庁は、除斥の申立てをするこ

とができる。 

（裁定委員の忌避） 

第四条 裁定委員について裁定の公正を妨げ

るべき事情があるときは、申請人又は処分庁

は、これを忌避することができる。 

２ 申請人又は処分庁は、事件について裁定委

員会に対し書面又は口頭をもつて陳述した

後は、裁定委員を忌避することができない。

ただし、忌避の原因があることを知らなかつ

たとき、又は忌避の原因がその後に生じたと

きは、この限りでない。 

（除斥又は忌避の申立てについての決定） 

第五条 除斥又は忌避の申立てについては、委

員会が決定する。 

２ 除斥又は忌避の申立てに係る裁定委員は、

前項の規定による決定に関与することがで

きない。ただし、意見を述べることができる。 

３ 第一項の規定による決定は、文書をもつて

行ない、かつ、理由を附さなければならない。 

（裁定手続の中止） 

第六条 裁定委員会は、除斥又は忌避の申立て

があつたときは、その申立てについての決定

があるまで裁定手続を中止しなければなら

ない。ただし、急速を要する行為については、

この限りでない。 

第七条から第二十一条まで 削除 

第二章 鉱区禁止地域の指定及びその

解除 

（指定の請求） 

第二十二条 各大臣（内閣法（昭和二十二年法

律第五号）第三条第一項の規定により行政事

務を分担管理する各大臣をいう。以下同じ。）

又は都道府県知事は、委員会に対し、一定の

地域を鉱区禁止地域として指定することを

請求することができる。 

２ 前項の請求があつたときは、委員会は、直

ちに、その旨を公示しなければならない。 

（指定） 

第二十三条 委員会は、前条第二項の規定によ

る公示をした後、遅滞なく、経済産業大臣の

意見を聴き、公聴会を開いて一般の意見を求

め、土地所有者、土地に関して権利を有する

者、鉱業権者、鉱業出願人、鉱業申請人その

他の利害関係人を審問した上、当該地域にお
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いて鉱物を掘採することが一般公益又は農

業、林業若しくはその他の産業と対比して適

当でないと認めるときは、当該地域を鉱区禁

止地域として指定する。 

２ 前項の規定により意見を求められた者は、

書面で意見を述べることができる。 

３ 第一項の規定により指定をし、又は指定を

拒否するには、その理由を明らかにしなけれ

ばならない。 

４ 委員会は、第一項の規定により指定をし、

又は指定を拒否したときは、これを指定の請

求をした各大臣又は都道府県知事に通知し、

且つ、公示しなければならない。 

５ 第一項の規定による指定は、公示の日から

三十日を経過した日に、その効力を生ずる。 

（指定の解除） 

第二十四条 各大臣又は都道府県知事は、委員

会に対し、鉱区禁止地域の指定を解除するこ

とを請求することができる。 

２ 第二十二条第二項及び前条の規定は、前項

の場合に準用する。 

（審査請求の制限） 

第二十四条の二 この章の規定による処分に

ついては、審査請求をすることができない。 

第三章 裁定 

（裁定の申請期間） 

第二十五条 第一条第二号に掲げる法律の規

定による裁定の申請は、処分があつたことを

知つた日の翌日から起算して三月を経過し

たときは、することができない。ただし、正

当な理由があるときは、この限りでない。 

２ 裁定の申請は、処分があつた日の翌日から

起算して一年を経過したときは、することが

できない。ただし、正当な理由があるときは、

この限りでない。 

３ 裁定申請書を郵便又は民間事業者による

信書の送達に関する法律（平成十四年法律第

九十九号）第二条第六項に規定する一般信書

便事業者若しくは同条第九項に規定する特

定信書便事業者による同条第二項に規定す

る信書便で提出した場合における前二項に

規定する期間の計算については、送付に要し

た日数は、算入しない。 

（裁定の申請） 

第二十五条の二 裁定の申請は、裁定申請書

（以下「申請書」という。）を提出してしなけ

ればならない。 

２ 申請書には、次の各号に掲げる事項を記載

し、申請人又は代理人がこれに署名押印しな

ければならない。 

一 申請人の氏名又は名称及び住所又は居

所 

二 法定代理人の氏名又は名称及び住所 

三 処分の表示 

四 申請の趣旨 

五 申請の理由 

六 処分庁の教示の有無及びその内容 

七 申請の年月日 

八 前条第一項ただし書又は第二項ただし

書に規定する正当な理由（同条第一項本文

又は第二項本文に規定する期間の経過後

に申請する場合に限る。） 

３ 申請書が前項の規定に違背する場合には、

裁定委員会は、相当の期間を定めて補正を命

じなければならない。 

４ 民事訴訟法（平成八年法律第百九号）第二

十八条、第二十九条、第三十条第一項、第二

項、第四項及び第五項、第三十一条、第三十

三条、第三十四条、第三十六条並びに第三十

七条（当事者能力及び訴訟能力）の規定は、

裁定の申請について準用する。この場合にお

いて、「裁判所」とあるのは「裁定委員会」と、

「原告」とあるのは「申請人」と読み替える

ものとする。 

（申請の却下） 

第二十六条 裁定委員会は、裁定の申請が不適

 
 

法であると認めるときは、直ちに、これを却

下する。 

２ 前項の規定による却下の決定は、文書をも

つて行い、且つ、理由を附し、裁定委員がこ

れに署名押印しなければならない。 

３ 決定書には、少数意見を附記することがで

きる。 

４ 裁定委員会は、申請人に決定書の正本を送

達しなければならない。 

（執行停止） 

第二十七条 裁定の申請は、処分の効力、処分

の執行又は手続の続行を妨げない。 

２ 裁定の申請があつた場合において、処分、

処分の執行又は手続の続行によつて生ずる

重大な損害を避けるため緊急の必要がある

ときは、裁定委員会は、申立てにより、決定

で処分の効力、処分の執行又は手続の続行の

全部又は一部の停止（以下「執行停止」とい

う。）をすることができる。ただし、処分の効

力の停止は、処分の執行又は手続の続行の停

止によつて目的を達することができる場合

には、することができない。 

３ 裁定委員会は、前項に規定する重大な損害

を生ずるか否かを判断するに当たつては、損

害の回復の困難の程度を考慮するものとし、

損害の性質及び程度並びに処分の内容及び

性質をも勘案するものとする。 

４ 執行停止は、公共の福祉に重大な影響を及

ぼすおそれがあるとき、又は本案について理

由がないとみえるときは、することができな

い。 

５ 裁定委員会は、執行停止をしようとすると

きは、あらかじめ、申請人、処分庁及び参加

人（以下「事件関係人」という。）の意見をき

かなければならない。 

６ 裁定委員会は、執行停止をしたときは、事

件関係人及び当該処分の相手方に通知しな

ければならない。 

７ 委員会は、執行停止があつたときは、遅滞

なく、その旨を公示しなければならない。 

８ 執行停止をした後に、その理由が消滅し、

その他事情が変更したときは、裁定委員会は、

決定で執行停止を取り消すことができる。 

９ 前項の規定による執行停止の取消しにつ

いては、第五項から第七項までの規定を準用

する。 

（申請書の副本の送達） 

第二十八条 裁定委員会は、裁定の申請があつ

たときは、申請書の副本を処分庁及び関係都

道府県知事に送達しなければならない。ただ

し、第二十六条第一項の規定により申請を却

下する場合は、この限りでない。 

（答弁書等の提出） 

第二十九条 前条の規定による申請書の副本

の送達を受けたときは、処分庁は答弁書を、

都道府県知事は意見書を裁定委員会の指定

する期日までに裁定委員会に提出しなけれ

ばならない。 

（審理手続の開始） 

第三十条 審理手続は、第二十八条の規定によ

り、処分庁に申請書の副本を送達することに

より開始する。 

（審理の期日及び場所） 

第三十一条 裁定委員会は、審理の期日及び場

所を定め、申請人及び処分庁に通知しなけれ

ばならない。 

２ 裁定委員会は、前項の規定による通知をし

たときは、事案の要旨並びに審理の期日及び

場所を公示しなければならない。 

（審理の公開） 

第三十二条 審理は、公開しなければならない。

但し、公益上必要があると認めるときは、公

開しないことができる。 

（調査のための処分） 

第三十三条 裁定委員会は、事件について必要

な調査をするため、事件関係人の申立により
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いて鉱物を掘採することが一般公益又は農

業、林業若しくはその他の産業と対比して適

当でないと認めるときは、当該地域を鉱区禁

止地域として指定する。 

２ 前項の規定により意見を求められた者は、

書面で意見を述べることができる。 

３ 第一項の規定により指定をし、又は指定を

拒否するには、その理由を明らかにしなけれ

ばならない。 

４ 委員会は、第一項の規定により指定をし、

又は指定を拒否したときは、これを指定の請

求をした各大臣又は都道府県知事に通知し、

且つ、公示しなければならない。 

５ 第一項の規定による指定は、公示の日から

三十日を経過した日に、その効力を生ずる。 

（指定の解除） 

第二十四条 各大臣又は都道府県知事は、委員

会に対し、鉱区禁止地域の指定を解除するこ

とを請求することができる。 

２ 第二十二条第二項及び前条の規定は、前項

の場合に準用する。 

（審査請求の制限） 

第二十四条の二 この章の規定による処分に

ついては、審査請求をすることができない。 

第三章 裁定 

（裁定の申請期間） 

第二十五条 第一条第二号に掲げる法律の規

定による裁定の申請は、処分があつたことを

知つた日の翌日から起算して三月を経過し

たときは、することができない。ただし、正

当な理由があるときは、この限りでない。 

２ 裁定の申請は、処分があつた日の翌日から

起算して一年を経過したときは、することが

できない。ただし、正当な理由があるときは、

この限りでない。 

３ 裁定申請書を郵便又は民間事業者による

信書の送達に関する法律（平成十四年法律第

九十九号）第二条第六項に規定する一般信書

便事業者若しくは同条第九項に規定する特

定信書便事業者による同条第二項に規定す

る信書便で提出した場合における前二項に

規定する期間の計算については、送付に要し

た日数は、算入しない。 

（裁定の申請） 

第二十五条の二 裁定の申請は、裁定申請書

（以下「申請書」という。）を提出してしなけ

ればならない。 

２ 申請書には、次の各号に掲げる事項を記載

し、申請人又は代理人がこれに署名押印しな

ければならない。 

一 申請人の氏名又は名称及び住所又は居

所 

二 法定代理人の氏名又は名称及び住所 

三 処分の表示 

四 申請の趣旨 

五 申請の理由 

六 処分庁の教示の有無及びその内容 

七 申請の年月日 

八 前条第一項ただし書又は第二項ただし

書に規定する正当な理由（同条第一項本文

又は第二項本文に規定する期間の経過後

に申請する場合に限る。） 

３ 申請書が前項の規定に違背する場合には、

裁定委員会は、相当の期間を定めて補正を命

じなければならない。 

４ 民事訴訟法（平成八年法律第百九号）第二

十八条、第二十九条、第三十条第一項、第二

項、第四項及び第五項、第三十一条、第三十

三条、第三十四条、第三十六条並びに第三十

七条（当事者能力及び訴訟能力）の規定は、

裁定の申請について準用する。この場合にお

いて、「裁判所」とあるのは「裁定委員会」と、

「原告」とあるのは「申請人」と読み替える

ものとする。 

（申請の却下） 

第二十六条 裁定委員会は、裁定の申請が不適

 
 

法であると認めるときは、直ちに、これを却

下する。 

２ 前項の規定による却下の決定は、文書をも

つて行い、且つ、理由を附し、裁定委員がこ

れに署名押印しなければならない。 

３ 決定書には、少数意見を附記することがで

きる。 

４ 裁定委員会は、申請人に決定書の正本を送

達しなければならない。 

（執行停止） 

第二十七条 裁定の申請は、処分の効力、処分

の執行又は手続の続行を妨げない。 

２ 裁定の申請があつた場合において、処分、

処分の執行又は手続の続行によつて生ずる

重大な損害を避けるため緊急の必要がある

ときは、裁定委員会は、申立てにより、決定

で処分の効力、処分の執行又は手続の続行の

全部又は一部の停止（以下「執行停止」とい

う。）をすることができる。ただし、処分の効

力の停止は、処分の執行又は手続の続行の停

止によつて目的を達することができる場合

には、することができない。 

３ 裁定委員会は、前項に規定する重大な損害

を生ずるか否かを判断するに当たつては、損

害の回復の困難の程度を考慮するものとし、

損害の性質及び程度並びに処分の内容及び

性質をも勘案するものとする。 

４ 執行停止は、公共の福祉に重大な影響を及

ぼすおそれがあるとき、又は本案について理

由がないとみえるときは、することができな

い。 

５ 裁定委員会は、執行停止をしようとすると

きは、あらかじめ、申請人、処分庁及び参加

人（以下「事件関係人」という。）の意見をき

かなければならない。 

６ 裁定委員会は、執行停止をしたときは、事

件関係人及び当該処分の相手方に通知しな

ければならない。 

７ 委員会は、執行停止があつたときは、遅滞

なく、その旨を公示しなければならない。 

８ 執行停止をした後に、その理由が消滅し、

その他事情が変更したときは、裁定委員会は、

決定で執行停止を取り消すことができる。 

９ 前項の規定による執行停止の取消しにつ

いては、第五項から第七項までの規定を準用

する。 

（申請書の副本の送達） 

第二十八条 裁定委員会は、裁定の申請があつ

たときは、申請書の副本を処分庁及び関係都

道府県知事に送達しなければならない。ただ

し、第二十六条第一項の規定により申請を却

下する場合は、この限りでない。 

（答弁書等の提出） 

第二十九条 前条の規定による申請書の副本

の送達を受けたときは、処分庁は答弁書を、

都道府県知事は意見書を裁定委員会の指定

する期日までに裁定委員会に提出しなけれ

ばならない。 

（審理手続の開始） 

第三十条 審理手続は、第二十八条の規定によ

り、処分庁に申請書の副本を送達することに

より開始する。 

（審理の期日及び場所） 

第三十一条 裁定委員会は、審理の期日及び場

所を定め、申請人及び処分庁に通知しなけれ

ばならない。 

２ 裁定委員会は、前項の規定による通知をし

たときは、事案の要旨並びに審理の期日及び

場所を公示しなければならない。 

（審理の公開） 

第三十二条 審理は、公開しなければならない。

但し、公益上必要があると認めるときは、公

開しないことができる。 

（調査のための処分） 

第三十三条 裁定委員会は、事件について必要

な調査をするため、事件関係人の申立により
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又は職権で、左の各号に掲げる処分をするこ

とができる。 

一 事件関係人又は参考人の出頭を求めて

審問し、又はこれらの者から意見若しくは

報告を徴すること。 

二 鑑定人に出頭を命じて鑑定させること。 

三 文書その他の物件の所有者に対し、当該

物件の提出を命じ、又は提出物件を留めて

置くこと。 

四 事業場に立ち入り、業務の状況を検査す

ること。 

２ 裁定委員会は、相当と認めるときは、裁定

委員又は委員会の職員に、前項の処分をさせ

ることができる。 

３ 前項の規定により立入検査をする裁定委

員又は職員は、その身分を示す証票を携帯し、

関係人に呈示しなければならない。 

４ 第一項第四号又は第二項の規定による検

査は、犯罪捜査のために認められたものと解

釈してはならない。 

第三十四条 民事訴訟法第百八十条、第百八十

一条第一項（証拠の申出）並びに第二百一条

第一項及び第二項（宣誓）の規定は、裁定委

員会（前条第二項の規定により処分を行う裁

定委員又は職員を含む。以下この項において

同じ。）が事件関係人を審問する手続に、同法

第百八十条、第百八十一条第一項（証拠の申

出）、第百九十条、第百九十一条（証人義務）、

第百九十六条から第百九十八条まで（証言の

拒絶）、第二百一条第一項から第四項まで（宣

誓）、第二百十二条（鑑定義務）、第二百二十

一条第一項、第二百二十二条並びに第二百二

十三条第一項前段及び第二項（文書の提出）

の規定は、裁定委員会が参考人を審問し、鑑

定人に鑑定を命じ、又は文書の提出を命ずる

手続について、準用する。 

２ 前項の場合において、「裁判所」とあるのは、

「裁定委員会（鉱業等に係る土地利用の調整

手続等に関する法律第三十三条第二項の規

定により処分を行う裁定委員又は職員を含

む。）」と読み替えるものとする。 

（意見の陳述） 

第三十五条 関係行政機関又は利害関係人は、

事件について、裁定委員会に対し意見を述べ

ることができる。 

（参加） 

第三十六条 裁定委員会は、必要があると認め

るときは、申立により又は職権で、裁定の結

果について関係のある第三者を当事者とし

て審理手続に参加させることができる。 

２ 裁定委員会は、前項の場合においては、あ

らかじめ申請人及び当該第三者を審問しな

ければならない。 

第三十七条 関係行政機関は、公益上必要があ

ると認めるときは、裁定委員会の承認を得て、

当事者として審理手続に参加することがで

きる。 

（代理人） 

第三十八条 事件関係人は、弁護士、弁護士法

人又は裁定委員会の承認を得た者を代理人

とすることができる。 

２ 裁定委員会は、前項の承認をいつでも取り

消すことができる。 

３ 代理人の権限は、書面で証明しなければな

らない。 

４ 代理人が二人以上あるときは、裁定委員会

に対しては、各人が本人を代理する。 

（補佐人） 

第三十八条の二 事件関係人又は代理人は、裁

定委員会の承認を得て補佐人とともに出頭

することができる。 

２ 裁定委員会は、前項の承認をいつでも取り

消すことができる。 

（調書） 

第三十九条 裁定委員会は、事件について、調

書を作成しなければならない。 

 
 

２ 何人も、公害等調整委員会規則の定める手

続に従い、前項の調書を閲覧することができ

る。 

（合議） 

第四十条 裁定その他の裁定委員会の判断は、

裁定委員の合議によらなければならない。 

２ 前項の合議は、裁定委員の過半数の意見に

より決する。 

第四十一条 裁定委員会の合議は、公開しない。 

（特別の事情による申請の棄却） 

第四十一条の二 処分が違法又は不当ではあ

るが、これを取り消すことにより公の利益に

著しい障害を生ずる場合において、申請人の

受ける損害の程度、その損害の賠償又は防止

の程度及び方法その他一切の事情を考慮し

たうえ、処分を取り消すことが公共の福祉に

適合しないと認めるときは、裁定委員会は、

裁定で申請を棄却することができる。この場

合には、裁定委員会は、裁定で処分が違法又

は不当であることを宣言しなければならな

い。 

（裁定） 

第四十二条 裁定は、文書をもつて行い、且つ、

理由を附し、裁定委員がこれに署名押印しな

ければならない。 

２ 裁定書には、少数意見を附記することがで

きる。 

３ 裁定委員会は、申請人、参加人、処分庁及

び関係都道府県知事に裁定書の正本を送達

しなければならない。 

４ 裁定は、遅滞なく公示しなければならない。 

第四十三条 裁定は、申請人に裁定書の正本

が到達した時に、その効力を生ずる。 

（裁定の拘束力） 

第四十四条 裁定は、処分庁及び裁定に関係の

ある行政庁を拘束する。 

２ 申請に基づいてした処分が手続の違法若

しくは不当を理由として裁定で取り消され、

又は申請を却下し若しくは棄却した処分が

裁定で取り消されたときは、処分庁は、裁定

の趣旨に従い、改めて申請に対する処分をし

なければならない。 

第四十五条 土地に関する権利の設定及び変

更並びに土地の利用法について、次に掲げる

法律及びこれに基づく命令又は条例の規定

により行政庁の許可又は認可を要する場合

において、土地の使用又は収用の裁定があつ

たときは、その裁定の範囲内で当該行政庁の

許可又は認可があつたものとみなす。 

自然公園法 

自然環境保全法 

絶滅のおそれのある野生動植物の種の保

存に関する法律 

森林法 

特定放射性廃棄物の最終処分に関する法      

律 

海岸法 

地すべり等防止法 

河川法 

都市緑地法 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制     

に関する法律 

２ 前項の規定により自然公園法又はこれに

基く条例の規定による許可があつたものと

みなされる場合においては、裁定で、自然公

園の風景を保護するために必要な限度にお

いて、鉱業権者若しくは租鉱権者又は採石業

者が守るべき事項を定めることができる。 

３ 前項の規定により国立公園又は国定公園

の風景を保護するために定められた事項は、

自然公園法の規定の適用については、同法第

三十二条の規定により許可に付された条件

とみなす。 

４ 第一項の規定により自然環境保全法又は

これに基づく条例の規定による許可があつ

たものとみなされる場合においては、裁定で、
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又は職権で、左の各号に掲げる処分をするこ

とができる。 

一 事件関係人又は参考人の出頭を求めて

審問し、又はこれらの者から意見若しくは

報告を徴すること。 

二 鑑定人に出頭を命じて鑑定させること。 

三 文書その他の物件の所有者に対し、当該

物件の提出を命じ、又は提出物件を留めて

置くこと。 

四 事業場に立ち入り、業務の状況を検査す

ること。 

２ 裁定委員会は、相当と認めるときは、裁定

委員又は委員会の職員に、前項の処分をさせ

ることができる。 

３ 前項の規定により立入検査をする裁定委

員又は職員は、その身分を示す証票を携帯し、

関係人に呈示しなければならない。 

４ 第一項第四号又は第二項の規定による検

査は、犯罪捜査のために認められたものと解

釈してはならない。 

第三十四条 民事訴訟法第百八十条、第百八十

一条第一項（証拠の申出）並びに第二百一条

第一項及び第二項（宣誓）の規定は、裁定委

員会（前条第二項の規定により処分を行う裁

定委員又は職員を含む。以下この項において

同じ。）が事件関係人を審問する手続に、同法

第百八十条、第百八十一条第一項（証拠の申

出）、第百九十条、第百九十一条（証人義務）、

第百九十六条から第百九十八条まで（証言の

拒絶）、第二百一条第一項から第四項まで（宣

誓）、第二百十二条（鑑定義務）、第二百二十

一条第一項、第二百二十二条並びに第二百二

十三条第一項前段及び第二項（文書の提出）

の規定は、裁定委員会が参考人を審問し、鑑

定人に鑑定を命じ、又は文書の提出を命ずる

手続について、準用する。 

２ 前項の場合において、「裁判所」とあるのは、

「裁定委員会（鉱業等に係る土地利用の調整

手続等に関する法律第三十三条第二項の規

定により処分を行う裁定委員又は職員を含

む。）」と読み替えるものとする。 

（意見の陳述） 

第三十五条 関係行政機関又は利害関係人は、

事件について、裁定委員会に対し意見を述べ

ることができる。 

（参加） 

第三十六条 裁定委員会は、必要があると認め

るときは、申立により又は職権で、裁定の結

果について関係のある第三者を当事者とし

て審理手続に参加させることができる。 

２ 裁定委員会は、前項の場合においては、あ

らかじめ申請人及び当該第三者を審問しな

ければならない。 

第三十七条 関係行政機関は、公益上必要があ

ると認めるときは、裁定委員会の承認を得て、

当事者として審理手続に参加することがで

きる。 

（代理人） 

第三十八条 事件関係人は、弁護士、弁護士法

人又は裁定委員会の承認を得た者を代理人

とすることができる。 

２ 裁定委員会は、前項の承認をいつでも取り

消すことができる。 

３ 代理人の権限は、書面で証明しなければな

らない。 

４ 代理人が二人以上あるときは、裁定委員会

に対しては、各人が本人を代理する。 

（補佐人） 

第三十八条の二 事件関係人又は代理人は、裁

定委員会の承認を得て補佐人とともに出頭

することができる。 

２ 裁定委員会は、前項の承認をいつでも取り

消すことができる。 

（調書） 

第三十九条 裁定委員会は、事件について、調

書を作成しなければならない。 

 
 

２ 何人も、公害等調整委員会規則の定める手

続に従い、前項の調書を閲覧することができ

る。 

（合議） 

第四十条 裁定その他の裁定委員会の判断は、

裁定委員の合議によらなければならない。 

２ 前項の合議は、裁定委員の過半数の意見に

より決する。 

第四十一条 裁定委員会の合議は、公開しない。 

（特別の事情による申請の棄却） 

第四十一条の二 処分が違法又は不当ではあ

るが、これを取り消すことにより公の利益に

著しい障害を生ずる場合において、申請人の

受ける損害の程度、その損害の賠償又は防止

の程度及び方法その他一切の事情を考慮し

たうえ、処分を取り消すことが公共の福祉に

適合しないと認めるときは、裁定委員会は、

裁定で申請を棄却することができる。この場

合には、裁定委員会は、裁定で処分が違法又

は不当であることを宣言しなければならな

い。 

（裁定） 

第四十二条 裁定は、文書をもつて行い、且つ、

理由を附し、裁定委員がこれに署名押印しな

ければならない。 

２ 裁定書には、少数意見を附記することがで

きる。 

３ 裁定委員会は、申請人、参加人、処分庁及

び関係都道府県知事に裁定書の正本を送達

しなければならない。 

４ 裁定は、遅滞なく公示しなければならない。 

第四十三条 裁定は、申請人に裁定書の正本

が到達した時に、その効力を生ずる。 

（裁定の拘束力） 

第四十四条 裁定は、処分庁及び裁定に関係の

ある行政庁を拘束する。 

２ 申請に基づいてした処分が手続の違法若

しくは不当を理由として裁定で取り消され、

又は申請を却下し若しくは棄却した処分が

裁定で取り消されたときは、処分庁は、裁定

の趣旨に従い、改めて申請に対する処分をし

なければならない。 

第四十五条 土地に関する権利の設定及び変

更並びに土地の利用法について、次に掲げる

法律及びこれに基づく命令又は条例の規定

により行政庁の許可又は認可を要する場合

において、土地の使用又は収用の裁定があつ

たときは、その裁定の範囲内で当該行政庁の

許可又は認可があつたものとみなす。 

自然公園法 

自然環境保全法 

絶滅のおそれのある野生動植物の種の保

存に関する法律 

森林法 

特定放射性廃棄物の最終処分に関する法      

律 

海岸法 

地すべり等防止法 

河川法 

都市緑地法 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制     

に関する法律 

２ 前項の規定により自然公園法又はこれに

基く条例の規定による許可があつたものと

みなされる場合においては、裁定で、自然公

園の風景を保護するために必要な限度にお

いて、鉱業権者若しくは租鉱権者又は採石業

者が守るべき事項を定めることができる。 

３ 前項の規定により国立公園又は国定公園

の風景を保護するために定められた事項は、

自然公園法の規定の適用については、同法第

三十二条の規定により許可に付された条件

とみなす。 

４ 第一項の規定により自然環境保全法又は

これに基づく条例の規定による許可があつ

たものとみなされる場合においては、裁定で、
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自然環境保全地域、沖合海底自然環境保全地

域又は都道府県自然環境保全地域内におけ

る自然環境を保全するために必要な限度に

おいて、鉱業権者若しくは租鉱権者又は採石

業者が守るべき事項を定めることができる。 

５ 前項の規定により自然環境保全地域又は

沖合海底自然環境保全地域における自然環

境を保全するために定められた事項は、自然

環境保全法の規定の適用については、同法第

二十五条第五項、第二十七条第四項又は第三

十五条の四第四項において準用する同法第

十七条第二項の規定により許可に付された

条件とみなす。 

６ 第一項の規定により絶滅のおそれのある

野生動植物の種の保存に関する法律の規定

による許可があつたものとみなされる場合

においては、裁定で、国内希少野生動植物種

の保存のため必要な限度において、鉱業権者

若しくは租鉱権者又は採石業者が守るべき

事項を定めることができる。 

７ 前項の規定により国内希少野生動植物種

の保存のために定められた事項は、絶滅のお

それのある野生動植物の種の保存に関する

法律の規定の適用については、同法第三十七

条第七項（同法第三十八条第五項において準

用する場合を含む。）の規定により許可に付

された条件とみなす。 

８ 第一項の規定により特定放射性廃棄物の

最終処分に関する法律の規定による許可が

あつたものとみなされる場合においては、裁

定で、最終処分施設を保護するために必要な

限度において、鉱業権者若しくは租鉱権者又

は採石業者が守るべき事項を定めることが

できる。 

９ 前項の規定により最終処分施設を保護す

るために定められた事項は、特定放射性廃棄

物の最終処分に関する法律の規定の適用に

ついては、同法第二十一条第七項の規定によ

り許可に付された条件とみなす。 

10 第一項の規定により都市緑地法の規定に

よる許可があつたものとみなされる場合に

おいては、裁定で、特別緑地保全地区又は同

法第二十条第一項の規定に基づく条例（次項

において「地区計画等緑地保全条例」という。）

により制限を受ける区域内の緑地を保全す

るために必要な限度において、鉱業権者若し

くは租鉱権者又は採石業者が守るべき事項

を定めることができる。 

11 前項の規定により特別緑地保全地区又は

地区計画等緑地保全条例により制限を受け

る区域内の緑地を保全するために定められ

た事項は、都市緑地法の規定の適用について

は、同法第十四条第三項又は地区計画等緑地

保全条例の規定により許可に付された条件

とみなす。 

12 第一項の規定により核原料物質、核燃料物

質及び原子炉の規制に関する法律の規定に

よる許可があつたものとみなされる場合に

おいては、裁定で、核燃料物質又は核燃料物

質によつて汚染された物による災害を防止

するために必要な限度において、鉱業権者若

しくは租鉱権者又は採石業者が守るべき事

項を定めることができる。 

13 前項の規定により核燃料物質又は核燃料

物質によつて汚染された物による災害を防

止するために定められた事項は、核原料物質、

核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律

の規定の適用については、同法第六十二条の

二第一項の規定により許可に付された条件

とみなす。 

（調書の謄写等） 

第四十六条 利害関係人は、委員会に対し、調

書の謄写又は裁定書の謄本若しくは抄本の

交付を求めることができる。 

（鑑定人の鑑定料） 

第四十七条 第三十三条第一項第二号又は第

 
 

二項の規定により鑑定を命ぜられた鑑定人

は、政令で定める額の鑑定料を受ける。 

（審査請求の制限） 

第四十八条 この章の規定による裁定その他

の処分又はその不作為については、審査請求

をすることができない。 

第四章 訴訟 

（訴の提起） 

第四十九条 裁定又は裁定の申請の却下の決

定の取消しの訴えは、裁定書又は決定書の正

本が到達した日から六十日以内に提起しな

ければならない。 

２ 前項の期間は、裁定書の正本の送達を受け

ない者については、第四十二条第四項の規定

による公示の日から起算する。 

３ 第一項の期間は、不変期間とする。 

第五十条 裁定を申請することができる事項

に関する訴は、裁定に対してのみ提起するこ

とができる。 

（記録の送付） 

第五十一条 委員会は、訴状の送達があつた時

から三十日以内に、当該事件の記録（事件関

係人、参考人又は鑑定人の審問調書その他裁

判上証拠となるべき一切のものを含む。）を

当該裁判所に送付しなければならない。 

（事実認定の拘束力） 

第五十二条 裁定に対する訴訟については、裁

定委員会の認定した事実は、これを立証する

実質的な証拠があるときは、裁判所を拘束す

る。 

２ 前項に規定する実質的な証拠の有無は、裁

判所が判断する。 

（新しい証拠） 

第五十三条 当事者は、左の各号の一に該当す

る場合に限り、裁判所に対し、当該事件に関

係のある新しい証拠の申出をすることがで

きる。 

一 裁定委員会が正当な理由がなくて当該

証拠を採用しなかつたとき。 

二 裁定委員会の審理に際して当該証拠を

提出することができず、且つ、これを提出

できなかつたことについて過失がなかつ

たとき。 

２ 前項各号に掲げる場合においては、当事者

は、その理由を明らかにしなければならない。 

３ 裁判所は、第一項の規定によるあたらしい

証拠を取り調べる必要があると認めるとき

は、委員会に対し、当該事件を差しもどし、

当該証拠を取り調べた上適当な措置をとる

べきことを命じなければならない。 

（裁定の取消） 

第五十四条 裁判所は、裁定が左の各号の一に

該当するときは、これを取り消すことができ

る。 

一 裁定の基礎となつた事実を立証する実

質的な証拠がないとき。 

二 裁定が憲法その他の法令に違反すると

き。 

第五十五条 委員会は、申請を認容した裁定を

取り消す判決が確定したときは、判決の趣旨

に従い、改めて申請に対する裁定をしなけれ

ばならない。 

第五十六条 削除 

（専属管轄） 

第五十七条 裁定及び裁定の申請の却下の決

定に対する訴は、東京高等裁判所の専属管轄

とする。 

（法務大臣の指揮等の例外） 

第五十八条 裁定又は裁定の申請の却下の決

定に対する訴訟については、国の利害に関係

のある訴訟についての法務大臣の権限等に

関する法律（昭和二十二年法律第百九十四号）

第六条の規定は、適用しない。 

第五章 補則 

（規則への委任） 

第五十八条の二 第一条各号の処分に関する
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自然環境保全地域、沖合海底自然環境保全地

域又は都道府県自然環境保全地域内におけ

る自然環境を保全するために必要な限度に

おいて、鉱業権者若しくは租鉱権者又は採石

業者が守るべき事項を定めることができる。 

５ 前項の規定により自然環境保全地域又は

沖合海底自然環境保全地域における自然環

境を保全するために定められた事項は、自然

環境保全法の規定の適用については、同法第

二十五条第五項、第二十七条第四項又は第三

十五条の四第四項において準用する同法第

十七条第二項の規定により許可に付された

条件とみなす。 

６ 第一項の規定により絶滅のおそれのある

野生動植物の種の保存に関する法律の規定

による許可があつたものとみなされる場合

においては、裁定で、国内希少野生動植物種

の保存のため必要な限度において、鉱業権者

若しくは租鉱権者又は採石業者が守るべき

事項を定めることができる。 

７ 前項の規定により国内希少野生動植物種

の保存のために定められた事項は、絶滅のお

それのある野生動植物の種の保存に関する

法律の規定の適用については、同法第三十七

条第七項（同法第三十八条第五項において準

用する場合を含む。）の規定により許可に付

された条件とみなす。 

８ 第一項の規定により特定放射性廃棄物の

最終処分に関する法律の規定による許可が

あつたものとみなされる場合においては、裁

定で、最終処分施設を保護するために必要な

限度において、鉱業権者若しくは租鉱権者又

は採石業者が守るべき事項を定めることが

できる。 

９ 前項の規定により最終処分施設を保護す

るために定められた事項は、特定放射性廃棄

物の最終処分に関する法律の規定の適用に

ついては、同法第二十一条第七項の規定によ

り許可に付された条件とみなす。 

10 第一項の規定により都市緑地法の規定に

よる許可があつたものとみなされる場合に

おいては、裁定で、特別緑地保全地区又は同

法第二十条第一項の規定に基づく条例（次項

において「地区計画等緑地保全条例」という。）

により制限を受ける区域内の緑地を保全す

るために必要な限度において、鉱業権者若し

くは租鉱権者又は採石業者が守るべき事項

を定めることができる。 

11 前項の規定により特別緑地保全地区又は

地区計画等緑地保全条例により制限を受け

る区域内の緑地を保全するために定められ

た事項は、都市緑地法の規定の適用について

は、同法第十四条第三項又は地区計画等緑地

保全条例の規定により許可に付された条件

とみなす。 

12 第一項の規定により核原料物質、核燃料物

質及び原子炉の規制に関する法律の規定に

よる許可があつたものとみなされる場合に

おいては、裁定で、核燃料物質又は核燃料物

質によつて汚染された物による災害を防止

するために必要な限度において、鉱業権者若

しくは租鉱権者又は採石業者が守るべき事

項を定めることができる。 

13 前項の規定により核燃料物質又は核燃料

物質によつて汚染された物による災害を防

止するために定められた事項は、核原料物質、

核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律

の規定の適用については、同法第六十二条の

二第一項の規定により許可に付された条件

とみなす。 

（調書の謄写等） 

第四十六条 利害関係人は、委員会に対し、調

書の謄写又は裁定書の謄本若しくは抄本の

交付を求めることができる。 

（鑑定人の鑑定料） 

第四十七条 第三十三条第一項第二号又は第

 
 

二項の規定により鑑定を命ぜられた鑑定人

は、政令で定める額の鑑定料を受ける。 

（審査請求の制限） 

第四十八条 この章の規定による裁定その他

の処分又はその不作為については、審査請求

をすることができない。 

第四章 訴訟 

（訴の提起） 

第四十九条 裁定又は裁定の申請の却下の決

定の取消しの訴えは、裁定書又は決定書の正

本が到達した日から六十日以内に提起しな

ければならない。 

２ 前項の期間は、裁定書の正本の送達を受け

ない者については、第四十二条第四項の規定

による公示の日から起算する。 

３ 第一項の期間は、不変期間とする。 

第五十条 裁定を申請することができる事項

に関する訴は、裁定に対してのみ提起するこ

とができる。 

（記録の送付） 

第五十一条 委員会は、訴状の送達があつた時

から三十日以内に、当該事件の記録（事件関

係人、参考人又は鑑定人の審問調書その他裁

判上証拠となるべき一切のものを含む。）を

当該裁判所に送付しなければならない。 

（事実認定の拘束力） 

第五十二条 裁定に対する訴訟については、裁

定委員会の認定した事実は、これを立証する

実質的な証拠があるときは、裁判所を拘束す

る。 

２ 前項に規定する実質的な証拠の有無は、裁

判所が判断する。 

（新しい証拠） 

第五十三条 当事者は、左の各号の一に該当す

る場合に限り、裁判所に対し、当該事件に関

係のある新しい証拠の申出をすることがで

きる。 

一 裁定委員会が正当な理由がなくて当該

証拠を採用しなかつたとき。 

二 裁定委員会の審理に際して当該証拠を

提出することができず、且つ、これを提出

できなかつたことについて過失がなかつ

たとき。 

２ 前項各号に掲げる場合においては、当事者

は、その理由を明らかにしなければならない。 

３ 裁判所は、第一項の規定によるあたらしい

証拠を取り調べる必要があると認めるとき

は、委員会に対し、当該事件を差しもどし、

当該証拠を取り調べた上適当な措置をとる

べきことを命じなければならない。 

（裁定の取消） 

第五十四条 裁判所は、裁定が左の各号の一に

該当するときは、これを取り消すことができ

る。 

一 裁定の基礎となつた事実を立証する実

質的な証拠がないとき。 

二 裁定が憲法その他の法令に違反すると

き。 

第五十五条 委員会は、申請を認容した裁定を

取り消す判決が確定したときは、判決の趣旨

に従い、改めて申請に対する裁定をしなけれ

ばならない。 

第五十六条 削除 

（専属管轄） 

第五十七条 裁定及び裁定の申請の却下の決

定に対する訴は、東京高等裁判所の専属管轄

とする。 

（法務大臣の指揮等の例外） 

第五十八条 裁定又は裁定の申請の却下の決

定に対する訴訟については、国の利害に関係

のある訴訟についての法務大臣の権限等に

関する法律（昭和二十二年法律第百九十四号）

第六条の規定は、適用しない。 

第五章 補則 

（規則への委任） 

第五十八条の二 第一条各号の処分に関する
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手続については、法律（法律に基づく政令を

含む。）に特別の定めのあるもののほか、公害

等調整委員会規則で定める。 

第六章 罰則 

第五十九条 第三十三条第一項第四号又は第

二項の規定による検査を拒み、妨げ、又は忌

避した者は、六月以下の懲役又は一万円以下

の罰金に処する。 

第六十条 法人の代表者又は法人若しくは人

の代理人、使用人その他の従業者がその法人

又は人の業務に関して、前条の違反行為をし

たときは、行為者を罰する外、その法人又は

人に対しても、前条の罰金刑を科する。但し、

法人又は人の代理人、使用人その他の従業者

の当該違反行為を防止するため、当該業務に

対し相当の注意及び監督が尽されたことの

証明があつたときは、その法人又は人につい

ては、この限りではない。 

第六十一条 第三十四条の規定により宣誓し

た参考人又は鑑定人が虚偽の陳述又は鑑定

をしたときは、三月以上十年以下の懲役に処

する。 

２ 前項の罪を犯した者が当該事件の裁定が

ある前又は裁判の確定前に自白したときは、

その刑を減軽し、又は免除することができる。 

第六十二条 第三十四条の規定により宣誓し

た事件関係人が虚偽の陳述をしたときは、五

千円以下の過料に処する。 

第六十三条 参考人又は鑑定人が正当な事由

がないのに第三十四条の規定による宣誓を

拒絶したときは、五千円以下の罰金に処する。 

第六十四条 左の各号の一に該当する者は、五

千円以下の罰金に処する。 

一 正当な事由がないのに、第三十三条第一

項第一号又は第二項の規定による参考人

に対する処分に違反して出頭せず、陳述を

せず、又は報告をしない者 

二 第三十三条第一項第一号又は第二項の

規定による参考人に対する処分に違反し

て虚偽の報告をした者 

三 正当な事由がないのに、第三十三条第一

項第二号又は第二項の規定による鑑定人

に対する処分に違反して出頭せず、又は鑑

定をしない者 

四 正当な事由がないのに、第三十三条第一

項第三号又は第二項の規定による物件の

所有者に対する処分に違反して物件を提

出しない事件関係人以外の者 

 

附 則 抄 

１ この法律は、鉱業法の施行の日から施行す

る。 

附 則 （昭和二六年六月二六日法律第

二五〇号） 

この法律は、新法の施行の日から施行する。 

附 則 （昭和二七年五月一日法律第一

三〇号） 抄 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

附 則 （昭和二七年七月一五日法律第

二三〇号） 

この法律は、農地法の施行の日から施行する。 

附 則 （昭和二七年七月三一日法律第

二六八号） 抄 

１ この法律は、昭和二十七年八月一日から施

行する。 

附 則 （昭和二八年九月一日法律第二

五九号） 抄 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

附 則 （昭和三一年二月二一日法律第

一号） 抄 

１ この法律の施行期日は、公布の日から起算

して三月をこえない期間内において、政令で

定める。 

附 則 （昭和三一年五月四日法律第九

三号） 抄 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

 
 

附 則 （昭和三一年五月一二日法律第

一〇一号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六月を

こえない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。 

附 則 （昭和三二年六月一日法律第一

六一号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、昭和三十二年十月一日から施

行する。 

附 則 （昭和三三年三月三一日法律第

三〇号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、昭和三十三年四月一日か

ら施行する。 

附 則 （昭和三六年六月二日法律第一

一一号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から施行し、昭和三

十六年四月一日から適用する。 

（行政機関職員定員法の廃止） 

２ 行政機関職員定員法（昭和二十四年法律第

百二十六号）は、廃止する。 

（常勤の職員に対する暫定措置） 

３ 昭和三十六年四月一日において、現に二月

以内の期間を定めて雇用されている職員の

うち常勤の職員は、当分の間、国家行政組織

法第十九条第一項若しくは第二項又は第二

十一条第二項の規定に基づいて定められる

定員の外に置くことができる。 

附 則 （昭和三七年五月一六日法律第

一四〇号） 抄 

１ この法律は、昭和三十七年十月一日から施

行する。 

２ この法律による改正後の規定は、この附則

に特別の定めがある場合を除き、この法律の

施行前に生じた事項にも適用する。ただし、

この法律による改正前の規定によつて生じ

た効力を妨げない。 

３ この法律の施行の際現に係属している訴

訟については、当該訴訟を提起することがで

きない旨を定めるこの法律による改正後の

規定にかかわらず、なお従前の例による。 

４ この法律の施行の際現に係属している訴

訟の管轄については、当該管轄を専属管轄と

する旨のこの法律による改正後の規定にか

かわらず、なお従前の例による。 

５ この法律の施行の際現にこの法律による

改正前の規定による出訴期間が進行してい

る処分又は裁決に関する訴訟の出訴期間に

ついては、なお従前の例による。ただし、こ

の法律による改正後の規定による出訴期間

がこの法律による改正前の規定による出訴

期間より短い場合に限る。 

６ この法律の施行前にされた処分又は裁決

に関する当事者訴訟で、この法律による改正

により出訴期間が定められることとなつた

ものについての出訴期間は、この法律の施行

の日から起算する。 

７ この法律の施行の際現に係属している処

分又は裁決の取消しの訴えについては、当該

法律関係の当事者の一方を被告とする旨の

この法律による改正後の規定にかかわらず、

なお従前の例による。ただし、裁判所は、原

告の申立てにより、決定をもつて、当該訴訟

を当事者訴訟に変更することを許すことが

できる。 

８ 前項ただし書の場合には、行政事件訴訟法

第十八条後段及び第二十一条第二項から第

五項までの規定を準用する。 

附 則 （昭和三七年九月一五日法律第

一六一号） 抄 

１ この法律は、昭和三十七年十月一日から施

行する。 

２ この法律による改正後の規定は、この附則
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手続については、法律（法律に基づく政令を

含む。）に特別の定めのあるもののほか、公害

等調整委員会規則で定める。 

第六章 罰則 

第五十九条 第三十三条第一項第四号又は第

二項の規定による検査を拒み、妨げ、又は忌

避した者は、六月以下の懲役又は一万円以下

の罰金に処する。 

第六十条 法人の代表者又は法人若しくは人

の代理人、使用人その他の従業者がその法人

又は人の業務に関して、前条の違反行為をし

たときは、行為者を罰する外、その法人又は

人に対しても、前条の罰金刑を科する。但し、

法人又は人の代理人、使用人その他の従業者

の当該違反行為を防止するため、当該業務に

対し相当の注意及び監督が尽されたことの

証明があつたときは、その法人又は人につい

ては、この限りではない。 

第六十一条 第三十四条の規定により宣誓し

た参考人又は鑑定人が虚偽の陳述又は鑑定

をしたときは、三月以上十年以下の懲役に処

する。 

２ 前項の罪を犯した者が当該事件の裁定が

ある前又は裁判の確定前に自白したときは、

その刑を減軽し、又は免除することができる。 

第六十二条 第三十四条の規定により宣誓し

た事件関係人が虚偽の陳述をしたときは、五

千円以下の過料に処する。 

第六十三条 参考人又は鑑定人が正当な事由

がないのに第三十四条の規定による宣誓を

拒絶したときは、五千円以下の罰金に処する。 

第六十四条 左の各号の一に該当する者は、五

千円以下の罰金に処する。 

一 正当な事由がないのに、第三十三条第一

項第一号又は第二項の規定による参考人

に対する処分に違反して出頭せず、陳述を

せず、又は報告をしない者 

二 第三十三条第一項第一号又は第二項の

規定による参考人に対する処分に違反し

て虚偽の報告をした者 

三 正当な事由がないのに、第三十三条第一

項第二号又は第二項の規定による鑑定人

に対する処分に違反して出頭せず、又は鑑

定をしない者 

四 正当な事由がないのに、第三十三条第一

項第三号又は第二項の規定による物件の

所有者に対する処分に違反して物件を提

出しない事件関係人以外の者 

 

附 則 抄 

１ この法律は、鉱業法の施行の日から施行す

る。 

附 則 （昭和二六年六月二六日法律第

二五〇号） 

この法律は、新法の施行の日から施行する。 

附 則 （昭和二七年五月一日法律第一

三〇号） 抄 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

附 則 （昭和二七年七月一五日法律第

二三〇号） 

この法律は、農地法の施行の日から施行する。 

附 則 （昭和二七年七月三一日法律第

二六八号） 抄 

１ この法律は、昭和二十七年八月一日から施

行する。 

附 則 （昭和二八年九月一日法律第二

五九号） 抄 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

附 則 （昭和三一年二月二一日法律第

一号） 抄 

１ この法律の施行期日は、公布の日から起算

して三月をこえない期間内において、政令で

定める。 

附 則 （昭和三一年五月四日法律第九

三号） 抄 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

 
 

附 則 （昭和三一年五月一二日法律第

一〇一号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六月を

こえない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。 

附 則 （昭和三二年六月一日法律第一

六一号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、昭和三十二年十月一日から施

行する。 

附 則 （昭和三三年三月三一日法律第

三〇号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、昭和三十三年四月一日か

ら施行する。 

附 則 （昭和三六年六月二日法律第一

一一号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から施行し、昭和三

十六年四月一日から適用する。 

（行政機関職員定員法の廃止） 

２ 行政機関職員定員法（昭和二十四年法律第

百二十六号）は、廃止する。 

（常勤の職員に対する暫定措置） 

３ 昭和三十六年四月一日において、現に二月

以内の期間を定めて雇用されている職員の

うち常勤の職員は、当分の間、国家行政組織

法第十九条第一項若しくは第二項又は第二

十一条第二項の規定に基づいて定められる

定員の外に置くことができる。 

附 則 （昭和三七年五月一六日法律第

一四〇号） 抄 

１ この法律は、昭和三十七年十月一日から施

行する。 

２ この法律による改正後の規定は、この附則

に特別の定めがある場合を除き、この法律の

施行前に生じた事項にも適用する。ただし、

この法律による改正前の規定によつて生じ

た効力を妨げない。 

３ この法律の施行の際現に係属している訴

訟については、当該訴訟を提起することがで

きない旨を定めるこの法律による改正後の

規定にかかわらず、なお従前の例による。 

４ この法律の施行の際現に係属している訴

訟の管轄については、当該管轄を専属管轄と

する旨のこの法律による改正後の規定にか

かわらず、なお従前の例による。 

５ この法律の施行の際現にこの法律による

改正前の規定による出訴期間が進行してい

る処分又は裁決に関する訴訟の出訴期間に

ついては、なお従前の例による。ただし、こ

の法律による改正後の規定による出訴期間

がこの法律による改正前の規定による出訴

期間より短い場合に限る。 

６ この法律の施行前にされた処分又は裁決

に関する当事者訴訟で、この法律による改正

により出訴期間が定められることとなつた

ものについての出訴期間は、この法律の施行

の日から起算する。 

７ この法律の施行の際現に係属している処

分又は裁決の取消しの訴えについては、当該

法律関係の当事者の一方を被告とする旨の

この法律による改正後の規定にかかわらず、

なお従前の例による。ただし、裁判所は、原

告の申立てにより、決定をもつて、当該訴訟

を当事者訴訟に変更することを許すことが

できる。 

８ 前項ただし書の場合には、行政事件訴訟法

第十八条後段及び第二十一条第二項から第

五項までの規定を準用する。 

附 則 （昭和三七年九月一五日法律第

一六一号） 抄 

１ この法律は、昭和三十七年十月一日から施

行する。 

２ この法律による改正後の規定は、この附則
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に特別の定めがある場合を除き、この法律の

施行前にされた行政庁の処分、この法律の施

行前にされた申請に係る行政庁の不作為そ

の他この法律の施行前に生じた事項につい

ても適用する。ただし、この法律による改正

前の規定によつて生じた効力を妨げない。 

３ この法律の施行前に提起された訴願、審査

の請求、異議の申立てその他の不服申立て

（以下「訴願等」という。）については、この

法律の施行後も、なお従前の例による。この

法律の施行前にされた訴願等の裁決、決定そ

の他の処分（以下「裁決等」という。）又はこ

の法律の施行前に提起された訴願等につき

この法律の施行後にされる裁決等にさらに

不服がある場合の訴願等についても、同様と

する。 

４ 前項に規定する訴願等で、この法律の施行

後は行政不服審査法による不服申立てをす

ることができることとなる処分に係るもの

は、同法以外の法律の適用については、行政

不服審査法による不服申立てとみなす。 

５ 第三項の規定によりこの法律の施行後に

される審査の請求、異議の申立てその他の不

服申立ての裁決等については、行政不服審査

法による不服申立てをすることができない。 

６ この法律の施行前にされた行政庁の処分

で、この法律による改正前の規定により訴願

等をすることができるものとされ、かつ、そ

の提起期間が定められていなかつたものに

ついて、行政不服審査法による不服申立てを

することができる期間は、この法律の施行の

日から起算する。 

８ この法律の施行前にした行為に対する罰

則の適用については、なお従前の例による。 

９ 前八項に定めるもののほか、この法律の施

行に関して必要な経過措置は、政令で定める。 

附 則 （昭和三九年七月一〇日法律第

一六八号） 抄 

１ この法律は、新法の施行の日（昭和四十年

四月一日）から施行する。 

附 則 （昭和四一年六月三〇日法律第

一〇一号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六月を

こえない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。 

附 則 （昭和四二年七月三一日法律第

一〇三号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六月を

こえない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。 

附 則 （昭和四三年五月三〇日法律第

七四号） 抄 

（施行期日等） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三

月をこえない範囲内において政令で定める

日から施行する。 

附 則 （昭和四三年六月一五日法律第

一〇一号） 抄 

この法律（第一条を除く。）は、新法の施行の日

から施行する。 

附 則 （昭和四四年五月一六日法律第

三三号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から施行し、昭和四

十四年四月一日から適用する。 

附 則 （昭和四六年六月七日法律第一

〇六号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六

箇月をこえない範囲内において政令で定め

る日から施行する。 

附 則 （昭和四七年六月三日法律第五

二号） 抄 

（施行期日等） 

 
 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三

十日をこえない範囲内において政令で定め

る日から施行する。 

（土地調整委員会規則に関する経過措置） 

第十条 この法律の施行の際現に効力を有す

る土地調整委員会規則は、この法律の施行後

は、公害等調整委員会規則としての効力を有

するものとする。 

（土地調整委員会又は中央公害審査委員会

がした処分等に関する経過措置） 

第十六条 この法律の施行前にこの法律によ

る改正前の法律の規定により土地調整委員

会又は中央公害審査委員会がした処分その

他の行為は、政令で別段の定めをするものを

除き、この法律又はこの法律による改正後の

法律の相当規定により、公害等調整委員会が

した処分その他の行為とみなす。 

２ この法律の施行の際現にこの法律による

改正前の法律の規定により土地調整委員会

又は中央公害審査委員会に対してされてい

る申請その他の手続は、政令で別段の定めを

するものを除き、この法律又はこの法律によ

る改正後の法律の相当規定により、公害等調

整委員会に対してされた手続とみなす。 

（政令への委任） 

第十七条 この附則に定めるもののほか、この

法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で

定める。 

（罰則に関する経過措置） 

第十八条 この法律の施行前にした行為に対

する罰則の適用については、なお従前の例に

よる。中央公害審査委員会の委員長、委員又

は専門調査員の職にあつた者がこの法律の

施行後にした行為に対する罰則の適用につ

いても、同様とする。 

附 則 （昭和四七年六月二二日法律第

八五号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一

年をこえない範囲内において政令で定める

日から施行する。 

附 則 （昭和四八年九月一日法律第七

二号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六月を

こえない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。 

（首都圏近郊緑地保全法等の一部改正に伴

う経過措置） 

６ この法律の施行前にこの法律による改正

前の首都圏近郊緑地保全法、近畿圏の保全区

域の整備に関する法律又は鉱業等に係る土

地利用の調整手続等に関する法律（これらの

法律に基づく命令を含む。）の規定によりさ

れた処分、手続その他の行為は、この法律又

はこの法律による改正後の鉱業等に係る土

地利用の調整手続等に関する法律（これらの

法律に基づく命令を含む。）の相当規定によ

りされた処分、手続その他の行為とみなす。 

附 則 （昭和六〇年五月一八日法律第

三七号） 抄 

（施行期日等） 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

附 則 （平成四年六月五日法律第七五

号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成五年四月一日から施

行する。 

附 則 （平成五年一一月一二日法律第

八九号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、行政手続法（平成五年法

律第八十八号）の施行の日から施行する。 

（諮問等がされた不利益処分に関する経過

措置） 

第二条 この法律の施行前に法令に基づき審
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に特別の定めがある場合を除き、この法律の

施行前にされた行政庁の処分、この法律の施

行前にされた申請に係る行政庁の不作為そ

の他この法律の施行前に生じた事項につい

ても適用する。ただし、この法律による改正

前の規定によつて生じた効力を妨げない。 

３ この法律の施行前に提起された訴願、審査

の請求、異議の申立てその他の不服申立て

（以下「訴願等」という。）については、この

法律の施行後も、なお従前の例による。この

法律の施行前にされた訴願等の裁決、決定そ

の他の処分（以下「裁決等」という。）又はこ

の法律の施行前に提起された訴願等につき

この法律の施行後にされる裁決等にさらに

不服がある場合の訴願等についても、同様と

する。 

４ 前項に規定する訴願等で、この法律の施行

後は行政不服審査法による不服申立てをす

ることができることとなる処分に係るもの

は、同法以外の法律の適用については、行政

不服審査法による不服申立てとみなす。 

５ 第三項の規定によりこの法律の施行後に

される審査の請求、異議の申立てその他の不

服申立ての裁決等については、行政不服審査

法による不服申立てをすることができない。 

６ この法律の施行前にされた行政庁の処分

で、この法律による改正前の規定により訴願

等をすることができるものとされ、かつ、そ

の提起期間が定められていなかつたものに

ついて、行政不服審査法による不服申立てを

することができる期間は、この法律の施行の

日から起算する。 

８ この法律の施行前にした行為に対する罰

則の適用については、なお従前の例による。 

９ 前八項に定めるもののほか、この法律の施

行に関して必要な経過措置は、政令で定める。 

附 則 （昭和三九年七月一〇日法律第

一六八号） 抄 

１ この法律は、新法の施行の日（昭和四十年

四月一日）から施行する。 

附 則 （昭和四一年六月三〇日法律第

一〇一号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六月を

こえない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。 

附 則 （昭和四二年七月三一日法律第

一〇三号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六月を

こえない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。 

附 則 （昭和四三年五月三〇日法律第

七四号） 抄 

（施行期日等） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三

月をこえない範囲内において政令で定める

日から施行する。 

附 則 （昭和四三年六月一五日法律第

一〇一号） 抄 

この法律（第一条を除く。）は、新法の施行の日

から施行する。 

附 則 （昭和四四年五月一六日法律第

三三号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から施行し、昭和四

十四年四月一日から適用する。 

附 則 （昭和四六年六月七日法律第一

〇六号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六

箇月をこえない範囲内において政令で定め

る日から施行する。 

附 則 （昭和四七年六月三日法律第五

二号） 抄 

（施行期日等） 

 
 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三

十日をこえない範囲内において政令で定め

る日から施行する。 

（土地調整委員会規則に関する経過措置） 

第十条 この法律の施行の際現に効力を有す

る土地調整委員会規則は、この法律の施行後

は、公害等調整委員会規則としての効力を有

するものとする。 

（土地調整委員会又は中央公害審査委員会

がした処分等に関する経過措置） 

第十六条 この法律の施行前にこの法律によ

る改正前の法律の規定により土地調整委員

会又は中央公害審査委員会がした処分その

他の行為は、政令で別段の定めをするものを

除き、この法律又はこの法律による改正後の

法律の相当規定により、公害等調整委員会が

した処分その他の行為とみなす。 

２ この法律の施行の際現にこの法律による

改正前の法律の規定により土地調整委員会

又は中央公害審査委員会に対してされてい

る申請その他の手続は、政令で別段の定めを

するものを除き、この法律又はこの法律によ

る改正後の法律の相当規定により、公害等調

整委員会に対してされた手続とみなす。 

（政令への委任） 

第十七条 この附則に定めるもののほか、この

法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で

定める。 

（罰則に関する経過措置） 

第十八条 この法律の施行前にした行為に対

する罰則の適用については、なお従前の例に

よる。中央公害審査委員会の委員長、委員又

は専門調査員の職にあつた者がこの法律の

施行後にした行為に対する罰則の適用につ

いても、同様とする。 

附 則 （昭和四七年六月二二日法律第

八五号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一

年をこえない範囲内において政令で定める

日から施行する。 

附 則 （昭和四八年九月一日法律第七

二号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六月を

こえない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。 

（首都圏近郊緑地保全法等の一部改正に伴

う経過措置） 

６ この法律の施行前にこの法律による改正

前の首都圏近郊緑地保全法、近畿圏の保全区

域の整備に関する法律又は鉱業等に係る土

地利用の調整手続等に関する法律（これらの

法律に基づく命令を含む。）の規定によりさ

れた処分、手続その他の行為は、この法律又

はこの法律による改正後の鉱業等に係る土

地利用の調整手続等に関する法律（これらの

法律に基づく命令を含む。）の相当規定によ

りされた処分、手続その他の行為とみなす。 

附 則 （昭和六〇年五月一八日法律第

三七号） 抄 

（施行期日等） 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

附 則 （平成四年六月五日法律第七五

号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成五年四月一日から施

行する。 

附 則 （平成五年一一月一二日法律第

八九号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、行政手続法（平成五年法

律第八十八号）の施行の日から施行する。 

（諮問等がされた不利益処分に関する経過

措置） 

第二条 この法律の施行前に法令に基づき審
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議会その他の合議制の機関に対し行政手続

法第十三条に規定する聴聞又は弁明の機会

の付与の手続その他の意見陳述のための手

続に相当する手続を執るべきことの諮問そ

の他の求めがされた場合においては、当該諮

問その他の求めに係る不利益処分の手続に

関しては、この法律による改正後の関係法律

の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

（罰則に関する経過措置） 

第十三条 この法律の施行前にした行為に対

する罰則の適用については、なお従前の例に

よる。 

（聴聞に関する規定の整理に伴う経過措置） 

第十四条 この法律の施行前に法律の規定に

より行われた聴聞、聴問若しくは聴聞会（不

利益処分に係るものを除く。）又はこれらの

ための手続は、この法律による改正後の関係

法律の相当規定により行われたものとみな

す。 

（政令への委任） 

第十五条 附則第二条から前条までに定める

もののほか、この法律の施行に関して必要な

経過措置は、政令で定める。 

附 則 （平成一一年一二月八日法律第

一五一号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十二年四月一日から

施行する。 

（経過措置） 

第三条 民法の一部を改正する法律（平成十一

年法律第百四十九号）附則第三条第三項の規

定により従前の例によることとされる準禁

治産者及びその保佐人に関するこの法律に

よる改正規定の適用については、次に掲げる

改正規定を除き、なお従前の例による。 

一から二十五まで 略 

第四条 この法律の施行前にした行為に対す

る罰則の適用については、なお従前の例によ

る。 

附 則 （平成一二年六月七日法律第一

一七号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一

年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。 

附 則 （平成一三年六月八日法律第四

一号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十四年四月一日から

施行する。 

附 則 （平成一四年四月二四日法律第

二九号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一

年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。 

附 則 （平成一四年七月三一日法律第

一〇〇号） 

（施行期日） 

第一条 この法律は、民間事業者による信書の

送達に関する法律（平成十四年法律第九十九

号）の施行の日から施行する。 

（罰則に関する経過措置） 

第二条 この法律の施行前にした行為に対す

る罰則の適用については、なお従前の例によ

る。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第三条 前条に定めるもののほか、この法律の

施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。 

附 則 （平成一六年六月九日法律第八

四号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一

年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。 

（検討） 

 
 

第五十条 政府は、この法律の施行後五年を経

過した場合において、新法の施行の状況につ

いて検討を加え、必要があると認めるときは、

その結果に基づいて所要の措置を講ずるも

のとする。 

附 則 （平成一六年六月一八日法律第

一〇九号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六

月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。 

附 則 （平成一六年六月一八日法律第

一一一号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、景観法（平成十六年法律

第百十号）の施行の日から施行する。ただし、

第一条中都市計画法第八条、第九条、第十二

条の五及び第十三条の改正規定、第三条、第

五条、第七条から第十条まで、第十二条、第

十六条中都市緑地法第三十五条の改正規定、

第十七条、第十八条、次条並びに附則第四条、

第五条及び第七条の規定は、景観法附則ただ

し書に規定する日から施行する。 

附 則 （平成一六年六月一八日法律第

一一二号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三

月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。 

附 則 （平成一七年六月二二日法律第

六九号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一

年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。 

附 則 （平成二一年六月三日法律第四

七号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一

年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。 

附 則 （平成二一年六月二四日法律第

五七号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六

月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。 

附 則 （平成二三年六月三日法律第六

一号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一

年を超えない範囲内において政令で定める

日（以下「施行日」という。）から施行する。 

附 則 （平成二三年七月二二日法律第

八四号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六

月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。ただし、附則第二十五条の

規定は、公布の日から施行する。 

（処分、申請等に関する経過措置） 

第二十三条 この法律の施行前に改正前のそ

れぞれの法律（これに基づく命令を含む。以

下この条において同じ。）の規定により経済

産業局長がした許可、認可その他の処分又は

通知その他の行為は、この法律による改正後

のそれぞれの法律の相当の規定に基づいて、

経済産業大臣がした許可、認可その他の処分

又は通知その他の行為とみなす。 

２ この法律の施行の際現に改正前のそれぞ

れの法律の規定により経済産業局長に対し

てされている出願、申請、届出その他の行為

は、この法律の施行後は、この法律による改

正後のそれぞれの法律の相当の規定に基づ

いて、経済産業大臣に対してされた出願、申

請、届出その他の行為とみなす。 
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議会その他の合議制の機関に対し行政手続

法第十三条に規定する聴聞又は弁明の機会

の付与の手続その他の意見陳述のための手

続に相当する手続を執るべきことの諮問そ

の他の求めがされた場合においては、当該諮

問その他の求めに係る不利益処分の手続に

関しては、この法律による改正後の関係法律

の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

（罰則に関する経過措置） 

第十三条 この法律の施行前にした行為に対

する罰則の適用については、なお従前の例に

よる。 

（聴聞に関する規定の整理に伴う経過措置） 

第十四条 この法律の施行前に法律の規定に

より行われた聴聞、聴問若しくは聴聞会（不

利益処分に係るものを除く。）又はこれらの

ための手続は、この法律による改正後の関係

法律の相当規定により行われたものとみな

す。 

（政令への委任） 

第十五条 附則第二条から前条までに定める

もののほか、この法律の施行に関して必要な

経過措置は、政令で定める。 

附 則 （平成一一年一二月八日法律第

一五一号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十二年四月一日から

施行する。 

（経過措置） 

第三条 民法の一部を改正する法律（平成十一

年法律第百四十九号）附則第三条第三項の規

定により従前の例によることとされる準禁

治産者及びその保佐人に関するこの法律に

よる改正規定の適用については、次に掲げる

改正規定を除き、なお従前の例による。 

一から二十五まで 略 

第四条 この法律の施行前にした行為に対す

る罰則の適用については、なお従前の例によ

る。 

附 則 （平成一二年六月七日法律第一

一七号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一

年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。 

附 則 （平成一三年六月八日法律第四

一号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十四年四月一日から

施行する。 

附 則 （平成一四年四月二四日法律第

二九号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一

年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。 

附 則 （平成一四年七月三一日法律第

一〇〇号） 

（施行期日） 

第一条 この法律は、民間事業者による信書の

送達に関する法律（平成十四年法律第九十九

号）の施行の日から施行する。 

（罰則に関する経過措置） 

第二条 この法律の施行前にした行為に対す

る罰則の適用については、なお従前の例によ

る。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第三条 前条に定めるもののほか、この法律の

施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。 

附 則 （平成一六年六月九日法律第八

四号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一

年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。 

（検討） 

 
 

第五十条 政府は、この法律の施行後五年を経

過した場合において、新法の施行の状況につ

いて検討を加え、必要があると認めるときは、

その結果に基づいて所要の措置を講ずるも

のとする。 

附 則 （平成一六年六月一八日法律第

一〇九号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六

月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。 

附 則 （平成一六年六月一八日法律第

一一一号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、景観法（平成十六年法律

第百十号）の施行の日から施行する。ただし、

第一条中都市計画法第八条、第九条、第十二

条の五及び第十三条の改正規定、第三条、第

五条、第七条から第十条まで、第十二条、第

十六条中都市緑地法第三十五条の改正規定、

第十七条、第十八条、次条並びに附則第四条、

第五条及び第七条の規定は、景観法附則ただ

し書に規定する日から施行する。 

附 則 （平成一六年六月一八日法律第

一一二号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三

月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。 

附 則 （平成一七年六月二二日法律第

六九号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一

年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。 

附 則 （平成二一年六月三日法律第四

七号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一

年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。 

附 則 （平成二一年六月二四日法律第

五七号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六

月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。 

附 則 （平成二三年六月三日法律第六

一号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一

年を超えない範囲内において政令で定める

日（以下「施行日」という。）から施行する。 

附 則 （平成二三年七月二二日法律第

八四号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六

月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。ただし、附則第二十五条の

規定は、公布の日から施行する。 

（処分、申請等に関する経過措置） 

第二十三条 この法律の施行前に改正前のそ

れぞれの法律（これに基づく命令を含む。以

下この条において同じ。）の規定により経済

産業局長がした許可、認可その他の処分又は

通知その他の行為は、この法律による改正後

のそれぞれの法律の相当の規定に基づいて、

経済産業大臣がした許可、認可その他の処分

又は通知その他の行為とみなす。 

２ この法律の施行の際現に改正前のそれぞ

れの法律の規定により経済産業局長に対し

てされている出願、申請、届出その他の行為

は、この法律の施行後は、この法律による改

正後のそれぞれの法律の相当の規定に基づ

いて、経済産業大臣に対してされた出願、申

請、届出その他の行為とみなす。 
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３ この法律の施行前に改正前のそれぞれの

法律の規定により経済産業局長に対し報告、

届出その他の手続をしなければならないと

されている事項で、施行日前にその手続がさ

れていないものについては、この法律の施行

後は、これを、この法律による改正後のそれ

ぞれの法律の相当の規定により経済産業大

臣に対して、報告、届出その他の手続をしな

ければならないとされた事項についてその

手続がされていないものとみなして、この法

律による改正後のそれぞれの法律の規定を

適用する。 

（罰則の適用に関する経過措置） 

第二十四条 施行日前にした行為及びこの附

則の規定によりなお従前の例によることと

される場合における施行日以後にした行為

に対する罰則の適用については、なお従前の

例による。 

（政令への委任） 

第二十五条 この附則に規定するもののほか、

この法律の施行に伴い必要な経過措置（罰則

に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

附 則 （平成二六年六月一三日法律第

六九号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、行政不服審査法（平成二

十六年法律第六十八号）の施行の日から施行

する。 

（経過措置の原則） 

第五条 行政庁の処分その他の行為又は不作

為についての不服申立てであってこの法律

の施行前にされた行政庁の処分その他の行

為又はこの法律の施行前にされた申請に係

る行政庁の不作為に係るものについては、こ

の附則に特別の定めがある場合を除き、なお

従前の例による。 

（訴訟に関する経過措置） 

第六条 この法律による改正前の法律の規定

により不服申立てに対する行政庁の裁決、決

定その他の行為を経た後でなければ訴えを

提起できないこととされる事項であって、当

該不服申立てを提起しないでこの法律の施

行前にこれを提起すべき期間を経過したも

の（当該不服申立てが他の不服申立てに対す

る行政庁の裁決、決定その他の行為を経た後

でなければ提起できないとされる場合にあ

っては、当該他の不服申立てを提起しないで

この法律の施行前にこれを提起すべき期間

を経過したものを含む。）の訴えの提起につ

いては、なお従前の例による。 

２ この法律の規定による改正前の法律の規

定（前条の規定によりなお従前の例によるこ

ととされる場合を含む。）により異議申立て

が提起された処分その他の行為であって、こ

の法律の規定による改正後の法律の規定に

より審査請求に対する裁決を経た後でなけ

れば取消しの訴えを提起することができな

いこととされるものの取消しの訴えの提起

については、なお従前の例による。 

３ 不服申立てに対する行政庁の裁決、決定そ

の他の行為の取消しの訴えであって、この法

律の施行前に提起されたものについては、な

お従前の例による。 

（罰則に関する経過措置） 

第九条 この法律の施行前にした行為並びに

附則第五条及び前二条の規定によりなお従

前の例によることとされる場合におけるこ

の法律の施行後にした行為に対する罰則の

適用については、なお従前の例による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第十条 附則第五条から前条までに定めるも

ののほか、この法律の施行に関し必要な経過

措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政

令で定める。 

附 則 （平成二九年四月一四日法律第

一五号） 抄 

 
 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三

年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。ただし、次の各号に掲げる

規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一から三まで 略 

四 第二条の規定並びに次条並びに附則第

十九条、第二十条及び第二十六条の規定 

公布の日から起算して一年六月を超えな

い範囲内において政令で定める日 

附 則 （平成三一年四月二六日法律第

二〇号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一

年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。 

附 則 （令和三年五月一九日法律第三

七号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和三年九月一日から施

行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

一 第二十七条（住民基本台帳法別表第一か

ら別表第五までの改正規定に限る。）、第四

十五条、第四十七条及び第五十五条（行政

手続における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律別表第一及

び別表第二の改正規定（同表の二十七の項

の改正規定を除く。）に限る。）並びに附則

第八条第一項、第五十九条から第六十三条

まで、第六十七条及び第七十一条から第七

十三条までの規定 公布の日 

（罰則に関する経過措置） 

第七十一条 この法律（附則第一条各号に掲げ

る規定にあっては、当該規定。以下この条に

おいて同じ。）の施行前にした行為及びこの

附則の規定によりなお従前の例によること

とされる場合におけるこの法律の施行後に

した行為に対する罰則の適用については、な

お従前の例による。 

（政令への委任） 

第七十二条 この附則に定めるもののほか、こ

の法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に

関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

（検討） 

第七十三条 政府は、行政機関等に係る申請、

届出、処分の通知その他の手続において、個

人の氏名を平仮名又は片仮名で表記したも

のを利用して当該個人を識別できるように

するため、個人の氏名を平仮名又は片仮名で

表記したものを戸籍の記載事項とすること

を含め、この法律の公布後一年以内を目途と

してその具体的な方策について検討を加え、

その結果に基づいて必要な措置を講ずるも

のとする。 

 

 

○平成 14年度以降における改正概要 

法律名及び該当条項 改正概要 公布日 施行日 

民間事業者による信書の送達

に関する法律の施行に伴う関

係法律の整備等に関する法律

（平成 14 年法律第 100 号）第

８条 

民間事業者による信書の送達

に関する法律（平成 14 年法律

第 99 号）の施行に伴う用語の

改正等（「信書便」の追記、「郵

送」を「送付」に改める等） 

平成 14年 

7 月 31日 

平成 15年 

4 月 1日 
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３ この法律の施行前に改正前のそれぞれの

法律の規定により経済産業局長に対し報告、

届出その他の手続をしなければならないと

されている事項で、施行日前にその手続がさ

れていないものについては、この法律の施行

後は、これを、この法律による改正後のそれ

ぞれの法律の相当の規定により経済産業大

臣に対して、報告、届出その他の手続をしな

ければならないとされた事項についてその

手続がされていないものとみなして、この法

律による改正後のそれぞれの法律の規定を

適用する。 

（罰則の適用に関する経過措置） 

第二十四条 施行日前にした行為及びこの附

則の規定によりなお従前の例によることと

される場合における施行日以後にした行為

に対する罰則の適用については、なお従前の

例による。 

（政令への委任） 

第二十五条 この附則に規定するもののほか、

この法律の施行に伴い必要な経過措置（罰則

に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

附 則 （平成二六年六月一三日法律第

六九号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、行政不服審査法（平成二

十六年法律第六十八号）の施行の日から施行

する。 

（経過措置の原則） 

第五条 行政庁の処分その他の行為又は不作

為についての不服申立てであってこの法律

の施行前にされた行政庁の処分その他の行

為又はこの法律の施行前にされた申請に係

る行政庁の不作為に係るものについては、こ

の附則に特別の定めがある場合を除き、なお

従前の例による。 

（訴訟に関する経過措置） 

第六条 この法律による改正前の法律の規定

により不服申立てに対する行政庁の裁決、決

定その他の行為を経た後でなければ訴えを

提起できないこととされる事項であって、当

該不服申立てを提起しないでこの法律の施

行前にこれを提起すべき期間を経過したも

の（当該不服申立てが他の不服申立てに対す

る行政庁の裁決、決定その他の行為を経た後

でなければ提起できないとされる場合にあ

っては、当該他の不服申立てを提起しないで

この法律の施行前にこれを提起すべき期間

を経過したものを含む。）の訴えの提起につ

いては、なお従前の例による。 

２ この法律の規定による改正前の法律の規

定（前条の規定によりなお従前の例によるこ

ととされる場合を含む。）により異議申立て

が提起された処分その他の行為であって、こ

の法律の規定による改正後の法律の規定に

より審査請求に対する裁決を経た後でなけ

れば取消しの訴えを提起することができな

いこととされるものの取消しの訴えの提起

については、なお従前の例による。 

３ 不服申立てに対する行政庁の裁決、決定そ

の他の行為の取消しの訴えであって、この法

律の施行前に提起されたものについては、な

お従前の例による。 

（罰則に関する経過措置） 

第九条 この法律の施行前にした行為並びに

附則第五条及び前二条の規定によりなお従

前の例によることとされる場合におけるこ

の法律の施行後にした行為に対する罰則の

適用については、なお従前の例による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第十条 附則第五条から前条までに定めるも

ののほか、この法律の施行に関し必要な経過

措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政

令で定める。 

附 則 （平成二九年四月一四日法律第

一五号） 抄 

 
 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三

年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。ただし、次の各号に掲げる

規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一から三まで 略 

四 第二条の規定並びに次条並びに附則第

十九条、第二十条及び第二十六条の規定 

公布の日から起算して一年六月を超えな

い範囲内において政令で定める日 

附 則 （平成三一年四月二六日法律第

二〇号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一

年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。 

附 則 （令和三年五月一九日法律第三

七号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和三年九月一日から施

行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

一 第二十七条（住民基本台帳法別表第一か

ら別表第五までの改正規定に限る。）、第四

十五条、第四十七条及び第五十五条（行政

手続における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律別表第一及

び別表第二の改正規定（同表の二十七の項

の改正規定を除く。）に限る。）並びに附則

第八条第一項、第五十九条から第六十三条

まで、第六十七条及び第七十一条から第七

十三条までの規定 公布の日 

（罰則に関する経過措置） 

第七十一条 この法律（附則第一条各号に掲げ

る規定にあっては、当該規定。以下この条に

おいて同じ。）の施行前にした行為及びこの

附則の規定によりなお従前の例によること

とされる場合におけるこの法律の施行後に

した行為に対する罰則の適用については、な

お従前の例による。 

（政令への委任） 

第七十二条 この附則に定めるもののほか、こ

の法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に

関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

（検討） 

第七十三条 政府は、行政機関等に係る申請、

届出、処分の通知その他の手続において、個

人の氏名を平仮名又は片仮名で表記したも

のを利用して当該個人を識別できるように

するため、個人の氏名を平仮名又は片仮名で

表記したものを戸籍の記載事項とすること

を含め、この法律の公布後一年以内を目途と

してその具体的な方策について検討を加え、

その結果に基づいて必要な措置を講ずるも

のとする。 

 

 

○平成 14年度以降における改正概要 

法律名及び該当条項 改正概要 公布日 施行日 

民間事業者による信書の送達

に関する法律の施行に伴う関

係法律の整備等に関する法律

（平成 14 年法律第 100 号）第

８条 

民間事業者による信書の送達

に関する法律（平成 14 年法律

第 99 号）の施行に伴う用語の

改正等（「信書便」の追記、「郵

送」を「送付」に改める等） 

平成 14年 

7 月 31日 

平成 15年 

4 月 1日 
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行政事件訴訟法の一部を改正

する法律（平成 16 年法律第 84

号）附則第 21条 

行政事件訴訟法（昭和 37 年法

律第 137号）の執行停止の要件

が改正されたことに伴う本法

律規定の不服の裁定手続にお

ける執行停止の要件の改正 

平成 16年 

6 月 9日 

平成 17年 

4 月 1日 

都市緑地保全法等の一部を改

正する法律（平成 16 年法律第

109号）附則第８条 

都市緑地保全法（昭和 48 年法

律第 72号）の法律名が「土地緑

地法」に改められたことに伴う

引用法令名の改正等 

平成 16年 

6 月 18日 

平成 16年 

12 月 17日 

景観法の施行に伴う関係法律

の整備等に関する法律（平成 16

年法律第 101 号）第 10条 

新たに制定された景観法（平成

16年法律第 100号）に公害等調

整委員会が行う不服の裁定制

度が設けられたことに伴う改

正 

平成 16年 

6 月 18日 

平成 17年 

4 月 1日 

湖沼水質保全特別措置法の一

部を改正する法律（平成 17 年

法律第 69号）附則第３条 

湖沼水質保全特別措置法（昭和

59 年法律第 61 号）の改正によ

り、同法に公害等調整委員会が

行う不服の裁定制度が設けら

れたことに伴う改正 

平成 17年 

6 月 22日 

平成 18年 

4 月 1日 

自然公園法及び自然環境保全

法の一部を改正する法律（平成

21年法律第 47号）附則第 11条 

自然公園法（昭和 32 年法律第

161 号）の改正に伴う条ずれに

対応するため等の改正 

平成 21年 

6 月 3日 

平成 22年 

4 月 1日 

農地法等の一部を改正する法

律（平成 21年法律第 57号）附

則第 26条 

農地法（昭和 27 年法律第 229

号）の改正に伴う条ずれに対応

するための改正 

平成 21年 

6 月 24日 

平成 21年 

12 月 15日 

民法等の一部を改正する法律

（平成 23年法律第 61号）附則

第 20条 

民法の改正により未成年後見

人に法人を選任できるように

したことに伴い、不服裁定手続

について、申請書の記載事項の

うち法定代理人に関する規定

について改正（記載事項に「（法

定代理人の･･･）名称」を追加）

平成 23年 

6 月 3日 

平成 24年 

4 月 1日 

鉱業法の一部を改正する等の

法律（平成 23年法律第 84号）

附則第 13条 

鉱業法（昭和 25 年法律第 289

号）の改正に伴い、鉱区禁止地

域の指定及び解除に係る利害

関係人について「鉱業申請人」

を追加等 

平成 23年 

7 月 22日 

平成 24年 

1 月 21日 

 
 

行政不服審査法の施行に伴う

関係法律の整備等に関する法

律（平成 26年法律第 69号）第

42条 

改正行政不服審査法（平成26年

法律第 68号）の施行に伴い、本

法律上の手続規定の改正、用語

の改正（「不服申立て」を「審査

請求」に改める等）、条ずれへの

対応等を行う。 

平成 26年 

6 月 13日 

平成 28年 

4 月 1日 

原子力利用における安全対策

の強化のための核原料物質、核

燃料物質及び原子炉の規制に

関する法律等の一部を改正す

る法律（平成29年法律第15号）

附則第 19条 

核原料物質、核燃料物質及び原

子炉の規制に関する法律（昭和

32年法律第 166号）の改正によ

り、同法に公害等調整委員会が

行う不服の裁定制度が設けら

れたことに伴う改正 

平成 29年 

4 月 14日 

平成 30年 

10 月 1日 

自然環境保全法の一部を改正

する法律（平成 31 年法律第 20

号）附則第６条 

自然環境保全法（昭和 47 年法

律第 85号）の改正により、公害

等調整委員会が行う不服の裁

定の対象となる処分が追加さ

れたことに伴う改正 

平成 31年 

4 月 26日 

令和 2年 

4月 1日 

外国弁護士による法律事務の

取扱いに関する特別措置法の

一部を改正する法律（令和２年

法律第 33号）附則第９条 

事件関係人の代理人となり得

る者について、「弁護士・外国法

事務弁護士共同法人」を加え

る。 

令和 2年 

5月 29日 

※令和 4年 

3月 31日 

現在未施行 

デジタル社会の形成を図るた

めの関係法律の整備に関する

法律（令和３年法律第 37号）第

15条 

不服の裁定申請書について、申

請人又は代理人の署名押印を

不要とする。 

令和 3年 

5月 19日 

令和 3年 

9月 1日 
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行政事件訴訟法の一部を改正

する法律（平成 16 年法律第 84

号）附則第 21条 

行政事件訴訟法（昭和 37 年法

律第 137号）の執行停止の要件

が改正されたことに伴う本法

律規定の不服の裁定手続にお

ける執行停止の要件の改正 

平成 16年 

6 月 9日 

平成 17年 

4 月 1日 

都市緑地保全法等の一部を改

正する法律（平成 16 年法律第

109号）附則第８条 

都市緑地保全法（昭和 48 年法

律第 72号）の法律名が「土地緑

地法」に改められたことに伴う

引用法令名の改正等 

平成 16年 

6 月 18日 

平成 16年 

12 月 17日 

景観法の施行に伴う関係法律

の整備等に関する法律（平成 16

年法律第 101 号）第 10条 

新たに制定された景観法（平成

16年法律第 100号）に公害等調

整委員会が行う不服の裁定制

度が設けられたことに伴う改

正 

平成 16年 

6 月 18日 

平成 17年 

4 月 1日 

湖沼水質保全特別措置法の一

部を改正する法律（平成 17 年

法律第 69号）附則第３条 

湖沼水質保全特別措置法（昭和

59 年法律第 61 号）の改正によ

り、同法に公害等調整委員会が

行う不服の裁定制度が設けら

れたことに伴う改正 

平成 17年 

6 月 22日 

平成 18年 

4 月 1日 

自然公園法及び自然環境保全

法の一部を改正する法律（平成

21年法律第 47号）附則第 11条 

自然公園法（昭和 32 年法律第

161 号）の改正に伴う条ずれに

対応するため等の改正 

平成 21年 

6 月 3日 

平成 22年 

4 月 1日 

農地法等の一部を改正する法

律（平成 21年法律第 57号）附

則第 26条 

農地法（昭和 27 年法律第 229

号）の改正に伴う条ずれに対応

するための改正 

平成 21年 

6 月 24日 

平成 21年 

12 月 15日 

民法等の一部を改正する法律

（平成 23年法律第 61号）附則

第 20条 

民法の改正により未成年後見

人に法人を選任できるように

したことに伴い、不服裁定手続

について、申請書の記載事項の

うち法定代理人に関する規定

について改正（記載事項に「（法

定代理人の･･･）名称」を追加）

平成 23年 

6 月 3日 

平成 24年 

4 月 1日 

鉱業法の一部を改正する等の

法律（平成 23年法律第 84号）

附則第 13条 

鉱業法（昭和 25 年法律第 289

号）の改正に伴い、鉱区禁止地

域の指定及び解除に係る利害

関係人について「鉱業申請人」

を追加等 

平成 23年 

7 月 22日 

平成 24年 

1 月 21日 

 
 

行政不服審査法の施行に伴う

関係法律の整備等に関する法

律（平成 26年法律第 69号）第

42条 

改正行政不服審査法（平成26年

法律第 68号）の施行に伴い、本

法律上の手続規定の改正、用語

の改正（「不服申立て」を「審査

請求」に改める等）、条ずれへの

対応等を行う。 

平成 26年 

6 月 13日 

平成 28年 

4 月 1日 

原子力利用における安全対策

の強化のための核原料物質、核

燃料物質及び原子炉の規制に

関する法律等の一部を改正す

る法律（平成29年法律第15号）

附則第 19条 

核原料物質、核燃料物質及び原

子炉の規制に関する法律（昭和

32年法律第 166号）の改正によ

り、同法に公害等調整委員会が

行う不服の裁定制度が設けら

れたことに伴う改正 

平成 29年 

4 月 14日 

平成 30年 

10 月 1日 

自然環境保全法の一部を改正

する法律（平成 31 年法律第 20

号）附則第６条 

自然環境保全法（昭和 47 年法

律第 85号）の改正により、公害

等調整委員会が行う不服の裁

定の対象となる処分が追加さ

れたことに伴う改正 

平成 31年 

4 月 26日 

令和 2年 

4月 1日 

外国弁護士による法律事務の

取扱いに関する特別措置法の

一部を改正する法律（令和２年

法律第 33号）附則第９条 

事件関係人の代理人となり得

る者について、「弁護士・外国法

事務弁護士共同法人」を加え

る。 

令和 2年 

5月 29日 

※令和 4年 

3月 31日 

現在未施行 

デジタル社会の形成を図るた

めの関係法律の整備に関する

法律（令和３年法律第 37号）第

15条 

不服の裁定申請書について、申

請人又は代理人の署名押印を

不要とする。 

令和 3年 

5月 19日 

令和 3年 

9月 1日 
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凡 例 

１ 令和４年３月31日までに受け付けた事件を収録した。 

２  事件の表示について 

終結区分における「引継ぎ」、「移送」及び「回付」は次のとおり。 

「引継ぎ」：公害等調整委員会は、その調停に係る事件について、相当と認める理由が

あるときは、当事者の同意を得、かつ、都道府県の審査会等と協議した上、

事件を関係都道府県の審査会等に引き継ぐことができる（公害紛争処理法第

38条）。 

「移 送」：公害等調整委員会は、事件がその管轄に属しないと認めるときは、当該事

件を管轄審査会等に移送する（公害紛争処理法第25条）。 

「回 付」：公害等調整委員会が県際事件の申請を直接受けた場合は、公害紛争処理法

第24条、第27条の趣旨から、移送手続は採らずに、当該事件をいずれか一の

都道府県知事に回付する。 

 

 

 

  公公害害等等調調整整委委員員会会にに係係属属ししたた公公害害紛紛争争事事件件一一覧覧  
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凡 例 

１ 令和４年３月31日までに受け付けた事件を収録した。 

２  事件の表示について 

終結区分における「引継ぎ」、「移送」及び「回付」は次のとおり。 

「引継ぎ」：公害等調整委員会は、その調停に係る事件について、相当と認める理由が

あるときは、当事者の同意を得、かつ、都道府県の審査会等と協議した上、

事件を関係都道府県の審査会等に引き継ぐことができる（公害紛争処理法第

38条）。 

「移 送」：公害等調整委員会は、事件がその管轄に属しないと認めるときは、当該事

件を管轄審査会等に移送する（公害紛争処理法第25条）。 

「回 付」：公害等調整委員会が県際事件の申請を直接受けた場合は、公害紛争処理法

第24条、第27条の趣旨から、移送手続は採らずに、当該事件をいずれか一の

都道府県知事に回付する。 
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あっせん事件 

事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成６年(ア)

第１号 

北陸新幹線騒音防止等

あっせん申請事件 

6. 9. 8 長野県住民

12人 

日本鉄道建

設公団外２

人 

①防音措置 

②道路付替計画の

変更 

6.12.21 あっせん打切り

平成14年(ア)

第１号 

外１件 

尼崎市大気汚染被害防

止あっせん申請事件 

14.10.15 

15. 5.14 

兵庫県住民

21人 

国（代表者

国土交通大

臣） 

阪神高速道

路公団 

大阪高等裁判所に

おける和解条項の

履行 

15. 6.26 あっせん成立 

 

 

 

調停事件 

事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

昭和46年(調)

第１号 

外１件 

鹿児島湾における真珠

養殖不能に係る損害賠

償調停申請事件 

46. 1.21 

46. 3.31 

（引継ぎ）

真珠養殖会

社 

石油基地 賠償請求（約４億

7000万円） 

46. 1.25 

48. 3. 2 

移送 

取下げ（和解成

立） 

昭和46年(調)

第３号 

香川県三豊郡地先海域

における製紙・パルプ

工場排水による漁業被

害に係る損害賠償等調

停申請事件 

46.10.11 香川県漁民

1,390人 

製紙・パル

プ会社72社

①賠償請求 

（約10億2000万

円） 

②海底堆積物の撤

去等 

47.10.17 調停成立 

昭和46年(調)

第４号 

外619件 

不知火海沿岸における

水俣病に係る損害賠償

調停申請事件 

46.12.24 

～28. 6.10

水俣病認定

患者等 

1,556人 

化学肥料等

製造会社等

賠償請求 47. 2.21 

～29. 2.13 

調停成立1,466

人 

取下げ等90人 

昭和47年(調)

第８号 

外３件 

渡良瀬川沿岸における

鉱毒による農作物被害

に係る損害賠償調停申

請事件 

47. 3.31 

～48. 6.15 

群馬県農民

971人 

鉱業会社 賠償請求 

（約39億円） 

49. 5.11 調停成立 

昭和49年(調)

第22号 

外１件 

49.11.15 

51. 8.27 

群馬県農民

36人 

賠償請求 

（約6000万円） 

52.12.23 取下げ（和解成

立） 

昭和48年(調)

第１号 

外22件 

大阪国際空港騒音調停

申請事件 

48. 2.15 

～51. 2.10

兵庫県等住

民20,138人

国（代表者

運輸大臣）

①飛行場使用差止

め 

②騒音対策 

③賠償請求 

50.10.28 

   11.14 

53. 3.16 

    3.28 

55. 6.30 

    7.16 

 

61.12.23 

騒音対策につい

て一部調停成立

賠償請求につい

て一部調停成立

飛行場使用差止

めについて一部

調停成立 

調停成立 

昭和48年(調)

第31号 

徳山湾における漁業被

害に係る損害賠償等調

停申請事件 

48.11.29 

 

山口県漁民

232人 

徳山湾東海

域臨海企業

12社 

①海底堆積物の撤

去 

②汚水排出差止め 

③賠償請求（約10

億1000万円） 

50. 6. 2 調停成立 

昭和50年(調)

第５号 

50. 4. 9 山口県漁民

377人 

徳山湾西海

域沿岸企業

10社 

①海底堆積物の撤

去 

②汚水排出差止め 

③賠償請求（約11

億円） 

51. 8.24 調停成立 

昭和53年(調)

第25号 

大阪国際空港騒音対策

防音工事調停申請事件 

53. 4.12 大阪府住民

２人 

国（代表者

運輸大臣）

家屋の防音工事の

施工 

53.10.11 調停打切り 

 

事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

昭和56年(調)

第16号 

大阪国際空港騒音調停

申請事件 

56. 4.30 兵庫県住民

592人 

国（代表者

運輸大臣）

①航空機騒音に係

る環境基準の達成 

②飛行場使用差止

め 

③騒音対策 

④賠償請求 

62. 4.23 取下げ 

昭和56年(調)

第33号 

仙台湾養殖海苔被害等

調停申請事件 

56.10.27 仙台市 漁業協同組

合 

漁業被害等に係る

被申請人に対する

債務不存在の確認 

元. 3.27 取下げ 

昭和62年(調)

第17号 

外２件 

スパイクタイヤ粉じん

被害等調停申請事件 

 

62.10.24 

（引継ぎ）

～63. 2.24

長野県弁護

士等269人

スパイクタ

イヤメーカ

ー７社 

スパイクタイヤの

製造・販売の中止 

63. 6. 2 調停成立 

 

昭和63年(調)

第４号 

新幹線騒音被害等調停

申請事件 

63. 1.29 大阪府住民

７人 

鉄道会社 家屋の防音・防振

工事の施行等 

元. 7.17 調停打切り 

平成元年(調)

第８号 

平成２年(調)

第７号 

スパイクタイヤ使用禁

止等調停申請事件 

元. 8.24 

 

2. 4.25 

（引継ぎ）

長野県弁護

士73人 

国（代表者

環境庁長

官、通商産

業大臣、運

輸大臣、建

設大臣、自

治大臣及び

警察庁長

官） 

スパイクタイヤの

使用等を全面的に

中止する等の適切

な措置 

元.12.25 

3. 3.29 

移送 

取下げ 

平成元年(調)

第11号 

平成２年(調)

第16号 

 

元.10.19 

 

2. 7.17 

（引継ぎ）

北海道弁護

士等319人

元.12.25 

3. 3.28 

移送 

取下げ 

平成２年(調)

第１号 

ゴルフ場農薬被害等調

停申請事件 

2. 1. 8 埼玉県住民

等51人 

ゴルフ場建

設会社 

ゴルフ場建設工事

の着手及び操業の

停止 

2. 1.22 移送 

平成２年(調)

第３号 

軽井沢町ゴルフ場農薬

被害等調停申請事件 

2. 1.19 長野県住民

１人 

ゴルフ場建

設会社 

長野県 

①ゴルフ場計画の

中止 

②長野県知事の議

会発言の撤回 

2. 2. 5 移送 

平成２年(調)

第４号 

小諸市ゴルフ場農薬被

害等調停申請事件 

2. 1.19 長野県住民

１人 

ゴルフ場建

設会社 

長野県 

①ゴルフ場計画の

中止 

②長野県知事の議

会発言の撤回 

2. 2. 5 移送 

平成２年(調)

第６号 

外３件 

東京湾横断道路建設被

害等調停申請事件 

2. 3.28 

～ 3. 1. 9

千葉県等住

民90人 

国（代表者

建設大臣）

日本道路公

団 

道路建設会

社 

建設工事の中止 2. 5.10 

3. 8. 2 

回付 

調停打切り 

平成２年(調)

第12号 

山梨・静岡ゴルフ場農

薬被害等調停申請事件 

2. 5.25 静岡県住民

130人 

ゴルフ場建

設会社 

ゴルフ場建設中止 3. 5.14 調停成立 

平成２年(調)

第13号 

長野県ゴルフ場開発指

導要綱調停申請事件 

2. 5.30 長野県住民

13人 

長野県 「長野県ゴルフ場

開発事業に関する

指導要綱」の遵守 

2. 6.25 調停申請却下 

平成２年(調)

第15号 

却下決定取消等調停申

請事件 

 

2. 7. 3 平成２年

(調)第13号

事件の申請

人のうち１

人 

公害等調整

委員会 

平成２年(調)第13

号事件の却下の取

消し 

2. 7.16 調停申請却下 

平成２年(調)

第18号 

外１件 

原子炉運転停止等調停

申請事件 

2.10. 1 

3. 1.11 

大阪府住民

51人 

電力会社 現在停止中の原子

炉の運転を再開し

ないこと 

3.10.28 調停打切り 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

昭和56年(調)

第16号 

大阪国際空港騒音調停

申請事件 

56. 4.30 兵庫県住民

592人 

国（代表者

運輸大臣）

①航空機騒音に係

る環境基準の達成 

②飛行場使用差止

め 

③騒音対策 

④賠償請求 

62. 4.23 取下げ 

昭和56年(調)

第33号 

仙台湾養殖海苔被害等

調停申請事件 

56.10.27 仙台市 漁業協同組

合 

漁業被害等に係る

被申請人に対する

債務不存在の確認 

元. 3.27 取下げ 

昭和62年(調)

第17号 

外２件 

スパイクタイヤ粉じん

被害等調停申請事件 

 

62.10.24 

（引継ぎ）

～63. 2.24

長野県弁護

士等269人

スパイクタ

イヤメーカ

ー７社 

スパイクタイヤの

製造・販売の中止 

63. 6. 2 調停成立 

 

昭和63年(調)

第４号 

新幹線騒音被害等調停

申請事件 

63. 1.29 大阪府住民

７人 

鉄道会社 家屋の防音・防振

工事の施行等 

元. 7.17 調停打切り 

平成元年(調)

第８号 

平成２年(調)

第７号 

スパイクタイヤ使用禁

止等調停申請事件 

元. 8.24 

 

2. 4.25 

（引継ぎ）

長野県弁護

士73人 

国（代表者

環境庁長

官、通商産

業大臣、運

輸大臣、建

設大臣、自

治大臣及び

警察庁長

官） 

スパイクタイヤの

使用等を全面的に

中止する等の適切

な措置 

元.12.25 

3. 3.29 

移送 

取下げ 

平成元年(調)

第11号 

平成２年(調)

第16号 

 

元.10.19 

 

2. 7.17 

（引継ぎ）

北海道弁護

士等319人

元.12.25 

3. 3.28 

移送 

取下げ 

平成２年(調)

第１号 

ゴルフ場農薬被害等調

停申請事件 

2. 1. 8 埼玉県住民

等51人 

ゴルフ場建

設会社 

ゴルフ場建設工事

の着手及び操業の

停止 

2. 1.22 移送 

平成２年(調)

第３号 

軽井沢町ゴルフ場農薬

被害等調停申請事件 

2. 1.19 長野県住民

１人 

ゴルフ場建

設会社 

長野県 

①ゴルフ場計画の

中止 

②長野県知事の議

会発言の撤回 

2. 2. 5 移送 

平成２年(調)

第４号 

小諸市ゴルフ場農薬被

害等調停申請事件 

2. 1.19 長野県住民

１人 

ゴルフ場建

設会社 

長野県 

①ゴルフ場計画の

中止 

②長野県知事の議

会発言の撤回 

2. 2. 5 移送 

平成２年(調)

第６号 

外３件 

東京湾横断道路建設被

害等調停申請事件 

2. 3.28 

～ 3. 1. 9

千葉県等住

民90人 

国（代表者

建設大臣）

日本道路公

団 

道路建設会

社 

建設工事の中止 2. 5.10 

3. 8. 2 

回付 

調停打切り 

平成２年(調)

第12号 

山梨・静岡ゴルフ場農

薬被害等調停申請事件 

2. 5.25 静岡県住民

130人 

ゴルフ場建

設会社 

ゴルフ場建設中止 3. 5.14 調停成立 

平成２年(調)

第13号 

長野県ゴルフ場開発指

導要綱調停申請事件 

2. 5.30 長野県住民

13人 

長野県 「長野県ゴルフ場

開発事業に関する

指導要綱」の遵守 

2. 6.25 調停申請却下 

平成２年(調)

第15号 

却下決定取消等調停申

請事件 

 

2. 7. 3 平成２年

(調)第13号

事件の申請

人のうち１

人 

公害等調整

委員会 

平成２年(調)第13

号事件の却下の取

消し 

2. 7.16 調停申請却下 

平成２年(調)

第18号 

外１件 

原子炉運転停止等調停

申請事件 

2.10. 1 

3. 1.11 

大阪府住民

51人 

電力会社 現在停止中の原子

炉の運転を再開し

ないこと 

3.10.28 調停打切り 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成３年(調)

第８号 

外１件 

北陸新幹線騒音防止等

調停申請事件 

3. 6.13 

4. 5.27 

長野県等住

民11人 

日本鉄道建

設公団 

北陸新幹線の 

①高崎～軽井沢間

については工事の

中止 

②軽井沢～長野間

については計画の

変更 

4. 3.27 

～ 6. 1.28 

一部調停成立 

一部調停打切り

一部取下げ 

平成５年(調)

第１号 

外１件 

東海道新幹線騒音・振

動被害等調停申請事件 

5. 2. 4 

6. 1.10 

神奈川県住

民２人 

鉄道会社 ①賠償請求 

②騒音対策(減速) 

6. 1.10 調停成立 

平成５年(調)

第２号 

外１件 

 

液体洗剤水質汚濁被害

等調停申請事件 

5. 7. 9 

6. 2.21 

静岡県等住

民18人 

洗剤製造会

社 

①全製品の回収 

②回収製品の安全

な処分 

③雑菌混入経緯等

の情報開示 

7. 3. 2 

10. 3.17 

参加申立取下げ

一部調停成立 

一部調停打切り

平成５年(調)

第４号 

外２件 

豊島産業廃棄物水質汚

濁被害等調停申請事件 

5.12.21 

～ 8.10.23

香川県住民

549人 

廃棄物処理

業者、廃棄

物排出事業

者及び香川

県ら27人 

国（代表者

厚生大臣）

①産業廃棄物の撤

去 

②賠償請求 

9.12.19 

～12. 1.12 

 

12. 5.29 

 

 

12. 6. 6 

一部調停成立

（排出事業者19

社） 

一部取下げ（香

川県職員２人）

一部調停成立

（香川県） 

一部調停打切り

（廃棄物処理業

者、その実質的

経営者ら及び排

出事業者２人）

一部取下げ

（国） 

平成６年(調)

第２号 

ＣＮＰ水質汚濁被害調

停申請事件 

6. 1.11 埼玉県等住

民103人 

化学薬品製

造会社 

ＣＮＰ及びこれを

原体とする除草剤

の製造、販売及び

使用の中止等 

6. 4.14 取下げ 

平成６年(調)

第３号 

高圧ガス集配所騒音被

害等調停申請事件 

6. 1.19 東京都住民

１人 

プレス事業

者等６社 

①騒音・振動の規

制 

②賠償請求 

7. 6.26 調停打切り 

平成６年(調)

第５号 

外３件 

金属加工工場騒音・振

動被害調停申請事件 

6. 2.25 

～ 6. 4.26

東京都住民

９人 

鍛造事業者

２社 

騒音・振動の規制 8. 6.26 

 

 

 

8.11.21 

調停成立 

（8.6.12各被申

請人に係る手続

を分離） 

調停成立 

平成６年(調)

第６号 

新潟県ＣＮＰ水質汚濁

被害調停申請事件 

6. 3.18 新潟県住民

3,850人 

化学薬品製

造会社 

ＣＮＰ及びこれを

原体とする除草剤

の製造、販売及び

使用の中止 

6. 5. 2 取下げ 

平成７年(調)

第１号 

送電線建設土壌汚染被

害等調停申請事件 

7. 1.23 島根県等住

民32人 

国（代表者

通商産業大

臣） 

電力会社 

鉄塔等の建設を中

止 

7. 3. 8 

 

8. 2.13 

一部取下げ 

調停打切り 

平成７年(調)

第２号 

外１件 

中海本庄工区干陸事業

水質汚濁被害等調停申

請事件 

7. 9. 6 

8. 1.19 

島根県等住

民36人 

国（代表者

農林水産大

臣） 

全面干陸事業を行

わないこと等 

 

13. 4. 6 調停成立 

事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成８年(調)

第２号 

松枯れ対策農薬空中散

布大気汚染被害等調停

申請事件 

8. 8.22 島根県等住

民３人 

益田市 

島根県 

田万川町 

山口県 

農林水産省

①農薬空中散布の

中止 

②松枯れ対策とし

て農薬空中散布以

外の方法の選択 

10. 8. 5 

 

 

11. 3.15 

申請人１人につい

て調停をしない旨

の決定 

調停打切り 

平成９年(調)

第１号 

製鉄所大気汚染健康被

害工場移転等調停申請

事件 

9. 7. 7 和歌山県住

民33人 

製鉄会社 ①埋立移転計画に

基づく製鉄所の移

転 

②ばいじんの総量

規制 

③被害補償 

9. 8.29 移送 

平成10年(調)

第２号 

四日市市産業廃棄物処

分場水質汚濁防止等調

停申請事件 

10.12. 4 三重県住民

８人 

廃棄物処理

業者 

廃棄物排出

事業者20社

①積み荷の展開検

査 

②処分場内立入・

サンプル採取 

③処理を委託した

産業廃棄物の種

類、性質、数量等

の公開 

13. 1.10 調停打切り 

平成11年(調)

第３号 

北陸新幹線騒音防止等

調停申請事件 

11. 5.13 長野県住民

19人 

日本鉄道建

設公団 

①騒音・振動対策 

②賠償請求 

③農家が日陰にな

ったことによる補

償金の支払 

11.10. 8 調停打切り 

平成13年(調)

第２号 

外１件 

核融合科学研究所重水

素実験中止調停申請事

件 

13. 7. 9 

14. 2.26 

岐阜県等住

民8,138人

国（代表者

文部科学大

臣） 

重水素実験を実施

しないこと 

15.11.12 調停打切り 

平成13年(調)

第３号 

清瀬・新座低周波騒音

被害等調停申請事件 

13.11. 7 埼玉県等住

民10人 

医療法人 ①防音・防振対策 

②慰謝料の支払 

15. 3.11 調停成立 

平成14年(調)

第２号 

九州新幹線騒音被害防

止等調停申請事件 

14.10. 4 熊本県住民

10人 

国（代表者

国土交通大

臣） 

日本鉄道建

設公団（現

独立行政法

人鉄道建設

・運輸施設

整備支援機

構） 

熊本県 

水俣市 

八代市 

鉄道会社 

①緩衝地帯の設置 

②移転補償費の支

払 

17. 6.28 調停打切り 

平成15年(調)

第１号 

東京都地下鉄等騒音・

振動被害防止調停申請

事件 

15. 3.10 

（引継ぎ）

東京都住民

６人 

東京都 

鉄道会社 

列車の運行に伴う

騒音・振動の軽減 

17. 6.16 調停成立 

平成15年(調)

第５号 

外１件 

新潟空港騒音被害調停

申請事件 

15. 6.27 

15.10.31 

新潟県住民

５人 

国（代表者

国土交通大

臣及び環境

大臣） 

新潟県 

新潟市 

騒音対策等 16. 6. 1 取下げ 

−304−

08資料編.indd   30408資料編.indd   304 2022/07/12   15:402022/07/12   15:40



事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成８年(調)

第２号 

松枯れ対策農薬空中散

布大気汚染被害等調停

申請事件 

8. 8.22 島根県等住

民３人 

益田市 

島根県 

田万川町 

山口県 

農林水産省

①農薬空中散布の

中止 

②松枯れ対策とし

て農薬空中散布以

外の方法の選択 

10. 8. 5 

 

 

11. 3.15 

申請人１人につい

て調停をしない旨

の決定 

調停打切り 

平成９年(調)

第１号 

製鉄所大気汚染健康被

害工場移転等調停申請

事件 

9. 7. 7 和歌山県住

民33人 

製鉄会社 ①埋立移転計画に

基づく製鉄所の移

転 

②ばいじんの総量

規制 

③被害補償 

9. 8.29 移送 

平成10年(調)

第２号 

四日市市産業廃棄物処

分場水質汚濁防止等調

停申請事件 

10.12. 4 三重県住民

８人 

廃棄物処理

業者 

廃棄物排出

事業者20社

①積み荷の展開検

査 

②処分場内立入・

サンプル採取 

③処理を委託した

産業廃棄物の種

類、性質、数量等

の公開 

13. 1.10 調停打切り 

平成11年(調)

第３号 

北陸新幹線騒音防止等

調停申請事件 

11. 5.13 長野県住民

19人 

日本鉄道建

設公団 

①騒音・振動対策 

②賠償請求 

③農家が日陰にな

ったことによる補

償金の支払 

11.10. 8 調停打切り 

平成13年(調)

第２号 

外１件 

核融合科学研究所重水

素実験中止調停申請事

件 

13. 7. 9 

14. 2.26 

岐阜県等住

民8,138人

国（代表者

文部科学大

臣） 

重水素実験を実施

しないこと 

15.11.12 調停打切り 

平成13年(調)

第３号 

清瀬・新座低周波騒音

被害等調停申請事件 

13.11. 7 埼玉県等住

民10人 

医療法人 ①防音・防振対策 

②慰謝料の支払 

15. 3.11 調停成立 

平成14年(調)

第２号 

九州新幹線騒音被害防

止等調停申請事件 

14.10. 4 熊本県住民

10人 

国（代表者

国土交通大

臣） 

日本鉄道建

設公団（現

独立行政法

人鉄道建設

・運輸施設

整備支援機

構） 

熊本県 

水俣市 

八代市 

鉄道会社 

①緩衝地帯の設置 

②移転補償費の支

払 

17. 6.28 調停打切り 

平成15年(調)

第１号 

東京都地下鉄等騒音・

振動被害防止調停申請

事件 

15. 3.10 

（引継ぎ）

東京都住民

６人 

東京都 

鉄道会社 

列車の運行に伴う

騒音・振動の軽減 

17. 6.16 調停成立 

平成15年(調)

第５号 

外１件 

新潟空港騒音被害調停

申請事件 

15. 6.27 

15.10.31 

新潟県住民

５人 

国（代表者

国土交通大

臣及び環境

大臣） 

新潟県 

新潟市 

騒音対策等 16. 6. 1 取下げ 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成17年(調)

第１号 

伊賀市産業廃棄物処分

場水質汚濁防止等調停

申請事件 

17. 8.29 三重県等住

民110人 

産業廃棄物

処理業者 

産業廃棄物

搬入業者 

処分場土地

所有者 

三重県 

①許可された産業

廃棄物以外の産業

廃棄物の撤去 

②許可された産業

廃棄物以外の産業

廃棄物の埋立状

況、ＰＣＢ、硫化

水素及び有害化学

物質による汚染の

調査 

22. 7. 6 調停打切り 

平成21年(調)

第２号 

医薬品研究施設大気汚

染被害防止等調停申請

事件 

21. 2.25 神奈川県住

民16人 

薬品会社 被害の未然防止、

建設計画の一部凍

結、安全性調査の

継続的実施、施設

完成後の住民への

定期的情報開示及

び住民による立入

調査 

21. 3. 9 移送 

平成21年(調) 

第５号 

成田国際空港航空機騒

音調停申請事件 

21．7.17 茨城県住民

48人 

空港会社 ①航空機による騒

音が暗騒音レベル

（30dB）を超えな

いこと 

②申請人の居住地

区上空飛行の差し

止め 

③慰謝料等の支払 

23. 5.11 調停打切り 

平成23年(調) 

第１号 

長崎県佐々町における

道路工事による土壌汚

染被害等調停申請事件 

23. 3. 9 長崎県住民

１人 

国土交通大

臣 

道路工事による土

壌汚染及び産業廃

棄物の不法投棄に

ついて 

①事実関係を十分

に認めること 

②全ての関係物質

を撤去し、それに

ついての広報を徹

底すること 

③佐々町民に対し

本件事実に基づき

謝罪すること 

23. 3.22 移送 

平成23年(調) 

第３号 

温室効果ガスの過剰排

出に伴う生活環境被害

調停申請事件 

23. 9.16 国内住民等

108人 

法人等３団

体 

電力会社等

11社 

各社事業活動に伴

う二酸化炭素排出

量を1990年比29パ

ーセント削減する

こと 

23.11.28 調停申請却下 

平成23年(調) 

第４号 

温室効果ガスの過剰排

出に伴う生活環境被害

調停申請事件 

23.10. 5 大阪府等住

民10名 

電力会社等

11社 

各社事業活動に伴

う二酸化炭素排出

量を1990年比29パ

ーセント削減する

こと 

 

 

 

 

 

23.11.28 調停申請却下 

事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成24年(調) 

第１号 

長野県における不法投

棄に係る廃棄物処理調

停申請事件 

24. 1.17 産業廃棄物

処理事業者

長野県 

汚泥等の排

出事業者９

社 

 

長野県に対して、 

①廃棄物等の搬

出・処分義務の不

存在確認 

②仮に申請人が廃

棄物を搬出・処分

する場合の賠償請

求 

その他の被申請人

に対して 

③廃棄物等の搬

出・処分 

24. 3. 5 調停申請却下 

平成24年(調) 

第３号 

温室効果ガスの過剰排

出に伴う生活環境被害

調停申請事件 

24. 3.14 国内住民等

35人 

 

電力会社等

11社 

各社事業活動に伴

う二酸化炭素排出

量を1990年比29パ

ーセント削減する

こと 

24. 3.26 調停申請却下 

平成24年(調) 

第４号 

大津市における汚染土

壌の処理による水質汚

濁被害調停申請事件 

24. 3.29 滋賀県住民

231人 

香川県 

大津市 

香川県は、①豊島

から汚染土壌を搬

出しないこと、②

水洗浄処理業務委

託契約を解除する

こと 

大津市は、③豊島

及び処理工場の汚

染土壌のサンプル

採取、立入調査及

び工場直下を流れ

る川の水質モニタ

リングを実施する

こと 

24. 5.17 取下げ 

平成24年(調) 

第６号 

千葉県における航空機

騒音調停申請事件 

24. 9.24 千葉県住民

１人 

航空会社２

社 

国（代表者

国土交通大

臣） 

申請人らは、①意

図的にショートカ

ットを行い、航空

燃料を節約、利益

を上げる行為を停

止すること、②国

が認めた深夜便の

海上飛行を遂行

（遵守）するこ

と、③申請人に対

する羽田発着便の

不法行為への抗議

により端を発した

嫌がらせ等の行為

を停止することな

ど 

 

 

 

 

 

 

 

24.10.22 取下げ 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成24年(調) 

第１号 

長野県における不法投

棄に係る廃棄物処理調

停申請事件 

24. 1.17 産業廃棄物

処理事業者

長野県 

汚泥等の排

出事業者９

社 

 

長野県に対して、 

①廃棄物等の搬

出・処分義務の不

存在確認 

②仮に申請人が廃

棄物を搬出・処分

する場合の賠償請

求 

その他の被申請人

に対して 

③廃棄物等の搬

出・処分 

24. 3. 5 調停申請却下 

平成24年(調) 

第３号 

温室効果ガスの過剰排

出に伴う生活環境被害

調停申請事件 

24. 3.14 国内住民等

35人 

 

電力会社等

11社 

各社事業活動に伴

う二酸化炭素排出

量を1990年比29パ

ーセント削減する

こと 

24. 3.26 調停申請却下 

平成24年(調) 

第４号 

大津市における汚染土

壌の処理による水質汚

濁被害調停申請事件 

24. 3.29 滋賀県住民

231人 

香川県 

大津市 

香川県は、①豊島

から汚染土壌を搬

出しないこと、②

水洗浄処理業務委

託契約を解除する

こと 

大津市は、③豊島

及び処理工場の汚

染土壌のサンプル

採取、立入調査及

び工場直下を流れ

る川の水質モニタ

リングを実施する

こと 

24. 5.17 取下げ 

平成24年(調) 

第６号 

千葉県における航空機

騒音調停申請事件 

24. 9.24 千葉県住民

１人 

航空会社２

社 

国（代表者

国土交通大

臣） 

申請人らは、①意

図的にショートカ

ットを行い、航空

燃料を節約、利益

を上げる行為を停

止すること、②国

が認めた深夜便の

海上飛行を遂行

（遵守）するこ

と、③申請人に対

する羽田発着便の

不法行為への抗議

により端を発した

嫌がらせ等の行為

を停止することな

ど 

 

 

 

 

 

 

 

24.10.22 取下げ 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成24年(調) 

第９号 

平成24年(調) 

第10号 

外４件 

手賀沼周辺における水

質汚濁等による健康被

害等調停申請事件 

24.12.13 

 

24.12.27 

（引継ぎ）

25. 2.20 

25. 3.25 

25. 5.30 

25. 9.25 

千葉県住民

46人 

千葉県 放射性物質を含む

焼却灰の一時保管

施設について、 

①一時保管施設の

安全性の確保 

②最終処分場建設

までの焼却灰搬入

の中止 

③撤去時期(平成

27年３月末)の確

約 

24.12.13 

25.12.19 

移送 

調停打切り 

平成25年(調) 

第５号 

外１件 

大津市における残土処

分による水質汚濁被害

等調停申請事件 

25. 7.25 

25. 9.30 

 

宗教法人 

滋賀県等住

民355人 

レストラン

運営会社 

不動産会社

残土処分業

者 

残土処分場

所有者 

大津市 

①残土処分業者

は、残土の搬入を

中止すること 

②残土処分業者及

び残土処分場所有

者は、搬入堆積さ

せた残土を撤去す

ること 

③大津市は、条例

に基づく権限を適

切に行使し、申請

人らの危険を速や

かに除去するよう

努めること 

25. 9.27 

 

 

 

26. 7. 7 

一部取下げ 

（残土処分場所

有者に対する申

請） 

調停成立 

平成25年(調) 

第６号 

 

千葉県における航空機

騒音調停申請事件 

25. 7.29 

 

千葉県住民

１人 

国土交通省 申請人宅の庭での

騒音が、ピークレ

ベル40㏈以下にな

るよう羽田空港着

陸機ルートを変更

すること 

25.12. 3 調停打切り 

平成26年(調)

第１号 

徳島市における土壌汚

染等による健康被害等

調停申請事件 

26. 4. 3 徳島県住民

70人 

産業廃棄物

再生処理業

者、産業廃

棄物排出事

業者及び徳

島県ら16人

被申請人らは共同

して、 

①本件処分場等に

おけるボーリング

調査（産業廃棄物

の埋立状況、汚染

の状況調査）をす

ること 

②本件処分場等の

周辺における地下

水分析等の継続的

な調査をすること 

③周辺の生活環境

の汚染を引き起こ

さないよう適切な

措置を講じること 

 

 

 

 

 

 

 

28. 4.26 調停打切り 

事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成28年(調)

第10号 

東京国際空港航空機騒

音調停申請事件 

28. 9. 9 東京都法人

５社 

国土交通大

臣 

被申請人に対し

て、主位的に、

本件空港Ａ滑走

路を一切の航空

機の北側からの

着陸に供用しな

いこと及び損害

賠償金合計５億

円を申請人らに

支払うこと、予

備的に、一切の

航空機に対して

同滑走路の北側

から着陸するこ

とを許可又は指

示しないこと 

2. 1.31 調停成立 

平成28年(調)

第11号 

平成29年(調)

第１号 

甲賀市における水質汚

濁等被害調停申請事件 

28.12. 9 

 

29. 2.20 

宗教法人 

農業法人 

滋賀県 

産業廃棄物

処理業者２

社 

ほか１人 

被申請人らは、

廃棄物等の収去

や岩石採取場周

辺に被害が及ぶ

ことがないよう

必要な措置を講

じること等 

28.12.21 

 

29. 3.21 

回付 

 

移送 

平成30年(調)

第３号 

福山市における自動車

解体作業所からの騒

音・振動被害調停申請

事件 

30. 3.30 広島県住民

４人 

自動車解体

業者 

騒音及び振動の

被害を発生させ

ないように作業

内容を改善する

こと 

30. 4.10 移送 

平成30年(調)

第４号 

国立市における騒音に

よる健康被害等調停申

請事件 

30.11. 9 東京都住民

１人 

建築会社 被申請人が事業

活動で発生させ

ている騒音によ

り、不眠症を発

症し精神的苦痛

を受けており、

かつ、騒音対策

を講じる必要が

あるため、損害

賠償金40万円の

支払を求めるこ

と 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30.11.20 移送 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成28年(調)

第10号 

東京国際空港航空機騒

音調停申請事件 

28. 9. 9 東京都法人

５社 

国土交通大

臣 

被申請人に対し

て、主位的に、

本件空港Ａ滑走

路を一切の航空

機の北側からの

着陸に供用しな

いこと及び損害

賠償金合計５億

円を申請人らに

支払うこと、予

備的に、一切の

航空機に対して

同滑走路の北側

から着陸するこ

とを許可又は指

示しないこと 

2. 1.31 調停成立 

平成28年(調)

第11号 

平成29年(調)

第１号 

甲賀市における水質汚

濁等被害調停申請事件 

28.12. 9 

 

29. 2.20 

宗教法人 

農業法人 

滋賀県 

産業廃棄物

処理業者２

社 

ほか１人 

被申請人らは、

廃棄物等の収去

や岩石採取場周

辺に被害が及ぶ

ことがないよう

必要な措置を講

じること等 

28.12.21 

 

29. 3.21 

回付 

 

移送 

平成30年(調)

第３号 

福山市における自動車

解体作業所からの騒

音・振動被害調停申請

事件 

30. 3.30 広島県住民

４人 

自動車解体

業者 

騒音及び振動の

被害を発生させ

ないように作業

内容を改善する

こと 

30. 4.10 移送 

平成30年(調)

第４号 

国立市における騒音に

よる健康被害等調停申

請事件 

30.11. 9 東京都住民

１人 

建築会社 被申請人が事業

活動で発生させ

ている騒音によ

り、不眠症を発

症し精神的苦痛

を受けており、

かつ、騒音対策

を講じる必要が

あるため、損害

賠償金40万円の

支払を求めるこ

と 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30.11.20 移送 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成31年(調)

第１号 

外１件 

自動車排出ガスによる

大気汚染被害調停申請

事件 

31. 2.18 

 

 

 

 

元. 8.23 

東京都など

６都府県の

住民93人 

法人でない

社団１団体

東京都など

４都県の住

民14人 

国（環境大

臣） 

自動車メー

カー７社 

被申請人国に対

し、 

①新たな大気汚

染公害医療費救

済制度の創設 

被申請人メーカ

ーに対し、 

②本件救済制度

への相当の財源

負担 

被申請人国及び

被申請人メーカ

ーに対し、 

③損害賠償金合

計 1 億 400 万 円

（取下げ分を減

額し、第２号分

を増額）の支払 

元. 7. 4 

 3.12. 8 

一部取下げ 

調停打切り 

令和３年(調)

第３号 

東久留米市における入

浴施設からの騒音によ

る生活環境被害調停申

請事件 

3.10.18 

 

埼玉県住民

６人 

入浴施設運

営会社 

①騒音が法律に

基づく規制基準

内にとどまるよ

う防音壁の設置

等の対策 

②騒音は以下の

とおり 

ⅰ 露天風呂から

の人の声等 

ⅱ 露天風呂のテ

レビや滝の音 

ⅲ 北側室外機の

音 

ⅳ 入浴施設のＢ

ＧＭや店内放送 

ⅴ 排水・排気の

音 

ⅵ 車のアイドリ

ング音 

ⅶ 夜間工事の騒

音 

③法律に基づく

騒音基準内にと

どまることがで

きない場合は直

ちに営業又は工

事を中止 

  

 

 

 

仲裁事件 

事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

昭和50年(仲)

第１号 

損害賠償仲裁申請事件 50.12. 4 福岡県住民

１人 

日本国有鉄

道 

賠償請求 

（約5000万円） 

51. 4.26 棄却 

 

裁定事件 

事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

昭和49年(セ)

第１号 

外１件 

富山市におけるビル建

築工事に伴う地盤沈下

による建築物損傷責任

裁定申請事件 

49. 7. 2 

49.10.21 

富山県住民

36人 
建設会社等

４社 
賠償請求 

(約12億3000万

円） 

53. 7.22 棄却

昭和49年(セ)

第２号 
大阪国際空港の航空機

騒音による健康被害責

任裁定申請事件 

49. 8. 3 大阪府住民

３人 
国（代表者

運輸大臣）

賠償請求 

（約600万円） 
49.12. 3 取下げ

昭和49年(セ)

第３号 
東京都新宿区における

地下鉄工事に伴う騒音

、振動、地盤沈下によ

る営業損害責任裁定申

請事件 

49. 8. 5 東京都住民

２人 
東京都 

建設会社 
賠償請求 

（約2600万円） 
51.11.29 一部認容

昭和49年(セ)

第４号 
大阪市におけるビル建

築工事に伴う地盤沈下

による建築物損傷責任

裁定申請事件 

49. 8.12 大阪府住民

１人 
建設会社外

１人 
賠償請求 

（約500万円） 
49.10. 5 取下げ

昭和49年(セ)

第５号 

↓ 

昭和51年(調)

第16号 

長野県中野市における

カドミウム汚染による

農作物被害責任裁定申

請事件 

49. 9.20 長野県農民

445人 

ガラス製造

会社 

賠償請求 

（約8000万円） 

51. 5.12 職権調停移行→ 

調停成立 

昭和50年(ゲ)

第１号 

↓ 

昭和51年(調)

第23号 

埼玉県北葛飾郡におけ

る大気汚染による健康

被害等原因裁定申請事

件 

50. 6.27 化学薬品製

造会社 
埼玉県住民

50人 
亜硫酸ガスと呼吸

器疾患等との因果

関係の有無 

51. 6.17 職権調停移行→ 

調停成立 

昭和50年(セ)

第１号 
東京都葛飾区における

騒音、振動による建築

物損傷等責任裁定申請

事件 

50.12. 2 東京都住民

２人 
鉄工所 賠償請求 

（約600万円） 
51. 1.19 申請不受理

昭和51年(セ)

第１号 

↓ 

昭和52年(調)

第33号 

島根半島における廃油

汚染による漁業被害責

任裁定申請事件 

 

 

51.10. 1 

 

 

 

 

島根県漁民

3,384人 

漁協10組合

 

 

運輸会社 

 

 

 

 

賠償請求 

(約１億9000万円) 

 

 

 

52.10.13 

52.12.23 

 

 

 

職権調停移行 

調停成立 

 

 

 

昭和52年(セ)

第１号 

東京都新宿区(片町)に

おける地下鉄工事に伴

う騒音、振動による賃

料等損害責任裁定申請

事件 

52. 2.25 観光会社 

東京都住民

１人 

東京都 

建設会社 

賠償請求 

（約3500万円） 

53. 2.28 取下げ（和解成

立） 

昭和54年(ゲ)

第１号 

↓ 

昭和56年(調)

第４号 

仙台湾における養殖海

苔被害原因裁定申請事

件 

54. 2.28 宮城県漁協

７組合 
仙台市 下水処理場排水と

海苔芽脱落との因

果関係の有無 

56. 2. 2 

56. 3.30 

職権調停移行 

調停成立 

昭和55年(セ)

第１号 
佐伯湾における養殖真

珠被害責任裁定申請事

件 

55.11.28 大分県真珠

養殖業者 
建設会社 

倉庫会社 
賠償請求 

（約3900万円） 
58.10.17 取下げ

昭和57年(ゲ)

第１号 

壱岐における養殖真珠

被害原因裁定申請事件 

57. 6.25 長崎県真珠

養殖業者 

芦辺町 漁港修築事業と真

珠貝へい死との因

果関係の有無 

 

元．3. 6 一部認容 
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裁定事件 

事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

昭和49年(セ)

第１号 

外１件 

富山市におけるビル建

築工事に伴う地盤沈下

による建築物損傷責任

裁定申請事件 

49. 7. 2 

49.10.21 

富山県住民

36人 
建設会社等

４社 
賠償請求 

(約12億3000万

円） 

53. 7.22 棄却

昭和49年(セ)

第２号 
大阪国際空港の航空機

騒音による健康被害責

任裁定申請事件 

49. 8. 3 大阪府住民

３人 
国（代表者

運輸大臣）

賠償請求 

（約600万円） 
49.12. 3 取下げ

昭和49年(セ)

第３号 
東京都新宿区における

地下鉄工事に伴う騒音

、振動、地盤沈下によ

る営業損害責任裁定申

請事件 

49. 8. 5 東京都住民

２人 
東京都 

建設会社 
賠償請求 

（約2600万円） 
51.11.29 一部認容

昭和49年(セ)

第４号 
大阪市におけるビル建

築工事に伴う地盤沈下

による建築物損傷責任

裁定申請事件 

49. 8.12 大阪府住民

１人 
建設会社外

１人 
賠償請求 

（約500万円） 
49.10. 5 取下げ

昭和49年(セ)

第５号 

↓ 

昭和51年(調)

第16号 

長野県中野市における

カドミウム汚染による

農作物被害責任裁定申

請事件 

49. 9.20 長野県農民

445人 

ガラス製造

会社 

賠償請求 

（約8000万円） 

51. 5.12 職権調停移行→ 

調停成立 

昭和50年(ゲ)

第１号 

↓ 

昭和51年(調)

第23号 

埼玉県北葛飾郡におけ

る大気汚染による健康

被害等原因裁定申請事

件 

50. 6.27 化学薬品製

造会社 
埼玉県住民

50人 
亜硫酸ガスと呼吸

器疾患等との因果

関係の有無 

51. 6.17 職権調停移行→ 

調停成立 

昭和50年(セ)

第１号 
東京都葛飾区における

騒音、振動による建築

物損傷等責任裁定申請

事件 

50.12. 2 東京都住民

２人 
鉄工所 賠償請求 

（約600万円） 
51. 1.19 申請不受理

昭和51年(セ)

第１号 

↓ 

昭和52年(調)

第33号 

島根半島における廃油

汚染による漁業被害責

任裁定申請事件 

 

 

51.10. 1 

 

 

 

 

島根県漁民

3,384人 

漁協10組合

 

 

運輸会社 

 

 

 

 

賠償請求 

(約１億9000万円) 

 

 

 

52.10.13 

52.12.23 

 

 

 

職権調停移行 

調停成立 

 

 

 

昭和52年(セ)

第１号 

東京都新宿区(片町)に

おける地下鉄工事に伴

う騒音、振動による賃

料等損害責任裁定申請

事件 

52. 2.25 観光会社 

東京都住民

１人 

東京都 

建設会社 

賠償請求 

（約3500万円） 

53. 2.28 取下げ（和解成

立） 

昭和54年(ゲ)

第１号 

↓ 

昭和56年(調)

第４号 

仙台湾における養殖海

苔被害原因裁定申請事

件 

54. 2.28 宮城県漁協

７組合 
仙台市 下水処理場排水と

海苔芽脱落との因

果関係の有無 

56. 2. 2 

56. 3.30 

職権調停移行 

調停成立 

昭和55年(セ)

第１号 
佐伯湾における養殖真

珠被害責任裁定申請事

件 

55.11.28 大分県真珠

養殖業者 
建設会社 

倉庫会社 
賠償請求 

（約3900万円） 
58.10.17 取下げ

昭和57年(ゲ)

第１号 

壱岐における養殖真珠

被害原因裁定申請事件 

57. 6.25 長崎県真珠

養殖業者 

芦辺町 漁港修築事業と真

珠貝へい死との因

果関係の有無 

 

元．3. 6 一部認容 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

昭和60年(セ)

第１号 

高知市における建築物

損傷等責任裁定申請事

件 

60. 9. 2 高知県住民

１人 

大規模集会

所の施工主

施工業者 

設計管理者

賠償請求 

（約100万円） 

60.10. 7 申請不受理 

昭和61年(セ)

第１号 

外１件 

↓ 

昭和63年(調)

第14号 

外１件 

森浦湾における養殖真

珠被害責任裁定申請事

件 

 

 

 

 

61. 4.12 

62. 4. 7 

漁業生産組

合 

真珠養殖業

者２人 

建設会社 

年金福祉事

業団 

和歌山県 

和歌山県土

地開発公社

賠償請求 

(約13億7000万円) 

63. 7.20 

63. 7.21 

職権調停移行 

調停成立 

昭和62年(セ)

第２号 

外１件 

↓ 

平成元年(調)

第５号 

道路騒音等被害責任裁

定申請事件 

62. 5.28 

63. 2. 4 

東京都住民

133人 

国（代表者

建設大臣）

東京都 

首都高速道

路公団 

賠償請求 

(申請人１人につ

き50万円）等 

元. 3.22 

元. 3.23 

職権調停移行 

調停成立 

昭和63年(ゲ)

第１号 

 

 

水俣病原因裁定申請事

件 
63. 7.29 

 

熊本県等住

民245人 

化学肥料等

製造会社 

工場廃水中のメチ

ル水銀化合物と水

俣病に罹患したこ

ととの因果関係の

有無 

63. 9.21 申請不受理

平成２年(セ)

第１号 

↓ 

平成３年(調) 

第12号 

冷暖房室外機騒音責任

裁定申請事件 
 2. 9.25 東京都住民

１人 

アパート所

有者 

賠償請求 

（約300万円） 
3.11. 5 職権調停移行→ 

調停成立 

平成２年(ゲ)

第１号 
商店街拡声器騒音被害

原因裁定申請事件 
2.12.28 東京都住民

１人 

国（代表者

法務大臣）

全国商店街

連合会 

全国商店街

振興組合連

合会 

日本商工会

議所 

商店街が設置した

商業宣伝放送によ

り発生した騒音公

害と申請人が受け

た肉体的、生命的

、精神的苦痛との

因果関係の有無 

3. 1.28 申請不受理

平成３年(ゲ)

第１号 
下水道管埋設工事振動

被害原因裁定申請事件 
3. 9.30 東京都住民

３人 

東京都 下水道管埋設工事

と健康障害及び家

屋等の破損の因果

関係の有無 

3.11.25 申請不受理

平成４年(セ)

第１号 

外13件 

↓ 

平成10年(調)

第１号 

小田急線騒音被害等責

任裁定申請事件 
4. 5. 7 

～ 9.12. 8

東京都住民

368人 

鉄道会社 賠償請求 

（申請人１人につ

き50万円） 

10. 4. 6 

10. 5.23 

 

10. 7.24 

職権調停移行 

一部調停成立 

一部取下げ 

一部認容 

一部棄却 

平成８年(セ)

第１号 

↓ 

平成11年(調)

第２号 

 

飯塚市廃棄物悪臭被害

責任裁定申請事件 
8. 4.24 福岡県住民

５人 

飯塚市 賠償請求 

(申請人１人につ

き360万円） 

11. 1.29 

 

 

 

11. 7.13 

職権調停移行 

（飯塚市し尿処理場

等悪臭被害職権調停

事件に併合） 

調停成立 

事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成８年(ゲ)

第１号 

↓ 

平成11年(調)

第１号 

飯塚市し尿処理場等悪

臭被害原因裁定申請事

件 

8. 4.24 福岡県住民

４人 

飯塚市 し尿処理場及びこ

れに隣接する下水

道終末処理場から

発生する悪臭と健

康被害等との因果

関係の有無 

11. 1.29 

 

 

 

11. 7.13 

職権調停移行 

（飯塚市廃棄物悪臭

被害職権調停事件を

併合） 

調停成立 

平成９年(ゲ)

第１号 

 

 

 

杉並区における不燃ゴ

ミ中継施設健康被害原

因裁定申請事件 

 

 

9. 5.21 東京都等住

民18人 

東京都 不燃ゴミ中継施設

から排出される有

害物質と健康被害

との因果関係の有

無 

14. 6.26 一部認容 

平成10年(ゲ)

第１号 
金属板印刷工場悪臭被

害原因裁定申請事件 
10. 4.24 千葉県住民

３人 

金属板印刷

会社 

工場から排出され

る悪臭と健康被害

との因果関係の有

無 

10. 6.22 申請不受理

平成11年(セ)

第１号 
小豆島採石場粉じん被

害等責任裁定申請事件 
11. 5. 6 香川県住民

２人 

香川県 

採石会社 

賠償請求 

（100万円） 
11. 6.21 申請不受理

平成11年(セ)

第２号 
尾鷲市における養殖真

珠被害責任裁定申請事

件 

11. 8.30 三重県真珠

養殖業者 

三重県 

建設会社３

社 

賠償請求 

（約３億円） 
14. 2.18 棄却

平成11年(セ)

第３号 
佐伯市における養殖真

珠被害責任裁定申請事

件 

11.12.27 大分県真珠

養殖業者 

国（代表者

運輸大臣）

賠償請求 

（約6390万円） 
15. 1.31 一部認容

平成12年(セ)

第１号 

↓ 

平成15年(調)

第４号 

奄美大島における漁業

被害等責任裁定申請事

件 

12.11. 8 鹿児島県住

民３人 

鹿児島県 

建設会社３

社 

賠償請求 

(１億5156万円) 
15. 6.17 職権調停移行→ 

調停成立 

一部取下げ 

平成13年(セ)

第１号 
奄美大島における漁業

被害等責任裁定申請事

件 

13. 1.31 鹿児島県住

民３人 

建設会社 賠償請求 

(１億8156万円) 
13. 2.19 取下げ

平成13年(セ)

第２号 
横浜市における振動･

低周波音被害責任裁定

申請事件 

13.12.27 神奈川県住

民３人 

横浜市 賠償請求 

（5000万円） 
15. 3.31 棄却

平成14年(セ)

第１号 

↓ 

平成16年(調)

第２号 

深川市における低周波

音被害責任裁定申請事

件 

14. 1.18 北海道住民

２人 

生活協同組

合 

賠償請求 

（約1113万円） 
16. 6.30 

16. 7. 7 

職権調停移行 

調停成立 

平成14年(セ)

第２号 

↓ 

平成14年(調)

第３号 

伊東市における製菓工

場騒音・悪臭被害責任

裁定申請事件 

14. 3.28 静岡県住民

１人 

製菓会社 賠償請求 

（約350万円） 
14.11.26 職権調停移行→ 

調停成立 

平成14年(セ)

第３号 

↓ 

平成15年(調)

第２号 

松戸市におけるマンシ

ョン建設粉じん・悪臭

等被害責任裁定申請事

件 

14. 9.10 千葉県住民

３人 

建設会社２

社 

賠償請求 

（約2300万円） 
15. 3.17 職権調停移行→ 

調停成立 

平成14年(セ)

第４号 

↓ 

平成16年(調)

第１号 

越谷市における印刷工

場からの悪臭による健

康被害責任裁定申請事

件  

14. 9.18 埼玉県住民

24人 

越谷市 

印刷会社 

賠償請求 

(申請人１人につ

き200万円） 

16. 4.15 

16. 4.20 
職権調停移行 

調停成立 

 

−312−

08資料編.indd   31208資料編.indd   312 2022/07/12   15:402022/07/12   15:40



事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成８年(ゲ)

第１号 

↓ 

平成11年(調)

第１号 

飯塚市し尿処理場等悪

臭被害原因裁定申請事

件 

8. 4.24 福岡県住民

４人 

飯塚市 し尿処理場及びこ

れに隣接する下水

道終末処理場から

発生する悪臭と健

康被害等との因果

関係の有無 

11. 1.29 

 

 

 

11. 7.13 

職権調停移行 

（飯塚市廃棄物悪臭

被害職権調停事件を

併合） 

調停成立 

平成９年(ゲ)

第１号 

 

 

 

杉並区における不燃ゴ

ミ中継施設健康被害原

因裁定申請事件 

 

 

9. 5.21 東京都等住

民18人 

東京都 不燃ゴミ中継施設

から排出される有

害物質と健康被害

との因果関係の有

無 

14. 6.26 一部認容 

平成10年(ゲ)

第１号 
金属板印刷工場悪臭被

害原因裁定申請事件 
10. 4.24 千葉県住民

３人 

金属板印刷

会社 

工場から排出され

る悪臭と健康被害

との因果関係の有

無 

10. 6.22 申請不受理

平成11年(セ)

第１号 
小豆島採石場粉じん被

害等責任裁定申請事件 
11. 5. 6 香川県住民

２人 

香川県 

採石会社 

賠償請求 

（100万円） 
11. 6.21 申請不受理

平成11年(セ)

第２号 
尾鷲市における養殖真

珠被害責任裁定申請事

件 

11. 8.30 三重県真珠

養殖業者 

三重県 

建設会社３

社 

賠償請求 

（約３億円） 
14. 2.18 棄却

平成11年(セ)

第３号 
佐伯市における養殖真

珠被害責任裁定申請事

件 

11.12.27 大分県真珠

養殖業者 

国（代表者

運輸大臣）

賠償請求 

（約6390万円） 
15. 1.31 一部認容

平成12年(セ)

第１号 

↓ 

平成15年(調)

第４号 

奄美大島における漁業

被害等責任裁定申請事

件 

12.11. 8 鹿児島県住

民３人 

鹿児島県 

建設会社３

社 

賠償請求 

(１億5156万円) 
15. 6.17 職権調停移行→ 

調停成立 

一部取下げ 

平成13年(セ)

第１号 
奄美大島における漁業

被害等責任裁定申請事

件 

13. 1.31 鹿児島県住

民３人 

建設会社 賠償請求 

(１億8156万円) 
13. 2.19 取下げ

平成13年(セ)

第２号 
横浜市における振動･

低周波音被害責任裁定

申請事件 

13.12.27 神奈川県住

民３人 

横浜市 賠償請求 

（5000万円） 
15. 3.31 棄却

平成14年(セ)

第１号 

↓ 

平成16年(調)

第２号 

深川市における低周波

音被害責任裁定申請事

件 

14. 1.18 北海道住民

２人 

生活協同組

合 

賠償請求 

（約1113万円） 
16. 6.30 

16. 7. 7 

職権調停移行 

調停成立 

平成14年(セ)

第２号 

↓ 

平成14年(調)

第３号 

伊東市における製菓工

場騒音・悪臭被害責任

裁定申請事件 

14. 3.28 静岡県住民

１人 

製菓会社 賠償請求 

（約350万円） 
14.11.26 職権調停移行→ 

調停成立 

平成14年(セ)

第３号 

↓ 

平成15年(調)

第２号 

松戸市におけるマンシ

ョン建設粉じん・悪臭

等被害責任裁定申請事

件 

14. 9.10 千葉県住民

３人 

建設会社２

社 

賠償請求 

（約2300万円） 
15. 3.17 職権調停移行→ 

調停成立 

平成14年(セ)

第４号 

↓ 

平成16年(調)

第１号 

越谷市における印刷工

場からの悪臭による健

康被害責任裁定申請事

件  

14. 9.18 埼玉県住民

24人 

越谷市 

印刷会社 

賠償請求 

(申請人１人につ

き200万円） 

16. 4.15 

16. 4.20 
職権調停移行 

調停成立 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成14年(ゲ)

第１号 

高崎市における低周波

音被害原因裁定申請事

件 

14.10.10 群馬県住民

１人 

スーパーマ

ーケット 

食品会社 

惣菜加工工場の周

囲に設置した冷凍

機等から発生する

低周波音と健康被

害との因果関係の

有無 

17.12.20 取下げ 

平成15年(ゲ)

第１号 

↓ 

平成15年(調)

第３号 

大阪市におけるメッキ

工場による土壌汚染財

産被害原因裁定申請事

件 

15. 2. 6 国（代表者

財務大臣）

メッキ会社 工場が排出してい

た有害物質と土壌

汚染による財産被

害との因果関係の

有無 

15. 5.12 

15. 5.29 

職権調停移行 

調停成立 

平成15年(ゲ)

第２号 

外１件 

有明海における干拓事

業漁業被害原因裁定申

請事件 

15. 4.16 

15. 5.30 

福岡県等漁

民19人 

漁業協同組

合連合会 

国（代表者

農林水産大

臣） 

国営諫早湾土地改

良事業と漁業被害

との因果関係の有

無 

16. 9. 8 

17. 8.30 

一部取下げ 

棄却 

平成15年(セ)

第１号 

埼玉県伊奈町における

産業廃棄物不法投棄に

よる地盤沈下及び土壌

汚染被害責任裁定申請

事件 

15. 7.30 埼玉県住民

１人 

国（代表者

国土交通大

臣） 

埼玉県 

伊奈町 

土地の売主

不動産会社

賠償請求 

（2704万円） 

16. 1.21 取下げ 

平成15年(セ)

第２号 

香川県直島における廃

棄物処理施設に関する

責任裁定申請事件 

15.10.21 岡山県住民

１人 

香川県 賠償請求 

（３億円）等 

15.12. 8 申請不受理 

平成15年(セ)

第３号 

↓ 

平成17年(調)

第３号 

荒川区における騒音・

低周波音被害責任裁定

申請事件 

15.11. 6 東京都住民

３人 

東京都住民

２人 

神奈川県住

民１人 

スーパーマ

ーケット 

賠償請求 

(申請人１人につ

き約219万円） 

17.11.25 職権調停移行→ 

調停成立 

平成16年(ゲ)

第１号 

新潟市における道路振

動被害原因裁定申請事

件 

16. 1.13 新潟県住民

３人 

新潟市 市道拡幅工事と家

屋破損等の被害と

の因果関係の有無 

17. 3. 7 取下げ 

平成16年(ゲ)

第２号 

北海道岩内町における

地盤沈下被害原因裁定

申請事件 

16. 2.13 北海道住民

４人 

国（代表者

国土交通大

臣） 

道路改修工事と家

屋等破損の被害と

の因果関係の有無 

17. 6.30 棄却 

平成16年(セ)

第１号 

↓ 

平成18年(調)

第１号 

名古屋市における道路

騒音被害責任裁定申請

事件 

16. 3.18 愛知県住民

２人 

国（代表者

国土交通大

臣） 

名古屋高速

道路公社 

賠償請求 

(申請人１人につ

き約500万円） 

18. 7.18 

19. 4. 6 

職権調停移行 

調停成立 

平成16年(ゲ)

第３号 

富山県黒部川河口海域

における出し平ダム排

砂漁業被害原因裁定嘱

託事件 

(嘱託受付) 

16. 8. 4 

（原告）

富山県漁民

13人 

栽培組合 

（被告）

電力会社 

（嘱託の趣旨） 

ダムの排砂と漁業

被害との因果関係

の有無 

19. 3.28 因果関係を一部認

める 

平成17年(ゲ)

第１号 

茨城県北浦町における

化学物質による健康被

害原因裁定申請事件 

17. 2.14 茨城県住民

３人 

金属製品製

造会社２社

茨城県 

製造会社の事業活

動等及び県の指導

監督の不行使と健

康被害との因果関

係の有無 

 

 

 

21. 8.24 棄却 

事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成17年(セ)

第１号 

↓ 

平成17年(調)

第２号 

日野市における農薬等

による健康被害責任裁

定申請事件 

17. 3.22 東京都住民

１人 

東京都住民

３人 

賠償請求 

（3500万円） 

17.11. 2 職権調停移行→ 

調停成立 

平成17年(ゲ)

第２号 

 

銚子市における汚水に

よる土壌汚染被害等原

因裁定申請事件 

17. 5.19 ゴルフセン

ター 

千葉県住民

２人 

千葉県 排水管理の不備と

水田の損壊及び汚

水による冠水被害

との因果関係の有

無 

19. 3.13 棄却 

平成17年(セ)

第２号 

 

伊東市における製菓工

場騒音・悪臭被害責任

裁定申請事件 

17. 5.31 静岡県住民

１人 

製菓会社 賠償請求 

（約200万円）  

18. 6.14 取下げ 

平成17年(ゲ)

第３号 

 

大和郡山市における化

学物質による健康被害

原因裁定申請事件 

17. 6. 8 奈良県住民

１人 

ホームセン

ター 

購入したパイン集

成材に含まれてい

た有害化学物質と

健康被害との因果

関係の有無 

18. 5.29 裁定申請却下

平成17年(ゲ)

第４号 

 

津市における化学物質

による健康被害原因裁

定申請事件 

17. 6.14 三重県住民

２人 

建設会社 補修工事に使用し

た部材に含まれて

いた有害化学物質

と健康被害との因

果関係の有無 

18. 5.29 裁定申請却下

平成17年(ゲ)

第５号 

 

横浜市におけるマンシ

ョン建設工事による家

屋損傷原因裁定申請事

件 

17. 7.21 建設会社 神奈川県住

民１人 

マンション建設工

事と家屋に生じた

不具合との因果関

係の有無 

19.10. 2 取下げ 

平成17年(セ)

第３号 

↓ 

平成20年(調)

第１号 

川崎市における土壌汚

染財産被害責任裁定申

請事件 

17. 8.16 鉄道会社 学校法人 

川崎市 

賠償請求 

(約52億1639万円) 

18. 7. 5 

20. 5. 7 

一部取下げ 

一部認容 

一部棄却 

平成18年(セ)

第１号 

 

渋谷区におけるビル建

設工事騒音被害等責任

裁定申請事件 

18. 1.11 東京都住民

２人 

建設会社 賠償請求 

（約336万円） 

19.11.19 一部認容 

平成18年(セ)

第２号 

外１件 

神栖市におけるヒ素に

よる健康被害等責任裁

定申請事件 

18. 7.24 

20. 9.29 

茨城県等住

民39人 

国（代表者

内閣総理大

臣） 

茨城県 

賠償請求 

(申請人１人につ

き300万円） 

24. 5.11 

 

一部認容 

平成18年(セ)

第３号 

↓ 

平成22年(調)

第１号 

上尾市における騒音・

低周波音被害責任裁定

申請事件 

18. 8.17 埼玉県住民

２人 

理・美容院

経営会社 

賠償請求 

（468万円）等 

22. 1. 8 

23. 9.15 

 

職権調停移行 

調停成立 

平成18年(ゲ)

第１号 

 

和歌山県美浜町におけ

る椿山ダム放流水漁業

被害原因裁定申請事件 

18. 9.22 漁業協同組

合 

組合員85人

和歌山県 ダムが洪水時に放

流する濁水と漁業

被害との因果関係

の有無 

22. 6. 1 

 

棄却 

平成18年(セ)

第４号 

 

羽咋市における土壌汚

染財産被害責任裁定申

請事件 

 

 

18.10.30 電子関連機

器製造会社

石川県 

羽咋市 

賠償請求 

(約９億5474万円

→約16億6140万

円) 

20.11.28 棄却 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成17年(セ)

第１号 

↓ 

平成17年(調)

第２号 

日野市における農薬等

による健康被害責任裁

定申請事件 

17. 3.22 東京都住民

１人 

東京都住民

３人 

賠償請求 

（3500万円） 

17.11. 2 職権調停移行→ 

調停成立 

平成17年(ゲ)

第２号 

 

銚子市における汚水に

よる土壌汚染被害等原

因裁定申請事件 

17. 5.19 ゴルフセン

ター 

千葉県住民

２人 

千葉県 排水管理の不備と

水田の損壊及び汚

水による冠水被害

との因果関係の有

無 

19. 3.13 棄却 

平成17年(セ)

第２号 

 

伊東市における製菓工

場騒音・悪臭被害責任

裁定申請事件 

17. 5.31 静岡県住民

１人 

製菓会社 賠償請求 

（約200万円）  

18. 6.14 取下げ 

平成17年(ゲ)

第３号 

 

大和郡山市における化

学物質による健康被害

原因裁定申請事件 

17. 6. 8 奈良県住民

１人 

ホームセン

ター 

購入したパイン集

成材に含まれてい

た有害化学物質と

健康被害との因果

関係の有無 

18. 5.29 裁定申請却下

平成17年(ゲ)

第４号 

 

津市における化学物質

による健康被害原因裁

定申請事件 

17. 6.14 三重県住民

２人 

建設会社 補修工事に使用し

た部材に含まれて

いた有害化学物質

と健康被害との因

果関係の有無 

18. 5.29 裁定申請却下

平成17年(ゲ)

第５号 

 

横浜市におけるマンシ

ョン建設工事による家

屋損傷原因裁定申請事

件 

17. 7.21 建設会社 神奈川県住

民１人 

マンション建設工

事と家屋に生じた

不具合との因果関

係の有無 

19.10. 2 取下げ 

平成17年(セ)

第３号 

↓ 

平成20年(調)

第１号 

川崎市における土壌汚

染財産被害責任裁定申

請事件 

17. 8.16 鉄道会社 学校法人 

川崎市 

賠償請求 

(約52億1639万円) 

18. 7. 5 

20. 5. 7 

一部取下げ 

一部認容 

一部棄却 

平成18年(セ)

第１号 

 

渋谷区におけるビル建

設工事騒音被害等責任

裁定申請事件 

18. 1.11 東京都住民

２人 

建設会社 賠償請求 

（約336万円） 

19.11.19 一部認容 

平成18年(セ)

第２号 

外１件 

神栖市におけるヒ素に

よる健康被害等責任裁

定申請事件 

18. 7.24 

20. 9.29 

茨城県等住

民39人 

国（代表者

内閣総理大

臣） 

茨城県 

賠償請求 

(申請人１人につ

き300万円） 

24. 5.11 

 

一部認容 

平成18年(セ)

第３号 

↓ 

平成22年(調)

第１号 

上尾市における騒音・

低周波音被害責任裁定

申請事件 

18. 8.17 埼玉県住民

２人 

理・美容院

経営会社 

賠償請求 

（468万円）等 

22. 1. 8 

23. 9.15 

 

職権調停移行 

調停成立 

平成18年(ゲ)

第１号 

 

和歌山県美浜町におけ

る椿山ダム放流水漁業

被害原因裁定申請事件 

18. 9.22 漁業協同組

合 

組合員85人

和歌山県 ダムが洪水時に放

流する濁水と漁業

被害との因果関係

の有無 

22. 6. 1 

 

棄却 

平成18年(セ)

第４号 

 

羽咋市における土壌汚

染財産被害責任裁定申

請事件 

 

 

18.10.30 電子関連機

器製造会社

石川県 

羽咋市 

賠償請求 

(約９億5474万円

→約16億6140万

円) 

20.11.28 棄却 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成18年(セ)

第５号 

 

久喜市における東北新

幹線振動被害責任裁定

申請事件 

18.11.30 ビジネスホ

テル 

鉄道会社 賠償請求 

（1990万円） 

20. 7.22 棄却 

平成19年(セ)

第１号 

外１件 

↓ 

平成21年(調)

第３号 

八代市における製紙工

場振動被害責任裁定申

請事件 

19. 3.19 

19. 9.12 

熊本県住民

11人 

製紙会社 賠償請求 

(申請人１人につ

き300万円） 

19. 9.12 

21. 4. 2 

21. 5.25 

一部取下げ 

職権調停移行 

調停成立 

平成19年(セ)

第３号 

港区における粉じん等

財産被害責任裁定申請

事件 

19. 9.25 絨毯販売会

社 

建設会社 賠償請求 

（6784万円） 

21. 3.30 棄却 

平成19年(セ)

第４号 

 

高知県須崎市における

防波堤工事による漁業

被害責任裁定申請事件 

19.10.26 

 

 

高知県住民

７人 

 

国（代表者

国土交通大

臣） 

賠償請求 

(６億8172万円) 

22. 1.19 

 

 

棄却 

 

 

平成20年(セ)

第１号 

さいたま市における騒

音・低周波音被害責任

裁定申請事件 

20. 2. 1 埼玉県住民

１人 

不動産会社

借家所有者

賠償請求 

（約310万円） 

21. 3.30 棄却 

平成20年(セ)

第２号 

東京都における自動車

排気ガス健康被害責任

裁定申請事件 

20. 3.28 東京都住民

１人 

国（代表者

環境大臣、

国土交通大

臣） 

賠償請求 

（3600万円） 

22. 3.12 棄却 

 

 

 

平成20年(セ)

第３号 

足立区における鉄道騒

音被害責任裁定申請事

件 

 

20. 8.13 

 

東京都住民

１人 

鉄道会社 賠償請求 

（107万円） 

 

22. 4. 2 棄却 

 

平成20年(ゲ)

第１号 

筑紫野市における産業

廃棄物処分場による水

質汚濁被害原因裁定申

請事件 

20. 9.12 福岡県住民

117人 

産業廃棄物

処理業者 

福岡県 

廃棄物処分場排水

及び県の不適切な

指導監督と水質環

境の悪化等の被害

との因果関係の有

無 

24. 6.15 棄却 

 

平成20年(ゲ)

第２号 

 

 

 

 

 

東京都23区における

清掃工場健康被害等原

因裁定申請事件 

 

 

 

 

20. 9.30 

 

 

 

 

 

 

東京都等住

民８人 

 

 

 

 

 

東京都23区

東京二十三

区清掃一部

事務組合 

 

清掃工場から排

出される大気汚

染物質と生活環

境の悪化及び健

康被害等の発生

との因果関係の

有無 

24. 6.22 

 

 

 

 

 

棄却 

 

 

 

 

 

 

平成20年(セ)

第５号 

↓ 

平成21年(調)

第１号 

横須賀市におけるビル

解体工事騒音被害等責

任裁定申請事件 

 

20.10.17 

 

 

 

 

神奈川県住

民１人 

 

 

 

不動産会 

建設会社 

 

 

賠償請求 

（40万円） 

 

 

 

21. 1.21 

 

 

 

 

職権調停移行→ 

調停成立 

 

 

平成20年(ゲ)

第３号 

↓ 

平成21年(調)

第４号 

 

札幌市における鉄粉

による財産被害原因

裁定申請事件 

 

 

 

 

 

 

20.12.24 

 

 

 

 

 

建設会社 

 

 

 

 

 

鉄道会社 

 

 

 

 

 

列車による鉄粉

の飛散と社屋と

車両の錆が発生

する等の被害と

の因果関係の有

無 

21. 7. 8 

21. 9.29 

 

 

 

 

 

職権調停移行 

調停成立 

 

 

 

 

事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成21年(セ)

第１号 

 

 

小牧市における土壌

汚染・地盤沈下被害

責任裁定申請事件 

21. 3. 9 

 

 

 

愛知県等住

民60人 

 

 

愛知県 

独立行政法

人都市再生

機構 

賠償請求等 

 

 

21. 4. 3 

21.10.20 

 

一部取下げ 

取下げ 

平成21年(ゲ)

第１号 

 

相模原市における振

動被害原因裁定申請

事件 

 

21. 3.16 神奈川県住

民１人 

神奈川県住

民１人 

マッサージ機械

等の振動と健康

被害との因果関

係の有無 

21.10.26 棄却 

平成21年(セ)

第２号 

高崎市における騒音

被害責任裁定申請事

件 

21. 3.19 群馬県住民

２人 

 

群馬県住民

１人 

 

賠償請求 

（100万円） 

 

21. 4.27 取下げ 

平成21年(ゲ)

第２号 

外１件 

鎌倉市における振動

・低周波音による健

康被害原因裁定申請

事件 

21. 5.27 

21. 6.30 

神奈川県住

民２人 

通信会社 携帯電話の基地

局等から発生す

る低周波音・振

動と健康被害と

の因果関係の有

無 

22. 8. 2 

 

棄却 

平成21年(セ)

第３号 

外１件 

↓ 

平成22年(調)

第２号 

北九州市における解

体工事振動被害等責

任裁定申請事件 

21. 6. 9 福岡県住民

２人 

ホテル 

建設会社 賠償請求 

(第３号：120万

円、第４号：80

万円） 

22. 3.29 

22. 4. 9 

 

職権調停移行 

調停成立 

平成21年(ゲ)

第３号 

 

 

 

 

仙台市における土壌

汚染・水質汚濁被害

原因裁定申請事件 

21. 6.17 仙台市 石油会社 被申請人が所有

する隣接地の汚

染と申請人が所

有する土地の土

壌汚染等との因

果関係の有無 

23. 4.18 

 

認容 

平成21年(ゲ) 

第４号 

 

 

三原市における低周

波音による健康被害

原因裁定申請事件 

21. 6.25 広島県住民

１人 

 

老人ホーム

経営会社 

建物所有者

被申請人らが経

営又は所有する

施設から発生す

る低周波音と申

請人の健康被害

との因果関係の

有無 

22. 9. 8 棄却 

平成21年(セ)

第５号 

 

横浜市におけるマン

ション受水槽撤去工

事騒音被害等責任裁

定申請事件 

21. 7. 2 

 

 

神奈川県住

民１人 

マンション

管理会社 

建設会社 

賠償請求 

（25万円） 

22. 4. 5 棄却 

平成21年(セ) 

第６号 

 

 

深谷市における工場

操業に伴う騒音・低

周波音被害責任裁定

申請事件 

21. 7. 3 埼玉県住民

１人 

合成樹脂加

工会社 

 

賠償請求 

（3265万円） 

 

25.10.17 棄却 

平成21年(ゲ) 

第６号 

 

 

神栖市における騒音

・振動による健康被

害原因裁定申請事件 

21. 7. 8 茨城県住民

１人 

氷雪販売業

者 

被申請人が所有

する機械から発

生する騒音・振

動と申請人の健

康被害との因果

関係の有無 

 

 

 

21. 8. 5 取下げ 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成21年(セ)

第１号 

 

 

小牧市における土壌

汚染・地盤沈下被害

責任裁定申請事件 

21. 3. 9 

 

 

 

愛知県等住

民60人 

 

 

愛知県 

独立行政法

人都市再生

機構 

賠償請求等 

 

 

21. 4. 3 

21.10.20 

 

一部取下げ 

取下げ 

平成21年(ゲ)

第１号 

 

相模原市における振

動被害原因裁定申請

事件 

 

21. 3.16 神奈川県住

民１人 

神奈川県住

民１人 

マッサージ機械

等の振動と健康

被害との因果関

係の有無 

21.10.26 棄却 

平成21年(セ)

第２号 

高崎市における騒音

被害責任裁定申請事

件 

21. 3.19 群馬県住民

２人 

 

群馬県住民

１人 

 

賠償請求 

（100万円） 

 

21. 4.27 取下げ 

平成21年(ゲ)

第２号 

外１件 

鎌倉市における振動

・低周波音による健

康被害原因裁定申請

事件 

21. 5.27 

21. 6.30 

神奈川県住

民２人 

通信会社 携帯電話の基地

局等から発生す

る低周波音・振

動と健康被害と

の因果関係の有

無 

22. 8. 2 

 

棄却 

平成21年(セ)

第３号 

外１件 

↓ 

平成22年(調)

第２号 

北九州市における解

体工事振動被害等責

任裁定申請事件 

21. 6. 9 福岡県住民

２人 

ホテル 

建設会社 賠償請求 

(第３号：120万

円、第４号：80

万円） 

22. 3.29 

22. 4. 9 

 

職権調停移行 

調停成立 

平成21年(ゲ)

第３号 

 

 

 

 

仙台市における土壌

汚染・水質汚濁被害

原因裁定申請事件 

21. 6.17 仙台市 石油会社 被申請人が所有

する隣接地の汚

染と申請人が所

有する土地の土

壌汚染等との因

果関係の有無 

23. 4.18 

 

認容 

平成21年(ゲ) 

第４号 

 

 

三原市における低周

波音による健康被害

原因裁定申請事件 

21. 6.25 広島県住民

１人 

 

老人ホーム

経営会社 

建物所有者

被申請人らが経

営又は所有する

施設から発生す

る低周波音と申

請人の健康被害

との因果関係の

有無 

22. 9. 8 棄却 

平成21年(セ)

第５号 

 

横浜市におけるマン

ション受水槽撤去工

事騒音被害等責任裁

定申請事件 

21. 7. 2 

 

 

神奈川県住

民１人 

マンション

管理会社 

建設会社 

賠償請求 

（25万円） 

22. 4. 5 棄却 

平成21年(セ) 

第６号 

 

 

深谷市における工場

操業に伴う騒音・低

周波音被害責任裁定

申請事件 

21. 7. 3 埼玉県住民

１人 

合成樹脂加

工会社 

 

賠償請求 

（3265万円） 

 

25.10.17 棄却 

平成21年(ゲ) 

第６号 

 

 

神栖市における騒音

・振動による健康被

害原因裁定申請事件 

21. 7. 8 茨城県住民

１人 

氷雪販売業

者 

被申請人が所有

する機械から発

生する騒音・振

動と申請人の健

康被害との因果

関係の有無 

 

 

 

21. 8. 5 取下げ 

−317−
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成21年(ゲ) 

第７号 

外１件 

 

 

静岡県東伊豆町にお

ける風力発電施設か

らの低周波音による

健康被害原因裁定申

請事件 

 

 

21. 7.21 

21.11. 9 

 

 

静岡県住民

12人 

 

風力発電会

社 

 

 

 

被申請人が稼働

させている風力

発電施設から発

生する超低周波

・低周波騒音と

申請人の健康被

害との因果関係

の有無 

21.10. 7 

23. 2. 8 

一部取下げ 

取下げ 

平成21年(セ) 

第７号 

 

播磨灘における養殖

のり被害責任裁定申

請事件 

21．7.22 兵庫県住民

２人 

電力会社 賠償請求 

（5000万円） 

23. 4.27 

 

棄却 

平成21年(ゲ) 

第８号 

 

 

神栖市における騒音

・振動による健康被

害原因裁定申請事件 

 

21. 8. 5 茨城県住民

１人 

氷雪販売業

者 

被申請人が所有

する機械から発

生する騒音・振

動と申請人の健

康被害との因果

関係の有無 

22. 6. 7 棄却 

平成21年(ゲ) 

第９号 

外１件 

 

 

 

熊本県南関町におけ

る道路工事による水

質汚濁被害原因裁定

申請事件 

 

 

21. 9.18 

21.10. 8 

 

熊本県住民

２人 

法人 

熊本県南関

町 

被申請人が施工

した道路工事と

申請人らが使用

する井戸の水質

汚濁との因果関

係の有無 

24. 4. 4 棄却 

平成21年(ゲ) 

第11号 

 

 

 

 

横浜市におけるマン

ション高圧受電設備

からの低周波音によ

る健康被害原因裁定

申請事件 

21.10.30 

 

 

 

神奈川県住

民１人 

マンション

管理会社 

マンション

管理組合 

被申請人らが管

理する受電設備

から発生する低

周波音と申請人

の健康被害との

因果関係の有無 

22. 9.24 取下げ 

平成21年(セ) 

第８号 

東広島市における工

場騒音による健康被

害等責任裁定申請事

件 

21.11.13 

 

広島県住民

１人 

自動車部品

等製造会社

 

賠償請求 

（800万円） 

 

23. 3.22 棄却 

平成21年(ゲ) 

第13号 

 

 

横浜市における飲食

店・道路からの低周

波音による健康被害

原因裁定申請事件 

21.11.16 

 

神奈川県住

民１人 

飲食店 

国（代表者

国土交通大

臣） 

被申請人らが発

生させる低周波

音と申請人の健

康被害との因果

関係の有無 

24. 6.25 棄却 

平成21年(セ) 

第９号 

 

新宿区における養犬

場からの騒音被害責

任裁定申請事件 

21.11.16 東京都住民

１人 

東京都住民

１人 

賠償請求 

（82万円） 

 

21.12. 7 

 

 

取下げ 

 

 

平成21年(セ) 

第10号 

 

入間市における工場

騒音被害責任裁定申

請事件 

21.11.20 埼玉県住民

２人 

薬品等製造

会社 

不動産会社

工場土地所

有者 

賠償請求 

（807万円） 

23.11.28 

 

棄却 

平成21年(ゲ) 

第14号 

 

 

高崎市における給湯

器騒音による健康被

害原因裁定申請事件 

21.12.10 

 

群馬県住民

２人 

群馬県住民

住宅の施工

会社 

給湯器製造

会社 

被申請人らが製

造、設置、使用

する給湯器から

発生する低周波

音と申請人の健

康被害との因果

関係の有無 

23. 6.10 

 

取下げ 

 

事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成21年(セ) 

第11号 

渋谷区におけるマン

ション騒音による健

康被害等責任裁定申

請事件 

21.12.24 

 

東京都住民

１人 

グラフィッ

クデザイン

業者 

賠償請求 

（261万円） 

 

 

23. 6.27 棄却 

平成21年(セ) 

第12号 

熊本県大津町におけ

るマンション給排水

設備等からの騒音等

による健康被害等責

任裁定申請事件 

21.12.24 

 

熊本県住民

２人 

不動産所有

者 

不動産会社

賠償請求 

（約3404万円） 

 

 

23. 2. 7 棄却 

平成22年(ゲ)

第１号 

↓ 

平成22年(調)

第５号 

 

大田区における工場

騒音・低周波音によ

る健康被害原因裁定

申請事件 

22. 4. 1 東京都住民

２人 

プラスチッ

ク加工会社

プラスチック加

工工場から発生

する騒音・低周

波音と申請人ら

の健康被害との

因果関係の有無 

22. 9.30 

22.10. 6 

職権調停移行 

調停成立 

 

平成22年(セ)

第１号 

神埼市における水利

工事による振動被害

責任裁定申請事件 

22. 4. 5 佐賀県住民

１人 

国（代表者

農林水産大

臣） 

賠償請求 

（3600万円） 

24. 6.13 棄却 

平成22年(セ)

第２号 

外１件 

福岡県遠賀町におけ

るペット火葬場大気

汚染等による健康被

害等責任裁定申請事

件 

22. 4.28 

22.10.25 

 

福岡県住民

２人 

福岡県 

遠賀町 

遠賀町農業

委員会 

遠賀中間地

域広域行政

事務組合 

福岡県住民

４名 

賠償請求 

（(第２号：4300万

円 、 第 ９ 号 ：

2470万円） 

23. 5.12 一部却下 

一部棄却 

平成22年(ゲ)

第２号 

島根県吉賀町におけ

るトンネル工事によ

るヒ素汚染漁業被害

原因裁定申請事件 

22. 5.17 漁業協同組

合 

島根県 トンネル工事に

より河川内にヒ

素が流出したこ

とと漁業被害と

の因果関係の有

無 

23. 5.26 取下げ 

平成22年(ゲ)

第３号 

文京区におけるマン

ション工事による振

動被害原因裁定申請

事件 

22. 5.27 文化財保存

・管理法人

不動産会社

建設会社 

マンション建設

工事と申請人の

所有・管理する

建物の損害との

因果関係の有無 

24.10.12 取下げ 

平成22年(セ)

第３号 

宮崎市における道路

工事による土壌汚染

被害責任裁定申請事

件 

22. 6. 2 宮崎県住民

１人 

宮崎県 賠償請求 

（約920万円） 

 

24. 3.27 棄却 

平成22年(セ)

第４号 

↓ 

平成24年(調)

第２号 

宮崎市における交通

騒音による健康被害

等責任裁定申請事件 

22. 6.29 宮崎県住民

２人 

国（代表者

国土交通大

臣）宮崎県

賠償請求 

（約7702万円) 

24. 2.22 

24. 4. 7 

職権調停移行 

調停成立 

平成22年(セ)

第５号 

文京区におけるマン

ション解体工事によ

る振動被害等責任裁

定申請事件 

22. 7.23 東京都住民

２人 

建物解体会

社 

賠償請求 

（約262万円） 

 

23.12.20 一部認容 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成21年(セ) 

第11号 

渋谷区におけるマン

ション騒音による健

康被害等責任裁定申

請事件 

21.12.24 

 

東京都住民

１人 

グラフィッ

クデザイン

業者 

賠償請求 

（261万円） 

 

 

23. 6.27 棄却 

平成21年(セ) 

第12号 

熊本県大津町におけ

るマンション給排水

設備等からの騒音等

による健康被害等責

任裁定申請事件 

21.12.24 

 

熊本県住民

２人 

不動産所有

者 

不動産会社

賠償請求 

（約3404万円） 

 

 

23. 2. 7 棄却 

平成22年(ゲ)

第１号 

↓ 

平成22年(調)

第５号 

 

大田区における工場

騒音・低周波音によ

る健康被害原因裁定

申請事件 

22. 4. 1 東京都住民

２人 

プラスチッ

ク加工会社

プラスチック加

工工場から発生

する騒音・低周

波音と申請人ら

の健康被害との

因果関係の有無 

22. 9.30 

22.10. 6 

職権調停移行 

調停成立 

 

平成22年(セ)

第１号 

神埼市における水利

工事による振動被害

責任裁定申請事件 

22. 4. 5 佐賀県住民

１人 

国（代表者

農林水産大

臣） 

賠償請求 

（3600万円） 

24. 6.13 棄却 

平成22年(セ)

第２号 

外１件 

福岡県遠賀町におけ

るペット火葬場大気

汚染等による健康被

害等責任裁定申請事

件 

22. 4.28 

22.10.25 

 

福岡県住民

２人 

福岡県 

遠賀町 

遠賀町農業

委員会 

遠賀中間地

域広域行政

事務組合 

福岡県住民

４名 

賠償請求 

（(第２号：4300万

円 、 第 ９ 号 ：

2470万円） 

23. 5.12 一部却下 

一部棄却 

平成22年(ゲ)

第２号 

島根県吉賀町におけ

るトンネル工事によ

るヒ素汚染漁業被害

原因裁定申請事件 

22. 5.17 漁業協同組

合 

島根県 トンネル工事に

より河川内にヒ

素が流出したこ

とと漁業被害と

の因果関係の有

無 

23. 5.26 取下げ 

平成22年(ゲ)

第３号 

文京区におけるマン

ション工事による振

動被害原因裁定申請

事件 

22. 5.27 文化財保存

・管理法人

不動産会社

建設会社 

マンション建設

工事と申請人の

所有・管理する

建物の損害との

因果関係の有無 

24.10.12 取下げ 

平成22年(セ)

第３号 

宮崎市における道路

工事による土壌汚染

被害責任裁定申請事

件 

22. 6. 2 宮崎県住民

１人 

宮崎県 賠償請求 

（約920万円） 

 

24. 3.27 棄却 

平成22年(セ)

第４号 

↓ 

平成24年(調)

第２号 

宮崎市における交通

騒音による健康被害

等責任裁定申請事件 

22. 6.29 宮崎県住民

２人 

国（代表者

国土交通大

臣）宮崎県

賠償請求 

（約7702万円) 

24. 2.22 

24. 4. 7 

職権調停移行 

調停成立 

平成22年(セ)

第５号 

文京区におけるマン

ション解体工事によ

る振動被害等責任裁

定申請事件 

22. 7.23 東京都住民

２人 

建物解体会

社 

賠償請求 

（約262万円） 

 

23.12.20 一部認容 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成22年(セ)

第６号 

葛飾区におけるマン

ション工事による振

動被害等責任裁定申

請事件 

22. 7.23 東京都住民

１人 

不動産会社

 

賠償請求 

（1000万円） 

 

23. 9.26 棄却 

平成22年(セ)

第７号 

中野区における道路

換気所からの低周波

音による健康被害等

責任裁定申請事件 

22. 8.20 東京都住民

２人 

道路会社 賠償請求 

（約1235万円） 

24. 5.25 棄却 

平成22年(ゲ)

第４号 

葛飾区における電気

通信設備からの騒音

等による健康被害原

因裁定申請事件 

22. 9. 9 東京都住民

１人 

通信会社 携帯電話の基地

局等から発生す

る騒音又は振動

（低周波音及び

低周波振動を含

む）と健康被害

との因果関係の

有無 

25. 4. 4 棄却 

平成22年(セ)

第８号 

小平市における公衆

浴場煙突からの大気

汚染による財産被害

等責任裁定申請事件 

22.10. 7 東京都住民

１人 

公衆浴場経

営者 

賠償請求 

（約201万円） 

 

24. 5.25 棄却 

平成22年(ゲ)

第５号 

↓ 

平成23年(調)

第５号 

川口市における住宅

工事に伴う大気汚染

等による健康被害原

因裁定申請事件 

22.11. 8 埼玉県住民

１人 

住宅施工会

社 

住宅工事と申請

人の健康被害と

の因果関係の有

無 

23.10.18 

23.11.21 

職権調停移行 

調停成立 

平成22年(ゲ)

第６号 

多摩市における道路

交通振動による財産

被害等原因裁定申請

事件 

22.11.12 東京都住民

１人 

東京都 道路交通振動と

申請人の家屋の

損傷及び健康被

害との因果関係

の有無 

23. 4.22 取下げ 

平成22年(ゲ)

第７号 

鎌ケ谷市における医

療施設からの騒音等

による健康被害原因

裁定申請事件 

22.12. 2 千葉県住民

１人 

医療法人 

同法人経営

者 

医療施設の厨房

のボイラー及び

エアコン室外機

から発生する騒

音等と申請人の

健康被害との因

果関係の有無 

24. 8.27 棄却 

平成22年(セ)

第10号 

松戸市における建設

工事からの騒音によ

る慰謝料等責任裁定

申請事件 

22.12. 6 千葉県住民

１人 

建設会社 賠償請求 

（180万円） 

 

24. 9.10 一部認容 

平成22年(セ)

第11号 

焼津市における金属

加工場からの振動・

騒音による慰謝料責

任裁定申請事件 

22.12.27 静岡県住民

１人 

金属加工会

社 

焼津市 

静岡県 

賠償請求 

（300万円）等 

 

24.12. 5 棄却 

平成23年(ゲ)

第１号 

↓ 

平成24年(調)

第８号 

宮古島市における海

中公園工事による水

質汚濁被害原因裁定

申請事件 

23. 2. 4 沖縄県住民

１人 

エコツアー

企画運営会

社 

宮古島市 海中公園工事に

おける水質汚濁

とサンゴ礁等の

被害との因果関

係の有無 

24.12. 3 

24.12.17 

職権調停移行 

調停成立 

平成23年(セ)

第１号 

千代田区における鉄

道等からの騒音被害

責任裁定申請事件 

23. 2.21 不動産会社 鉄道会社 賠償請求 

(日額9000円等) 

26. 1.15 一部却下 

一部棄却 

事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成23年(ゲ)

第２号 

外２件 

寝屋川市における廃

棄物処理施設からの

大気汚染による健康

被害原因裁定申請事

件 

23. 3. 1 

24. 1.25 

24.12.26 

大阪府等住

民73人 

 

廃プラ処理

会社 

北河内４市

リサイクル

施設組合 

廃プラ処理施設

から排出される

有害化学物質と

申請人らの健康

被害との因果関

係の有無 

26.11.19 棄却 

平成23年(ゲ)

第３号 

↓ 

平成23年(調)

第２号 

中央区における飲食

店からの騒音被害原

因裁定申請事件 

23. 3. 2 東京都住民

１人 

レストラン

運営会社 

飲食店の来店客

の喚声等と申請

人の精神的被害

との因果関係の

有無 

23. 9.12 

23. 9.26 

職権調停移行 

調停成立 

平成23年(ゲ)

第４号 

島原市における養豚

場等からのし尿によ

る水質汚濁被害原因

裁定申請事件 

23. 3. 7 食品会社 畜産会社３

社 

畜産事業者

 

養豚場等から排

出されるし尿と

申請人所有の井

戸水の汚染との

因果関係の有無 

27. 2.10 一部認容 

平成23年(セ)

第２号 

芦屋市におけるマン

ション工事からの騒

音・振動による慰謝

料等責任裁定申請事

件 

23. 3.10 兵庫県住民

１人 

不動産会社

建設会社 

賠償請求 

（約361万円） 

 

24. 8. 7 棄却 

平成23年(セ)

第３号 

吹田市におけるマン

ション工事による騒

音・振動被害責任裁

定申請事件 

23. 4.21 大阪府住民

８人 

マンション

分譲会社４

社 

建設会社 

賠償請求 

（2640万円） 

 

24. 6.11 棄却 

平成23年(セ) 

第４号 

羽生市における医療

廃棄物による土壌汚

染財産被害責任裁定

申請事件 

23. 4.22 埼玉県住民

１人 

土地・建物

の売主 

賠償請求 

（約1018万円） 

 

24. 1.30 取下げ 

平成23年(ゲ) 

第５号 

高槻市におけるエア

コン室外機からの騒

音・低周波音による

健康被害原因裁定申

請事件 

23. 6.16 大阪府住民

２人 

不動産会社

賃貸住宅所

有者 

賃貸住宅に設置

されたエアコン

室外機12機から

発生した騒音及

び低周波と申請

人らの健康被害

との因果関係の

有無 

26. 1.28 一部認容 

平成23年(セ) 

第５号 

伊勢崎市における道

路振動等による財産

被害責任裁定申請事

件 

23. 6.17 群馬県住民

１人 

伊勢崎市 賠償請求 

（約162万円） 

 

23. 9.14 取下げ 

平成23年(セ) 

第６号 

原子力発電設備から

の排出物質に係る大

気汚染等による生活

環境被害責任裁定申

請事件 

23. 6.21 東京都住民

１人 

電力会社 賠償請求 

（約13万円）等 

 

24. 6.22 一部却下 

一部棄却 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成23年(ゲ)

第２号 

外２件 

寝屋川市における廃

棄物処理施設からの

大気汚染による健康

被害原因裁定申請事

件 

23. 3. 1 

24. 1.25 

24.12.26 

大阪府等住

民73人 

 

廃プラ処理

会社 

北河内４市

リサイクル

施設組合 

廃プラ処理施設

から排出される

有害化学物質と

申請人らの健康

被害との因果関

係の有無 

26.11.19 棄却 

平成23年(ゲ)

第３号 

↓ 

平成23年(調)

第２号 

中央区における飲食

店からの騒音被害原

因裁定申請事件 

23. 3. 2 東京都住民

１人 

レストラン

運営会社 

飲食店の来店客

の喚声等と申請

人の精神的被害

との因果関係の

有無 

23. 9.12 

23. 9.26 

職権調停移行 

調停成立 

平成23年(ゲ)

第４号 

島原市における養豚

場等からのし尿によ

る水質汚濁被害原因

裁定申請事件 

23. 3. 7 食品会社 畜産会社３

社 

畜産事業者

 

養豚場等から排

出されるし尿と

申請人所有の井

戸水の汚染との

因果関係の有無 

27. 2.10 一部認容 

平成23年(セ)

第２号 

芦屋市におけるマン

ション工事からの騒

音・振動による慰謝

料等責任裁定申請事

件 

23. 3.10 兵庫県住民

１人 

不動産会社

建設会社 

賠償請求 

（約361万円） 

 

24. 8. 7 棄却 

平成23年(セ)

第３号 

吹田市におけるマン

ション工事による騒

音・振動被害責任裁

定申請事件 

23. 4.21 大阪府住民

８人 

マンション

分譲会社４

社 

建設会社 

賠償請求 

（2640万円） 

 

24. 6.11 棄却 

平成23年(セ) 

第４号 

羽生市における医療

廃棄物による土壌汚

染財産被害責任裁定

申請事件 

23. 4.22 埼玉県住民

１人 

土地・建物

の売主 

賠償請求 

（約1018万円） 

 

24. 1.30 取下げ 

平成23年(ゲ) 

第５号 

高槻市におけるエア

コン室外機からの騒

音・低周波音による

健康被害原因裁定申

請事件 

23. 6.16 大阪府住民

２人 

不動産会社

賃貸住宅所

有者 

賃貸住宅に設置

されたエアコン

室外機12機から

発生した騒音及

び低周波と申請

人らの健康被害

との因果関係の

有無 

26. 1.28 一部認容 

平成23年(セ) 

第５号 

伊勢崎市における道

路振動等による財産

被害責任裁定申請事

件 

23. 6.17 群馬県住民

１人 

伊勢崎市 賠償請求 

（約162万円） 

 

23. 9.14 取下げ 

平成23年(セ) 

第６号 

原子力発電設備から

の排出物質に係る大

気汚染等による生活

環境被害責任裁定申

請事件 

23. 6.21 東京都住民

１人 

電力会社 賠償請求 

（約13万円）等 

 

24. 6.22 一部却下 

一部棄却 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成23年(ゲ) 

第６号 

原子力発電設備から

の排出物質に係る大

気汚染等による生活

環境被害原因裁定申

請事件 

23. 6.21 東京都住民

１人 

電力会社 原子力発電所に

おける原子炉の

運転等に際して

排出された核燃

料物質等の大気

汚染と申請人が

受けた放射線被

曝との因果関係

の有無 

24. 6.22 棄却 

平成23年(セ) 

第７号 

港区におけるビル換

気用設備からの騒音

による慰謝料責任裁

定申請事件 

23. 7.14 東京都住民

１人 

土地信託会

社 

賠償請求 

（100万円） 

 

24. 4. 6 棄却 

平成23年(セ) 

第８号 

八潮市における道路

工事等による振動被

害等責任裁定申請事

件 

23. 7.22 埼玉県住民

１人 

埼玉県 

建設会社３

社 

賠償請求 

（2160万円） 

 

24.11. 1 棄却 

平成23年(セ) 

第９号 

名古屋市における鉄

道等からの騒音被害

責任裁定申請事件 

23. 7.22 愛知県住民

４人  

 

名古屋市 

名古屋高速

道路公社 

鉄道会社３

社 

賠償請求 

（2000万円） 

 

25.11. 5 一部認容 

平成23年(ゲ) 

第７号 

加須市における地下

水汲上げによる地盤

沈下被害原因裁定嘱

託事件 

(嘱託受付)

23. 9. 7 

（原告）

埼玉県住民

１人 

（被告）

埼玉県住民

２人 

（嘱託の趣旨） 

原告所有地の境

界線付近に設置

した井戸からの

地下水の汲み上

げと、原告所有

地の地盤沈下等

との因果関係の

有無 

26. 9.29 因果関係を認め

ない 

平成23年(ゲ) 

第８号 

 

富士市における医療

施設等からの騒音・

低周波音による健康

被害原因裁定申請事

件 

23. 9.20 静岡県住民

２人 

医療施設運

営会社 

医療法人 

病院等施設の空

調室外機等から

発生する騒音・

低周波音と申請

人らの健康被害

との因果関係の

有無 

25. 3.11 棄却 

平成23年(セ) 

第10号 

  ↓ 

平成27年(調) 

第２号 

茅ヶ崎市における小

売店舗からの騒音・

低周波音による慰謝

料等責任裁定申請事

件 

23. 9.29 神奈川県住

民１人 

スーパーマ

ーケット経

営会社 

賠償請求 

（約433万円） 

 

27. 2.10 

27. 3.11 

職権調停移行 

調停成立 

平成23年(ゲ) 

第９号 

鹿児島県馬毛島にお

ける開発工事による

漁業被害原因裁定申

請事件 

23.11.29 鹿児島県住

民13人 

土地開発会

社 

飛行場建設工事

において森林伐

採を行った結果

、土砂が周辺海

域に流れ込み海

洋汚染を生じた

ことと漁業被害

の因果関係の有

無 

28.10.25 棄却 

事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成23年(セ) 

第11号 

栃木県野木町におけ

る土壌汚染財産被害

責任裁定申請事件 

23.11.30 栃木県住民

１人 

不動産会社 賠償請求 

（約3758万円） 

 

24.10.22 却下 

平成23年(セ) 

第12号外１件 

↓ 

平成26年(調)

第２号 

岐阜県笠松町におけ

る騒音等による財産

被害等責任裁定申請

事件 

23.12. 8 岐阜県住民

１人 

岐阜県 

食品会社４

社 

惣菜製造事

業協同組合

賠償請求 

（約3782万円) 

 

26. 6. 5 

 

 

 

 

26. 7. 3 

職権調停移行 

（26.6.5被申請

人食品会社４社

等に係る手続を

分離） 

調停成立 

取下げ 

平成23年(ゲ) 

第10号 

福岡県寺内ダム下流

域における養殖のり

被害原因裁定申請事

件 

23.12.20 川海苔製造

販売会社２

社 

独立行政法

人水資源機

構 

ダム建設事業に

よって行った工

事及びその後の

管理により、河

川の水量が減少

したために富栄

養化が進み水質

の悪化をもたら

したこと等と川

海苔製造被害と

の因果関係の有

無 

26. 3.13 取下げ 

平成23年(セ) 

第13号 

甲州市における工場

からの騒音・低周波

音による健康被害責

任裁定申請事件 

23.12.27 山梨県住民

１人 

清涼飲料水

製造会社 

賠償請求 

（約22万円） 

 

25. 5.28 棄却 

平成23年(ゲ) 

第11号 

沼津市における工場

からの騒音・振動被

害原因裁定申請事件 

23.12.27 静岡県住民

１人 

建設会社 切削・打撃音、

加工部材の積み

込み等による騒

音・振動と申請

人の精神的損害

との因果関係の

有無 

24. 7.31 取下げ 

平成24年(ゲ) 

第１号 

安来市における宅地

造成工事による地盤

沈下被害原因裁定申

請事件 

24. 1.23 島根県住民

１人 

建設会社 隣接地の宅地造

成を行った際、

盛土等の圧力に

より造成土砂を

地盤沈下させた

ことに伴う土圧

、水圧と申請人

所有の建物の破

損等との因果関

係の有無 

26. 7.29 棄却 

平成24年(セ) 

第１号 

刈谷市における産業

廃棄物処理施設から

の振動・騒音被害責

任裁定申請事件 

24. 2. 1 ガソリンス

タンド 

愛知県住民

１人 

産業廃棄物

処理業者 

賠償請求 

（約1780万円） 

 

25. 5.28 棄却 

平成24年(セ) 

第２号 

↓ 

平成24年(調)

第５号 

大田区におけるビル

解体工事による騒音

被害等責任裁定申請

事件 

24. 2.15 東京都住民

１人 

不動産会社 賠償請求 

（10万円） 

 

24. 4.26 

24. 5.18 

職権調停移行 

調停成立 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成23年(セ) 

第11号 

栃木県野木町におけ

る土壌汚染財産被害

責任裁定申請事件 

23.11.30 栃木県住民

１人 

不動産会社 賠償請求 

（約3758万円） 

 

24.10.22 却下 

平成23年(セ) 

第12号外１件 

↓ 

平成26年(調)

第２号 

岐阜県笠松町におけ

る騒音等による財産

被害等責任裁定申請

事件 

23.12. 8 岐阜県住民

１人 

岐阜県 

食品会社４

社 

惣菜製造事

業協同組合

賠償請求 

（約3782万円) 

 

26. 6. 5 

 

 

 

 

26. 7. 3 

職権調停移行 

（26.6.5被申請

人食品会社４社

等に係る手続を

分離） 

調停成立 

取下げ 

平成23年(ゲ) 

第10号 

福岡県寺内ダム下流

域における養殖のり

被害原因裁定申請事

件 

23.12.20 川海苔製造

販売会社２

社 

独立行政法

人水資源機

構 

ダム建設事業に

よって行った工

事及びその後の

管理により、河

川の水量が減少

したために富栄

養化が進み水質

の悪化をもたら

したこと等と川

海苔製造被害と

の因果関係の有

無 

26. 3.13 取下げ 

平成23年(セ) 

第13号 

甲州市における工場

からの騒音・低周波

音による健康被害責

任裁定申請事件 

23.12.27 山梨県住民

１人 

清涼飲料水

製造会社 

賠償請求 

（約22万円） 

 

25. 5.28 棄却 

平成23年(ゲ) 

第11号 

沼津市における工場

からの騒音・振動被

害原因裁定申請事件 

23.12.27 静岡県住民

１人 

建設会社 切削・打撃音、

加工部材の積み

込み等による騒

音・振動と申請

人の精神的損害

との因果関係の

有無 

24. 7.31 取下げ 

平成24年(ゲ) 

第１号 

安来市における宅地

造成工事による地盤

沈下被害原因裁定申

請事件 

24. 1.23 島根県住民

１人 

建設会社 隣接地の宅地造

成を行った際、

盛土等の圧力に

より造成土砂を

地盤沈下させた

ことに伴う土圧

、水圧と申請人

所有の建物の破

損等との因果関

係の有無 

26. 7.29 棄却 

平成24年(セ) 

第１号 

刈谷市における産業

廃棄物処理施設から

の振動・騒音被害責

任裁定申請事件 

24. 2. 1 ガソリンス

タンド 

愛知県住民

１人 

産業廃棄物

処理業者 

賠償請求 

（約1780万円） 

 

25. 5.28 棄却 

平成24年(セ) 

第２号 

↓ 

平成24年(調)

第５号 

大田区におけるビル

解体工事による騒音

被害等責任裁定申請

事件 

24. 2.15 東京都住民

１人 

不動産会社 賠償請求 

（10万円） 

 

24. 4.26 

24. 5.18 

職権調停移行 

調停成立 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成24年(ゲ) 

第３号 

外３件 

野田市における廃棄

物処理施設からの大

気汚染等による健康

被害原因裁定申請事

件 

24. 3. 7 

25. 3.11 

25. 4. 3 

25. 6. 4 

千葉県住民

25人 

産業廃棄物

処理業者 

施設の操業に伴

って排出された

化学物質と申請

人らに生じた健

康被害との因果

関係の有無 

27. 8.28 棄却 

平成24年(ゲ) 

第４号 

↓ 

平成24年(調)

第７号 

神栖市におけるビル

解体工事等による振

動被害原因裁定申請

事件 

24. 3. 8 茨城県住民

１人 

建物解体会

社 

ビル解体工事と

申請人住居の損

害との因果関係

の有無 

24.11.28 

24.12.19 

職権調停移行 

調停成立 

平成24年(ゲ) 

第５号 

武蔵野市における騒

音・低周波音被害原

因裁定申請事件 

24. 4. 4 東京都住民

１人 

医療法人 病院の空調室外

機から発生する

騒音等と申請人

に生じている騒

音被害との因果

関係の有無 

26. 1.28 棄却 

平成24年(セ) 

第３号 

外１件 

   ↓ 

平成25年(調) 

第８号 

江東区におけるマン

ション工事による騒

音・振動・低周波音

被害責任裁定申請事

件 

24. 4.20 

24. 7. 6 

東京都住民

５人 

 

不動産会社

 

 

 

賠償請求 

（492万円） 

 

25. 8.27 

25. 9. 2 

職権調停移行 

調停成立 

平成24年(セ) 

第４号 

岩国市におけるポン

プ場建設工事による

騒音・振動・地盤沈

下被害責任裁定申請

事件 

24. 6.15 山口県住民

１人 

岩国市 賠償請求 

（約6740万円） 

 

26. 6. 5 棄却 

平成24年(ゲ) 

第６号 

   ↓ 

平成25年(調)

第３号 

京都市における体育

施設からの騒音によ

る健康被害原因裁定

申請事件 

24. 6.19 京都府住民

２人 

体育施設運

営法人 

体育施設の機械

・音楽騒音及び

コーチ・会員が

発生させる騒音

と申請人らの健

康被害との因果

関係の有無 

24. 7.24 

25. 6. 6 

25. 6.13 

一部取下げ 

職権調停移行 

調停成立 

平成24年(セ) 

第６号 

   ↓ 

平成25年(調) 

第11号 

品川区における鉄道

騒音被害責任裁定申

請事件 

24. 8.13 東京都住民

１人 

鉄道会社 賠償請求 

（約880万円） 

 

25.12.20 

26. 1. 6 

職権調停移行 

調停成立 

平成24年(セ) 

第７号 

大田区における鉄道

工事からの振動等に

よる財産被害等責任

裁定申請事件 

24. 8.31 機械製造会

社 

鉄道会社 賠償請求 

（１億円→ 

8960万円） 

 

24. 9.10 

25. 3.11 

一部取下げ 

棄却 

平成24年(セ) 

第８号 

福津市における下水

道処理施設建設工事

からの騒音・振動等

による財産被害等責

任裁定申請事件 

24. 9.20 福岡県住民

１人 

福津市 

地方共同法

人日本下水

道事業団 

賠償請求 

（1140万円） 

 

25.12. 3 棄却 

事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成24年(ゲ) 

第７号 

千葉市における地盤

沈下被害原因裁定申

請事件 

24.10.25 千葉県住民

３人 

千葉県 千葉県企業庁の

実施した埋立て

後の後養生不備

と申請人ら住宅

の損害との因果

関係の有無 

26. 3.25 棄却 

平成24年(ゲ) 

第８号 

栃木県壬生町におけ

る地盤沈下被害原因

裁定申請事件 

24.10.26 栃木県住民

２人 

栃木県住民

１人(クリ

ーニング店

経営) 

申請人所有地に

隣接した洗濯工

場の井戸からの

地下水の汲み上

げと申請人が所

有する土地の地

盤沈下との因果

関係の有無 

26. 3.25 棄却 

平成25年(セ) 

第１号 

外３件 

大東市における工場

からの排出物質に係

る大気汚染等による

財産被害等責任裁定

申請事件 

25. 1. 9 

25  5.24 

25. 5.24 

25. 5.24 

大阪府住民

17人 

金属加工会

社 

賠償請求 

（約5992万円） 

28. 7.15 取下げ 

平成25年(ゲ) 

第１号 

外３件 

大東市における工場

からの排出物質に係

る大気汚染等による

財産被害等原因裁定

申請事件 

25. 1. 9 

25. 5.24 

25. 5.24 

25. 5.24 

大阪府住民

17人 

金属加工会

社 

工場から排出さ

れるガスと申請

人らの家屋の損

傷及び健康被害

との因果関係の

有無 

28. 7. 5 

 

一部認容 

平成25年(セ) 

第２号 

小平市における騒音

による健康被害責任

裁定申請事件 

25. 1.22 東京都住民

１人 

東京都住民

１人(歯科

医院経営) 

賠償請求 

（70万円） 

25. 3.22 取下げ 

平成25年(セ) 

第３号 

尼崎市における振動

等による財産被害責

任裁定申請事件 

25. 1.28 兵庫県法人 尼崎市 

建設会社 

コンサルテ

ィング会社

賠償請求 

（233万円） 

27. 2.17 取下げ 

平成25年(セ) 

第４号 

燕市における振動等

による財産被害等責

任裁定申請事件 

25. 2. 4 新潟県住民

１人 

新潟県 

建設会社２

社 

燕市 

賠償請求 

(約１億2633万円

) 

27. 2.10 棄却 

平成25年(ゲ) 

第２号 

外１件 

静岡市における廃棄

物処理施設からの排

出物質による健康被

害原因裁定申請事件 

25. 2.14 

25.12.25 

静岡県住民

６人 

静岡市 廃棄物処理業者

が起こした火災

事故で流出した

廃油、廃塗料に

よる地下水の汚

染を被申請人が

放置したことと

申請人が在住す

る町内の住民の

発癌率の増加と

の因果関係の有無 

27.10.27 棄却 

平成25年(ゲ) 

第３号 

七尾市における低周

波音による健康被害

原因裁定嘱託事件 

(嘱託受付)

25. 2.19 

(原告) 

石川県住民

３人 

(被告) 

撚糸工場操

業者 

(補助参加) 

機械製造会

社 

（嘱託の趣旨） 

被告の工場の機

械から発生した

低周波音と原告

らに生じた心身

の障害との因果

関係の有無 

26. 6.13 因果関係を認め

ない 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成24年(ゲ) 

第７号 

千葉市における地盤

沈下被害原因裁定申

請事件 

24.10.25 千葉県住民

３人 

千葉県 千葉県企業庁の

実施した埋立て

後の後養生不備

と申請人ら住宅

の損害との因果

関係の有無 

26. 3.25 棄却 

平成24年(ゲ) 

第８号 

栃木県壬生町におけ

る地盤沈下被害原因

裁定申請事件 

24.10.26 栃木県住民

２人 

栃木県住民

１人(クリ

ーニング店

経営) 

申請人所有地に

隣接した洗濯工

場の井戸からの

地下水の汲み上

げと申請人が所

有する土地の地

盤沈下との因果

関係の有無 

26. 3.25 棄却 

平成25年(セ) 

第１号 

外３件 

大東市における工場

からの排出物質に係

る大気汚染等による

財産被害等責任裁定

申請事件 

25. 1. 9 

25  5.24 

25. 5.24 

25. 5.24 

大阪府住民

17人 

金属加工会

社 

賠償請求 

（約5992万円） 

28. 7.15 取下げ 

平成25年(ゲ) 

第１号 

外３件 

大東市における工場

からの排出物質に係

る大気汚染等による

財産被害等原因裁定

申請事件 

25. 1. 9 

25. 5.24 

25. 5.24 

25. 5.24 

大阪府住民

17人 

金属加工会

社 

工場から排出さ

れるガスと申請

人らの家屋の損

傷及び健康被害

との因果関係の

有無 

28. 7. 5 

 

一部認容 

平成25年(セ) 

第２号 

小平市における騒音

による健康被害責任

裁定申請事件 

25. 1.22 東京都住民

１人 

東京都住民

１人(歯科

医院経営) 

賠償請求 

（70万円） 

25. 3.22 取下げ 

平成25年(セ) 

第３号 

尼崎市における振動

等による財産被害責

任裁定申請事件 

25. 1.28 兵庫県法人 尼崎市 

建設会社 

コンサルテ

ィング会社

賠償請求 

（233万円） 

27. 2.17 取下げ 

平成25年(セ) 

第４号 

燕市における振動等

による財産被害等責

任裁定申請事件 

25. 2. 4 新潟県住民

１人 

新潟県 

建設会社２

社 

燕市 

賠償請求 

(約１億2633万円

) 

27. 2.10 棄却 

平成25年(ゲ) 

第２号 

外１件 

静岡市における廃棄

物処理施設からの排

出物質による健康被

害原因裁定申請事件 

25. 2.14 

25.12.25 

静岡県住民

６人 

静岡市 廃棄物処理業者

が起こした火災

事故で流出した

廃油、廃塗料に

よる地下水の汚

染を被申請人が

放置したことと

申請人が在住す

る町内の住民の

発癌率の増加と

の因果関係の有無 

27.10.27 棄却 

平成25年(ゲ) 

第３号 

七尾市における低周

波音による健康被害

原因裁定嘱託事件 

(嘱託受付)

25. 2.19 

(原告) 

石川県住民

３人 

(被告) 

撚糸工場操

業者 

(補助参加) 

機械製造会

社 

（嘱託の趣旨） 

被告の工場の機

械から発生した

低周波音と原告

らに生じた心身

の障害との因果

関係の有無 

26. 6.13 因果関係を認め

ない 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成25年(セ) 

第５号 

秦野市における道路

騒音・振動による財

産被害等責任裁定申

請事件 

25. 2.21 神奈川県住

民１人 

秦野市 賠償請求 

（500万円） 

27. 3. 5 棄却 

平成25年(ゲ) 

第４号 

仙台市における土壌

汚染・水質汚濁被害

原因裁定申請事件 

25. 2.22 石油会社 申請人給油

所跡地近傍

地の所有権

者３人 

申請人が行ってい

た給油所の事業活

動・解体工事と被

申請人ら土地の土

壌汚染等との因果

関係は存しない 

28. 8.19 棄却 

平成25年(セ) 

第６号 

   ↓ 

平成25年(調) 

第７号 

小平市における騒音

による健康被害責任

裁定申請事件 

25. 3.22 東京都住民

１人 

医療法人 賠償請求 

（70万円） 

25. 8. 7 

25. 8.22 

職権調停移行 

調停成立 

平成25年(セ) 

第７号 

海老名市における解

体工事による振動被

害責任裁定申請事件 

25. 3.25 神奈川県住

民１人 

建設会社 賠償請求 

（2176万円→ 

約1092万円） 

26.11.28 棄却 

平成25年(セ)

第８号 
大崎市における大気汚

染等による健康被害等

責任裁定申請事件 

25. 4.11 神奈川県住

民２人 
電子部品製

造会社２社

賠償請求 

（約8829万円） 
30. 3.27 棄却 

平成25年(セ)

第９号 

裾野市における騒音に

よる健康被害責任裁定

申請事件 

25. 4.12 静岡県住民

１人 

遊園地等運

営会社 

賠償請求 

（日額5000円） 

26. 2. 4 一部却下 

一部棄却 

平成25年(セ)

第10号 

大田区における鉄道工

事からの振動等による

財産被害責任裁定申請

事件 

25. 4.26 機械製造会

社 

建設会社４

社 

賠償請求 

（8970万円） 

26. 3.11 棄却 

平成25年(セ)

第11号 

   ↓ 

平成28年(調) 

第４号 

浦安市における建設工

事による地盤沈下被害

責任裁定申請事件 

25. 5. 2 千葉県住民

３人 

マンション

建築主２人

建築設計会

社 

建設会社 

賠償請求 

（約1481万円） 

28. 2.23 

28. 3. 4 

 

職権調停移行 

調停成立 

平成25年(セ)

第12号 

沼津市における工場か

らの騒音・振動被害責

任裁定申請事件 

25. 5.30 静岡県住民

１人 

建築工事会

社 

賠償請求 

（5040万円） 

27. 3. 4 一部認容 

 

平成25年(セ)

第13号 

練馬区における粉じん

による大気汚染被害責

任裁定申請事件 

25. 6.14 東京都住民

２人 

東京都住民

1人 

賠償請求 

（1200万円→ 

800万円） 

26. 1.16 棄却 

平成25年(ゲ)

第11号 

泉大津市における土壌

汚染被害原因裁定嘱託

事件 

(嘱託受付)

25. 7. 2 

(原告) 

アスファル

ト等加工会

社 

(被告) 

石油会社２

社 

(嘱託の趣旨) 

被告らの送油ポン

プ又は油槽所から

の油の漏洩と、原

告土地の土壌汚染

との因果関係の有

無 

28. 4.19 

 

因果関係を認める

平成25年(ゲ)

第12号 

↓ 

平成28年(調)

第９号 

湖南市における鉄粉に

よる大気汚染被害原因

裁定申請事件 

25. 7.17 陸運会社 鋳鉄等加工

会社 

申請人の被害と、

被申請人からの鉄

粉の飛散との因果

関係の有無 

28. 7.25 職権調停移行→ 

調停成立 

事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成25年(セ)

第17号 

千葉市における鉄道騒

音・振動による健康被

害等責任裁定申請事件 

25. 7.18 千葉県住民

１人 

鉄道会社 賠償請求 

（461万円） 

27. 5.29 棄却 

平成25年(セ)

第18号 

↓ 

平成27年(調)

第３号 

木更津市における飲食

店等からの騒音による

財産被害等責任裁定申

請事件 

25. 7.25 賃貸用建物

家主４人 

飲食店経営

者等５人 

賠償請求 

（2370万円） 

27. 5.12 

27. 5.29 

職権調停移行 

調停成立 

平成25年(セ)

第19号 

外１件 

土岐市における騒音・

振動による健康被害等

責任裁定申請事件 

25. 7.26 

25.11.28 

岐阜県住民

３人 

岐阜県住民

１人（製陶

業) 

賠償請求 

(第19号：約378万

円、第25号：約

279万円） 

26. 9.25 棄却 

平成25年(セ)

第20号 

横浜市における振動に

よる健康被害等責任裁

定申請事件 

25. 8.13 神奈川県住

民１人 

横浜市 

神奈川県住

民３人 

賠償請求 

（約2669万円) 

25. 9.20 取下げ 

平成25年(セ)

第21号 

鎌倉市における騒音等

による健康被害等責任

裁定申請事件 

25. 9.13 神奈川県住

民２人 

ドッグスク

ール経営会

社 

賠償請求 

（約1082万円) 

28. 6.28 一部認容 

平成25年(セ)

第22号外１件 

↓ 

平成26年(調)

第３号 

世田谷区における騒

音・振動による健康被

害等責任裁定申請事件 

25.10.18 

26. 7. 9 

東京都住民

９人 

建設会社 賠償請求 

（約312万円） 

26.11. 6 

26.11. 7 

26.11.28 

参加申立取下げ 

職権調停移行 

調停成立 

平成25年(セ)

第23号 

↓ 

平成28年(調)

第２号 

台東区におけるビル建

設工事による地盤沈下

被害責任裁定申請事件 

25.10.21 宗教法人 建設会社 

鉄道会社 

賠償請求 

（約1113万円） 

28. 2. 9 

28. 2.25 

職権調停移行 

調停成立 

平成25年(セ)

第24号 

中央区におけるビル工

事による地盤沈下被害

責任裁定申請事件 

25.10.28 不動産会社 建設会社 

不動産会社

賠償請求 

（7140万円） 

27.12.16 棄却 

平成25年(ゲ)

第13号 

高島市における散水融

雪設備の稼働による地

盤沈下被害原因裁定申

請事件 

25.11. 7 

 

滋賀県住民

１人 

国（代表者

国土交通大

臣） 

申請人宅の土地の

地盤沈下等と、散

水融雪設備の稼働

との因果関係の有

無 

27. 5 14 取下げ 

平成25年(セ)

第26号 

↓ 

平成30年(調)

第５号 

市川市における工場か

らの騒音等による健康

被害等責任裁定申請事

件 

25.12.26 千葉県住民

14人 

食品会社 賠償請求 

(１億6000万円） 

30. 4.18 

30.12.11 

31. 1.18 

一部取下げ 

職権調停移行 

調停成立 

平成26年(セ)

第１号 

 

香南市における道路工

事からの振動による財

産被害責任裁定申請事

件 

26. 1. 7 高知県等住

民３人 

国（代表者

国土交通大

臣） 

建設会社 

賠償請求 

（6000万円） 

28. 1.18 棄却 

平成26年(セ)

第２号 

静岡県函南町における

拡声器からの騒音によ

る健康被害責任裁定申

請事件 

26. 1.14 静岡県住民

１人 

函南町 賠償請求 

（10万円） 

27. 3.27 棄却 

平成26年(セ)

第３号 

座間市における工場か

らの騒音・振動による

慰謝料等責任裁定申請

事件 

26. 2. 6 神奈川県住

民２人 

金属加工会

社 

賠償請求 

（約450万円） 

27. 5.29 棄却 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成25年(セ)

第17号 

千葉市における鉄道騒

音・振動による健康被

害等責任裁定申請事件 

25. 7.18 千葉県住民

１人 

鉄道会社 賠償請求 

（461万円） 

27. 5.29 棄却 

平成25年(セ)

第18号 

↓ 

平成27年(調)

第３号 

木更津市における飲食

店等からの騒音による

財産被害等責任裁定申

請事件 

25. 7.25 賃貸用建物

家主４人 

飲食店経営

者等５人 

賠償請求 

（2370万円） 

27. 5.12 

27. 5.29 

職権調停移行 

調停成立 

平成25年(セ)

第19号 

外１件 

土岐市における騒音・

振動による健康被害等

責任裁定申請事件 

25. 7.26 

25.11.28 

岐阜県住民

３人 

岐阜県住民

１人（製陶

業) 

賠償請求 

(第19号：約378万

円、第25号：約

279万円） 

26. 9.25 棄却 

平成25年(セ)

第20号 

横浜市における振動に

よる健康被害等責任裁

定申請事件 

25. 8.13 神奈川県住

民１人 

横浜市 

神奈川県住

民３人 

賠償請求 

（約2669万円) 

25. 9.20 取下げ 

平成25年(セ)

第21号 

鎌倉市における騒音等

による健康被害等責任

裁定申請事件 

25. 9.13 神奈川県住

民２人 

ドッグスク

ール経営会

社 

賠償請求 

（約1082万円) 

28. 6.28 一部認容 

平成25年(セ)

第22号外１件 

↓ 

平成26年(調)

第３号 

世田谷区における騒

音・振動による健康被

害等責任裁定申請事件 

25.10.18 

26. 7. 9 

東京都住民

９人 

建設会社 賠償請求 

（約312万円） 

26.11. 6 

26.11. 7 

26.11.28 

参加申立取下げ 

職権調停移行 

調停成立 

平成25年(セ)

第23号 

↓ 

平成28年(調)

第２号 

台東区におけるビル建

設工事による地盤沈下

被害責任裁定申請事件 

25.10.21 宗教法人 建設会社 

鉄道会社 

賠償請求 

（約1113万円） 

28. 2. 9 

28. 2.25 

職権調停移行 

調停成立 

平成25年(セ)

第24号 

中央区におけるビル工

事による地盤沈下被害

責任裁定申請事件 

25.10.28 不動産会社 建設会社 

不動産会社

賠償請求 

（7140万円） 

27.12.16 棄却 

平成25年(ゲ)

第13号 

高島市における散水融

雪設備の稼働による地

盤沈下被害原因裁定申

請事件 

25.11. 7 

 

滋賀県住民

１人 

国（代表者

国土交通大

臣） 

申請人宅の土地の

地盤沈下等と、散

水融雪設備の稼働

との因果関係の有

無 

27. 5 14 取下げ 

平成25年(セ)

第26号 

↓ 

平成30年(調)

第５号 

市川市における工場か

らの騒音等による健康

被害等責任裁定申請事

件 

25.12.26 千葉県住民

14人 

食品会社 賠償請求 

(１億6000万円） 

30. 4.18 

30.12.11 

31. 1.18 

一部取下げ 

職権調停移行 

調停成立 

平成26年(セ)

第１号 

 

香南市における道路工

事からの振動による財

産被害責任裁定申請事

件 

26. 1. 7 高知県等住

民３人 

国（代表者

国土交通大

臣） 

建設会社 

賠償請求 

（6000万円） 

28. 1.18 棄却 

平成26年(セ)

第２号 

静岡県函南町における

拡声器からの騒音によ

る健康被害責任裁定申

請事件 

26. 1.14 静岡県住民

１人 

函南町 賠償請求 

（10万円） 

27. 3.27 棄却 

平成26年(セ)

第３号 

座間市における工場か

らの騒音・振動による

慰謝料等責任裁定申請

事件 

26. 2. 6 神奈川県住

民２人 

金属加工会

社 

賠償請求 

（約450万円） 

27. 5.29 棄却 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成26年(セ)

第４号 

静岡市における騒音等

による健康被害責任裁

定申請事件 

26. 3.26 静岡県住民

１人 

静岡県 賠償請求 

（100万円） 

26.12. 3 取下げ 

平成26年(ゲ)

第１号 

長野市における建物解

体工事からの振動によ

る財産被害原因裁定申

請事件 

26. 5. 9 長野県住民

１人 

建設会社 建物解体工事と申

請人宅及び同土地

上の土留壁・ブロ

ック塀の損傷との

因果関係の有無 

26. 8.26 

28. 9.13 

手続中止 

却下 

平成26年(セ)

第５号 

横浜市における振動に

よる健康被害等責任裁

定申請事件 

26. 5.12 神奈川県住

民１人 

横浜市 

神奈川県住

民３人 

賠償請求 

（約1453万円) 

26. 6.19 取下げ 

平成26年(ゲ)

第２号 

横浜市における騒音・

低周波音による健康被

害原因裁定申請事件 

26. 7. 4 神奈川県住

民２人 

神奈川県住

民１人 

給湯機から発生す

る騒音及び低周波

音と申請人らの健

康被害との因果関

係の有無 

29. 6.27 棄却 

平成26年(セ)

第７号 

↓ 

平成27年(調)

第５号 

沼津市における工場か

らの悪臭等による財産

被害等責任裁定申請事

件 

26. 8.26 静岡県住民

１人 

自動車修理

加工会社 

賠償請求 

（約250万円） 

27.10.13 

27.11. 2 

職権調停移行 

調停成立 

平成26年(セ)

第８号 

↓ 

平成28年(調)

第３号 

水戸市における建物解

体工事からの振動によ

る財産被害等責任裁定

申請事件 

26. 9. 5 医薬品販売

会社 

茨城県住民

１人 

建設会社 賠償請求 

（約724万円） 

28. 2.23 

28. 3.11 

職権調停移行 

調停成立 

平成26年(セ)

第９号 

横浜市における建設工

事からの騒音・振動等

による財産被害等責任

裁定申請事件 

26. 9.11 神奈川県住

民１人 

建設会社 賠償請求 

（約356万円） 

28. 6.21 

 

棄却 

平成26年(セ)

第10号 

多摩市における悪臭被

害責任裁定申請事件 

26. 9.19 東京都住民

１人 

東京都住民

１人 

賠償請求 

（100万円） 

27. 1.16 取下げ 

平成26年(セ)

第11号 

田原市における風力発

電施設による騒音被害

責任裁定申請事件 

26. 9.26 愛知県住民

１人 

発電事業会

社 

賠償請求 

（500万円） 

26.12.15 

27. 6. 4 

手続中止 

取下げ 

平成26年(ゲ)

第３号 

稲城市における温泉施

設からの騒音・振動等

による健康被害原因裁

定申請事件 

26.10.23 東京都住民

１人 

レジャー施

設会社 

温泉施設の設備か

ら発生・拡散した

低周波音・騒音･

振動と申請人の健

康被害との因果関

係の有無 

27. 7. 3 取下げ 

平成26年(セ)

第12号 

横浜市における振動に

よる健康被害等責任裁

定申請事件 

26.10.28 神奈川県住

民１人 

横浜市 

神奈川県住

民３人 

賠償請求 

（約3204万円) 

26.11.25 申請不受理 

 

 

平成26年(セ)

第13号 

↓ 

平成28年(調)

第１号 

行方市における工場か

らの排水による水質汚

濁被害責任裁定申請事

件 

26.11. 4 茨城県住民

１人 

自動車部品

製造会社 

賠償請求 

（1000万円） 

28. 1.12 

28. 1.18 

職権調停移行 

調停成立 

事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成26年(ゲ)

第４号 

江東区における建設工

事からの土壌汚染によ

る健康被害原因裁定申

請事件 

26.11. 6 東京都住民

15人 

運送会社 

建設会社 

建築工事において

土地を掘削した際

に発生・拡散させ

た何らかの化学物

質と申請人らの健

康被害との因果関

係の有無 

29. 3.28 一部認容 

平成26年(ゲ)

第５号 

南城市における道路工

事からの騒音・振動に

よる財産被害原因裁定

申請事件 

26.11. 7 沖縄県住民

１人 

国（代表者

国土交通大

臣） 

建設会社 

 

工事現場から発せ

られた騒音・振動

と申請人の養鶏場

で発生した鶏の健

康被害、異常行動

との因果関係の有

無 

28. 3.29 

 

 

棄却 

 

平成26年(セ) 

第14号 

鹿児島県馬毛島にお

ける開発工事による

漁業被害責任裁定申

請事件 

26.11.27 鹿児島県在

住10人 

土地開発会

社 

賠償請求 

（1000万円） 

28.10.25 棄却 

平成27年(セ) 

第１号 

↓ 

平成27年(調)

第４号 

戸田市における工場

からの大気汚染・悪

臭による財産被害等

責任裁定申請事件 

27. 1. 6 運送会社 

東京都住民

１人 

金属加工会

社 

賠償請求 

（約545万円） 

27. 6.23 

27. 7. 7 

職権調停移行 

調停成立 

平成27年(ゲ)

第１号 

神奈川県清川村におけ

る道路工事に伴う地盤

沈下等による財産被害

原因裁定嘱託事件 

(嘱託受付)

27. 1.13 

(原告) 

神奈川県住

民２人 

(被告) 

清川村（代

表者村長）

建設会社 

(嘱託の趣旨) 

被告建設会社が被

告村から請け負っ

て実施した村道改

修工事の一部と原

告所有建物に生じ

た被害との因果関

係の有無 

28. 1.26 因果関係を認めな

い 

平成27年(ゲ)

第２号 

郡山市における室外機

からの低周波音による

健康被害等原因裁定申

請事件 

27. 4.13 福島県住民

１人 

コンビニエ

ンスストア

経営会社 

 

店舗に設置されて

いる空調用室外機

及び冷凍用室外機

から生じる低周波

音と申請人の健康

被害との因果関係

の有無 

28.11.22 棄却 

平成27年(セ) 

第２号 

 

横浜市における鉄道騒

音による財産被害責任

裁定申請事件 

27. 5.28 不動産賃貸

管理会社 

鉄道事業会

社 

賠償請求 

（約130万円）等 

27.12.21 一部却下 

一部棄却 

平成27年(ゲ) 

第３号 

外１件 

（第６号） 

 

 

春日部市における悪臭

による健康被害原因裁

定申請事件 

27. 7. 7 

 

27.11. 5 

埼玉県住民

１人 

埼玉県住民

２人 

 

クリーニング店の

ボイラー・作業場

から発生・拡散さ

せた化学物質と申

請人の健康被害と

の因果関係の有無 

27.12. 9 

 

28. 3.25 

一部取下げ 

（第３号） 

棄却 

（第６号） 

平成27年(セ) 

第３号 

 

新宿区における解体工

事による騒音・振動被

害責任裁定申請事件 

27. 8.10 東京都住民

２人 

不動産会社

建設会社 

賠償請求 

（1365万円） 

28. 6.21 棄却 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成26年(ゲ)

第４号 

江東区における建設工

事からの土壌汚染によ

る健康被害原因裁定申

請事件 

26.11. 6 東京都住民

15人 

運送会社 

建設会社 

建築工事において

土地を掘削した際

に発生・拡散させ

た何らかの化学物

質と申請人らの健

康被害との因果関

係の有無 

29. 3.28 一部認容 

平成26年(ゲ)

第５号 

南城市における道路工

事からの騒音・振動に

よる財産被害原因裁定

申請事件 

26.11. 7 沖縄県住民

１人 

国（代表者

国土交通大

臣） 

建設会社 

 

工事現場から発せ

られた騒音・振動

と申請人の養鶏場

で発生した鶏の健

康被害、異常行動

との因果関係の有

無 

28. 3.29 

 

 

棄却 

 

平成26年(セ) 

第14号 

鹿児島県馬毛島にお

ける開発工事による

漁業被害責任裁定申

請事件 

26.11.27 鹿児島県在

住10人 

土地開発会

社 

賠償請求 

（1000万円） 

28.10.25 棄却 

平成27年(セ) 

第１号 

↓ 

平成27年(調)

第４号 

戸田市における工場

からの大気汚染・悪

臭による財産被害等

責任裁定申請事件 

27. 1. 6 運送会社 

東京都住民

１人 

金属加工会

社 

賠償請求 

（約545万円） 

27. 6.23 

27. 7. 7 

職権調停移行 

調停成立 

平成27年(ゲ)

第１号 

神奈川県清川村におけ

る道路工事に伴う地盤

沈下等による財産被害

原因裁定嘱託事件 

(嘱託受付)

27. 1.13 

(原告) 

神奈川県住

民２人 

(被告) 

清川村（代

表者村長）

建設会社 

(嘱託の趣旨) 

被告建設会社が被

告村から請け負っ

て実施した村道改

修工事の一部と原

告所有建物に生じ

た被害との因果関

係の有無 

28. 1.26 因果関係を認めな

い 

平成27年(ゲ)

第２号 

郡山市における室外機

からの低周波音による

健康被害等原因裁定申

請事件 

27. 4.13 福島県住民

１人 

コンビニエ

ンスストア

経営会社 

 

店舗に設置されて

いる空調用室外機

及び冷凍用室外機

から生じる低周波

音と申請人の健康

被害との因果関係

の有無 

28.11.22 棄却 

平成27年(セ) 

第２号 

 

横浜市における鉄道騒

音による財産被害責任

裁定申請事件 

27. 5.28 不動産賃貸

管理会社 

鉄道事業会

社 

賠償請求 

（約130万円）等 

27.12.21 一部却下 

一部棄却 

平成27年(ゲ) 

第３号 

外１件 

（第６号） 

 

 

春日部市における悪臭

による健康被害原因裁

定申請事件 

27. 7. 7 

 

27.11. 5 

埼玉県住民

１人 

埼玉県住民

２人 

 

クリーニング店の

ボイラー・作業場

から発生・拡散さ

せた化学物質と申

請人の健康被害と

の因果関係の有無 

27.12. 9 

 

28. 3.25 

一部取下げ 

（第３号） 

棄却 

（第６号） 

平成27年(セ) 

第３号 

 

新宿区における解体工

事による騒音・振動被

害責任裁定申請事件 

27. 8.10 東京都住民

２人 

不動産会社

建設会社 

賠償請求 

（1365万円） 

28. 6.21 棄却 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成27年(ゲ)

第４号 

世田谷区における飲食

店からの大気汚染によ

る健康被害等原因裁定

申請事件 

27. 8.20 東京都住民

１人 

飲食店経営

会社 

 

飲食店から強制排

気・拡散させた油

、油煙及び油の微

粒子と申請人宅及

び空気の汚れ等被

害との因果関係の

有無 

28. 7.22 棄却 

平成27年(セ) 

第４号 

↓ 

平成28年(調)

第５号 

荒川区における建築工

事からの騒音･振動に

よる健康被害責任裁定

申請事件 

27. 9. 8 東京都住民

２人 

建設会社 賠償請求 

（約316万円） 

28. 2.26 

28. 3. 4 

職権調停移行 

調停成立 

平成27年(ゲ)

第５号 

↓ 

平成28年(調)

第12号 

港区における建設工事

による地盤沈下被害原

因裁定申請事件 

27.10. 9 マンション

管理組合 

建設会社 

 

建設工事における

基礎杭頭処理と既

存杭破砕のための

削岩機による破砕

工事と地盤陥没被

害との因果関係の

有無 

28.12.27 職権調停移行→ 

調停成立 

平成27年(セ) 

第５号 

 

船橋市における騒音・

振動による財産被害等

責任裁定申請事件 

27.10.20 千葉県住民

１人 

千葉県住民

３人 

賠償請求 

（約３億277万円）

27.12. 9 申請不受理 

平成27年(セ) 

第６号 

 

墨田区における建設工

事からの地盤沈下等に

よる財産被害責任裁定

申請事件 

27.10.30 金属加工会

社 

東京都住民

３人 

素材加工会

社 

建設会社 

建物解体会

社 

賠償請求等 

 

 

27.11.30 

 

取下げ 

平成27年(セ) 

第７号 

 

宝塚市における研究施

設からの大気汚染によ

る健康被害責任裁定申

請事件 

27.11. 4 兵庫県住民

２人 

研究施設を

運営する公

益財団法人

学校法人 

賠償請求 

（2500万円） 

28. 4.13 取下げ 

平成27年(セ) 

第８号 

外１件 

↓ 

平成29年(調)

第３号 

台東区における冷凍庫

からの低周波音による

健康被害責任裁定申請

事件 

27.12. 9 

 

29. 1.12 

東京都住民

２人 

東京都住民

２人 

卸売業者 

賠償請求 

（27年第８号：

484万円、29年第

１号：484万円） 

29. 9.19 

29. 9.22 

職権調停移行 

調停成立 

平成27年(セ) 

第９号 

↓ 

平成28年(調)

第７号 

大田区における食料品

作業場からの悪臭等に

よる健康被害等責任裁

定申請事件 

27.12.21 東京都住民

２人 

食品加工販

売会社 

東京都住民

１人 

賠償請求 

（約179万円） 

28. 6.15 職権調停移行→ 

調停成立 

平成27年(セ) 

第10号 

 

 

知多市における工場か

らの粉じんによる財産

被害責任裁定申請事件 

 

27.12.25 

 

愛知県住民

１人 

 

船舶等製造

会社 

 

賠償請求 

（約64万円） 

 

30. 8.29 棄却 

事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成28年(セ) 

第１号 

外１件 

 

成田市における室外機

等からの騒音・低周波

音等による健康被害等

責任裁定申請事件 

28. 2.16 

 

 

 

 

 

29. 1.16 

千葉県住民

４人 

コンビニエ

ンスストア

のフランチ

ャイザー 

千葉県住民

１人 

ドラッグス

トア経営法

人 

賠償請求 

（28年第１号： 

約1760万円等→ 

約1818万円等、 

29年第２号： 

1320万円等） 

元. 9.25 棄却 

平成28年(ゲ) 

第１号 

 

墨田区における建設工

事からの地盤沈下等被

害原因裁定申請事件 

 

28. 5.24 

 

金属加工会

社 

東京都住民

１人 

 

建設会社 

建物解体会

社 

 

マンション解体及

び建築工事と申請

人所有の土地及び

建物に生じた不同

沈下との因果関係

の有無 

31. 3.27 一部認容 

平成28年(ゲ) 

第２号 

 

小諸市における工場か

らの振動による財産被

害原因裁定申請事件 

 

28. 7. 1 長野県住民

１人 

鍛工品製造

等会社 

鍛造機械稼働によ

る振動と申請人宅

の沈降及び家屋内

の歪み発生等との

因果関係の有無 

28.10.25 

29. 5.16 

手続中止 

取下げ 

平成28年(セ) 

第２号 

 

和歌山市における工場

からの騒音等による健

康被害等責任裁定申請

事件 

28. 8. 1 和歌山県住

民４人 

電力会社 賠償請求 

（2986万円） 

30. 5.28 棄却 

平成28年(ゲ) 

第３号 

↓ 

平成29年(調)

第２号 

横浜市における振動・

騒音（低周波音）によ

る健康被害原因裁定申

請事件 

28. 8.25 神奈川県住

民１人 

神奈川県住

民１人 

被申請人宅の太陽

光発電機能付ヒー

トポンプ給湯器か

ら発せられる振動

・騒音（低周波音

）と申請人の健康

被害との因果関係

の有無 

29. 3.28 職権調停移行→ 

調停成立 

平成28年(セ) 

第３号 

 

台東区における飲食店

からの悪臭・騒音被害

責任裁定申請事件 

28.10. 3 東京都住民

１人 

飲食店経営

会社 

賠償請求 

（約114万円） 

29. 6.23 取下げ 

平成28年(ゲ) 

第４号 

 

佐倉市における騒音・

振動による健康被害原

因裁定申請事件 

 

28.12. 9 千葉県住民

３人 

千葉県住民

２人 

被申請人宅の家庭

用ヒートポンプ給

湯器、24時間換気

システム及び空調

室外機から発せら

れる騒音・振動と

申請人らの健康被

害との因果関係の

有無 

29.12. 5 棄却 

平成28年(ゲ) 

第５号 

外１件 

↓ 

平成30年(調)

第１号 

 

 

 

横浜市における運動施

設からの騒音・振動に

よる健康被害原因裁定

申請事件 

28.12.16 

 

29. 2. 8 

 

神奈川県住

民１人 

神奈川県住

民１人 

神奈川県住

民１人 

被申請人経営の運

動施設から発せら

れる騒音・振動と

申請人の健康被害

との因果関係の有

無 

30. 1.19 職権調停移行→ 

調停成立 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成28年(セ) 

第１号 

外１件 

 

成田市における室外機

等からの騒音・低周波

音等による健康被害等

責任裁定申請事件 

28. 2.16 

 

 

 

 

 

29. 1.16 

千葉県住民

４人 

コンビニエ

ンスストア

のフランチ

ャイザー 

千葉県住民

１人 

ドラッグス

トア経営法

人 

賠償請求 

（28年第１号： 

約1760万円等→ 

約1818万円等、 

29年第２号： 

1320万円等） 

元. 9.25 棄却 

平成28年(ゲ) 

第１号 

 

墨田区における建設工

事からの地盤沈下等被

害原因裁定申請事件 

 

28. 5.24 

 

金属加工会

社 

東京都住民

１人 

 

建設会社 

建物解体会

社 

 

マンション解体及

び建築工事と申請

人所有の土地及び

建物に生じた不同

沈下との因果関係

の有無 

31. 3.27 一部認容 

平成28年(ゲ) 

第２号 

 

小諸市における工場か

らの振動による財産被

害原因裁定申請事件 

 

28. 7. 1 長野県住民

１人 

鍛工品製造

等会社 

鍛造機械稼働によ

る振動と申請人宅

の沈降及び家屋内

の歪み発生等との

因果関係の有無 

28.10.25 

29. 5.16 

手続中止 

取下げ 

平成28年(セ) 

第２号 

 

和歌山市における工場

からの騒音等による健

康被害等責任裁定申請

事件 

28. 8. 1 和歌山県住

民４人 

電力会社 賠償請求 

（2986万円） 

30. 5.28 棄却 

平成28年(ゲ) 

第３号 

↓ 

平成29年(調)

第２号 

横浜市における振動・

騒音（低周波音）によ

る健康被害原因裁定申

請事件 

28. 8.25 神奈川県住

民１人 

神奈川県住

民１人 

被申請人宅の太陽

光発電機能付ヒー

トポンプ給湯器か

ら発せられる振動

・騒音（低周波音

）と申請人の健康

被害との因果関係

の有無 

29. 3.28 職権調停移行→ 

調停成立 

平成28年(セ) 

第３号 

 

台東区における飲食店

からの悪臭・騒音被害

責任裁定申請事件 

28.10. 3 東京都住民

１人 

飲食店経営

会社 

賠償請求 

（約114万円） 

29. 6.23 取下げ 

平成28年(ゲ) 

第４号 

 

佐倉市における騒音・

振動による健康被害原

因裁定申請事件 

 

28.12. 9 千葉県住民

３人 

千葉県住民

２人 

被申請人宅の家庭

用ヒートポンプ給

湯器、24時間換気

システム及び空調

室外機から発せら

れる騒音・振動と

申請人らの健康被

害との因果関係の

有無 

29.12. 5 棄却 

平成28年(ゲ) 

第５号 

外１件 

↓ 

平成30年(調)

第１号 

 

 

 

横浜市における運動施

設からの騒音・振動に

よる健康被害原因裁定

申請事件 

28.12.16 

 

29. 2. 8 

 

神奈川県住

民１人 

神奈川県住

民１人 

神奈川県住

民１人 

被申請人経営の運

動施設から発せら

れる騒音・振動と

申請人の健康被害

との因果関係の有

無 

30. 1.19 職権調停移行→ 

調停成立 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成28年(ゲ) 

第６号 

 

飯能市における浄化槽

からの土壌汚染被害原

因裁定申請事件 

28.12.26 埼玉県住民

１人 

社会福祉法

人 

被申請人事業所の

浄化槽からの排水

と申請人所有の畑

の土壌が汚染、変

質したこととの因

果関係の有無 

29. 1.25 取下げ 

平成28年(セ) 

第４号 

外１件 

 

 

埼玉県杉戸町における

騒音・悪臭等による健

康被害責任裁定申請事

件 

 

28.12.27 

 

29. 6. 8 

 

 

埼玉県住民

１人 

埼玉県住民

２人 

 

運送会社 

 

 

賠償請求 

（28年第４号： 

約402万円、 

29年第６号： 

約5005万円） 

30.10. 9 棄却 

平成29年(セ) 

第３号 

高知市における工場か

らの悪臭・騒音等によ

る健康被害等責任裁定

申請事件 

29. 2. 6 高知県住民

１人 

食品缶瓶詰

製造会社 

賠償請求 

（2200万円） 

 

30. 8.29 棄却 

 

平成29年(ゲ) 

第１号 

 

高知市における工場か

らの悪臭・騒音等によ

る健康被害等原因裁定

申請事件 

 

29. 2. 6 

 

高知県住民

１人 

 

食品缶瓶詰

製造会社 

 

被申請人工場から

の悪臭及び騒音等

と申請人の健康被

害との因果関係の

有無等 

30. 8.29 一部却下 

一部認容 

一部棄却 

平成29年(ゲ) 

第３号 

千葉市における室外機

等からの騒音・低周波

音による健康被害原因

裁定申請事件 

29. 3. 9 千葉県住民

２人 

不動産会社

千葉県住民

１人 

被申請人宅の室外

機等から発せられ

る騒音・低周波音

と申請人らの健康

被害との因果関係

の有無 

2. 7.14 取下げ 

平成29年(セ) 

第４号 

↓ 

平成29年(調)

第４号 

川崎市における幼稚園

からの騒音被害責任裁

定申請事件 

29. 3.13 神奈川県住

民２人 

学校法人 賠償請求 

（451万円等） 

29.12. 8 職権調停移行→ 

調停成立 

平成29年(セ) 

第５号 

↓ 

平成30年(調)

第２号 

大田区における騒音・

低周波音による健康被

害責任裁定申請事件 

29. 5.19 東京都住民

２人 

東京都住民

２人 

賠償請求 

（360万円） 

30. 2.27 

30. 3.15 

職権調停移行 

調停成立 

 

平成29年(セ) 

第７号 

↓ 

令和元年(調)

第１号 

成田市における建設工

事からの振動による財

産被害等責任裁定申請

事件 

29. 6.20 千葉県住民

１人 

建設会社 賠償請求 

（約328万円） 

元. 8. 9 

元. 9. 6 

職権調停移行 

調停成立 

平成29年(ゲ)

第４号 

富士宮市における改良

桝による地盤沈下被害

原因裁定申請事件 

29. 7. 4 静岡県住民

１人 

静岡県住民

１人 

被申請人が設置し

た改良桝と申請人

宅敷地の地盤沈下

との因果関係の有

無 

30. 9.18 棄却 

平成29年(ゲ)

第５号 

栗東市における林道工

事に伴う水質汚濁によ

る財産被害原因裁定申

請事件 

 

29.10.31 養鯉場操業

会社 

栗東市 錦鯉の大量死と被

申請人が実施した

林道工事との因果

関係の有無 

2. 1.28 棄却 

事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成29年(ゲ)

第６号 

和歌山県由良町におけ

る漁港整備工事に伴う

地盤沈下による財産被

害原因裁定嘱託事件 

(嘱託受付)

29.12. 4 

(原告) 

和歌山県住

民１人 

(被告) 

由良町 

(嘱託の趣旨) 

原告所有の建物の

傾斜等の損害と被

告が実施した漁港

整備工事との因果

関係の有無 

31. 2.26 因果関係を認めな

い 

平成29年(セ) 

第８号 

兵庫県稲美町における

ほ場整備工事に伴う地

盤沈下による財産被害

責任裁定申請事件 

29.12.11 兵庫県住民

１人 

兵庫県 賠償請求 

（7447万円） 

2. 1.14 棄却 

平成29年(セ) 

第９号 

東大阪市における工場

からの大気汚染・悪臭

による健康被害等責任

裁定申請事件 

29.12.12 大阪府住民

１人 

精密機器製

造販売会社

賠償請求 

（1400万円→ 

約1058万円） 

2. 2.18 棄却 

平成29年(セ) 

第10号 

府中市における室外機

等からの騒音被害責任

裁定申請事件 

 

29.12.28 東京都住民

１人 

不動産管理

会社 

東京都住民

１人 

賠償請求 

（3300万円） 

元. 8.27 棄却 

平成30年(ゲ)

第１号 

福岡市におけるマンシ

ョン屋外機からの騒音

による健康被害原因裁

定嘱託事件 

(嘱託受付)

30. 2.22 

(原告) 

福岡県住民

１人 

(被告) 

鉄道会社 

(嘱託の趣旨) 

マンションの西側

に設置した屋外機

の稼働音と原告に

生じた健康被害と

の因果関係の有無 

元.12.17 因果関係を認めな

い 

平成30年(ゲ)

第２号 

豊島区における建物改

修工事に伴う大気汚染

による財産被害原因裁

定嘱託事件 

(嘱託受付)

30. 3. 1 

(原告) 

東京都住民

93人 

(被告) 

建設会社 

(嘱託の趣旨) 

原告らの各所有建

物の屋根等に生じ

た損傷被害と被告

が階段改修工事を

した際にさびや鉄

粉を飛散させたこ

ととの因果関係の

有無 

 

 

 

2．2.25  

（訴えの取下げ等

による原告数の変

更あり） 

因果関係を認めな

い 

 

平成30年(セ)

第１号 

福山市における自動車

解体作業所からの騒音

・振動被害責任裁定申

請事件 

30. 3.30 広島県住民

２人 

自動車解体

業者 

賠償請求 

（約209万円） 

3．2.15 取下げ 

平成30年(ゲ)

第３号 

横浜市における漏電・

振動による健康被害原

因裁定申請事件 

 

30. 4.10 神奈川県住

民１人 

神奈川県住

民１人 

申請人に生じてい

る頭の痛み・しび

れ、息苦しさ等の

健康被害と、被申

請人宅に設置され

ているコンセント

の先の入った接続

箱箱からの漏電及

び漏電と同時に発

生する空気振動と

の因果関係の有無 

 

 

 

 

 

30. 5.28 申請不受理 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成29年(ゲ)

第６号 

和歌山県由良町におけ

る漁港整備工事に伴う

地盤沈下による財産被

害原因裁定嘱託事件 

(嘱託受付)

29.12. 4 

(原告) 

和歌山県住

民１人 

(被告) 

由良町 

(嘱託の趣旨) 

原告所有の建物の

傾斜等の損害と被

告が実施した漁港

整備工事との因果

関係の有無 

31. 2.26 因果関係を認めな

い 

平成29年(セ) 

第８号 

兵庫県稲美町における

ほ場整備工事に伴う地

盤沈下による財産被害

責任裁定申請事件 

29.12.11 兵庫県住民

１人 

兵庫県 賠償請求 

（7447万円） 

2. 1.14 棄却 

平成29年(セ) 

第９号 

東大阪市における工場

からの大気汚染・悪臭

による健康被害等責任

裁定申請事件 

29.12.12 大阪府住民

１人 

精密機器製

造販売会社

賠償請求 

（1400万円→ 

約1058万円） 

2. 2.18 棄却 

平成29年(セ) 

第10号 

府中市における室外機

等からの騒音被害責任

裁定申請事件 

 

29.12.28 東京都住民

１人 

不動産管理

会社 

東京都住民

１人 

賠償請求 

（3300万円） 

元. 8.27 棄却 

平成30年(ゲ)

第１号 

福岡市におけるマンシ

ョン屋外機からの騒音

による健康被害原因裁

定嘱託事件 

(嘱託受付)

30. 2.22 

(原告) 

福岡県住民

１人 

(被告) 

鉄道会社 

(嘱託の趣旨) 

マンションの西側

に設置した屋外機

の稼働音と原告に

生じた健康被害と

の因果関係の有無 

元.12.17 因果関係を認めな

い 

平成30年(ゲ)

第２号 

豊島区における建物改

修工事に伴う大気汚染

による財産被害原因裁

定嘱託事件 

(嘱託受付)

30. 3. 1 

(原告) 

東京都住民

93人 

(被告) 

建設会社 

(嘱託の趣旨) 

原告らの各所有建

物の屋根等に生じ

た損傷被害と被告

が階段改修工事を

した際にさびや鉄

粉を飛散させたこ

ととの因果関係の

有無 

 

 

 

2．2.25  

（訴えの取下げ等

による原告数の変

更あり） 

因果関係を認めな

い 

 

平成30年(セ)

第１号 

福山市における自動車

解体作業所からの騒音

・振動被害責任裁定申

請事件 

30. 3.30 広島県住民

２人 

自動車解体

業者 

賠償請求 

（約209万円） 

3．2.15 取下げ 

平成30年(ゲ)

第３号 

横浜市における漏電・

振動による健康被害原

因裁定申請事件 

 

30. 4.10 神奈川県住

民１人 

神奈川県住

民１人 

申請人に生じてい

る頭の痛み・しび

れ、息苦しさ等の

健康被害と、被申

請人宅に設置され

ているコンセント

の先の入った接続

箱箱からの漏電及

び漏電と同時に発

生する空気振動と

の因果関係の有無 

 

 

 

 

 

30. 5.28 申請不受理 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成30年(ゲ)

第４号 

文京区におけるグラウ

ンドからの粉じんによ

る財産被害原因裁定申

請事件 

30. 5.14 東京都住民

１人 

東京都 申請人が所有する

自家用車への粉じ

んの堆積被害と被

申請人がグラウン

ドに散布した砂か

ら発生・飛散した

粉じんとの因果関

係の有無 

30. 7.10 申請不受理 

平成30年(ゲ)

第５号 

 伊万里市における堆肥

製造施設からの大気汚

染による健康被害原因

裁定申請事件 

30. 5.17 佐賀県住民

６人 

農業協同組

合 

堆肥製造施設から

の浮遊物質と申請

人らの健康被害と

の因果関係の有無 

3. 3.18  棄却 

平成30年(セ)

第２号 

瀬戸市における廃棄物

処分場からの土壌汚染

による財産被害責任裁

定申請事件 

30. 5.30 愛知県住民

１人 

畜産会社 

衛生組合 賠償請求 

（2000万円） 

3. 3.15 一部却下 

一部棄却 

平成30年(ゲ)

第６号 

大阪市における印刷工

房からの大気汚染・悪

臭による健康被害原因

裁定申請事件 

 

30. 6.13 大阪府住民

３人 

大阪府住民

１人（印刷

工房経営

者） 

印刷工房からの化

学物質発生・拡散

と申請人らの健康

被害との因果関係

の有無 

元.11.19 棄却 

平成30年(ゲ)

第７号 

瀬戸市における廃棄物

処分場からの土壌汚染

による財産被害原因裁

定申請事件 

30. 6.26 愛知県住民

１人 

畜産会社 

衛生組合 被申請人が投棄し

た廃棄物と申請人

土地のダイオキシ

ン類の検出との因

果関係の有無 

3. 3.15 一部認容 

一部棄却 

平成30年(ゲ)

第８号 

四日市市における医療

機関からの大気汚染・

悪臭による健康被害原

因裁定申請事件 

30. 8.16 三重県住民

１人 

歯科医院 歯科医院から排出

されたガスと申請

人の健康被害との

因果関係の有無 

元. 7. 9 棄却 

平成30年(セ)

第３号 

豊見城市における建築

工事に伴う地盤沈下等

による財産被害等責任

裁定申請事件 

30. 8.20 沖縄県住民

１人 

建設会社 賠償請求 

（約1303万円） 

4. 1.13 一部認容 

一部棄却 

平成30年(ゲ)

第９号 

豊見城市における建築

工事に伴う地盤沈下等

による財産被害等原因

裁定申請事件 

30. 8.20 沖縄県住民

１人 

建設会社 申請人の住宅等被

害と被申請人の建

築工事との因果関

係の有無 

4. 1.13 一部認容 

一部棄却 

平成30年(ゲ)

第10号 

文京区におけるグラウ

ンドからの粉じんによ

る財産被害原因裁定申

請事件 

30. 8.20 東京都住民

１人 

東京都 申請人が所有する

自家用車への粉じ

んの堆積被害と被

申請人がグラウン

ドに散布した砂か

ら発生・飛散した

粉じんとの因果関

係の有無 

30.10. 9 申請不受理 

平成30年(セ)

第４号 

国分寺市における運動

施設からの騒音による

財産被害等責任裁定申

請事件 

30. 8.28 東京都住民

２人 

国分寺市 賠償請求 

（385万円） 

 

 

 

2. 9.14 取下げ 

事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成30年(セ)

第５号 

外１件 

熊本市における飲食店

からの悪臭等による健

康被害等責任裁定申請

事件 

30.11. 1 

 

 2. 4. 3 

熊本県住民

２人 

熊本県住民

２人 

熊本県住民

１人（飲食

店経営者）

賠償請求 

（30年第５号：約

5402万円、２年第

４号：約338万

円） 

 

  

平成30年(セ)

第６号 

↓ 

令和３年(調)

第１号 

銚子市における工場か

らの騒音・低周波音・

振動による健康被害等

責任裁定申請事件 

30.11. 2 千葉県住民

１人 

製氷工場経

営会社 

賠償請求 

（550万円等） 

3. 1.26 

3. 2.18 

 

職権調停移行 

調停成立 

平成30年(セ)

第７号 

春日井市・小牧市にお

ける焼却施設からの大

気汚染による財産被害

等責任裁定申請事件 

 

30.11. 5 愛知県住民

１人 

春日井市 賠償請求 

（約223万円） 

元. 9.24 棄却 

平成30年(セ)

第８号 

国立市における騒音に

よる健康被害等責任裁

定申請事件 

30.11.20 東京都住民

１人 

建築会社 賠償請求 

（約92万円） 

元. 7.10 取下げ 

平成31年(セ)

第１号 

渋谷区における宿泊施

設からの騒音・低周波

音による健康被害等責

任裁定申請事件 

 

31. 1.21 東京都住民

１人 

ホテル経営

会社 

賠償請求 

（550万円等） 

  

平成31年(セ)

第２号 

↓ 

令和２年(調)

第１号 

熊本市における農業施

設からの騒音による健

康被害等責任裁定申請

事件 

31. 2.14 熊本県住民

１人 

熊本県住民

１人 

賠償請求 

（297万円） 

2. 8.25 

2. 9. 1 

職権調停移行 

調停成立 

平成31年(ゲ)

第１号 

↓ 

令和２年(調)

第１号 

熊本市における農業施

設からの騒音による健

康被害等原因裁定申請

事件 

31. 2.14 熊本県住民

１人 

熊本県住民

１人 

農業施設からの騒

音と申請人の健康

被害との因果関係

の有無 

2. 8.25 

2. 9. 1 

職権調停移行 

調停成立 

平成31年(ゲ)

第２号 

大田区における室外機

からの低周波音等によ

る健康被害原因裁定申

請事件 

 

31. 2.22 東京都住民

１人 

飲食店経営

会社 

飲食店からの低周

波音と申請人の健

康被害との因果関

係の有無 

元. 5. 7 取下げ 

平成31年(セ) 

第３号 

熊本市における室外機

等からの騒音による健

康被害等責任裁定申請

事件 

31. 3. 8 熊本県住民

１人 

食肉販売店

経営会社 

賠償請求 

（20万円→ 

約26万円） 

2.10.27 棄却 

平成31年(セ)

第４号 

新宿区における排気ダ

クト等からの低周波音

による健康被害等責任

裁定申請事件 

31. 3.11 東京都住民

１人 

商業ビルを

所有する会

社 

賠償請求 

（550万円等） 

  

平成31年(ゲ)

第３号 

周南市における工場か

らの騒音による健康被

害原因裁定申請事件 

31. 3.29 山口県住民

１人 

山口県住民

１人（和菓

子製造工場

経営者） 

和菓子製造工場か

らの聞こえにくい

周波数による騒音

と申請人の健康被

害との因果関係の

有無 

3.12.21 棄却 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成30年(セ)

第５号 

外１件 

熊本市における飲食店

からの悪臭等による健

康被害等責任裁定申請

事件 

30.11. 1 

 

 2. 4. 3 

熊本県住民

２人 

熊本県住民

２人 

熊本県住民

１人（飲食

店経営者）

賠償請求 

（30年第５号：約

5402万円、２年第

４号：約338万

円） 

 

  

平成30年(セ)

第６号 

↓ 

令和３年(調)

第１号 

銚子市における工場か

らの騒音・低周波音・

振動による健康被害等

責任裁定申請事件 

30.11. 2 千葉県住民

１人 

製氷工場経

営会社 

賠償請求 

（550万円等） 

3. 1.26 

3. 2.18 

 

職権調停移行 

調停成立 

平成30年(セ)

第７号 

春日井市・小牧市にお

ける焼却施設からの大

気汚染による財産被害

等責任裁定申請事件 

 

30.11. 5 愛知県住民

１人 

春日井市 賠償請求 

（約223万円） 

元. 9.24 棄却 

平成30年(セ)

第８号 

国立市における騒音に

よる健康被害等責任裁

定申請事件 

30.11.20 東京都住民

１人 

建築会社 賠償請求 

（約92万円） 

元. 7.10 取下げ 

平成31年(セ)

第１号 

渋谷区における宿泊施

設からの騒音・低周波

音による健康被害等責

任裁定申請事件 

 

31. 1.21 東京都住民

１人 

ホテル経営

会社 

賠償請求 

（550万円等） 

  

平成31年(セ)

第２号 

↓ 

令和２年(調)

第１号 

熊本市における農業施

設からの騒音による健

康被害等責任裁定申請

事件 

31. 2.14 熊本県住民

１人 

熊本県住民

１人 

賠償請求 

（297万円） 

2. 8.25 

2. 9. 1 

職権調停移行 

調停成立 

平成31年(ゲ)

第１号 

↓ 

令和２年(調)

第１号 

熊本市における農業施

設からの騒音による健

康被害等原因裁定申請

事件 

31. 2.14 熊本県住民

１人 

熊本県住民

１人 

農業施設からの騒

音と申請人の健康

被害との因果関係

の有無 

2. 8.25 

2. 9. 1 

職権調停移行 

調停成立 

平成31年(ゲ)

第２号 

大田区における室外機

からの低周波音等によ

る健康被害原因裁定申

請事件 

 

31. 2.22 東京都住民

１人 

飲食店経営

会社 

飲食店からの低周

波音と申請人の健

康被害との因果関

係の有無 

元. 5. 7 取下げ 

平成31年(セ) 

第３号 

熊本市における室外機

等からの騒音による健

康被害等責任裁定申請

事件 

31. 3. 8 熊本県住民

１人 

食肉販売店

経営会社 

賠償請求 

（20万円→ 

約26万円） 

2.10.27 棄却 

平成31年(セ)

第４号 

新宿区における排気ダ

クト等からの低周波音

による健康被害等責任

裁定申請事件 

31. 3.11 東京都住民

１人 

商業ビルを

所有する会

社 

賠償請求 

（550万円等） 

  

平成31年(ゲ)

第３号 

周南市における工場か

らの騒音による健康被

害原因裁定申請事件 

31. 3.29 山口県住民

１人 

山口県住民

１人（和菓

子製造工場

経営者） 

和菓子製造工場か

らの聞こえにくい

周波数による騒音

と申請人の健康被

害との因果関係の

有無 

3.12.21 棄却 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成31年(セ)

第５号 

奈良県安堵町における

牛舎からの排せつ物流

出に伴う悪臭被害責任

裁定申請事件 

31. 4. 2 奈良県住民

１人 

畜産会社 賠償請求 

（100万円） 

  

平成31年(ゲ)

第４号 

奈良県安堵町における

牛舎からの排せつ物流

出に伴う悪臭被害原因

裁定申請事件 

31. 4. 2 奈良県住民

１人 

畜産会社 水路に排出された

牛の尿よる悪臭と

申請人の健康被害

との因果関係の有

無 

  

平成31年(ゲ)

第５号 

宗像市における配水管

工事に伴う地盤沈下に

よる財産被害原因裁定

申請事件 

31. 4. 5 福岡県住民

５人 

一部事務組

合 

水道事業者

建設会社 

被申請人らが実施

した配水管敷設替

工事と申請人らの

家屋等に生じた財

産被害との因果関

係の有無 

  

平成31年(ゲ)

第６号 

渋谷区における高圧受

電設備からの低周波音

等による健康被害原因

裁定申請事件 

31. 4.17 東京都住民

１人 

学校法人 高圧受電設備から

発生・拡散した低

周波音と申請人の

健康被害との因果

関係の有無 

3. 9.15 取下げ 

令和元年(セ)

第１号 

和歌山県白浜町におけ

る給油所からの土壌汚

染被害等責任裁定申請

事件 

元. 5. 8 和歌山県住

民１人 

バス会社 賠償請求 

（約2083万円） 

2.11. 4 取下げ 

令和元年(セ)

第２号 

↓ 

令和２年(調)

第３号 

松戸市における換気

扇・ヒートポンプ設備

からの騒音による健康

被害等責任裁定申請事

件 

元. 5.21 千葉県住民

２人 

千葉県住民

１人 

賠償請求 

（約795万円） 

2.12.15 職権調停移行→ 

調停成立 

令和元年(ゲ)

第１号 

桶川市における工場か

らの大気汚染による財

産被害原因裁定申請事

件 

元. 6. 3 埼玉県住民

１人 

金属精錬会

社 

工場からの亜硫酸

ガス等の発生・拡

散と申請人所有の

桶川市指定天然記

念物椎樫（椎樫か

ら、シラカシ、ユ

ズ等へ訂正）等の

枯れ等の財産被害

との因果関係の有

無 

  

令和元年(セ)

第３号 

外１件 

稲敷市における土砂埋

立てに伴う土壌汚染に

よる財産被害等責任裁

定申請事件 

元. 6. 3 

 

 

2. 9. 7 

宗教法人 

茨城県住民

12人 

茨城県住民

９人 

土木関係会

社 

茨城県住民

２人 

砂利運搬業

会社 

稲敷市 

賠償請求 

（元年第３号：

2600万円等、２年

第７号：450万円

等） 

2. 7.28 

3.11.11 

一部取下げ 

一部取下げ 

令和元年(セ)

第４号 

↓ 

令和２年(調)

第２号 

 

 

渋谷区における工事現

場からの騒音・振動等

による財産被害・健康

被害等責任裁定申請事

件 

元. 8.16 東京都住民

17人 

不動産会社

建築会社 

賠償請求 

（約3644万円） 

2. 8.26 

2.11. 9 

職権調停移行 

調停成立 

事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

令和元年(ゲ)

第２号 

茨城県城里町における

地盤沈下による財産被

害原因裁定嘱託事件 

(嘱託受付)

元. 9. 9 

（原告）

茨城県住民

３人 

（被告）

茨城県住民

１人 

建設会社 

（嘱託の趣旨） 

被告らが行った土

地造成工事や擁壁

工事と原告らの所

有する土地の不同

沈下や建物の損傷

被害との因果関係

の有無 

  

令和元年(セ)

第５号 

外３件 

小平市における工場か

らの大気汚染による財

産被害責任裁定申請事

件 

元. 9.19 

 

2. 2.26 

 

2. 3.12 

 

2.11.17 

 

クリーニン

グ業者 

東京都住民

１人 

東京都住民

１人 

東京都住民

１人 

食品製造会

社 

賠償請求 

（元年第５号：約

1130万円（→約

1009万円）、２年

第１号：約206万

円（→約241万

円）、２年第２

号：約236万円

（→約283万

円）、２年第９

号：約310万円

（→約271万

円）） 

  

令和元年(ゲ)

第３号 

相模原市における化学

物質飛散に伴う大気汚

染・悪臭による健康被

害原因裁定申請事件 

元.10.24 神奈川県住

民３人 

建築工事会

社 

申請人ら宅の改装

工事の際に化学物

質を発生、放散さ

せたことと申請人

らに生じた不整

脈、頭痛、吐き

気、めまい等の化

学物質過敏症等の

健康被害との因果

関係の有無 

 

2. 8.19 却下 

令和元年(ゲ)

第４号 

↓ 

令和３年(調)

第４号 

熊本市における太陽光

発電設備及び室外機か

らの騒音・低周波音・

振動による健康被害原

因裁定申請事件 

元.11.18 熊本県住民

２人 

福岡県住民

１人 

熊本県住民

２人 

被申請人ら宅に設

置された太陽光発

電設備及び室外機

からの騒音・低周

波音・振動と申請

人らに生じた動

悸、胸の激痛、吐

き気、手足の痺れ

等の健康被害との

因果関係の有無 

 

3.11. 9 

3.12. 2 

職権調停移行 

調停成立 

令和元年(セ)

第６号 

江東区における音響機

器からの騒音・振動等

による生活環境被害責

任裁定申請事件 

 

元.12.17 東京都住民

１人 

東京都住民

１人 

賠償請求 

（約336万円） 

  

令和元年(セ)

第７号 

筑西市における事業所

からの悪臭等による生

活環境被害等責任裁定

申請事件 

 

 

元.12.20 茨城県住民

１人 

運送会社 賠償請求 

（約466万円） 

2. 9. 7 取下げ 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

令和元年(ゲ)

第２号 

茨城県城里町における

地盤沈下による財産被

害原因裁定嘱託事件 

(嘱託受付)

元. 9. 9 

（原告）

茨城県住民

３人 

（被告）

茨城県住民

１人 

建設会社 

（嘱託の趣旨） 

被告らが行った土

地造成工事や擁壁

工事と原告らの所

有する土地の不同

沈下や建物の損傷

被害との因果関係

の有無 

  

令和元年(セ)

第５号 

外３件 

小平市における工場か

らの大気汚染による財

産被害責任裁定申請事

件 

元. 9.19 

 

2. 2.26 

 

2. 3.12 

 

2.11.17 

 

クリーニン

グ業者 

東京都住民

１人 

東京都住民

１人 

東京都住民

１人 

食品製造会

社 

賠償請求 

（元年第５号：約

1130万円（→約

1009万円）、２年

第１号：約206万

円（→約241万

円）、２年第２

号：約236万円

（→約283万

円）、２年第９

号：約310万円

（→約271万

円）） 

  

令和元年(ゲ)

第３号 

相模原市における化学

物質飛散に伴う大気汚

染・悪臭による健康被

害原因裁定申請事件 

元.10.24 神奈川県住

民３人 

建築工事会

社 

申請人ら宅の改装

工事の際に化学物

質を発生、放散さ

せたことと申請人

らに生じた不整

脈、頭痛、吐き

気、めまい等の化

学物質過敏症等の

健康被害との因果

関係の有無 

 

2. 8.19 却下 

令和元年(ゲ)

第４号 

↓ 

令和３年(調)

第４号 

熊本市における太陽光

発電設備及び室外機か

らの騒音・低周波音・

振動による健康被害原

因裁定申請事件 

元.11.18 熊本県住民

２人 

福岡県住民

１人 

熊本県住民

２人 

被申請人ら宅に設

置された太陽光発

電設備及び室外機

からの騒音・低周

波音・振動と申請

人らに生じた動

悸、胸の激痛、吐

き気、手足の痺れ

等の健康被害との

因果関係の有無 

 

3.11. 9 

3.12. 2 

職権調停移行 

調停成立 

令和元年(セ)

第６号 

江東区における音響機

器からの騒音・振動等

による生活環境被害責

任裁定申請事件 

 

元.12.17 東京都住民

１人 

東京都住民

１人 

賠償請求 

（約336万円） 

  

令和元年(セ)

第７号 

筑西市における事業所

からの悪臭等による生

活環境被害等責任裁定

申請事件 

 

 

元.12.20 茨城県住民

１人 

運送会社 賠償請求 

（約466万円） 

2. 9. 7 取下げ 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

令和２年(ゲ)

第１号 

外１件 

草津市における室外機

等からの騒音・低周波

音による健康被害原因

裁定申請事件 

2. 3.12 

 

 

 

 

3. 4. 2 

滋賀県住民

１人 

 

スーパーマ

ーケット経

営会社 

日用品等販

売会社 

日用品等販

売店のフラ

ンチャイジ

ー 

被申請人らの店舗

用に設置された室

外機、変電設備、

クーリングタワー

からの騒音・低周

波音と申請人に生

じた睡眠障害、頭

痛、めまい、動

悸、耳の痛み等の

健康被害との因果

関係の有無 

  

令和２年(セ)

第３号 

神戸市における鉄道か

らの振動・騒音による

財産被害等責任裁定申

請事件 

2. 3.24 兵庫県住民

２人 

鉄道会社 賠償請求 

（700万円等） 

4. 2.15 棄却 

令和２年(セ)

第５号 

南島原市における工場

からの騒音等による生

活環境被害責任裁定申

請事件 

 2. 5.21 長崎県住民

１人 

長崎県住民

1人（製麺

工場経営

者） 

賠償請求 

（150万円） 

  

令和２年(ゲ)

第２号 

南島原市における工場

からの騒音等による生

活環境被害原因裁定申

請事件 

 2. 5.21 長崎県住民

１人 

長崎県住民

1人（製麺

工場経営

者） 

被申請人が経営す

る製麺工場から騒

音を発生・拡散さ

せたことと申請人

に生じた苛立ちの

健康被害との因果

関係の有無 

  

令和２年(セ)

第６号 

↓ 

令和３年(調)

第２号 

佐倉市における室外機

からの騒音による健康

被害等責任裁定申請事

件 

2. 7.31 千葉県住民

１人 

千葉県住民

１人 

賠償請求 

（約311万円） 

3.10. 5 

3.10.22 

職権調停移行 

調停成立 

令和２年(セ)

第８号 

浜松市における写真ス

タジオからの騒音によ

る健康被害等責任裁定

申請事件 

2. 9.23 静岡県住民

４人 

写真スタジ

オ会社 

賠償請求 

（3000万円） 

  

令和２年(ゲ)

第３号 

浜松市における写真ス

タジオからの騒音によ

る健康被害等原因裁定

申請事件 

2. 9.23 静岡県住民

４人 

写真スタジ

オ会社 

被申請人が経営す

る写真スタジオか

ら発生させる騒音

と申請人らに生じ

た心身症、心的外

傷後ストレス障害

（ＰＴＳＤ）によ

る死産、心因性頻

尿の健康被害及び

受験勉強が妨げら

れていることとの

因果関係の有無 

 

 

 

 

 

 

 

  

事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

令和３年(ゲ)

第１号 

福岡市における工場等

からの騒音による健康

被害原因裁定申請事件 

3. 1. 6 福岡県住民

２人 

菓子製造会

社 

被申請人が経営す

る菓子製造工場等

から騒音を発生さ

せたことと申請人

らに生じた不眠

症、頭位めまい

症、不眠ストレス

等の健康被害との

因果関係の有無 

  

令和３年(セ)

第１号 

燕市における工場から

の振動・騒音・悪臭に

よる財産被害等責任裁

定申請事件 

3. 1.19 新潟県住民

１人 

金属加工会

社 

賠償請求 

（3808万円） 

  

令和３年(セ)

第２号 

東海市における工場か

らの粉じん・悪臭等に

よる財産被害・健康被

害責任裁定申請事件 

3. 2.22 愛知県住民

３人 

自動車部品

塗装会社 

賠償請求 

（約2516万円） 

  

令和３年(セ)

第３号 

熊本市における駐車場

からの騒音・振動によ

る健康被害責任裁定申

請事件 

3. 3.17 熊本県住民

１人 

マンション

管理組合 

熊本県住民

２人 

賠償請求 

（約1373万円） 

  

令和３年(ゲ)

第２号 

熊本市における駐車場

からの騒音・振動によ

る健康被害原因裁定申

請事件 

3. 3.17 熊本県住民

１人 

マンション

管理組合 

熊本県住民

２人 

被申請人が管理す

るマンションから

騒音等を発生させ

たことと申請人に

生じた不眠症、不

安神経症、自律神

経失調症の健康被

害との因果関係の

有無 

  

令和３年(ゲ)

第３号 

横浜市における解体工

事等に伴う振動等によ

る財産被害原因裁定申

請事件 

3. 3.29 神奈川県住

民14人 

宗教法人 

学校法人 被申請人の校舎再

整備計画に起因す

る大規模建築物及

び工作物の解体行

為等と申請人らが

所有する土地や建

物及び公衆用通路

における被害及び

低層住宅地におけ

る生活環境の悪化

による被害との因

果関係の有無 

  

令和３年(ゲ)

第５号 

外１件 

丹波篠山市における養

鶏場等からの悪臭等被

害原因裁定申請事件 

3. 4.26 

 

 

4. 2 21 

兵庫県住民

１人 

 

兵庫県住民

３人 

住民自治会

兵庫県住民

３人 

住民自治会

兵庫県住民

１人 

被申請人らが訴え

る悪臭等被害と申

請人の営む事業活

動との因果関係の

有無（外１件は申

請人と被申請人が

逆） 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

令和３年(ゲ)

第１号 

福岡市における工場等

からの騒音による健康

被害原因裁定申請事件 

3. 1. 6 福岡県住民

２人 

菓子製造会

社 

被申請人が経営す

る菓子製造工場等

から騒音を発生さ

せたことと申請人

らに生じた不眠

症、頭位めまい

症、不眠ストレス

等の健康被害との

因果関係の有無 

  

令和３年(セ)

第１号 

燕市における工場から

の振動・騒音・悪臭に

よる財産被害等責任裁

定申請事件 

3. 1.19 新潟県住民

１人 

金属加工会

社 

賠償請求 

（3808万円） 

  

令和３年(セ)

第２号 

東海市における工場か

らの粉じん・悪臭等に

よる財産被害・健康被

害責任裁定申請事件 

3. 2.22 愛知県住民

３人 

自動車部品

塗装会社 

賠償請求 

（約2516万円） 

  

令和３年(セ)

第３号 

熊本市における駐車場

からの騒音・振動によ

る健康被害責任裁定申

請事件 

3. 3.17 熊本県住民

１人 

マンション

管理組合 

熊本県住民

２人 

賠償請求 

（約1373万円） 

  

令和３年(ゲ)

第２号 

熊本市における駐車場

からの騒音・振動によ

る健康被害原因裁定申

請事件 

3. 3.17 熊本県住民

１人 

マンション

管理組合 

熊本県住民

２人 

被申請人が管理す

るマンションから

騒音等を発生させ

たことと申請人に

生じた不眠症、不

安神経症、自律神

経失調症の健康被

害との因果関係の

有無 

  

令和３年(ゲ)

第３号 

横浜市における解体工

事等に伴う振動等によ

る財産被害原因裁定申

請事件 

3. 3.29 神奈川県住

民14人 

宗教法人 

学校法人 被申請人の校舎再

整備計画に起因す

る大規模建築物及

び工作物の解体行

為等と申請人らが

所有する土地や建

物及び公衆用通路

における被害及び

低層住宅地におけ

る生活環境の悪化

による被害との因

果関係の有無 

  

令和３年(ゲ)

第５号 

外１件 

丹波篠山市における養

鶏場等からの悪臭等被

害原因裁定申請事件 

3. 4.26 

 

 

4. 2 21 

兵庫県住民

１人 

 

兵庫県住民

３人 

住民自治会

兵庫県住民

３人 

住民自治会

兵庫県住民

１人 

被申請人らが訴え

る悪臭等被害と申

請人の営む事業活

動との因果関係の

有無（外１件は申

請人と被申請人が

逆） 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

令和３年(セ)

第４号 

札幌市における室外機

からの騒音・低周波音

による健康被害責任裁

定申請事件 

3. 5. 6 北海道住民

１人 

医療法人

(診療所) 

賠償請求 

（100万円） 

  

令和３年(ゲ)

第６号 

札幌市における室外機

からの騒音・低周波音

による健康被害原因裁

定申請事件 

3. 5. 6 北海道住民

１人 

医療法人

(診療所) 

被申請人の経営す

る診療所に設置さ

れたエアコン室外

機からの騒音等と

申請人に生じた不

眠等の健康被害と

の因果関係の有無 

  

令和３年(ゲ)

第７号 

京都市における大気汚

染による財産被害原因

裁定嘱託事件 

(嘱託受付)

3. 5.11 

（原告）

介護施設運

営法人 

（被告）

京都府住民

２人 

（嘱託の趣旨） 

被告らが隣接する

農地で除草剤を散

布・排出させたこ

とと原告が運営す

る介護施設の庭園

の樹木群が枯れた

こととの因果関係

の有無 

4. 2.15   因果関係を認めな

い 

令和３年(セ)

第５号 

宮城県亘理町における

町道からの騒音による

財産被害・健康被害責

任裁定申請事件 

3. 7.26 宮城県住民

１人 

亘理町 賠償請求 

（約156万円） 

  

令和３年(ゲ)

第８号 

神戸市における再生砕

石埋立てによる土壌汚

染・水質汚濁被害原因

裁定申請事件 

3. 8. 3 酪農組合の

組合員１人

建設会社 被申請人が埋め立

てた再生砕石と申

請人が神戸牛の飼

育等を行っている

土地（申請人が所

属する酪農組合の

所有地）に発生し

た土壌汚染及び水

質汚濁との因果関

係の有無 

  

令和３年(ゲ)

第９号 

川越市における室内機

等からの騒音による健

康被害原因裁定嘱託事

件 

(嘱託受付)

3. 8.11 

（原告）

埼玉県住民

３人 

（被告）

植物栽培販

売会社 

（嘱託の趣旨） 

被告が温室に設置

した室内機及び室

外機の稼働音と原

告らに生じた健康

被害との因果関係

の有無 

  

令和３年(ゲ)

第10号 

鉾田市における給湯機

等からの低周波音によ

る健康被害・振動被害

原因裁定申請事件 

3. 8.27 茨城県住民

１人 

茨城県住民

１人 

被申請人が設置し

たヒートポンプ給

湯機等からの低周

波音と申請人に生

じた頭痛等の健康

被害等との因果関

係の有無 

  

令和３年(セ)

第６号 

市川市における銭湯か

らの大気汚染・悪臭に

よる健康被害等責任裁

定申請事件 

3. 9. 6 千葉県住民

１人 

千葉県住民

１人 

建設会社 

賠償請求 

（約664万円） 

  

事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

令和３年(ゲ)

第11号 

市川市における銭湯か

らの大気汚染・悪臭に

よる健康被害等原因裁

定申請事件 

3. 9. 6 千葉県住民

１人 

千葉県住民

１人 

建設会社 

被申請人が経営す

る銭湯から不完全

燃焼により化学物

質等の煙を排出し

たこと等と申請人

に生じた咳、頭痛

等の健康被害等と

の因果関係の有無 

  

令和３年(セ)

第７号 

品川区におけるアパー

ト設備からの騒音・悪

臭による健康被害責任

裁定申請事件 

3. 9. 8 東京都住民

１人 

アパート所

有会社 

賠償請求 

（約94万円） 

  

令和３年(ゲ)

第12号 

品川区におけるアパー

ト設備からの騒音・悪

臭による健康被害原因

裁定申請事件 

3. 9. 8 東京都住民

１人 

アパート所

有会社 

被申請人が所有す

るアパートの設備

から騒音及び悪臭

を発生させ続けて

いることと申請人

に生じた動悸、耳

鳴り、めまいを症

状とする睡眠障害

による自律神経失

調症の健康被害と

の因果関係の有無 

  

令和３年(セ)

第８号 

小平市における歯科医

院からの騒音・低周波

音による健康被害責任

裁定申請事件 

3. 9.14 東京都住民

１人 

医療法人

(歯科医院)

賠償請求 

（70万円） 

  

令和３年(ゲ)

第13号 

名古屋市における鉄く

ず等搬入・搬出作業に

伴う騒音被害原因裁定

申請事件 

3. 9.24 各種機械器

具製造販売

会社 

金属リサイ

クル会社 

被申請人が本社兼

工場で鉄くず等を

搬入・搬出する際

に発生・拡散させ

た騒音と申請人が

当該騒音により会

議時間等の変更を

余儀なくされる等

の被害との因果関

係の有無 

  

令和３年(ゲ)

第14号 

外１件 

大阪市における樋交換

工事に伴う粉じんによ

る財産被害原因裁定嘱

託事件 

(嘱託受付)

3.10. 7 

 

 

3.11.26 

（原告）

大阪府住民

１人 

保険会社 

大阪府住民

５人 

 

（被告）

運輸会社 

石油会社 

（嘱託の趣旨） 

被告石油会社が、

被告運輸会社の所

有する倉庫の樋交

換工事を行った際

に鉄粉が飛散した

ことと原告個人の

所有する自動車に

ついて、錆及び擦

過傷が生じたこと

との因果関係の有

無 

  

令和３年(ゲ)

第15号 

京都市における空調機

器の稼働に伴う低周波

音・振動による健康被

害原因裁定申請事件 

3.10.18 京都府住民

１人 

建設会社 被申請人が行う工

事から低周波振動

が漏れていると思

われる現象 

 

4.3.17 却下 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

令和３年(ゲ)

第11号 

市川市における銭湯か

らの大気汚染・悪臭に

よる健康被害等原因裁

定申請事件 

3. 9. 6 千葉県住民

１人 

千葉県住民

１人 

建設会社 

被申請人が経営す

る銭湯から不完全

燃焼により化学物

質等の煙を排出し

たこと等と申請人

に生じた咳、頭痛

等の健康被害等と

の因果関係の有無 

  

令和３年(セ)

第７号 

品川区におけるアパー

ト設備からの騒音・悪

臭による健康被害責任

裁定申請事件 

3. 9. 8 東京都住民

１人 

アパート所

有会社 

賠償請求 

（約94万円） 

  

令和３年(ゲ)

第12号 

品川区におけるアパー

ト設備からの騒音・悪

臭による健康被害原因

裁定申請事件 

3. 9. 8 東京都住民

１人 

アパート所

有会社 

被申請人が所有す

るアパートの設備

から騒音及び悪臭

を発生させ続けて

いることと申請人

に生じた動悸、耳

鳴り、めまいを症

状とする睡眠障害

による自律神経失

調症の健康被害と

の因果関係の有無 

  

令和３年(セ)

第８号 

小平市における歯科医

院からの騒音・低周波

音による健康被害責任

裁定申請事件 

3. 9.14 東京都住民

１人 

医療法人

(歯科医院)

賠償請求 

（70万円） 

  

令和３年(ゲ)

第13号 

名古屋市における鉄く

ず等搬入・搬出作業に

伴う騒音被害原因裁定

申請事件 

3. 9.24 各種機械器

具製造販売

会社 

金属リサイ

クル会社 

被申請人が本社兼

工場で鉄くず等を

搬入・搬出する際

に発生・拡散させ

た騒音と申請人が

当該騒音により会

議時間等の変更を

余儀なくされる等

の被害との因果関

係の有無 

  

令和３年(ゲ)

第14号 

外１件 

大阪市における樋交換

工事に伴う粉じんによ

る財産被害原因裁定嘱

託事件 

(嘱託受付)

3.10. 7 

 

 

3.11.26 

（原告）

大阪府住民

１人 

保険会社 

大阪府住民

５人 

 

（被告）

運輸会社 

石油会社 

（嘱託の趣旨） 

被告石油会社が、

被告運輸会社の所

有する倉庫の樋交

換工事を行った際

に鉄粉が飛散した

ことと原告個人の

所有する自動車に

ついて、錆及び擦

過傷が生じたこと

との因果関係の有

無 

  

令和３年(ゲ)

第15号 

京都市における空調機

器の稼働に伴う低周波

音・振動による健康被

害原因裁定申請事件 

3.10.18 京都府住民

１人 

建設会社 被申請人が行う工

事から低周波振動

が漏れていると思

われる現象 

 

4.3.17 却下 

−341−
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

令和３年(ゲ)

第17号 

札幌市における室外機

等からの振動・低周波

音による健康被害原因

裁定申請事件 

3.11.26 北海道住民

２人 

北海道住民

２人 

被申請人ら宅の室

外機等から発生す

る振動及び低周波

音と申請人らに生

じた吐き気等の健

康被害との因果関

係の有無 

  

令和３年(セ)

第９号 

大田区における飲食店

からの騒音・悪臭によ

る健康被害等責任裁定

申請事件 

3.12. 7 東京都住民

２人 

居酒屋 賠償請求 

（約355万円） 

  

令和４年(ゲ)

第１号 

周南市における工場か

らの騒音による健康被

害原因裁定申請事件 

4. 2. 7 山口県住民

１人 

山口県住民

１人（和菓

子製造工場

経営者） 

被申請人が操業す

る工場からの騒音

と申請人に生じた

頭痛等の健康被害

との因果関係の有

無 

4. 3.22 申請不受理 

令和４年(セ)

第１号 

神奈川県大磯町におけ

るマンション上階から

の騒音・振動による健

康被害責任裁定申請事

件 

4. 2.22 神奈川県住

民１人 

神奈川県住

民１人 

損害賠償 

(約269万円) 

 

  

 

 

  

義務履行勧告事件 

 

 

 

事 件 番 号 事 件 
申出受付 

年 月 日 
申 出 人 申出の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

昭和62年(リ)

第１号 
大阪国際空港騒音調停

申請事件の調停条項に

係る義務履行勧告申出

事件 

62. 3. 3 大阪府住民451人

（大阪国際空港騒

音調停申請事件に

おける大阪グルー

プの申請人） 

大阪国際空港騒音調停

申請事件に係る昭和53

年３月16日成立の調停

条項第２項に定める義

務の履行 

3. 2.25 取下げ

平成９年(リ) 

第１号 
冷暖房室外機騒音職権

調停事件の調停条項に

係る義務履行勧告申出

事件 

 9. 8.26 東京都住民１人

（冷暖房室外機騒

音責任裁定申請事

件の申請人） 

冷暖房室外機騒音被害

職権調停事件に係る平

成３年11月５日成立の

調停条項第２、３及び

５項に定める義務の履

行 

10. 4.27 勧告をしない決

定 

平成17年(リ) 

第１号 
深川市における低周波

音被害職権調停事件の

調停条項に係る義務履

行勧告申出事件 

17. 6.16 北海道住民１人

（深川市における

低周波音被害責任

裁定申請事件の申

請人） 

深川市における低周波

音被害職権調停事件の

調停条項に係る平成16

年７月７日成立の調停

条項に定める義務の履

行（調停条項に基づく

排気ダクトの設置によ

る新たな低周波音の発

生） 

18. 6.16 勧告をしない決

定 

平成20年(リ)

第１号 

伊東市における製菓工

場騒音・悪臭被害職権

調停事件の調停条項に

係る義務履行勧告申出

事件 

20. 6.24 静岡県住民１人

（伊東市における

製菓工場騒音・悪

臭被害職権調停事

件の申請人） 

伊東市における製菓工

場騒音・悪臭被害職権

調停事件に係る平成14

年11月26日成立の調停

条項第１項に定める義

務の履行 

21. 2. 9 勧告をしない決

定 

平成20年(リ)

第２号 

飯塚市し尿処理場等悪

臭被害職権調停事件の

調停条項に係る義務履

行勧告申出事件 

20.11.17 福岡県住民１人

（飯塚市し尿処理

場等悪臭被害職権

調停事件の申請

人） 

飯塚市し尿処理場等悪

臭被害職権調停事件の

調停条項に係る平成11

年７月13日成立の調停

条項第２、５項

(１)(２)に定める義務

の履行 

22. 1.25 一部勧告 

平成24年(リ)

第１号 

上尾市における騒音・

低周波音被害職権調停

事件の調停条項に係る

義務履行勧告申出事件 

24. 5.29 埼玉県住民２人

（上尾市における

騒音・低周波音被

害職権調停事件の

申請人） 

上尾市における騒音・

低周波音被害職権調停

事件の調停条項に係る

平成23年９月15日成立

の調停条項第１～３項

に定める義務の履行 

 

24. 8.16 取下げ 

平成29年(リ)

第１号 

横浜市における振動・

騒音（低周波音)によ

る健康被害職権調停事

件の調停条項に係る義

務履行勧告申出事件 

 

29. 6. 6 神奈川県住民１人 

（横浜市における

振動・騒音（低周

波音）による健康

被害職権調停事件

の被申請人） 

横浜市における振動・

騒音（低周波音）によ

る健康被害職権調停事

件の調停条項に係る平

成29年３月28日成立の

調停条項第４項に定め

る義務の履行 

29.10．3 勧告 
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義務履行勧告事件 

 

 

 

事 件 番 号 事 件 
申出受付 

年 月 日 
申 出 人 申出の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

昭和62年(リ)

第１号 
大阪国際空港騒音調停

申請事件の調停条項に

係る義務履行勧告申出

事件 

62. 3. 3 大阪府住民451人

（大阪国際空港騒

音調停申請事件に

おける大阪グルー

プの申請人） 

大阪国際空港騒音調停

申請事件に係る昭和53

年３月16日成立の調停

条項第２項に定める義

務の履行 

3. 2.25 取下げ

平成９年(リ) 

第１号 
冷暖房室外機騒音職権

調停事件の調停条項に

係る義務履行勧告申出

事件 

 9. 8.26 東京都住民１人

（冷暖房室外機騒

音責任裁定申請事

件の申請人） 

冷暖房室外機騒音被害

職権調停事件に係る平

成３年11月５日成立の

調停条項第２、３及び

５項に定める義務の履

行 

10. 4.27 勧告をしない決

定 

平成17年(リ) 

第１号 
深川市における低周波

音被害職権調停事件の

調停条項に係る義務履

行勧告申出事件 

17. 6.16 北海道住民１人

（深川市における

低周波音被害責任

裁定申請事件の申

請人） 

深川市における低周波

音被害職権調停事件の

調停条項に係る平成16

年７月７日成立の調停

条項に定める義務の履

行（調停条項に基づく

排気ダクトの設置によ

る新たな低周波音の発

生） 

18. 6.16 勧告をしない決

定 

平成20年(リ)

第１号 

伊東市における製菓工

場騒音・悪臭被害職権

調停事件の調停条項に

係る義務履行勧告申出

事件 

20. 6.24 静岡県住民１人

（伊東市における

製菓工場騒音・悪

臭被害職権調停事

件の申請人） 

伊東市における製菓工

場騒音・悪臭被害職権

調停事件に係る平成14

年11月26日成立の調停

条項第１項に定める義

務の履行 

21. 2. 9 勧告をしない決

定 

平成20年(リ)

第２号 

飯塚市し尿処理場等悪

臭被害職権調停事件の

調停条項に係る義務履

行勧告申出事件 

20.11.17 福岡県住民１人

（飯塚市し尿処理

場等悪臭被害職権

調停事件の申請

人） 

飯塚市し尿処理場等悪

臭被害職権調停事件の

調停条項に係る平成11

年７月13日成立の調停

条項第２、５項

(１)(２)に定める義務

の履行 

22. 1.25 一部勧告 

平成24年(リ)

第１号 

上尾市における騒音・

低周波音被害職権調停

事件の調停条項に係る

義務履行勧告申出事件 

24. 5.29 埼玉県住民２人

（上尾市における

騒音・低周波音被

害職権調停事件の

申請人） 

上尾市における騒音・

低周波音被害職権調停

事件の調停条項に係る

平成23年９月15日成立

の調停条項第１～３項

に定める義務の履行 

 

24. 8.16 取下げ 

平成29年(リ)

第１号 

横浜市における振動・

騒音（低周波音)によ

る健康被害職権調停事

件の調停条項に係る義

務履行勧告申出事件 

 

29. 6. 6 神奈川県住民１人 

（横浜市における

振動・騒音（低周

波音）による健康

被害職権調停事件

の被申請人） 

横浜市における振動・

騒音（低周波音）によ

る健康被害職権調停事

件の調停条項に係る平

成29年３月28日成立の

調停条項第４項に定め

る義務の履行 

29.10．3 勧告 

−343−
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２．公害等調整委員会における事件の受付・処理件数一覧

区分

年度 受付 終結 未済 受付 終結 未済 受付 終結 未済 受付 終結 未済 受付 終結 未済 受付 終結 未済

45年度 0 0 0 2 1 1 0 0 0 - - - 0 0 0 2 1 1
46 0 0 0 6 7 0 0 0 0 0 0 6 0 7
47 0 0 0 14 2 19 0 0 0 0 0 0 0 0 0 14 2 19
48 0 0 0 36 8 47 0 0 0 0 0 0 0 0 0 36 8 47
49 0 0 0 20 26 41 0 0 0 6 2 4 0 0 0 26 28 45
50 0 0 0 45 22 64 1 0 1 2 1 5 0 0 0 48 23 70
51 0 0 0 55 43 76 0 1 0 2 3 4 0 0 0 57 47 80
52 0 0 0 62 33 105 0 0 0 0 2 2 0 0 0 62 35 107
53 0 0 0 42 89 58 0 0 0 1 2 1 0 0 0 43 91 59
54 0 0 0 48 36 70 0 0 0 0 0 1 0 0 0 48 36 71
55 0 0 0 34 49 55 0 0 0 1 1 1 0 0 0 35 50 56
56 0 0 0 45 33 67 0 0 0 0 0 1 0 0 0 45 33 68
57 0 0 0 48 40 75 0 0 0 1 0 2 0 0 0 49 40 77
58 0 0 0 42 46 71 0 0 0 0 1 1 0 0 0 42 47 72
59 0 0 0 31 40 62 0 0 0 0 0 1 0 0 0 31 40 63
60 0 0 0 31 38 55 0 0 0 1 1 1 0 0 0 32 39 56
61 0 0 0 31 61 25 0 0 0 1 0 2 1 0 1 33 61 28
62 0 0 0 25 29 21 0 0 0 3 0 5 0 0 1 28 29 27
63 0 0 0 14 22 13 0 0 0 1 6 0 0 0 1 15 28 14

平成元 0 0 0 11 18 6 0 0 0 0 0 0 0 0 1 11 18 7
２ 0 0 0 21 14 13 0 0 0 2 1 1 0 1 0 23 16 14
３ 0 0 0 5 16 2 0 0 0 1 2 0 0 0 0 6 18 2
４ 0 0 0 3 1 4 0 0 0 3 0 3 0 0 0 6 1 7
５ 0 0 0 10 5 9 0 0 0 2 0 5 0 0 0 12 5 14
６ 1 1 0 2 4 7 0 0 0 2 0 7 0 0 0 5 5 14
７ 0 0 0 2 2 7 0 0 0 0 0 7 0 0 0 2 2 14
８ 0 0 0 4 4 7 0 0 0 6 0 13 0 0 0 10 4 20
９ 0 0 0 1 2 6 0 0 0 4 0 17 1 0 1 6 2 24
10 0 0 0 1 1 6 0 0 0 1 15 3 0 1 0 2 17 9
11 0 0 0 1 1 6 0 0 0 3 3 3 0 0 0 4 4 9
12 0 0 0 2 5 3 0 0 0 2 1 4 0 0 0 4 6 7
13 0 0 0 3 3 3 0 0 0 3 1 6 0 0 0 6 4 9
14 1 0 1 2 1 4 0 0 0 4 5 5 0 0 0 7 6 10
15 1 2 0 2 2 4 0 0 0 8 4 9 0 0 0 11 8 13
16 0 0 0 0 2 2 0 0 0 3 3 9 0 0 0 3 5 11
17 0 0 0 1 2 1 0 0 0 7 6 10 1 0 1 9 8 12
18 0 0 0 0 0 1 0 0 0 6 5 11 0 1 0 6 6 12
19 0 0 0 1 1 1 0 0 0 5 3 13 0 0 0 6 4 14
20 0 0 0 1 1 1 0 0 0 9 6 16 2 1 1 12 8 18
21 0 0 0 1 0 2 0 0 0 23 11 28 0 1 0 24 12 30
22 0 0 0 3 4 1 0 0 0 24 15 37 0 0 0 27 19 38
23 0 0 0 5 5 1 0 0 0 24 17 44 0 0 0 29 22 45
24 0 0 0 5 3 3 0 0 0 23 29 38 1 1 0 29 33 41
25 0 0 0 5 6 2 0 0 0 32 21 49 0 0 0 37 27 51
26 0 0 0 2 2 2 0 0 0 18 25 42 0 0 0 20 27 44
27 0 0 0 1 0 3 0 0 0 15 28 29 0 0 0 16 28 32
28 0 0 0 4 6 1 0 0 0 16 25 20 0 0 0 20 31 21
29 0 0 0 1 0 2 0 0 0 12 11 21 1 1 0 14 12 23
30 0 0 0 2 2 2 0 0 0 22 13 30 0 0 0 24 15 32

令和元 0 0 0 1 1 2 0 0 0 19 14 35 0 0 0 20 15 37
２ 0 0 0 0 0 2 0 0 0 14 15 34 0 0 0 14 15 36
３ 0 0 0 1 2 1 0 0 0 23 10 47 0 0 0 24 12 48

計 3 3 735 734 1 1 355 308 7 7 1101 1053

合計

公害紛争事件

裁定 義務履行勧告あっせん 調停 仲裁

 

区分

年度 指定 拒否 取下げ 計 ダム 温泉 景観 農業 社寺 トンネル その他

26 10 3 3 1 2

27 3 8 8 3 1 2 1 1

28 16 8 8 1 2 4 1

29 21 17 1 18 4 5 1 4 1 2

30 5 15 15 5 7 2 1

31 12 7 7 6 1

32 9 11 1 1 13 1 7 2 1

33 4 4 4 4

34 7 5 5 3 1 1

35 11 9 9 3 2 1 3

36 14 8 1 9 5 3

37 3 1 1 1

38 1 4 2 6 2 2 3

39 4 7 7 3 1

40 2 6 6 4 1 1

41 5 4 4 2 2

42 7 4 4 3 1

43 7 6 6 6

44 5 7 7 6 1

45 6 8 8 5 2 1

46 5 6 6 6

47 8 2 2 2

48 12 6 6 6

49 10 8 8 8

50 5 7 7 5 1 1

51 3 8 8 8

52 2 5 5 4 1

53 11 4 4 4

54 2 9 1 10 9

55 10 2 2 2

56 4 11 11 10 1

57 4 5 5 5

58 1 5 5 5

59 3 2 2 1 1 1

60 3 3 3 3

61 1 1 1 1

62 2 2 2

63 1 1

平成元 0

２ 0

３ 4 0

４ 4 4 4

５ 1 1

６ 2 2 2

７ 0

鉱区禁止地域指定請求事件

請求
件数

処理状況 指定理由
備考

−344−

２．公害等調整委員会における事件の受付・処理件数一覧
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２．公害等調整委員会における事件の受付・処理件数一覧

区分

年度 受付 終結 未済 受付 終結 未済 受付 終結 未済 受付 終結 未済 受付 終結 未済 受付 終結 未済

45年度 0 0 0 2 1 1 0 0 0 - - - 0 0 0 2 1 1
46 0 0 0 6 7 0 0 0 0 0 0 6 0 7
47 0 0 0 14 2 19 0 0 0 0 0 0 0 0 0 14 2 19
48 0 0 0 36 8 47 0 0 0 0 0 0 0 0 0 36 8 47
49 0 0 0 20 26 41 0 0 0 6 2 4 0 0 0 26 28 45
50 0 0 0 45 22 64 1 0 1 2 1 5 0 0 0 48 23 70
51 0 0 0 55 43 76 0 1 0 2 3 4 0 0 0 57 47 80
52 0 0 0 62 33 105 0 0 0 0 2 2 0 0 0 62 35 107
53 0 0 0 42 89 58 0 0 0 1 2 1 0 0 0 43 91 59
54 0 0 0 48 36 70 0 0 0 0 0 1 0 0 0 48 36 71
55 0 0 0 34 49 55 0 0 0 1 1 1 0 0 0 35 50 56
56 0 0 0 45 33 67 0 0 0 0 0 1 0 0 0 45 33 68
57 0 0 0 48 40 75 0 0 0 1 0 2 0 0 0 49 40 77
58 0 0 0 42 46 71 0 0 0 0 1 1 0 0 0 42 47 72
59 0 0 0 31 40 62 0 0 0 0 0 1 0 0 0 31 40 63
60 0 0 0 31 38 55 0 0 0 1 1 1 0 0 0 32 39 56
61 0 0 0 31 61 25 0 0 0 1 0 2 1 0 1 33 61 28
62 0 0 0 25 29 21 0 0 0 3 0 5 0 0 1 28 29 27
63 0 0 0 14 22 13 0 0 0 1 6 0 0 0 1 15 28 14

平成元 0 0 0 11 18 6 0 0 0 0 0 0 0 0 1 11 18 7
２ 0 0 0 21 14 13 0 0 0 2 1 1 0 1 0 23 16 14
３ 0 0 0 5 16 2 0 0 0 1 2 0 0 0 0 6 18 2
４ 0 0 0 3 1 4 0 0 0 3 0 3 0 0 0 6 1 7
５ 0 0 0 10 5 9 0 0 0 2 0 5 0 0 0 12 5 14
６ 1 1 0 2 4 7 0 0 0 2 0 7 0 0 0 5 5 14
７ 0 0 0 2 2 7 0 0 0 0 0 7 0 0 0 2 2 14
８ 0 0 0 4 4 7 0 0 0 6 0 13 0 0 0 10 4 20
９ 0 0 0 1 2 6 0 0 0 4 0 17 1 0 1 6 2 24
10 0 0 0 1 1 6 0 0 0 1 15 3 0 1 0 2 17 9
11 0 0 0 1 1 6 0 0 0 3 3 3 0 0 0 4 4 9
12 0 0 0 2 5 3 0 0 0 2 1 4 0 0 0 4 6 7
13 0 0 0 3 3 3 0 0 0 3 1 6 0 0 0 6 4 9
14 1 0 1 2 1 4 0 0 0 4 5 5 0 0 0 7 6 10
15 1 2 0 2 2 4 0 0 0 8 4 9 0 0 0 11 8 13
16 0 0 0 0 2 2 0 0 0 3 3 9 0 0 0 3 5 11
17 0 0 0 1 2 1 0 0 0 7 6 10 1 0 1 9 8 12
18 0 0 0 0 0 1 0 0 0 6 5 11 0 1 0 6 6 12
19 0 0 0 1 1 1 0 0 0 5 3 13 0 0 0 6 4 14
20 0 0 0 1 1 1 0 0 0 9 6 16 2 1 1 12 8 18
21 0 0 0 1 0 2 0 0 0 23 11 28 0 1 0 24 12 30
22 0 0 0 3 4 1 0 0 0 24 15 37 0 0 0 27 19 38
23 0 0 0 5 5 1 0 0 0 24 17 44 0 0 0 29 22 45
24 0 0 0 5 3 3 0 0 0 23 29 38 1 1 0 29 33 41
25 0 0 0 5 6 2 0 0 0 32 21 49 0 0 0 37 27 51
26 0 0 0 2 2 2 0 0 0 18 25 42 0 0 0 20 27 44
27 0 0 0 1 0 3 0 0 0 15 28 29 0 0 0 16 28 32
28 0 0 0 4 6 1 0 0 0 16 25 20 0 0 0 20 31 21
29 0 0 0 1 0 2 0 0 0 12 11 21 1 1 0 14 12 23
30 0 0 0 2 2 2 0 0 0 22 13 30 0 0 0 24 15 32

令和元 0 0 0 1 1 2 0 0 0 19 14 35 0 0 0 20 15 37
２ 0 0 0 0 0 2 0 0 0 14 15 34 0 0 0 14 15 36
３ 0 0 0 1 2 1 0 0 0 23 10 47 0 0 0 24 12 48

計 3 3 735 734 1 1 355 308 7 7 1101 1053

合計

公害紛争事件

裁定 義務履行勧告あっせん 調停 仲裁

 

区分

年度 指定 拒否 取下げ 計 ダム 温泉 景観 農業 社寺 トンネル その他

26 10 3 3 1 2

27 3 8 8 3 1 2 1 1

28 16 8 8 1 2 4 1

29 21 17 1 18 4 5 1 4 1 2

30 5 15 15 5 7 2 1

31 12 7 7 6 1

32 9 11 1 1 13 1 7 2 1

33 4 4 4 4

34 7 5 5 3 1 1

35 11 9 9 3 2 1 3

36 14 8 1 9 5 3

37 3 1 1 1

38 1 4 2 6 2 2 3

39 4 7 7 3 1

40 2 6 6 4 1 1

41 5 4 4 2 2

42 7 4 4 3 1

43 7 6 6 6

44 5 7 7 6 1

45 6 8 8 5 2 1

46 5 6 6 6

47 8 2 2 2

48 12 6 6 6

49 10 8 8 8

50 5 7 7 5 1 1

51 3 8 8 8

52 2 5 5 4 1

53 11 4 4 4

54 2 9 1 10 9

55 10 2 2 2

56 4 11 11 10 1

57 4 5 5 5

58 1 5 5 5

59 3 2 2 1 1 1

60 3 3 3 3

61 1 1 1 1

62 2 2 2

63 1 1

平成元 0

２ 0

３ 4 0

４ 4 4 4

５ 1 1

６ 2 2 2

７ 0

鉱区禁止地域指定請求事件

請求
件数

処理状況 指定理由
備考

−345−

鉱区禁止地域指定請求事件
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区分

年度 指定 拒否 取下げ 計 ダム 温泉 景観 農業 社寺 トンネル その他

８ 1 1 1

９ 1 1 1

10 0

11 0

12 0

13 1 1 1

14 0

15 1 1 1 1

16 2 1 1 1

17 2 2 2

18 0

19 1 0

20 0

21 1 0

22 2 2 2

23 0

24 0

25 0

26 0

27 0

28 0

29 0

30 0

令和元 0

２ 0

３ 0

計 245 244 2 6 252 152 35 24 15 7 4 7

（注1）

（注2）

鉱区禁止地域指定請求事件

請求
件数

処理状況 指定理由
備考

　個別の鉱区禁止地域指定の概要については、公害等調整委員会年次報告付録３を参照。

　請求事件によっては、指定等の処理が分割して行われることがあるため、請求件数と処理状
況の計は一致しない。

 

区分

年度 認容 棄却 却下 取下げ 他 計

26 0

27 2 1 1 2

28 0

29 0

30 1 1 1

31 4 0 4

32 2 1 1 5

33 2 4 1 5 2

34 1 2 2 1

35 1 1 1 2

36 2 1 1 1

37 2 1 1 2

38 1 1 1 2 1

39 2 0 3

40 1 1 1 3

41 2 1 1 2 3

42 4 1 1 2 5

43 2 1 1 2 5

44 5 3 3 6 4

45 2 1 2 3 3

46 2 1 1 2 3

47 1 2 2 2

48 8 1 1 2 4 6

49 1 1 3 5 1

50 2 1 1 2

51 5 1 1 6

52 1 4 1 5 2

53 2 1 1 3

54 2 2 2 4 1

55 2 1 1 2 1

56 5 1 2 3 3

57 3 2 2 4

58 4 4 4 4

59 4 1 3 4 4

60 1 1 2 2

61 3 1 1 2 3

62 1 1 2 3 1

63 3 0 4

平成元 1 2 1 3 2

２ 5 0 7

３ 3 2 4 6 4

４ 8 3 6 9 3

５ 2 2 1

６ 1 0 2

７ 7 3 3 6

８ 1 5 5 2

９ 6 5 1 6 2

10 2 2 1 3 1

11 5 1 4 1 6

12 6 2 1 3 3

13 0 1 1 2

14 1 1 1 2 1

15 1 1 1 1

16 3 1 1 2 2

17 5 2 1 3 4

18 0 1 1 2 2

行政処分に対する不服の裁定事件

申請状況

処理状況
年度末未処理件数

−346−

鉱区禁止地域指定請求事件

（注）１　個別の鉱区禁止地域指定の概要については、公害等調整委員会年次報告付録３を参照。

　　 ２�　請求事件によっては、指定等の処理が分割して行われることがあるため、請求件数と処理状

況の計は一致しない。
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区分

年度 指定 拒否 取下げ 計 ダム 温泉 景観 農業 社寺 トンネル その他

８ 1 1 1

９ 1 1 1

10 0

11 0

12 0

13 1 1 1

14 0

15 1 1 1 1

16 2 1 1 1

17 2 2 2

18 0

19 1 0

20 0

21 1 0

22 2 2 2

23 0

24 0

25 0

26 0

27 0

28 0

29 0

30 0

令和元 0

２ 0

３ 0

計 245 244 2 6 252 152 35 24 15 7 4 7

（注1）

（注2）

鉱区禁止地域指定請求事件

請求
件数

処理状況 指定理由
備考

　個別の鉱区禁止地域指定の概要については、公害等調整委員会年次報告付録３を参照。

　請求事件によっては、指定等の処理が分割して行われることがあるため、請求件数と処理状
況の計は一致しない。

 

区分

年度 認容 棄却 却下 取下げ 他 計

26 0

27 2 1 1 2

28 0

29 0

30 1 1 1

31 4 0 4

32 2 1 1 5

33 2 4 1 5 2

34 1 2 2 1

35 1 1 1 2

36 2 1 1 1

37 2 1 1 2

38 1 1 1 2 1

39 2 0 3

40 1 1 1 3

41 2 1 1 2 3

42 4 1 1 2 5

43 2 1 1 2 5

44 5 3 3 6 4

45 2 1 2 3 3

46 2 1 1 2 3

47 1 2 2 2

48 8 1 1 2 4 6

49 1 1 3 5 1

50 2 1 1 2

51 5 1 1 6

52 1 4 1 5 2

53 2 1 1 3

54 2 2 2 4 1

55 2 1 1 2 1

56 5 1 2 3 3

57 3 2 2 4

58 4 4 4 4

59 4 1 3 4 4

60 1 1 2 2

61 3 1 1 2 3

62 1 1 2 3 1

63 3 0 4

平成元 1 2 1 3 2

２ 5 0 7

３ 3 2 4 6 4

４ 8 3 6 9 3

５ 2 2 1

６ 1 0 2

７ 7 3 3 6

８ 1 5 5 2

９ 6 5 1 6 2

10 2 2 1 3 1

11 5 1 4 1 6

12 6 2 1 3 3

13 0 1 1 2

14 1 1 1 2 1

15 1 1 1 1

16 3 1 1 2 2

17 5 2 1 3 4

18 0 1 1 2 2

行政処分に対する不服の裁定事件

申請状況

処理状況
年度末未処理件数

−347−

行政処分に対する不服の裁定事件
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区分

年度 知　事
建設大臣

(国土交通大臣)

26 0

27 4 3 1 3 1

28 1 1 1

29 4 3 1 1 1 2

30 6 3 3 1 3 1 1

31 3 3 2 1

32 1 1 1

33 1 1 1

34 2 2 1 1

35 1 1 1

36 4 3 1 1 3

37 0

38 4 4 3 1

39 8 5 3 5 1 1 1

40 8 5 3 4 2 1 1

41 10 10 7 1 1 1

42 11 11 5 2 1 1 2

43 19 18 1 11 2 3 2 1

44 18 16 1 1 9 1 4 3 1

45 14 10 4 3 2 2 6 1

46 11 11 6 2 2 1

47 9 6 3 3 3 1 1 1

48 26 17 1 8 15 1 1 3 3 2 1

49 25 24 1 11 5 1 4 1 1 1 1

50 10 9 1 9 1

51 4 3 1 3 1

52 18 18 4 1 12 1

53 9 8 1 8 1

54 36 31 3 2 27 2 1 1 1 1 1 1 1

55 37 34 2 1 16 5 5 1 5 5

56 11 9 2 5 2 1 2 1

57 40 38 2 29 2 1 1 4 3

58 25 23 1 1 14 2 1 2 1 5

59 6 3 3 2 1 1 2

60 7 7 6 1

61 8 8 6 1 1

62 2 2 1 1

63 2 1 1 1 1

下
水
道

病
　
院

河
　
川

ダ
　
ム

意見照会関係

意見照会に係る処分の種類・事業種別受付件数の年度別推移（土地収用法関係）

受付

件数

処分の種類別 事　業　種　別

裁決の

不　服

事業認定の不服 道
　
路

か
ん
が
い

用
水

そ
の
他

鉄
　
道

空
　
港

電
　
力

住
　
宅

学
　
校

−348−

区分

年度 認容 棄却 却下 取下げ 他 計

19 0 1 1 2

20 1 1 1

21 1 1 1

22 3 0 3

23 0 2 2 1

24 3 2 1 3 1

25 0 1 1

26 2 2 2

27 1 0 1

28 6 1 3 4 3

29 2 1 1 4

30 3 2 2 5

令和元 0 1 1 2 3

２ 0 2 2 1

３ 1 0 2

計 162 11 60 20 68 1 160

（注） 個別の事件の概要については、公害等調整委員会年次報告付録４を参照。

行行政政処処分分にに対対すするる不不服服のの裁裁定定事事件件

申請状況
処理状況

年度末未処理件数
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区分

年度 知　事
建設大臣

(国土交通大臣)

26 0

27 4 3 1 3 1

28 1 1 1

29 4 3 1 1 1 2

30 6 3 3 1 3 1 1

31 3 3 2 1

32 1 1 1

33 1 1 1

34 2 2 1 1

35 1 1 1

36 4 3 1 1 3

37 0

38 4 4 3 1

39 8 5 3 5 1 1 1

40 8 5 3 4 2 1 1

41 10 10 7 1 1 1

42 11 11 5 2 1 1 2

43 19 18 1 11 2 3 2 1

44 18 16 1 1 9 1 4 3 1

45 14 10 4 3 2 2 6 1

46 11 11 6 2 2 1

47 9 6 3 3 3 1 1 1

48 26 17 1 8 15 1 1 3 3 2 1

49 25 24 1 11 5 1 4 1 1 1 1

50 10 9 1 9 1

51 4 3 1 3 1

52 18 18 4 1 12 1

53 9 8 1 8 1

54 36 31 3 2 27 2 1 1 1 1 1 1 1

55 37 34 2 1 16 5 5 1 5 5

56 11 9 2 5 2 1 2 1

57 40 38 2 29 2 1 1 4 3

58 25 23 1 1 14 2 1 2 1 5

59 6 3 3 2 1 1 2

60 7 7 6 1

61 8 8 6 1 1

62 2 2 1 1

63 2 1 1 1 1
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意見照会関係

意見照会に係る処分の種類・事業種別受付件数の年度別推移（土地収用法関係）
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区分

年度 知　事
建設大臣

(国土交通大臣)

平成元 4 4 1 3

２ 4 4 1 2 1

３ 1 1 1

４ 17 17 15 1 1

５ 23 21 2 14 2 1 6

６ 22 10 1 11 8 8 2 3 1

７ 6 6 3 2 1

８ 5 5 1 2 2

９ 155 155 10 24 1 120

10 153 13 140 14 137 1 1

11 21 11 1 9 16 1 4

12 22 14 8 2 14 1 5

13 26 24 2 18 1 4 2 1

14 16 15 1 5 2 3 3 1 2

15 22 17 5 18 2 2

16 54 54 15 5 30 2 2

17 17 15 2 11 2 4

18 8 8 7 1

19 13 13 5 2 2 1 3

20 15 14 1 10 2 1 2

21 11 11 10 1

22 18 17 1 12 1 5

23 14 14 9 1 1 1 2

24 15 13 2 12 3

25 13 12 1 10 2 1

26 18 6 12 6 12

27 9 7 2 6 1 1 1

28 27 6 21 5 22

29 3 3 3

30 3 3 2 1

令和元 0

２ 7 7 6 1

３ 9 9 8 1

合　　計 1,156 881 19 256 482 77 16 205 52 7 3 77 57 5 3 172

〔参　考〕

昭和26年１月～
　　47年６月

133 113 10 10 61 11 5 25 13 0 1 6 4 1 3 3

昭和47年７月～
令和４年３月

1,023 768 9 246 421 66 11 180 39 7 2 71 53 4 0 169

（注） 上記の外、森林法に基づく意見照会を２件（昭和55年度、59年度）、鉱業法に基づく掘削制限の決定に対する
　　 承認申請を１件（昭和33年度）、採石法に基づく採石権の設定等の決定に対する承認申請を８件（昭和46年度、
　　 47年度、52年度、53年度、平成11年度、19年度、20年度、30年度）、日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力
　　　及び安全保障条約第六条に基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に
　　　伴う土地等の使用等に関する特別措置法を２件（平成27年度）それぞれ受け付けている。
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意見照会関係

意見照会に係る処分の種類・事業種別受付件数の年度別推移（土地収用法関係）
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件数

処分の種類別 事　業　種　別

裁決の
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事業認定の不服 道
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（注）�　上記の外、森林法に基づく意見照会を２件（昭和 55 年度、59 年度）、鉱業法に基づく掘削制限の決定に対する
承認申請を１件（昭和 33 年度）、採石法に基づく採石権の設定等の決定に対する承認申請を９件（昭和 46 年度、
47 年度、52 年度、53 年度、平成 11 年度、19 年度、20 年度、30 年度、令和３年度）、日本国とアメリカ合衆国
との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関す
る協定の実施に伴う土地等の使用等に関する特別措置法を２件（平成 27 年度）それぞれ受け付けている。

公害等調整委員会50年史

令和４年６月発行

編集 公害等調整委員会事務局
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